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FLP 地域公共マネジメントプログラム  

「Summer School in 根室エリア」報告書の刊行にあたって 
 

 中央大学では、社会的ニーズを踏まえ、学生諸君の多面的な知的要求に対応する教育

ステージを提供するプログラムとして、２００３年度より全学の「知」を結集した新し

い教育システム「ファカルティリンケージ・プログラム（FLP）」を導入しました。 
地域･公共マネジメントプログラムは、公務に強い中央大学の伝統を一層強化するプ

ログラムを設置すべきだという学内外からの声に推されて、第５番目のプログラムとし

て２００８年度に発足しました。 
 本プログラムの運営に際しては、中央大学の実学の伝統の継承はもとより、新たな試

みを付加し、独自性を創出することに努力を傾注しています。毎年実施しているプログ

ラム全体イベント「Summer School」も、その一環です。本年度は、北海道の根室エリ

アを調査対象地として選択させていただきました。実施にあたっては、地元自治体をは

じめとする関係各位からのご理解とご協力を賜りました。深く感謝いたしております。 
学生は４月から９月にかけて、事前にご提供いただきました資料を基に理論的学習を

積み重ね、９月１７日から２０日の４日間の日程で現地調査に臨みました。ご当地のご

担当者の全面的なご支援とご指導の下、学生主体での Summer School の準備に始まり、

現地調査の実施、中間報告までの長い試行過程を無事終了することができました。今回

初めて北海道根室地域を訪問した学生が多く、異なる景観、植生、気候に感動し、毎日

新しい発見の連続だったという学生の感想を多く耳にしました。 
そして、１２月１５日にご多忙にもかかわらず、別海町役場産業振興部商工観光課の

大槻憲史氏と、今回の Summer School の仲介の労を取っていただいた株式会社

TAISHI の菅野剛氏に中央大学多摩校舎においで頂き、「Summer School 成果報告会」

を開催いたしました。「根室地域への政策提言」を課題として、各ゼミが 1 年間の研究

の成果と政策提言を発表しました。行政と大学による「公学連携」を実現すると同時に、

参加者との意見交換も活発に行われた素晴らしいイベントとなりました。 
お忙しい中ご協力をいただきました関係者のみなさまをはじめ、Summer Schoolお

よび「Summer School 成果報告会」の事務的業務を担当していただいた学生のみな

さまにもこの場をお借りしてお礼を申し上げます。 

この冊子は、関係者の方々のご好意に支えられながら「学生の公務に対する真摯な思

いとひたむきな研究への情熱と皆さまへの感謝の気持ち」をいっぱい詰めて作成いたし

たものです。どうか学生の意をお酌み取りいただき、少しでも今後の行政活動のご参考

になればと念じております。 

２０１９年３月  中央大学 FLP 地域･公共マネジメントプログラム 
部門授業担当者委員会委員長  山﨑 朗 
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第一章 はじめに 

 

 近年、インバウンド観光は注目を集めて

いる。インバウンドとは外国人の訪日旅行

及び外国人旅行客を指しており、近年、日本

政府における重要戦略の１つとなっている。

実際に政府は 2017 年 9 月から 2018 年 6 月

にかけて「観光戦略実行推進タスクフォー

ス 1」を計 8 回開催し、2020 年の訪日外国

人旅行者数 4,000 万人等の目標の設定及び

その実現に向けインバウンドの変化に対応

した施策の検討が重ねられた。また、この検

討をもとに「観光ビジョン実現プログラム

2018」（観光ビジョンの実現に向けたアクシ

ョン・プログラム 2018）が 2018 年 6 月 12

日に「観光立国推進閣僚会議」の第 9 回会

合内で決定された。これは今後 1 年を目途

にした観光ビジョン等を実現するための行

動計画であり、インフラの公開・解放や多言

語開設の充実、新たな観光資源の開拓など

の施策が打ち出された。 

 訪日外国人者数は年々増加（図１）してお

り、それに伴って、消費額も大きく上昇（図

2）している。さらに、近年、訪日外国人観

光客が大都市圏から地方部へ訪れる機会が

増加（図 3）した。これらのことから、訪日

外国人観光客の存在は地方の活性化におい

て、キーポイントとなっていることがわか

る。 

 以上より、私たちがインバウンド観光に

着目した理由としては、上述のような訪日

1 「観光先進国」の実現に向け政府は「明

日の日本を支える観光ビジョン」を 2016
年 3 月 30 日に策定した。「観光戦略実行推 

進タスクフォース」は関係省庁の局長級の   

 

外国人観光客の増加に加え、地方部への分

散がみられること、国内の少子化（図 4）が

進み国内旅行の需要の限界があることがあ

げられる。 

 

（図 1：訪日外国人旅行者数の推移―国土交

通省観光庁ホームページより引用） 

 

 

（図 2：訪日外国人旅行者による消費の推移

―国土交通省観光庁ホームページより引用） 

 

 

職員で構成され、関係する行政機関が綿密

な連携及び協力を行い総合的かつ効果的な

推進を図るため実施されている政策会議で

ある。 
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（図 3：「訪日外国人観光客、「地方だけ訪問」

は 3 割」、観光経済新聞、2015 年 11 月 21

日、https://www.kankokeizai.com/訪日外

国人観光客、「地方だけ訪問」は 3割/） 

 

 

（図 4：内閣府ホームページ― 

https://www8.cao.go.jp/shoushi/shoushi

ka/data/shusshou.html より引用） 
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第二章 標津町の現状分析 

 

第一節 標津町の魅力 

 

はじめに標津町の魅力について説明する。

標津町は、明治時代後半から大正時代にか

けて、入植者により開拓され、古くからサケ

を中心とする漁業により発展してきた町で

ある。現在でも、豊かな自然を活かした「生

産の町」として発展してきた。特に、漁業と

酪農は比較的安定した経営を維持している。

また、2007 年には「日本で最も美しい村」

連合に加盟した。 

 「シベツ」の語源はアイヌ語で「サケのい

るところ、大川、または本流」の意味を表す。

早くからサケ・マス、ホタテ等の増殖事業に

取り組み、秋サケの水揚げ量は日本一を誇

る。より安定的な漁業経営を行うため、栽培

漁業を一層推進している。また、地域 HACCP

制度に基づいた漁業の生産・加工管理によ

って、サケやホタテなどの海鮮の鮮度を保

つことができ、品質を落とさずに出荷して

いる。このような徹底した管理のもとで生

産・加工されたサケなどの海鮮は標津町の

魅力の 1つでもある。 

 標津川流域は、広大で肥沃な大地が広が

り、大型酪農を営む基盤となっている。家畜

糞尿を最大限に活用した資源循環型酪農

（有機低コスト酪農）を目標として、クリー

ンで低コストの酪農を推進している。標津

町役場でのヒアリング調査によると、最近、

酪農がますます発展し、漁業以上に伸びて

いる。 

 これらの基幹産業と住民生活を大きく支

えているのは、標津町の自然である。特に、

標津町では、これらの自然を活用したエコ

ツーリズムを中心とした様々な体験プログ

ラムを実施している。主に漁業体験、農業体

験、北方領土学習、自然・アウトドア体験が

ある。また、その他にもウィンタープログラ

ムや文化体験など多くのものがある。特に、

漁業体験や酪農体験は、主に小学生や中高

生などの学生を対象とし、標津町の基幹産

業である漁業と酪農を実際に体験してもら

うことで、その魅力を感じてもらおうとい

う体系的なプログラムとなっている。標津

町役場でのヒアリング調査によると、毎年、

東京都立教小学校の生徒が学校のプログラ

ムの一環として、標津町の漁業や酪農など

のエコツーリズムを体験するために標津町

に訪れている。さらに、そのような研修を目

的として訪れる団体客には、漁業や酪農に

従事する方々の協力のもと、民泊としての

宿泊施設の提供を推進している。特に、エコ

ツーリズム目的での宿泊は、小学校、中学校、

高校など学生が修学旅行で標津町に訪れる

場合に多い。また、近年では、野付半島にバ

ードウォッチングを楽しみに訪れる外国人

観光客も増えているということもわかった。

自然体験は外国人観光客の目に魅力的に映

るのではないか。 

 私たちが標津町の中で最も魅力的だと感

じた場所はしべつ「海の公園」である。海の

公園からは、国後島、野付半島や羅臼連山が

一望できる。また、堤防から標津町を振り返

って見たときの景色がきれいであった。さ

らに、堤防では、釣りを楽しみながらこのよ

うな景色を味わうことができる。なお、しべ

つ「海の公園」については、第三章第二節で

詳しく述べる。 

 このように標津町には、サケなどのおい

しい食べ物、きれいな空気や水、景色、森林
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などの豊富な自然とそれを活用した様々な

自然体験型ツアーといった強みがある。こ

れらの強みを最大限に活かし、標津町にお

けるインバウンド体制を整えていくことは

重要であろう。 

 

 

第二節 標津町の課題 

 

次は標津町の課題について説明する。私

たちが考える標津町の課題は主に 3 つ―①

通年型観光が厳しい、②インバウンド受け

入れ体制の不確立、③交通の問題―である。

以上の 3点を順に説明していく。 

 

① 通年型観光が厳しい 

 標津町には、前章で説明したように様々

なエコツーリズムのプログラムがあるが、

それらを通年続けていくのは難しいだろう。

特に問題となるのは冬である。冬は気温－

20℃にもなるほど寒さが厳しかったり、大

雪が降り積もったりする。その環境の中で

プログラムの運営や施設の管理を行ってい

くのは容易なことではない。そのため、冬に

標津町に訪れる観光客を増やすことが難し

く、課題となっている。 

 

② インバウンド受け入れ体制の不確立 

 私たちが標津町内を調査していて感じた

ことは、外国人観光客への対応が確立して

いないということである。具体的に言うと、

町内で目にする標識や看板などの外国人向

けの表記が少ないことやエコツーリズムの

ガイドの方が外国語に対応することが難し

いということなどが挙げられる。標津町役

場観光協会でのヒアリングでは、ポー川史

跡自然公園に訪れた外国人観光客から、ガ

イドの説明がわかりにくいなどの感想をも

らったということを伺った。このように標

津町に訪れている外国人に実際に利用した

感想を聞くことは改善点が明確になる。ぜ

ひそれらを活かしてはじめられるところか

ら着手し外国語に対応していく必要がある

のではないか。 

 

③ 交通の問題 

 外国人観光客を呼びこむ上で、交通の利

便性は欠かせない。現在の標津町民の交通

手段は主にバス、自家用車、自転車、徒歩で

ある。バスは、1日の本数に制限があり、次

のバスが来るまでバス停で 1 時間以上も待

つことがある。そのため、町内の移動は自家

用車を使う人が多い。また、タクシードライ

バーは標津町内に 1 人しかいない上に、高

齢化が進んでいることもあり、利用に限界

がある。そのため、標津町に訪れる観光客に

とっては、不便に感じるだろう。 

 また、本州や北海道以外の場所から、標津

町交通手段として、特にインバウンド事業

を行う上では、「移動のしやすさ」が重要で

ある。しかし、最寄りの中標津空港は東京か

ら中標津まで 1 日 1 便しかない。この問題

は、航空会社の戦略や空港の周辺地域も関

わってくるため、標津町だけでの解決は難

しい。 

 

このようなことから、いきなり外国人観

光客を標津町に呼びこむことは難しいと思

われる。そこで、標津町へのインバウンドを

目指すためには、まず初めに標津町自体の

魅力をさらに高め、結果として、インバウン

ドに結び付くのではないかと考えた。そこ
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で、私たちは標津町の魅力である豊かな自

然に焦点を当てて、訪日外国人が標津町で

より楽しく観光できるような新しい旅のス

タイルを考えた。 

 

 

第三章 政策提言 

 
第一節 オルレ 

 

第一項 概要及び提言理由 

 

オルレとは、韓国の済州島から始まった

もので、もともとは済州島の方言で「通りか

ら家に通じる狭い路地」という意味がある。

またオルレには、その土地にある海岸や山

などの自然、民家の路地などの町並みを五

感で身近に感じながら自分のペースでゆっ

くりとコースを歩いて楽しむところが魅力

だと考えられている。 

標津町でオルレを導入する理由は、標津

町の道路は道幅が広くよく整備されている

こと、標津町には魅力ある豊かな自然があ

ること、高低差が少ないこと、この 3 つを

活かすことができると考えたためである。

さらに、オルレは一定の距離を歩くことに

なるため、ただコースを歩いて楽しむだけ

でなく、健康増進にも繋がる。 

 

第二項 先行事例 

 

オルレの具体的な事例を２つ挙げる。 

1つ目は「済州オルレ」である。これは済

州島を歩いて一周することのできるウォー

キングコースのことである。2007年にオル

レ 1コースができ、2018年現在は全部で 26

コースある。コースによって所要時間（1時

間～8時間）や難易度が異なるため、自分に

あったコースを選ぶことができる。コース

の道順は道路や塀などに書かれた矢印や電

灯、カンセという馬のオブジェ、木々などに

結びつけられたリボンで示されているため、

オルレを初めて歩く人や韓国語に慣れてい

ない外国人でも迷わずに歩くことができる。 

 

コースの目印となるリボン 

 

済州オルレの様子 1 
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済州オルレの様子 2 

 

 

2つ目はその姉妹版として作られた「九州

オルレ」である。九州オルレは、済州島と同

じように九州にもある四季美しい風景や、

トレッキングに適した山岳を生かし、それ

らを五感で感じることで九州の魅力を再発

見してもらいたいという思いからコースが

整備された。2012年に佐賀県・武雄、鹿児

島県・指宿開聞、熊本県・天草維和島、大分

県・奥豊後の 4コースが開通した。2018 年

現在では、全部で 21 コースある。また九州

オルレの特徴は、各コースにテーマがあり、

参加者がそれぞれ自分の好きなテーマを選

ぶことができるということである。四季豊

かな自然、その土地の歴史や地域文化など

を身近に触れあえるといったさまざまなテ

ーマがある。九州観光機構によると 2016 年

3 月までに 223,620 名がコースに訪問して

おり、観光客の誘致にも効果があると考え

られている。 

 

九州オルレのコース （九州オルレ・トレ

ッキングコースツアー・旅行/国内旅行/ク

ラ ブ ツ ー リ ズ ム ―https://www.club-

t.com/spgroup/feature/theme/026_kyushu

-olle/） 

 

 

標津町でオルレを取り入れるためには、

ウォーキングコースの作成、標識等の多言

語化、交通整備、地域住民の理解と協力の獲

得、管理、運営の恒久化、宿泊施設の整備が

必要である。特にコースを作成する上で、た

だ標識を設置するだけなく経済的にもプラ

スになるような仕組みを作ることが重要だ

と考える。例えば標津の魅力ある豊かな自

然を五感で身近に感じつつ、コースの途中

にある飲食店で標津町産の食材を使った料

理を食べる、多種多様なエコツーリズムを

体験する、川北温泉等の町内の名所を巡る、
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というような機会を取り入れることなどが

考えられる。 

オルレを取り入れることで、車から降り

て徒歩でゆっくりと楽しみながら標津町内

を散策し、お金を町全体に落としてもらう。 

有名な観光地だけでなく本来観光地とし

てあまり目立たないような場所も含め、立

ち寄ってもらい、標津町全体の魅力を感じ

てもらいたい。図 5 は標津町でオルレを取

り入れた際のコースの提案である。私たち

が実際に標津町に行ってみて感じた魅力を

もとにして、海の公園にある観光案内所を

起点に 2つのコース（図 5）を考えた。 

 

（図 5：山﨑ゼミで考えたコース例） 
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第二節 グランピング 

 

第一項 概要及び提言理由 

 

 グランピング（glamping）とは、「魅惑的

な 」 と い う 意 味 の “glamorous” と

“camping”を掛け合わせた造語であり、

「自分でキャンプ道具を持って行ったり、

テントを張ったりすることなく、自然環境

の中でホテル並みの豪華で快適なサービス

が受けられる、新しいキャンプスタイル」を

指す。日本では 3 年ほど前からメディアに

取り上げられはじめ、知名度が上がった。 

私たちが標津町にグランピングの導入を

提案する理由は 2 つある。1 つ目は既存の

施設を活用することにより、初期投資を抑

えられる点である。標津町にはしべつ「海の

公園」オートキャンプ場という景色がよく

広い公園があり、そこにはキャンピングカ

ーやテントを張る人をターゲットとしたオ

ートキャンプ場が既に存在している。グラ

ンピングは設備を運営者が予め用意したキ

ャンプであるので、この既存のキャンプ場

を利用し比較的簡単に始めることができる。

2つ目は、標津町が持つ長所と利用者のニー

ズがマッチする点である。公園の広大な敷

地や美しい景観といった海の公園の持つポ

テンシャルが利用者のニーズと一致し、グ

ランピングを通じこれらの潜在的要因をさ

らに活かすことができるのではないか。 

 

オートキャンプ場の写真  

 

      しべつ「海の公園」 

 

 

第二項 先行事例 

 

グランピングの導入を提案するにあたり、

国内のグランピングの先行事例の 1 つであ

る千葉県香取市の和郷園グループの取り組

みを紹介したい。和郷園グループは専業農

家を中心とした組織で 2010 年に農業リゾ

ートザ・ファームが誕生させ、2013 年 7月

には 14 棟のコテージを擁する「ザファー

ム・コテージ」を完成させた。そして 2016
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年からは 15 基のテントからなる「ザファー

ムキャンプ」というエリアが運営されてい

る。 

 

（ザファームキャンプでのグランピング

の様子。ザファームキャンプ HP より引用 

https://www.thefarm.jp/camp.html） 

 

 

料金は季節によって変動するものの、1棟

大人 2名の基本料金は 2食付きで 26,600～

42,800 円で 1棟につき最大 4名まで宿泊が

可能である。テント内には別途やエアコン、

ハンモックチェア等の家具も設置されてお

り、夕食のバーベキューの設備や食材は運

営者が用意しているために宿泊者は手ぶら

でバーベキューを楽しむことができる。以

上のような工夫により和合園グループ全体

の年商は 70 億円に達する。 

 

 このように、グランピングが成功すれば

大きな経済効果を得られる。しかし、海の公

園でのグランピングの実施には 3 点の課題

が考えられる。1つ目は有料区画と無料区画

の境界が曖昧な点である。実際に私たちが

現地調査を行った際にも、無料区画の利用

者が有料区画だと知らないままに設備を使

用する姿が複数見られた。その時は同行し

ていただいていた役場の方の声掛けで気づ

いてもらうことができたが、柵などを導入

し有料と無料の場所の境界をより厳格化す

ることが求められる。 

2つ目は価格設定が安い点である。現在の

オートキャンプ場の使用料が 1 区画 1 泊で

310～5,150円なのに対し前述のファームキ

ャンプの基本料金は 26,600～42,800 円で

ある。中央大学経済学部の山崎教授の著書

『プレミアム地域創生』によると「地方創生

のカギは、新しい特産品づくりよりも、地域

に潜在しているプレミアム価値の発見」に

あり、プレミアムなものを適正な価格で提

供することは「地域や日本の付加価値を高

め、サービス産業の生産力を高め、賃金を上

昇させ、地域も活性化するという好循環を

生み出す」とされている。このことを踏まえ

ると、グランピングの成功及び標津町のイ

ンバウンド誘致をきっかけとする観光収入

の増加のためには、美しい景観等の潜在的

なプレミアム価値の再発見及びそれに見合

った料金の設定、すなわち使用料金の引き

上げが必要だといえる。 

3つ目は開設期間が短い点である。現行の

海の公園のオートキャンプ場の開設期間は

4 月 29 日から 10 月 31 日の約半年間と短

い。これは第二章第二節で述べた通り、通年

型観光が厳しいという点に起因するが、短

期間では利用客数に限界があるため、私た

ちは前後で計 3 ヶ月ほどの開設期間の延長

を提案する。もちろん 3 ヶ月の延長は理想

だが、積雪の影響などもあり、実行するとな

ると難しいことは否めない。しかし、少しで

も可能な範囲で、開設期間を延ばしていく

という意識は必要ではないか。また、冬に訪

れたいと思う観光客は寒い中でキャンプを
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楽しみたいという人が多いだろう。寒さを

目的とした利用者の受け入れ等により十分

集客が行えると考える。ウィンターキャン

プのように冬にキャンプができるようにす

ることもおもしろいのではないか。 

以上の 3 点に加え、利用者数を伸ばす条

件として、思わず写真を撮り SNS や口コミ

サイトで共有したくなるようなおしゃれさ

やユニークさが挙げられた。まずは、標津町

の住民やグランピングが普及している欧米

からの観光客に試しに利用してもらい、後

にメディアや SNS により波及することによ

り、キャンプに馴染みのないアジアからの

観光客にも関心を持ってもらえるのではな

いか。 

 

 

第四章 おわりに 

 

 

第一章では、現在のトレンドでもあるイ

ンバウンドの現状を説明した。第二章では、

標津町の長所と短所を分析し、第三章では、

標津町の強みである自然を活かした政策―

オルレ・グランピング―を提言した。 

 航空の問題などにより、今すぐインバウ

ンドを目指すことは難しいため、まずは長

期的な目線で標津町の魅力をさらに高め、

結果として、インバウンドが後押しされる、

という考えに基づいて今回の政策を提案し

た。今すぐインバウンドを目指すことは難

しいとはいえ、標津町に住んでいる、あるい

は、標津町に訪れる外国人の声をヒントに

新たな観光政策を考えていくことが重要で

はないか。 

  

 最後に、サマースクール in根室では、現

地のヒアリングや実際の体験を通して多く

のことを学ぶことができた。この場をかり

て株式会社 TAISHI の皆様はじめ各自治体

の皆様、手助けしてくださった教授の皆様

にこころより感謝の言葉を申し上げます。 

 

 

ヒアリング先 

・観光案内所（海の公園） 

・郷土料理武田 

・標津町役場 

  エコツーリズム推進協議会 

  企画政策課 

  標津町観光協会 

  商工観光課 

  水産課 

  地域 HACCP推進協議会 

・ポー川史跡自然公園、ビジターセンター 

・サーモン科学館 
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地域資源の再発見

及び活性化 

～北海道唯一の世界遺産

を有する根室管内のケー

ス～ 

工藤 裕子ゼミ 
小笠原 祥起 
樫村 湧希 
窪田 結里花 
齊藤 隼 
志賀 勇太 
鄭 在照 
高橋 千尋 
鳥山 智子 
松澤 亮太 
渡辺 敦也 

目次 
１.はじめに 
２.根室管内の現状分析 
 1.知床の概要 
 2.弱みを克服する取り組み 
 3.根室管内の分析 
３.提言 
 1.レンタルバイク事業 
 2.バイクの相乗り事業 
  3.キャンピングカーのレンタル 
4.総括 

１．はじめに 
我々工藤ゼミは、この夏行った北海道の

サマースクールにおいて「地域資源の再発
見及び活性化」というテーマで調査を実施
した。 
北海道でも唯一の世界遺産を有する根室

地域において、いかなる問題点が存在する
のか、またどのような提言を行えば地域を
活性化できるかを考え、まとめ上げた。 
 

2.根室管内の現状分析 

2.1 知床の概要 

図１）根室管内に関して 

「地域資源の再発見及び活性化」という
テーマにおいて、我々はまず冒頭でも触れ
た知床半島に着眼した。 
知床半島は、海や陸の食物連鎖を間近で

見ることができる点が評価され、2005 年北
海道内で唯一の世界遺産に登録された。ま
た、温泉や食材の豊富さが魅力としてあげ
られる。その影響によって、近年では国内外
問わず多くの観光者が訪れる観光地となっ
た。その反面、他の観光拠点から遠いこと
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や、北海道の主要な観光ルートから外れて
いるという交通面の問題点も抱えており、
世界遺産としての魅力を十分に活かし切
れていないという懸念がある。 

2.2 弱みを克服する取り組み 

このような交通の不便さを解消するた
めに、根室管内ではシャトルバスを利用
し、交通面の問題を解決しようとするイ
ベントが開かれている。一例として、「お
ちいし味祭り」というものがある。このイ
ベントの特徴としては海産物が PR され
ているのはもちろんのこと、今年で 11 回
目ということもあり、開催実績がある。こ
れは、根室市自慢の海産物をふるまいな
がら、地域の人々と観光客の憩いの場と
なるよう設計されたお祭りである。また
何と言っても我々が懸念材料としていた
二次交通の問題を解消する策がとられて
いる。取れたての海産物を味わってもら
うために管内の主要な場所から根室市落石
アクセスできるようシャトルバスを運行し
ている。家族連れや観光客にも参加しやす
いお祭りとなっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図２）おちいし味祭り 

出典：落石漁業組合 

2.3 根室管内の分析 

根室管内の現状を分析する上で、我々は 
SWOT 分析を用いた。SWOT 分析とは、
調 査 対 象 を 「強み(Strength) 」「 弱 み 
(Weakness)」「機会(Opportunity)」「脅威 
(Threat)」の 4 軸から評価する方法だ。根
室管内の現状を的確に分析し、 どういった
資源や機会を中心に活用し、推進させるか、
という点を定めるにあたり有効であると考
え、本分析を用いることにした。評価基準
は、根室管内が以前から持っている内部要
因とされる「強み」「弱み」の軸を、 分析を
行なったうえで、それらが「機会」 「脅威」
という外部要因に対してどれほどの力を発
揮できるかによって決定している。言い換
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えると、自らコントロールできる要素を内
部要因、 業界環境の変化や地理的条件など、 
自らの努力で変えられないものが外部要因
として扱っているということだ。根室館内
の強みとしては広大で特徴的な自然と地域
のコミュニティ全体が観光振興に対して積
極的に動いていることがあげられる。実際
に現地を訪れると、のどかで穏やかな気候
の中、フィールドワークで出会ったたくさ
んの方々が地域に対して誇りを持って様々
な取り組みをされていることを感じた。一
方で、弱みとしては、自然豊かな地域である
からこそ、交通や宿泊場所の課題があるの
ではないかと分析している。これからの機
会としては、外国人観光客が近年増えてい
るということが最も注目すべきことであり、
逆に脅威としては、LCCが釧路空港に就航
になると決まったこと、これからの新たな
交通手段を増やす計画などは現在のところ
ないということが懸念となるのではないか
と考えた。 
この要素を掛け合わせ、工藤ゼミではな

にをレバレッジとして 観光計画を考える
べきかを整理した。 
下記の表１がその分析結果になる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

表１）根室管内の SWOT分析結果 
 強み 

(世界遺産であ
る知床等の豊
富な自然遺産
の活用) 

弱み 

(観光ルート
が限られてい
る) 

機会 

( 外 国
人観光
客の増
加) 

自然を活用し
たアクティビ
ティを充実さ
せることで外
国人観光客を
増やす。 

 

交通の不便さ
を克服し、そ
の上で自然を
楽しんでもら
う取り組み。 

 

脅威 

( 交 通
面の不
足) 

自然のアクテ
ィビティの観
光メニューを
増やすことで
交通の不便さ
を補う。 

 

限定された観
光ルートでも
楽しんでもら
え る 取 り 組
み。 

以上の分析結果を踏まえ、今回は強み×
機会で「自然を活用したアクティビティを
充実させることで外国人観光客を増やす」
と弱み×機会「交通の不便さを克服し、その
上で自然を楽しんでもらう取り組み」に注
目して、提言を考えた。 

３．提言 

3.1 レンタルバイク事業 

二次交通を集客要素とする一つ目の提案
として、私達はまずターゲットを運転免許
所持者に絞った。しかし、弱みに先述した通
り、根室管内のレンタカー事業は停滞して
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おり、新規の事業を立ち上げ、従来にないビ
ジネスモデルを提案していく方がより効果
的であると考えた。そこで私たちはサマー
スクールでのフィールドワークで実感した
北海道の交通環境に着目した。一本道で交
通量が少なく、景観もよいため根室管内は
バイクによるツーリングに適していると考
えた。そこでターゲットをバイクのライダ
ーへと絞り、レンタルバイク事業を構想し
た。図３の様に空港を拠点にレンタルバイ
ク店を設置し根室、知床を目的地とする 2
ルートを設定する。1 ルートあたり 1 日、
計 2～3 日をかけてそれぞれの自然観光資
源へと観光客を呼び込む構想である。この
提言により、今まではバイクの持ち込みが
難しかったためツーリングが盛んとは言え
なかった根室管内でも、ツーリング目的の
観光客が増加するという効果が見込める。
また、この提言は分析において機会
（Opportunity）として挙げられていた外国
人観光客に対しても効果を見込める。そう
考えた一つの事例として、神奈川県箱根町
において訪日外国人観光客に対するレンタ
ルバイク事業の事例が存在する。外国人観
光客、特にその中でも富裕層を対象に、サポ
ートカーの手配や観光スポットの案内等の
手厚いサポートを行うことで事業に成功し
ている。表２から、訪日外国人の来道者数は
年々増加しており、ターゲット数が増加す
ることで大きな効果を見込める。レンタル
バイク事業を実施する上で、根室管内には
先述した様に豊富な自然観光資源や良好な
交通環境という地域特有の強みは、他の地
域と差別化を図れる大きな集客要素となる。 
ライダーに対しては大きく効果を見込める
レンタルバイク事業であるが、ライダーだ

けではターゲット層が狭い。そこで、運転免
許を持っていない人、特に女性をターゲッ
トにした提言が必要であると考えた。 
図３）レンタルバイク事業構想 

  

出典：GoogleMap 
表２）過去 5年間の訪日外国人来道者数 

 

出典：北海道庁経済部観光局 『訪日外国人
来道者の人数の推移[H9～H29]』より作成 
 

3.2 バイクの相乗り事業 

運転免許未所持者、女性をターゲットと
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して考案した事業がバイクの相乗りだ。こ
れは、プロのライダーによる運転に同乗し
観光地を回るアクティビティである。車両
はオートバイのみならず、サイドカーの導
入も選択肢とする。プロライダーは、本アク
ティビティにおいて、ツアーガイドの役割
とドライバーの役割の二役を務めると想定
する。浅草や京都にある人力車サービスを
参考に、二次交通を補強しながら大自然の
迫力を体験できることで観光客に人気とな
ることが予想される。観光資源をプロによ
るバイク運転に相乗りし巡るという取り組
みは、スペインのバルセロナ、アメリカ、ペ
ルーで先行事例が存在する。日本において
は先行事例が少ないが、愛媛の松山で事業
が確認できた。バイクの相乗りは二次交通
と観光を絡めた取り組みとして成功する十
分な可能性を秘めているといえるだろう。 
普段乗りなれないバイクにアクティビテ

ィとして乗るということで、２時間程度と
短時間のプログラムに設定している。巡回
する観光資源は図 4 と想定する。乗る体験
の価格は他国の事業を参考に決定し、体験
に伴い、観光客への特典として各地域の商
業施設と連携した周辺施設での割引サービ
スを実施する。北海道、根室管内各町の魅力
を実感してもらい、再度の来訪または関係
人口となってもらうことを促し、その際に
本政策提言の他事業の利用を促進する効果
が見込める。また各町への観光客入れ込み
数増加、並びに観光に伴う金銭消費で地域
全体での経済効果も見込める。 
これまで提言１、２と個人客向けの事業

を考慮してきたが、団体客向けの事業につ
いても考案していきたい。また SWOT 分析
に弱み（Weakness）として挙げた宿泊施設

の不足についても、改善策を打ち出したい。 
 
図 4)中標津町におけるプログラムで巡回す

る観光資源のイメージ 主な観光資源、
①―⑤で往復５０㌔の走行、体験想定
時間は２時間。 

出典）根室振興局 おすすめルートマップ 
 

3.3 キャンピングカーのレンタル 

3 つ目の提言はキャンピングカーのレン
タルである。この提言は主に、今まで述べて
きたレンタルバイク、相乗り体験ではカバ
ーしきれない、ファミリー層をはじめする
団体客をターゲットにしている。雄大な自
然を持つ北海道は、キャンプ地として良好
な環境であるだけでなく、夏は避暑地とし
ての役割も期待できる。 
また、キャンピングカー利用することで

車中泊が可能となり、初めの SWOT分析内
で弱みとして挙げていた、市中に観光客向
け宿泊施設が少ないという点も補うことが
できる。つまり、二次交通の不足と宿泊施設
の不足を一気に解消できるという効果が見
込めるのである。 

 この提言を実行するにあたっては、車中
泊を行える施設が必要である。そこで、RV
パークや道の駅等の拠点となる施設を主要
な観光スポットの近くに設置することで、
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より観光プランを立てやすくさせる。RVパ
ークとは、簡単に言えば車中泊に適した公
認の駐車場のようなものだ。その認可条件
としては、トイレ、電源、ゴミの処分が可能
などの、車中泊を行う者に必要な施設が揃
っているものを言う。 
キャンピングカーを利用して成功を収め

た例として、山梨県小菅村の事例がある。 
山梨の緑豊かな環境を活用し、キャンピン
グカーの利用料金の割引、村の施設、商品割
引等の実施などによって都心からキャンピ
ングカー利用者を呼び込み、道の駅の売り
上げが 20%増加する等、大きな成功を収め
た。都心から近くはない等、地理的条件が異
なるため一概に北海道で活用できるとは言
えないが、航空機と一体化したツアーの作
成、街のおすすめの観光スポットをまとめ
て発信する等、積極的な制度作り、アピール
を行うことによって、こちらでも十分な効
果が見込める。 
 

４.総括 
「地域資源の再発見及び活性化」という

テーマに沿って調査を実施したところ、根
室管内には知床をはじめとする観光客を呼
び込める魅力的な地域資源が多数存在する
ことが分かった。 
しかしながら、片道一日一便しか飛行機

の存在しない一次交通面はもとより、二次
交通面においても地域資源へのアクセス面
などで十分な体制ではないという問題点が
存在していることもわかった。 
そこで我々は、不足している要素を解消

し、ただ交通の不足を解消するのみにとど
まらない効果を見込める三つの提案 

「レンタルバイク事業」、「相乗り体験」、
「キャンピングカーのレンタル」を構想し
た。 
これら三つの提言は、幅広いターゲット

層を対象にでき、観光客の多様な行動パタ
ーンを可能にする。そのようにして、ただ二
次交通の弱みを解消するだけにとどまらな
い経済効果が期待できる。今までにないビ
ジネスモデル故に導入にはコストがかかる
ものの、我々の提言が一助となれば幸いで
ある。提言により埋もれていた地域資源を
フルに活用し、管内全体の活性化が成され
ることを我々は期待したい。 
 最後に、実地研修を支援していただいた
根室管内の皆様並びに株式会社 TAISHI 様、
中標津町役場様をはじめとする各ヒアリン
グ先の皆様に対し、この場をお借りして多
大なる感謝を申し上げる。 
 
 
参考文献・URL（50音順） 
・根室振興局 産業振興部商工労働観
光課おすすめルートマップ - 車でめ
ぐるねむろの旅 根室・別海・中標津・
標津・羅臼 
【 http://www.nemuro.pref.hokkaido.lg.jp/
ss/srk/kanko/root.htm】 
 
・北海道庁経済部観光局 北海道観光
入込客数の推移 訪日外国人来道者
（実人数）[H9~H29] 
【 http://www.pref.hokkaido.lg.jp/kz/kkd/i
rikominosuii.htm】 
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小林ゼミは「地域・公共マネジメントプ

ログラム」と「スポーツ・健康科学プログ

ラム」が合同に活動しながら、主に「スポ

ーツによる地域活性化」の可能性について

研究を行なっているゼミである。本報告書

は 2018 年 9 月に実施された、北海道中標

津町におけるサマースクールでの実態調査

にもとづき、「地域資源を活かした地域活

性化」について検討し、総括したものであ

る。 

 
 

はじめに 

 
 

21 世紀初頭より、日本は人口減少社会

へと突入した。特に地方は、若い世代の東

京圏への流出と、出生率の低下により、都

市部に比べ数 10 年早く人口が減少してい

るのが現状である。また、地方で人口減少

が急速に進むことにより、労働力人口の減

少や消費市場の縮小を引き起こし、地方の

経済規模を縮小させる。それが、社会生活

サービスの低下を招き、更なる人口流出を

引き起こす という悪循環となり、地域経

済社会の急速な縮小につながる。1そこ

で、厚生労働省が掲げている「まち・ひ

と・しごと創生総合戦略（2017 年改訂

版）」2では、人口減少を克服し、地方創

生を成し遂げるための施策がまとめられて

いる。2018 年の改訂版では、観光は、旺

盛なインバウンド需要の取り込み等によっ

て交流人口を拡大させ、地域を活性化させ

1 平成 27 年版厚生労働白書「人口減少を考

える」 
（https://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/kous

ei/15/dl/all.pdf） 
2 内閣官房 まち・ひと・しごと創生本部 

る原動力となるものとして、注目されてい

る。また、増大する訪日外国人旅行者を地

方に呼び込むためには、森・里・川・海な

どの価値ある自然、2020 年東京オリンピ

ック・パラリンピック競技 大会に向け、

新たな観光資源となる各種スポーツイベン

トの活用、また戦略的な訪日プロモーショ

ンを実施することが必要であるとされてい

る。そこで小林ゼミは、北海道中標津町を

含めた根室振興局を対象地とし、ローカル

視点での「インバウンド観光の可能性」に

ついて検証する。 

 
 
第 1 章 中標津町を含む根室管内の 
    現状分析 

 
 
本章では、「まち・ひと・しごと創生総

合戦力」の基本目標のひとつである「広域

連携」の観点から、根室振興局に属する中

標津町を紹介する。さらに、文献調査の中

から浮き彫りになった根室管内の課題を明

確にする。 

 
 

1 節 根室振興局とは 

 
 

日本では少子高齢化に伴う人口減少に歯

止めをかけ、東京圏への人口集中を是正す

「まち・ひと・しごと創生総合戦略」 

（ https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sous

ei/meeting/honbukaigou/h29-12-22-

shiryou1.pdf） 
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ることによる地域でのワークライフバラン

スの確保を目標としている。また、将来に

わたって活力ある日本社会を維持していく

ために「まち・ひと・しごと創生総合戦略

(2017 改訂版)」を策定した。その中で小林

ゼミは、まちづくりと地域連携について掲

げられた「時代に合った地域をつくり、安

心なくらしを守るとともに、地域と地域を

連携する」という項目に注目している。全

国の地方自治体はこの政策に伴い、県の業

務を分掌させる目的として支所機関である

支庁を設置した。私たちが調査した北海道

もその 1 つである。北海道では 2010 年以

降、支庁が改組され総合振興局ないし振興

局として 14 カ所に設置され、管内を統括

している。北海道がこのような制度を採用

した理由としては以下の通りである。 

 
 

「第 4 条 総合振興局の長及び振興局の長

は、市町村と連携協力しつつ、地域の課題

に即応した行政運営並びに地域の特性及び

道民の意向に配慮した政策を効果的かつ効

率的に推進するものとする。」3 

 
 
 このように、北海道では広域連携によっ

て地域振興や経済発展を目指している。私

たちがヒアリング調査を行った中標津町は

根室振興局に属している（根室振興局を以

下では「根室管内」と表記）。根室管内と

は、北海道東部に位置する根室市、別海

3 北海道庁「北海道総合振興局及び振興局の

設置に関する条例」 

（ http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/cks/

grp/01/1005jourei.pdf） 

 
4 中標津町「根室管内市町連携に関する協定

書」 

町、中標津町、標津町、羅臼町の 1 市 4 町

を管轄している振興局のことである。根室

管内による「根室管内市町連携に関する協

定書」では、広域連携の目的として、「根

室管内市町が相互に連携をとりながら、地

域住民に必要な生活機能の確保及び地域の

活性化を図るとともに、安心して暮らし続

けられる地域にするため」4と提言してい

る。根室管内は、酪農や漁業などといった

第一次産業が盛んであることが特徴的な地

域である。 

 
 
2 節 根室管内が抱える課題 

 

 
小林ゼミは根室管内が抱える課題点とし

て「人口減少」と「観光客入込客数の少な

さ」の 2 点に着目した。1 つ目の「人口の

減少」について、現在「人口減少」は日本

全体の課題となっており、それは根室管内

においても同様の課題となっている。「平

成 27 年の国勢調査」によると、平成 2 年

に 92,224 人であった根室管内の人口は平

成 27 年には 76,621 人に減少した。すなわ

ち、根室管内では 25 年間で約 2 割の人口

が減少したことが分かる。また、国立社会

保障・人口問題研究所によると、釧路・根

室管内は 2015 年の国勢調査時と比較した

結果、2045 年時に 37.9％の人口減少が予

測されている。これは、日本全体の 16.3％

（ https://www.nakashibetsu.jp/file/conte

nts/1884/17548/kyoutei.pdf#search=%27%E6

%A0%B9%E5%AE%A4%E7%AE%A1%E5%86%85%E5%B8%

82%E7%94%BA%E9%80%A3%E6%90%BA%E3%81%AB%E

9%96%A2%E3%81%99%E3%82%8B%E5%8D%94%E5%AE

%9A%E6%9B%B  ） 
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と北海道の 25.6％を大幅に上回っているこ

とが分かる。さらに、人口減少はそれに付

随する経済活動や産業活動の収縮により、

税収の減少を引き起こし、根室管内の財政

に大きな影響を及ぼすと推測される。また、

「平成 27 年国勢調査」によると、根室管

内では全体人口のうち高齢者の占める割合

が年々増加しているというデータもある。

人口減少によりもたらされた税収の減少に

加え、高齢化による社会保障費の増加は財

政悪化を引き起こすと言われている。5 

 
 
2 つ目は、「観光入込客数が少ない」と

いう点である。以下の図表 1-1は、2013年

から 2017 年までの 5 年間の根室管内への

観光入込客数の推移を表している。 

 
 
図表 1-1  過去 5 年間の根室管内への観光

入込客数の推移 

 
（平成 29 年度根室管内観光入込客数の概

要「5 年間の観光入込客数の推移」より筆

者作成） 

 

5 （国土交通省 「人口減少が地方のまち・生

活に与える影響」

（http://www.mlit.go.jp/hakusyo/mlit/h26

/hakusho/h27/pdf/np101200.pdf） 

図表 1-1 より、根室管内の観光客数は横

ばい状態であることが分かる。また、以下

の図表 1-2 は、2012 年から 2016 年の 5 年

間の道東 4 振興局の観光入込客数の推移を

表している。 
 
図表 1-2  過去 5 年間の道東 4 振興局への

観光入込客数の推移 

 
（平成 28 年度道東 4 振興局観光入込客数

の概要「5 年間の観光入込客数の推移」よ

り筆者作成） 

 
 
図表 1-2 より、中標津町を含む根室振興

局は、他の道東振興局である、オホーツク

振興局、十勝振興局、釧路振興と比べると

最も少ないことが分かる。 

 
 
このように、根室管内は「人口減少」と

いう課題を抱えており、将来的に財政悪化

に繋がる可能性が高い。また、「観光客入

込客数の少なさ」から、地域としての収入

 
 
 

1.8万人

9.6万人

7.3万人
8.4万人
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は多く見込めず、財政悪化に拍車がかかる

だろう。以上の課題点を踏まえ、小林ゼミ

は「観光客入込客数の少なさ」を改善し根

室管内の収入を増やすことによって、「人

口減少」に伴う財政悪化を改善できるので

はないかと考えた。そこで、観光客誘致の

ターゲットを外国人観光客に設定し現状を

分析する。 

 
 
図表 1-3  5 年間の外国人宿泊数客延数の推

移 

 
(根室振興局「5 年間の外国人宿泊客延数の

推移」より筆者作成) 

 
 
図表 1-3 を見てみると、根室管内に訪れ

た外国人観光客数が年々著しく増加してい

ることが分かる。また、株式会社JTBによ

る『超インバウンド論』では訪日外国人の

平均宿泊数は 5.8 泊であると著されている。

外国人観光客は日本人観光客に比べて滞在

期間が長いため、管内周遊による域内消費

の促進が見込まれる。また、定住人口 1 人

減少した分の経済損失は国内宿泊客 25 人

分もしくは外国人観光客 8 人分によって相

殺することができるというデータも観光庁

が提言している。これらのことから外国人

観光客数の増大は人口減少による財政悪化

を補完できると考えられる。 

 

  
本章では 2 つの課題が浮き彫りになり、外

国人観光客の増加すなわち「インバウンド」

の増加により、それらを改善できる可能性

を見いだした。次章では「インバウンド」

についての具体的な内容や、根室管内にお

けるインバウンドの実現可能性について述

べていく。 

 
 
第 2 章 人口減少を食い止める方法 

 
 
 本章では、1 章において言及した根室振

興局管内の課題点である「人口減少」と

「観光客入込数の少なさ」の 2 点について、

外国人観光客の増加すなわち「インバウン

ド」によって改善することができるという

考察のもと、インバウンドの定義や根室管

内における実現可能性を訪日外国人のニー

ズと共に論じていく。 

 
 
1 節 インバウンドとは 

 

 
まず、１章にて言及されたインバウンド

とはどのようなものであるか。株式会社

JTB による『超インバウンド論』では、イ

ンバウンドとは「外国人が日本を訪れる旅

行及びその旅行者のこと。」と定義づけら

れている。 
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現在、国レベルでもインバウンドに着目

している。日本政府は、「観光先進国」へ

の新たな国づくりに向けて、平成28年3月
30日に、「明日の日本を支える観光ビジョ

ン」という新たな観光ビジョンを策定した。

それは、2020 年までに訪日外国人旅行客

4000 万人誘致、地方部での外国人延べ宿

泊者数を 7000 万人泊にするという目標を

掲げているものである。そのための施策と

して、政府は３つの視点を持ち 10 の改革

を行っている。下記の図 2-4 は観光庁によ

って掲載されている「明日の日本を支える

観光ビジョン」の概要をまとめたものであ

り、具体的な内容を記載している。 

 
 

図表 2-4 

 
（観光庁「明日の日本を支える観光ビジョ

ン概要」より筆者作成） 

 
 
なぜ日本政府は「インバウンド」に着目

し、上記の表のような観光ビジョンを策定

したのには、以下の 2 点が主な理由として

あげられる。 

 
 

①  近年訪日外国人が増加傾向にある 
② 2020 年東京オリンピックが開催される 

 
1 つ目の訪日外国人が増加傾向にあるこ

とについて、下記の図 2-5 は日本政府観光

局 (JNTO) 発表統計より JTB総合研究所が

作成した訪日外国人の推移についてのグラ

フである。 

 
 
図表 2-5  訪日外国人の推移 

 
（JTB 総合研究所「訪日外国人の推移」） 

 
 
図表 2-5 から日本へ旅行しにくる訪日外

国人は年々増加傾向にあり、2014 以降爆

発的に増加していることがわかる。この理

由から政府は「インバウンド」の可能性に

着目している。2つ目の理由である2020年
の東京オリンピック開催について、政府は

オリンピックを日本で開催することによっ

て、海外からの注目度が更に上昇し、外国

人観光客の増加に繋がると見込んでいる。

しかし懸念事項として、外国人観光客の増

加がオリンピック開催後に止まる可能性が

あるということが挙げられる。これに対し、

観光庁の「過去のオリンピック・パラリン

ピックにおける観光の状況」にて中国の事

例が記載されていた。中国は 2008 年に北

京オリンピックを開催した国である。下記
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の図表２-6 は観光庁スポーツ観光推進室が

中国への外国人到着数をまとめたグラフで

ある。 

 
図表 2-6  北京五輪前後の外国人到着数の推

移 

 
（みずほ総合研究所「中国への外国人到着

数」） 

 
 
図表 2-6 を見てみるとオリンピック開催

を決定した年が 2001 年であり、その年か

ら開催された 2008 年まで観光客の増加が

みられる。また、開催後の次の年は落ち込

むものの、全体として観光客が増加してい

ることが見て取れる。中国以外のオリンピ

ック開催国も同様の傾向があるため、東京

オリンピック開催後も、インバウンド促進

が持続する可能性が高い。 

 
 
以上のことをまとめると、近年東京オリ

ンピック開催決定を背景に訪日外国人が増

加傾向にある。その結果、政府が「明日の

日本を支える観光ビジョン」を策定、2020

年を目標に外国人観光客増加に向けた改革

を行っている。また、オリンピックが開催

後も観光客が増加傾向を維持するというデ

ータもある。よって「インバウンド」は近

年最も注目されている、観光産業発展の可

能性と将来性を同時に兼ね備えているもの

なのである。 

 
 

2 節 中標津町を含む根室管内におけるイ

ンバウンドの可能性  

  
 

前節ではインバウンドの可能性や将来性

について述べた。次は中標津町を含む根室

管内においてインバウンド促進が実現でき

るのかについて論じていく。図表 2-7 は根

室振興局の「根室管内観光入込客数の概要」

に記載されている 5 年間の外国人宿泊客数

の推移を表した図である。 

 
 
図表 2-7   根室管内における外国人宿泊客

の推移 

 
（根室振興局「根室管内観光入込客数の概

要」） 
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図表 2-7から、平成 25年から現在まで外

国人宿泊数が右肩上がりであることがわか

る。外国人観光客の母数自体は国内観光客

を含めた全体と比較すると４％未満だが、

政府の後押しや東京オリンピックの開催な

どもあり、今後外国人観光客が増加してい

くことが見込まれるため、根室管内におい

ても十分な可能性を秘めているといえる。

また、1 章でも用いた観光庁の「訪日外国

人の消費動向」のデータによると、下記の

2 点が明らかである。 

 
 
① 外国人宿泊客数 8人で定住人口 1人

減少を賄える 
② 訪日外国人の性質により、一回の

旅行当たり平均 5.8 泊する 

 
 
外国人観光客には上記 2 つの要素がある。

これは外国人観光客が管内周遊・管内消費

を見込むことができることを示している。

よって外国人観光客のニーズにこたえ、観

光客数を増加させることは、根室管内の人

口減少に伴う財政悪化の一助となるのであ

る。 

 
 
では、訪日外国人は日本を訪れる際にど

のようなニーズを持っているのか。観光庁

の「訪日外国人の消費動向」によると、以

下の 3 点が訪日前に期待していたこと、次

回したいことの上位を占めている。 
① 日本食 
② ショッピング 

③ 自然景勝地観光 

 
この 3 項目を根室管内おいて比較し、実

現可能性について検証していく。 

 
 
まず、①日本食についてである。訪日外

国人の消費動向によると、旅行の際には食

費が買物費、宿泊費に次いで 3 番目に多い

というデータがある。また、農林水産省食

品調査課に所属する日本貿易振興機構が行

った「日本食品に対する海外消費者意識ア

ンケート調査」（対象、中国、香港、台湾、

韓国、米国、フランス、イタリア 7 カ国）

において、自国料理以外の外国料理の中で

最も支持される料理が日本料理であるとい

う結果となった。また、日本料理の中でも

寿司が最も支持率が高いと記載されていた。

このデータを踏まえると、外国人観光客の

食に対する需要は高く、中でも寿司などの

海鮮への需要が高いことがわかる。北海道

の水産業は日本一で漁獲量は全体の 2 割を

占めており、北海道の水産資源を生かすこ

とによってインバウンドに対するアプロー

チは可能であるといえる。しかし、道内で

の差別化が難しいという問題点がある。根

室管内の水産業は道内漁業生産の約 2 割弱

程度を占める一大生産地域という強みはあ

るが、北海道の水産林務部の調査によると

北海道内合計 41 もの漁港があり、その中

で根室管内は 3 港と少数にとどまっている。

また、中標津空港の交通量が少ないことや、

空港から漁港までの距離が遠いという問題

点もある。以上により、北海道は海産資源

を強みとすることはできるが、根室管内に

当てはめるとアクセス問題を覆すほどの他

地域との差別化を図ることは難しく、「食

のみ」を目的とした観光客誘致や管内周遊

を見込むことは難しいといえるだろう。 
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次に、②ショッピングについてである。

「訪日外国人の消費動向」によると、国・

地域別にみる訪日外国人旅行消費額は、中

国・台湾・韓国・香港とアジア圏の観光客

が多い。また、旅行消費額の中で買物費が

宿泊費に次いで 2 番目に多いというデータ

も示されている。北海道でも、観光局の

「費目別消費額構成比」において、「訪日

外国人の消費動向」と同様「買物代」がア

ジア圏の中で消費総額の 2 割半から 4 割半

を占めている。以上のデータから北海道に

訪れる外国人観光客は買物消費が多いこと

がわかる。しかし、根室管内へインバウン

ドによる外国人観光客の誘致を目的とした

場合、観光庁の「来道観光客の旅行目的の

推移」では、目的の多くが自然や景勝地を

見て回る「自然観光」、おいしいものを食

べる「グルメ旅行」であるため、「ショッ

ピング」のみで観光客を誘致することは難

しい。「ショッピング」（土産や特産品の

購入）は、観光に付随して行われるもので

ある可能性が高いのである。また、北海道

の特産品を購入することのみを目的とした

場合、道庁が「北海道どさんこプラザ」と

いう全国にアンテナショップを展開してい

ることに加え、インターネットでも北海道

の各特産品を購入することができるため、

多くの方法があるといえる。根室管内の特

産品は、主に乳製品・魚介・肉類。その他

加工品と多くの種類がある。しかし、北海

道全体の特産品と共通するものも多く存在

するため、根室管内の特産品のみを目的に

観光客誘致を行うことは難しい。よって、

根室管内において土産や特産品の購入を促

進させるには、他の強みで観光客を誘致し

それに付随する形で根室管内の食の良さを

アピールすることが必要となる。 

 

 
先ほどまでの流れを振り返ると、外国人

観光客の日本に対するニーズとして①日本

食②ショッピング③自然景勝地観光これ

ら3項目が上位を占めている。①日本食②
ショッピングを比較検討した結果、各々の

要素のみでは根室管内へ外国人観光客を誘

致することは難しいという結論になった。

では、③自然景勝地観光による誘致は可能

であるか。私達は、この自然景勝地観光の

中で「アウトドアスポーツツーリズム」と

いう分野が、根室管内におけるインバウン

ド促進の手段になると考えた。次章では、

「アウトドアスポーツツーリズム」の内容

について、近年の世界の観光トレンドと併

せて論じていく。 

 
 

第 3 章 インバウンド促進の手段 

 
 
 本章では、2 章にて、根室管内の抱える

課題に対してインバウンドが解決の一助と

なりうると考えたため、これを促進する手

段である「アウトドアツーリズム」の概要

とその期待される効果、また根室管内にお

けるアウトドアスポーツの可能性について、

近年の世界の観光トレンドと併せて述べる。 

 
 
1 節 近年の世界の観光トレンド 

 
 
 現在、世界の観光のトレンドは、製品や

サービスを物的に所有する「モノ消費」か

ら、体験性の高い「コト消費」に移行して
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いる。それに伴い、コト消費としてのスポ

ーツアクティビティに対するニーズが高ま

ってきており、これは長期的な経済効果が

期待できるものである。6では、訪日外国

人の日本に対するニーズはどうであろうか。

以下の図表 3-8は、2017年 10月から 12月

の訪日外国人の今回の日本滞在中にしたこ

ととその満足度を表している。 

 
 
図表 3-8   訪日外国人が日本滞在中にした

ことの満足度 

 
（観光庁「2017年 10月〜12月期 報告書 

訪日外国人の消費動向」より筆者作成） 

 
 
 図表 3-8 から分かるように、訪日外国人

が日本に滞在中に「満足した」と回答した

人が多かったものに、「日本食を食べるこ

と」や「温泉入浴」などがあるが、それら

に引けを取らず、「スポーツ観戦」や「そ

の他スポーツ」などのスポーツに関わる評

6 スポーツ庁「スポーツツーリズム需要 
拡大戦略」

（http://www.mext.go.jp/prev_sports/comp

/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afield

価が高いことが分かる。世界の観光トレン

ドにあるように、訪日外国人の日本に対す

るニーズもコト消費へと移行し、スポーツ

が注目されている。 

 
 
ではここで、「スキー・スノーボード」

の選択肢がある中で、「その他スポーツ」

の「その他」とは何だろうか。その答えは、

スポーツ庁によって行なわれた、スポーツ

ツーリズム に関するマーケティング調査か

ら分かる。図表 3‐9 は、訪日外国人が日本

で経験してみたい「する」スポーツツーリ

ズムを表している。これは、2017年にスポ

ーツ庁が、2016年訪日旅行者数上位 7カ国

である、中国、韓国、台湾、香港、アメリ

カ、タイ、オーストラリアの直近 3 年以内

に訪日経験のある 20〜60 代の男女に調査

を行ったものである。 

 
 

図表 3-9   訪日外国人が日本で経験したい

スポーツツーリズム  

 
（スポーツ庁「スポーツツーリズムに関する海

外マーケティング調査報告書」より筆者作成） 

file/2018/03/27/1402797_00001.pdf） 
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 図表 3-9 を見ると、訪日外国人が日本で

経験してみたいスポーツとして、「ウィン

タースポーツ」を筆頭に、「登山・ハイキ

ング・トレッキング」、「ウォーキング」

が人気であることが分かる。サイクリング、

海水浴なども、国によっては多く選択され

ている。ここで、図表 3-8 にあるその他の

スポーツでは、「スキー・スノーボード」

を除く、「トレッキング」や「ウォーキン

グ」などの、都市部にはない地域の自然環

境を生かしたアウトドアスポーツを指して

いることが、推測できる。また、図表 3-7
から、訪日外国人が日本のアウトドアスポ

ーツに非常に関心を持っていることが分か

る。 

 
 
このように、訪日外国人から、日本の自

然環境を生かした、アウトドアスポーツの

注目が集まる中、スポーツ庁では、スポー

ツツーリズムの需要拡大・定着化を目的に

「スポーツツーリズム需要拡大戦略」を掲

げている。そこで、強化または新たな実施

が検討されるアクションとして、魅力的な

アウトドアスポーツ ・アクティビティの開

発を挙げ、新規重点テーマにアウトドアス

ポーツツーリズムがある。 

 
 

2 節 アウトドアスポーツツーリズムとは 

 
 

7 MICE とは、企業等の会議（Meeting）、企

業とうの行う報奨・研修旅行（Incentive 

Travel）、国際機関・団体、学校が行う国際

会議（Convention）、展示会・見本市、イベ

 まず、アウトドアスポーツツーリズムは、

「アウトドアスポーツ」と「スポーツツー

リズム」に分けられる。アウトドアスポー

ツとは、前節でも述べたように、登山、ト

レッキング、ハイキングなどの、自然と一

体となる爽快感、時々刻々と変化する気象

条件を知識・経験と体力で上手に利用して

いく楽しさを魅力とするスポーツである。

また、スポーツツーリズムとは、スポーツ

と観光、すなわちスポーツとツーリズムの

融合により、地域の活性化を目指すもので

ある。ランニング、ウォーキング、サイク

リング等を「するスポーツ」、プロ野球、

J リーグを始め高いレベルを誇る競技等を

「観るスポーツ」、スポーツチームの運営

や市民ボランティアとしての大会支援、キ

ャンプ誘致等の「支えるスポーツ」という

スポーツの 3 要素を最大限に生かして、新

たなスポーツ関連のスポーツプログラム、

イベント・大会を開発および展開して新た

な魅力を創出することで、より多くの顧客

を獲得し、地域の活性化に寄与することを

目指すものである。2013 年に観光庁が発

表した「スポーツツーリズム推進基本方針」

（2013年6月）の中でも、スポーツツーリ

ズムを、 
『スポーツツーリズムは、スポーツを「観

る」「する」ための旅行そのものや周辺地

域観光に加え、スポーツを「支える」人々

との交流、あるいは生涯スポーツの観点か

らビジネスなどの多目的での旅行者に対し、

旅行先の地域でも主体的にスポーツに親し

むことのできる環境の整備、そしてＭＩＣ

Ｅ 7推進の要となる国際競技大会の招致・

開催、合宿の招致も包含した、複合的でこ

れまでにない「豊かな旅行スタイルの創造」

を目指すものである。8』 

ント（Exhibition/Event）の頭文字。多くの

集客交流が見込まれるビジネスイベントの総

称。 
8 観光庁「スポーツツーリズム推進基本方針」 

32



と定義づけ、推進している。 

 

 
 そして、スポーツ庁ではさらに、スポー

ツツーリズムの需要拡大に向けた官民連携

協議会での議論と、国内外の消費者を対象

としたスポーツツーリズムに関わる動向や

ニーズについての調査で、日本の自然環境

下で行う「アウトドアスポーツ」の体験は、

日本の強みが活用でき、前節で述べたよう

に、国内および訪日個人旅行者の需要拡大

に有望な分野であるとされ、登山、トレッ

キング等のアウトドアスポーツを利用した

スポーツツーリズムすなわち、「アウトド

アスポーツツーリズム」を推進している。 

 

 
 さらに、スポーツ庁では 2017 年 6 月に

「アウトドアスポーツ推進宣言」 9を発表

した。そこで、アウトドアスポーツを推進

していくことは、スポーツの枠を超えて

人々や社会に様々な好印象を与えるものと

して、以下 3 点を挙げている。 

 

 
図表 3-10  アウトドアスポーツツーリズム

に期待される効果 
①アウトドアスポーツは、豊かな時間を

もたらす 

（スポーツで，人生が変わる！） 
②アウトドアスポーツは、地域を元気

にする 
（スポーツで，社会を変える！） 

（http://www.mlit.go.jp/common/000160526

.pdf） 
9 スポーツ庁 HP「アウトドアスポーツ推進

③アウトドアスポーツで、地域と世界

がつながる 
（スポーツで，世界とつながる！） 

（スポーツ庁「アウトドアスポーツ推進宣

言」より筆者作成） 

 
 
その中でも今回、根室管内での人口減少

の課題解決のためのインバウンドという点

を前提として、③の「アウトドアドアスポ

ーツで、地域と世界がつながる！」という

項目に着目していく。同宣言内で、日本に

は世界に誇る、恵まれた自然環境と四季の

魅力があり、海外の方々も日本の自然環境

に高い関心を示しています。そのため、ア

ウトドアスポーツの推進は、現在国を挙げ

て進めている、「訪日外国人旅行者の拡大」

にも寄与し、世界との交流の促進に繋がる

と、示している。 

 

 
 日本におけるアウトドアスポーツツーリ

ズムの成功地としては、群馬県みなかみ町

は人口約 2 万人の小さな自治体であるが、

谷川岳や水上温泉など雄大な自然や観光ス

ポットを数多く有し、アウトドアスポーツ

が町の基幹産業となっている。ラフティン

グ、キャニオニング、パラグライダー、カ

ヌー、スノーシュー、バンジージャンプ等

のアクティビティを提供する 32 社は「一

般社団法人アウトドア連合会」を組織して

いる。ラフティングに関して、立ち上げ初

年度は年間 300 名ほどだったラフティング

ツアー目当ての観光客も年々増加し、2015

宣言」

（http://www.mext.go.jp/sports/b_menu/sp

orts/mcatetop09/list/detail/1399436.htm

） 
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年には年間およそ 10 万人が訪れるほどに

なった。当初は情報感度の高い 20 代の観

光客がメインだったが、最近では女性客や

ファミリーへと客層が広がりを見せる。こ

のアウトドア・アクティビティを目的とし

た観光客の増加は、県外移住者の獲得とい

う観点でも町に貢献した。これまで累計で

600 名もの若者が、ツアーガイドとして県

外から移住してきた。こうした若者はみな

かみ町で新たな家庭を築き、少子高齢化が

進む町にとって大きな活気となっていった。

また町内スキー場の取り組みとして、スキ

ー場の名前を英文字表記に訂正、観光協会

が制作費の一部を補助、インバウンド用

WEB ページを制作するなど行っている。

その結果、26年度の外国人宿泊客数が 4年

前に比べて約５倍に増加した。このように、

アウトドアスポーツは、国内外からの観光

客を呼び込む大きな魅力の一つとなってい

る。アウトドアスポーツを活用した観光誘

客の動きが各地域に広がることで、経済効

果が生まれ、地域の活性化につながってい

る。 
 
 
 このように、アウトドアスポーツツーリ

ズムの推進は、訪日外国人のニーズに適合

しているため、今後インバウンドの可能性

が十分に見込め、特に経済面において地域

活性化の寄与となることが期待できる。次

節では、このアウトドアスポーツツーリズ

ムを中標津町含む根室管内において活用す

ることができるか、その可能性について述

べていく。 

 

 
３節 根室管内におけるアウトドアスポー

ツツーリズムの可能性 

 

 
中標津町には現在、「北根室ランチウェ

イ」というロングトレイルがある。北根室

ランチウェイとは、中標津から北根室まで

続く広大な牧場地帯(ランチ)を通り、 摩周

湖を周る全長 71.4km のロングトレイル(長
距離自然歩道)である。 現代には珍しいた

だ歩くための道で、牧草地が地平線の向こ

うまで広がっている。 71.4km の道はそれ

ぞれ 1~6 の stage に分かれており、それぞ

れ違った特徴を持っていて、春夏秋冬で楽

しみ方も変わってくるものである。各ステ

ージでは草地や林、山など、ステージごと

に異なった魅力を楽しめる。歩き通すのに

2 泊 3 日はかかるため、一部だけを歩く人

も多い。このように、根室管内含む中標津

町には、インバウンドを促進する上で、訪

日外国人のニーズであるアウトドアスポー

ツすなわち、「ロングトレイル」が既に存

在しているのである。この北根室ランチウ

ェイは、中標津町で酪農地を営む S 氏らが

中心となり、整備、運営している。ヒヤリ

ングを行った際、S 氏は北根室ランチウェ

イの海外発信について次のように語った。 

 
 

S 氏：「いま一応ホームページ英語版とそ

れから英語版のパンフレットと、それから 
ALTはご存知ですね。その中のグループに

うちの宣伝をしてもらっているので、その

人たちはよく来ます。海外から来ている日

本に 3 年間くらい住んでいる人ですね。も

っと海外に知らせたいのですけど、なかな

か…知っていてもどうやって行ったらいい

かわからないという…」 
このようなヒアリングを通して見えるの

は、北根室ランチウェイを外国人に知って

もらいたい、歩いてもらいたいという考え

はあるものの、現状外国人をターゲットに

した北根室ランチウェイの推進は滞ってい
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るということだ。では、海外でのロングト

レイル・トレッキングの動向はいかがなも

のであろうか。 

 
第 2 章でも挙げたように、根室管内にお

いて外国人宿泊客のエリアは、アジアが半

数以上を占める。では、アジアのロングト

レイルにはどのようなものがあるだろう

か。韓国の「済州オルレ」を例に挙げて説

明する。済州オルレは、韓国の済州島にあ

る全長約 420km のロングトレイルであ

る。韓国のアウトドアブームを背景に、国

内外から年間 200 万人以上の旅行者が歩い

ている。済州島の世界遺産エリアである城

山日出峰や、オルムと呼ばれる独特の火山

地形、美しい海の景色といった、豊かな自

然を楽しめる他、漁村集落や市場等を含む

コースもあり、地域の文化や地域住民とふ

れあうこともできる。管理運営は社団法人

済州オルレが行っている。海沿いのルート

が多いことから、地元の海女さんに出会っ

たり、漁師さん行きつけのお店で郷土料理

を楽しんだりすることができる。また、一

部では市場の真ん中を通るルートも設定さ

れており、済州島の暮らしや文化に触れる

ことができる。道標を追って歩くのではな

く地域の自然や暮らしを見てもらうという

考え方から、案内サインの設置は、最小限

に留められている。しかし、迷いやすい分

岐点には必ずサインがあり、地図がなくと

も迷うことはない。また、サインデザイン

は韓国内のデザイナーと連携し、地域景観

とうまく調和したデザインとなっている。

済州オルレは社団法人済州オルレが事務局

となって管理運営がされているが、その費

用は個人、企業からの寄付金が大半を占め

ている。寄付は金銭のみならず、オルレの

ためにできることをやる、という「才の寄

付」という仕組みもある。また、400 人の

ボランティアがメンテナンスに参加し、島

内各地域では、オルレを活用した地域イベ

ントが行われている。また、沿線の環境維

持のための森林トラスト、廃校活用プロジ

ェクトなど、多くの人がオルレに関与して

おり、そのことによって幅広い経済効果を

生んでいる。このように、非常に長い距離

でありながら、地域に寄り添いながら、サ

イン等の工夫により歩きやすい道作り、そ

して様々な企業、ボランティアの連携のも

と、魅力を保っている。 

 
このように、アウトドアスポーツツーリ

ズムを推進し、インバウンドを促進するこ

とで訪日外国人の増加が見込める。中標津

町含む根室管内においても、アウトドアス

ポーツツーリズムすなわち「北根室ランチ

ウェイ」を推進し、インバウンド促進する

ことで、根室管内における人口減少、また

それによる財政悪化の課題を改善できる可

能性は大いにあると考える。さらには、

「北根室ランチウェイ」による、管内観光

の促進、管内周遊の可能性も大いにあると

考える。では、「北根室ランチウェイ」に

訪日外国人を呼び込み、インバウンドを促

進するためにはどのような政策が考えられ

るだろうか。次章では、我々が考える、

「北根室ランチウェイ」をインバウンド促

進のツールとして、これまで述べてきた

様々な課題を改善しうる政策を提言してい

く。 

 
第 4 章 政策提言 

1 章では人口減少による財政の逼迫と、

その問題を補完し得る観光客入込数が相対

的に低い水準にあることを問題点として挙

げた。根室管内におけるインバウンド拡大

戦略の妥当性を国レベルの動向から認めた
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のが 2 章であり、3 章ではインバウンドの

ニーズを満たし得る資源の確認をした。本

章では、以上の議論を踏まえ、根室振興局

が掲げる「広域連携」に依拠する形で政策

を提言する。 

 
 

1 節 北根室ランチウェイの延伸 

 
 
根室振興局が広域連携、ひいては広域観

光を掲げる理由を観光協会は以下のように

述べている。 

  
 
中標津町の観光を考えるというよりは、

どうしても 1 つ 1 つの知名度が低いため、

1 市 4 町による広域観光を目指している。

その中で空港を構えるという特徴から広域

観光の窓口になれればと考えている。 

 
 
換言すると、広域観光は 1 自治体あたり

での集客に限界がある中で、1 つの局とし

てブランドを高めようとする志向であると

言える。観光協会が「拠点型滞在」と言う

ように広域観光には、滞在時間が増大する

ことによる域内消費が見込めるという特徴

もある。そこで、広域観光に依拠する形で

私たちは、北根室ランチウェイの延伸を提

案する。具体的には、管内近郊に位置す

る、中標津空港、女満別空港、釧路空港の

3 空港を繋ぐコースを整備することによ

り、空港間を歩くロングトレイルへ発展さ

せるというプランである。この延伸により

総距離は約 350 キロにもなり、日本最長の

ロングトレイルコースとなる。また、この

コースを宿泊しつつ完歩するには 1 週間ほ

どの時間を要するため、本格的なロングト

レイルコースとなる。 

 
 

2 節 見込まれる効果 

 
 

1 節でも述べたように釧路、女満別、中

標津の 3 空港を繋ぐコースは全長約 350km
となり、日本で最も長いロングトレイルと

なる。日本一の長さを誇るロングトレイル

というブランド力から知名度が上昇し、イ

ンバウンドが促進される。3 空港を繋いだ

新コースは根室管内全体を周遊できるコー

スになっていること、インバウンド促進に

より 2 章 2 節で述べた「訪日外国人の性質

により、一回の旅行当たり平均 5.8 泊す

る」というデータから根室管内周遊、ひい

ては域内消費が見込まれるという 2 点の根

拠により、交流人口が増大し、1 章 2 節で

述べた根室管内における人口減少、それに

よる財政悪化、観光客数の減少の問題解決

の一助になると考えた。 

 
 
では、この延伸事業にまつわる現状につ

いて現地調査をもとに見ていく。我々は北

根室ランチウェイの創設者である S 氏への

ヒアリングをもとにこの政策を提言してい

る。S 氏はランチウェイの三空港延伸に非

常に前向きな意思を示しており、三空港を

繋いだ際にコースの一部となると考えられ

る弟子屈町との連携も模索中であるとい

う。また、大きなメリットとして既に北根

室ランチウェイのコースが整備されている

ため、初期費用が軽減されるという点が挙

げられる。しかし、実際にこの政策を実現
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するには多くの障壁が待ち受ける。次章で

その懸念事項とそれらを解決すべく先行事

例を挙げ、実現可能性について述べてい

く。 

 
 

 
第 5 章 「北根室ランチウェイ延

伸」の実現可能性 

 
 
本章では、4 章で掲げた「北根室ランチ

ウェイの延伸」の実現を目指すにあたり、

障壁となる 3 つの問題点と 1 つの課題点

(以下、「3＋1 の障壁」とする)について言

及し、実現可能性について検討する。 

 
 

1 節 3＋1 の障壁 

 
 

はじめに、3 つの問題点についてだが、

3 つの問題点には、延伸主体の欠如、資金

源の欠如、基盤形成の面では協力体制の欠

如が挙げられる。現在、北根室ランチウェ

イを主となり運営しているのは、1 人の農

場経営者であり、現状では「北根室ランチ

ウェイの延伸」の実現には限界がある。そ

こで、上記で挙げられた 3 つの問題点を克

服するとともに、「北根室ランチウェイの

延伸」を実現させるためにはどのような改

善策が考えられるだろうか。 

 
 

改善策を探る糸口として、本研究では他

地域におけるロングトレイル事業の先行事

例として、日本最大規模である「信越トレ

イル」を取り挙げる。 

 
 

2 節 先行事例としての信越トレイル 

 
先ほど北根室ランチウェイで 3 つの課題

が浮き上がったが、その改善策を探るため

に先行事例として信越トレイルを用いて論

じていく。 

 
 

 信越トレイルとは、長野県と新潟県の県

境の里山をめぐる全長 80 ㎞にも及ぶロン

グトレイルである。平成 20 年に全面開通

した、豊かな自然と歴史・文化を感じるこ

とができる本格的なハイキングコースであ

る。 

  
 
 信越トレイルでは 3 種類のスポンサーを

募集している。まず、資金援助スポンサー

である。これは、短期的な開発による誘客

よりも、長期的な視野で自然を保全し利用

することで,この豊かな自然環境が人々に

愛され,後世に受け継がれていくものであ

るべきだという理念に賛同する人々から運

営に対する資金を募るものである。次に、

物品提供スポンサーである。これは、登山

用具や衣料品、トレイルの管理道具、トレ

イルに設置する道標・案内板など、事務局

の運営やトレイルのメンテナンスに必要な

物品の提供を果たしている。最後に、トレ

イルの永続的利用のために整備・維持・管

理を行うボランティアである。通常、登山

道整備の担い手は山小屋従業員や地元の山
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岳会などであるが、信越トレイルでは、こ

うした担い手がいない状態から新たに開始

されたものであるため、地域住民のボラン

ティアが主な担い手である。日本では珍し

いが、アメリカの多くのロングトレイルが

このような維持管理システムをとってい

る。このような体制は北根室ランチウェイ

の延伸主体の欠如という課題の解決の糸口

になるのではないか。現在は小規模である

ボランティアの規模を拡大させるために、

北根室ランチウェイの理念である「北海道

に歩く道を」をインターネット等で広く深

く打ち出して、ボランティアを募集するの

はどうだろうか。このようにインターネッ

ト媒体を活用することで、北根室ランチウ

ェイへの認知度が向上し、その理念に賛同

する人の増加が見込めるだろう。 

 
 
 次に、北根室ランチウェイでの資金繰り

について課題があったため、信越トレイル

では実際にどのように資金繰りが行われて

いるのかを見ていく。信越トレイルクラブ

の年間活動予算は、2014 年度にはおよそ

560 万円であった。収入のうちで過半を占

めるのが、マップや公式ガイドブックなど

の販売,ガイド派遣料、主催イベントの参

加料、テントサイト利用料などの事業収入

である。これに次いで会費収入補助金・委

託事業等収入があり、以上の 3 種で全体の

約 9 割を占める。補助金については環境保

全や林業振興、地域活性化を目的とした国

や地方自治体のものがあり、採択の可否に

よってその額は大きく変動する。一方、支

出額の半分近くを占めるのが管理費であ

る。中で、最も大きなものが人件費であ

り、次いでトレイル整備時に使用する車両

のリース代や整備費、ガソリン代なども一

定の割合を占める。そのほか,非常勤雇用

のトレイル整備専門スタッフの人件費がト

レイル維持活用事業費に計上されている。

NPO 法人でありながら、可能な限り自律

的に運営をしている様子がみられる。通行

料等、利用すること自体でお金を集めるこ

とができないロングトレイル事業では、自

律的な運営をし、少しでも無駄を省くこと

が重要であろう。 

 

 
多大な資金、労働力を要するロングトレ

イル事業では、様々なステークホルダーの

連携が重要となる。信越トレイルにおいて

も、行政と民間の間で協力をしている区間

がある。信越トレイル内の国有林には、ブ

ナの大木や貴重な動植物が多く見られ、季

節による景色の移り変わりや、天候の変化

によって現れる自然の様態を楽しむことが

できる。この区間を「関田トレイル」と呼

ぶ。「関田トレイル」(多様な活動の森)の
整備・維持等活動に関する協定の概要内で

は、森の整備・維持管理・利用の活動がよ

り円滑に実施されることを目的として上越

森林管理局と連携がとられている。具体的

な活動としては、ボランティア等によりト

レッキングコース、標識・看板等の整備及

び管理といった「関田トレイル」維持に必

要な諸活動が行われている。 

 
 
このように、ロングトレイル事業におい

て官民連携を行う際,双方が共通の認識を

持つことが欠かせない。現在の北根室ラン

チウェイでは、行政と民間、そして第 3 セ

クターとの間での認識が異なっている。 
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図表 5-9 
       行政 民間 第 3 セクター 

調査先 
中標津

町役場 
S 氏 10 観光協会 

主張 

個人事

業への 
肩入れ

難しい 

北根室 
ランチウェイ

を理解してほ

しい 

経済効果が

見込めない

等の課題が

ある 

 

 
この認識の違いを解決するためには、コ

ミュニケーションの場を設け、すべてのス

テークホルダーが互いを理解して目線を合

わせる必要があるだろう。 

  
 

では、次に＋1 の課題、すなわち口蹄疫

の問題はどうだろうか。口蹄疫とは、「口

蹄疫ウイルス感染による偶蹄類における水

疱形成を主徴とする感染症」。と定義され

ており、伝播力の強さと発生率の高さか

ら、国際的な家畜衛生にとって最も重要な

ウイルスとされている。陽性反応がでた時

点で殺処分せねばならす経済的打撃が大き

い病気だ。 

 
 
感染源はさまざまであるものの、東京大

学大学院農学生命科学研究科・明石による

と、人が感染源になり発生した割合はわず

か 4％にとどまる。日本では、1900 年代

初頭に国内発生の事例があるが、その後

2000 年 3 月の宮崎県における流行まで動

物検疫中の発生に留まっている。すなわ

ち、「中国大陸や朝鮮半島から輸入された

10 S 氏とは、第 3 章 3 節と同じように、北根

室ランチウェイの創設者であり、主として整

牛に口蹄疫が摘発された事例はあるもの

の、国内伝播は阻止」されたということ

だ。前述した 2000 年の事例、また 2010
年 4 月に発生した宮崎県での流行について

はウイルス侵入の正確な時期、経路につい

て現段階で明らかになっていない。このよ

うに日本国内において人が感染源となり発

生した事例は観測されていない事実があ

る。 

 
 
しかしながら、発生した場合、重大な損

失をもたらすこの問題は慎重に議論される

べきであろう。過去、消毒層を作った形跡

はあるものの、一般道から容易に合流がで

きる北根室ランチウェイにおいて「空港」

での消毒の是非や、コース変更の可能性も

含めて、専門家を交えたステークホルダー

間の目線合わせが必要である。 

 
 
おわりに 

 
 
北海道中標津町でのアウトドアスポーツ

ツーリズム実施によりインバウンド促進す

ることで、実際に中標津町を活性化できる

のか。本報告書では、サマースクールでの

実態調査にもとづき、「地域資源を活用し

た地域活性化」について検証してきた。 

 
 
第 1 章においては文献調査や現地でのヒ

アリング調査による中標津町を含む根室管

備・運営している農場経営者。 
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内の現状分析、それにより浮き彫りになっ

た中標津町での「人口減少と観光客入込数

の少なさ」という課題を取り上げ、第 2 章

では、課題解決の手段となる「インバウン

ド」の概要とその可能性について述べた。

続く第 3 章では、「インバウンド」を促進

するための手段としての「アウトドアスポ

ーツツーリズム」の概要とその可能性につ

いて、近年の世界の観光トレンドを踏まえ

ながら明確にしてきた。そして第 4 章で

は、小林ゼミが考える政策として、「北根

室ランチウェイの延伸」を提言しその効果

を述べ、第 5 章ではその実現可能性を、信

越トレイルを先行事例として検証した。 

 
 

2018 年 9 月に実施されたサマースクー

ルを通じて根室管内、中標津町からは多く

のことを学ばせていただいた。これもひと

えに、小林教授や株式会社 TAISHI の皆様

をはじめとする多くのゼミ関係者のご支援

があったからである。この場を借りて御礼

申し上げたい。 
 
 
 そして、ご多忙を極める中、私たち学生

に貴重な時間を割いていただき、拙い質問

にも懇切丁寧に対応していただいた北根室

ランチウェイ代表佐伯雅視様、根室中標津

空港ビル株式会社の皆様、中標津町経済部

空港対策室空港対策係の皆様、一般財団法

人中標津町文化スポーツ財団中標津町総合

体育館の皆様、なかしべつ観光協会の皆様

に、改めてこの場をお借りして、心から御

礼申し上げたい。 
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1.はじめに 
 東日本大震災の発生以降、全国各地で地

震をはじめとする災害に対する対策が進ん

できた。根室地域でも、危険性が報道された

千島海溝や、標津断層帯など災害リスクの

存在が認知されている。根室振興局管内は

広く、その広さに対して病院などの災害対

応に必要な施設は十分でないように考えら

れる。 
 そこで私たちは、今回の報告のテーマに

「根室地域・中標津町の防災」を選定した。 
 根室地域のなかで中標津町を選んだ理由

としては、根室地域で唯一海に面しておら

ず、津波の被害を受けないこと、病院や空港

があり地理的にも根室地域の中央に存在す

るため、災害時に地域の中心的な役割を果

たすと想定されること、人口が周辺地域の

中で比較的大きいことがある。 
 中標津町を中心に、根室地域全体への政

策提言を行っていきたい。 
 
2.中標津町について 
2-1．基礎データ 

はじめに、中標津町の基礎データについ

て確認していく。 
中標津町は、北海道の東部、根室管内の中

心部に位置し、根室管内で唯一海に面して

いない町である。 
（1）振興局について 
中標津町は根室振興局に属している。根

室振興局は、北海道東端に設置された北海

道の総合出先機関であり、釧路総合振興局

の管轄となっている。根室振興局は根室市

にあり、所管区域は、根室市、別海町、中標

津町、標津町、羅臼町の 5 市町である。振

興局とは、都道府県の事務を分掌させるた

めの地域行政機関であり北海道の特有な仕

組みである。広域的な行政事務については、

それぞれ管轄する総合振興局がまとめて担

当することになっている。振興局のメリッ

トとしては、広域的に処理することにより

効果的かつ効率的に執行することができる

ことである。しかし、デメリットとしては、

各市町に対して細かいところまで目を行き

届けさせることができないということが挙

げられる。 
（2）人口について 
中標津町の人口は、図表 1 をみると、1955

年から少しずつ増加している。図表 2 より、

世帯数は、増加し続けている。人口は、根室

管内の他の市町と比べてみると、中標津町

以外の市町は 1980 年頃から現在まで減少

傾向にある。一方で、中標津町では 1980 年

頃から近年まで人口は増加していて、根室

管内唯一の人口増加を果たしている。この

要因は、その他の道東地域の人々は仕事を

求めて札幌などの道央や道外へ出て行く中、

中標津町は北海道移住促進事業に参加して

おり、道外からの移住者を獲得しているた

めだと考えられる。また、中標津空港がある

ことも一つの要因であると考えられる。 
【図表 1】中標津町の人口総数（1955 年～

2017 年） 
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【図表 2】中標津町の世帯数（1955 年～

2017 年） 

 
（【図表 1】と【図表 2】はいずれも中標津

町町勢要覧、人口の推移、住民基本台帳 12
月末によって作成） 
 
（3）町内会について 

中標津町の町内会加入数については、

2009 年の町内会加入世帯数は 6,161 世帯、

加入率は 59.7％であった。2018 年では、加

入世帯数は 4,818 世帯、加入率は 43.1％と

なり、大幅な加入率の減少がみられる。図表

2 より、世帯数は増加しているのに、町内会

加入世帯数は減少している現状がある。 
（【表 1】中標津町の町内会加入率） 
 2009 年 2018 年 
町 内 会

数 
86   44 

加 入 世

帯数 
6161 世帯 4818 世帯 

加 入 世

帯率 
59.7％ 43.1％ 

（出典：「中標津町パートナーシップで進め

るまちづくり」アンケート調査報告書 
中標津町における町内会・団体実態調査報

告書 2009 年 10 月実施、根室管内自治体

の自治会世帯加入率『北海道町内会連合会 

正会員組織データベース』より作成） 
 
中標津町の町内会加入率は近隣の自治体

と比べると、中標津町が 43.1％であるのに

対し、根室市は 63.0％、別海町は 69.5％、

羅臼町は 84.6％、標津町は 95.5％であるた

め、明らかに中標津町の町内会加入率が低

いことが分かる。（根室管内自治体の自治会

世帯加入率『北海道町内会連合会 正会員

組織データベース』）また、中標津町の町内

会の加入世帯数、加入世帯率は地域的差異

が大きい。2009 年における中標津市街地の

加入世帯率は 55.8％、農村部は 78.1％、計

根別市街地は 91.7％のように、中標津市街

地での町内会加入率が低いこともわかる。 
 

（4）災害時の情報伝達方法について 
現在、中標津町で行われている災害時の

情報伝達方法は、以下のような方法が挙げ

られる。 
中標津町緊急情報メール（キキボウ）は、

メール登録をしていると緊急性のある情報

が出た際にメール配信されるものである。 
全国瞬時警報システム（J-アラート）は、

緊急地震速報など、対処に時間的余裕のな

い事態が発生した場合に、人工衛星を用い

て情報を発信し、国から瞬時に緊急情報を

伝達するシステムである。 
「FM はな」への緊急割込放送は、FM な

かしべつ放送との災害放送協定により、緊

急時には役場から「FM はな」へ割込放送を

行うことができる。また、Ｊアラートを受信

した場合、自動で「FM はな」へ緊急割込放

送が行われる。 
緊急時には、災害対応型自動販売機の電
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光掲示板を用いての災害情報の伝達も行わ

れる。 
また、フェイスブックやツイッターでも

情報提供が行われる。 
中標津町が主導しているもの以外でも、

北海道防災情報システムや、NTT ドコモの

「エリアメール」、KDDI・ソフトバンクの

「緊急速報メール」などのメール配信サー

ビスがある。 
 
2-2.ヒアリング調査のまとめ 

次に、サマースクールで行ったヒアリン

グの結果をまとめる。 

今年のサマースクールで私たちは中標津

町観光課・総務課、中標津町教育委員会、標

津町総務課、中標津空港事務所、根室中標津

空港ビル株式会社、なかしべつ観光協会、町

立中標津病院にてヒアリング調査を行わせ

ていただいた。以下調査結果について詳述

する。 

(1)中標津町総務課防災担当 

中標津町の情報共有体制については、中

標津町を含む根室地域 5 市町では防災担当

者同士の連携を取っている事が分かった。

緊急時に 5 市町間や道、国との情報共有を

図るために、停電や基地局の被災に対応し

た衛星携帯電話を用意している。また住民

への災害情報、緊急情報を発信するための

手段として、中標津町ではコミュニティ FM

である「FMはな」を活用している。これは

停電が発生した際にもラジオであれば聞く

ことができるという観点に基づいている。

中標津町の防災に関する取り組みに関して

ついては、民生委員や町内会に要支援者リ

ストを共有するなど住民を巻き込んだ対策

が講じられているが、町内会に参加してい

る住民の高齢化により自主防災組織の弱体

化がみられる事が分かった。また、そもそも

中標津町の町内会加入率は 43.1％と周辺自

治体と比較しても群を抜いて低いことが分

かった。町の災害時用の備蓄は、孤立すると

みられる集落が少ないため、町役場や総合

体育館、防災コンテナ等に集中備蓄を行な

っている。中標津町では住民の防災意識向

上を図るために防災に関する法体系や気象

について学ぶ「地域防災リーダー養成講座」

を開講しているとのことであった。 

(2)中標津町観光課 

まず外国人対応について、外国人を含む

観光客の避難体制については詳しく計画し

ていないことが分かった。しかし、外国人観

光客の増加傾向から検討の余地はあると町

は考えているようだ。また町の観光案内所

には外国語対応可能なスタッフは現在いな

い。また町と空港間の輸送について、空港連

絡バスが根室市と中標津空港を結んでいる。

また中標津空港にきた観光客の多くはレン

タカー等を利用しているとのことである。 

(3)中標津町教育委員会 

まず、近隣自治体の教育委員会との連携

については、道が行う講習会で会う程度で、

実質的にはないことが分かった。また学校

での備蓄に関しては、豪雪時にスクールバ

スで帰れなくなった児童の分の備蓄物資は

あるが、児童全体をカバーできるものでは

ないことも判明した。 

(4)標津町防災担当 

標津町では 3 年に 1 度避難訓練を実施し

ていることが分かった。訓練での災害は地

震や豪雪など毎回異なるものを想定してい

る。町内の小学校では防災教育に重点をお

いた指導も行っている。災害時に住民への
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情報共有手段として、防災無線を活用して

いる。また、町内全戸に個別の受信機を配布

することで防災無線をよりはっきりと聞く

ことができるよう工夫がなされている。町

の非常物資については 4 箇所に分散備蓄さ

れていることが分かった。 

(5)中標津空港事務所 

中標津空港では道内活火山噴火時を想定

した災害計画が策定されている事が分かっ

た。これは道央部の活火山が噴火した場合、

中標津、釧路等の道東のほぼ全ての空港が

機能不全に陥る可能性が指摘されているこ

とによるものである。また、災害時を想定し

た緊急相互援助協定もある。空港事務所の

備蓄として滑走路設備運営に使用する発電

機の燃料が備蓄されている。地震などの大

規模災害時に中標津空港は重要な拠点とな

り得るとのことである。 

(6)根室中標津空港ビル株式会社 
中標津空港事務所は北海道庁の管轄で、

滑走路や着陸設備等を管理しているのに対

し根室中標津空港ビルは中標津空港のター

ミナルビルの管理、運営を担っている。中標

津空港では発災時の航空機の受け入れ体制

があり、空港ビルとしても受け入れに協力

する。また停電時には自家発電により必要

最低限の設備を維持することができる。空

港から街へ通じる道路には橋が架かってお

り、中標津空港が、地震等の災害が発生した

際の避難、防災施設や備蓄施設の役割を担

うのは難しいと考えられる。現在中標津空

港には外国語対応可能な職員が１人しかお

らず、その職員が不在の時は電話を通じて

新千歳空港の職員が対応することになって

いる。2018 年 9 月に発生した北海道胆振東

部地震を受け、今後防災拠点としての空港

のあり方や避難、備蓄物資など見直しがな

されていく予定であることが分かった。 
   

(7)なかしべつ観光協会 

なかしべつ観光協会では、観光情報の発

信などの役割を担っている。ヒアリングの

結果、防災に関するパンフレット等の作成

は行っていないことがわかった。また外国

語表記も今のところ中標津空港のみに止ま

っている。また先の地震を受け、発電機の購

入や、電子媒体を通じた観光・防災情報の発

信を検討しているとのことである。 

(8)町立中標津病院 

  町立中標津病院は根室振興局内で災害時

の拠点となる北海道災害拠点病院の一つで

ある。ヒアリングの結果、災害発生時の連携

体制については町内 4 つの医療機関と連絡

を取り合うことで、中標津病院にて患者の

受け入れが可能であることが分かった。発

災時の対応について、まず、中標津病院には

病院の機能を維持する程度の発電設備があ

り、1 回の燃料の注入で 72 時間連続稼働さ

せることが可能である。しかし燃料を補給

する際にオイル交換が必要であり、またそ

の交換のために 6〜7 時間の冷却時間が必

要であることが新たに発覚し、3 日を超え

るような長期の停電には対応できない。非

常の備蓄物資については、アルファ米が

850 食、飲料水に関しても患者全員が 3 日

間に必要な量を用意している。けが人等の

処置については救急で対応することが可能

であり、先の地震においては、一般診療を休

診にし、救急対応をするなど柔軟に対応し

た。またこのような災害時のボランティア

の受け入れ体制については現時点で存在し

ない事が分かった。 
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  以上がサマースクールで私たちが行った

ヒアリング調査のまとめである。この場を

お借りし、改めて調査にご協力いただいた

多くの方々に深く御礼申し上げたい。 

 

2-3 問題提起 
これらの基礎データとヒアリングの結果

から、現状中標津町が抱える問題点として

3 つの点を挙げることができる。 

1 つ目に、町内会加入率の低さによる災

害発生時の情報伝達の問題が挙げられる。

現在中標津町では、町内会単位での自主防

災組織の結成を呼びかけている。これは、町

内会の会長や役員を地域の災害対応の指揮

官とし、初動対応を行っていくことを想定

した制度である。 

しかしながら、先述したように町内会の

参加率は 4 割台にとどまっており、現在推

奨されている町内会単位の防災組織では、

人手不足や住民間での連携不足によって適

切な対応をとることができないのではない

だろうか。また、町内会非加入者に対して、

物資の配分や情報の伝達をスムーズに行う

ことができない可能性もある。 

町内会の参加率を上げることにより、こ

の問題を解決することもできるが、町内会

活動に対してわずらわしさを感じたり、町

内会の加入に対し抵抗感を持ったりする住

民も多いだろう。よって、町内会加入率を上

げるための活動を行いつつも、新たに防災

の役割を専門的に持つ組織を作り、そこで

の取り組みを行うのが良いと考えられる。 

2 つ目に、災害発生時の市民やマスコミ

への情報の提供体制が整備されていないこ

とも問題点と考えられる。現状の中標津町

における市民への情報提供の方法としては、

コミュニティ FM の「FM はな」や防災無

線、町のホームページによる周知などがあ

る。しかしながら、ラジオや防災無線による

情報提供は、聞き逃してしまうケースが多

いように感じる。ホームページによる情報

提供は、聞き逃すことはないが高齢者世代

にはやや伝わりにくいという問題点がある。 

実際に、2018 年 9 月に発生した胆振東部

地震の際は、マスコミや市民から中標津町

役場への問い合わせが殺到し、職員がその

対応に追われる事態が発生したという。こ

のように、情報の提供体制が整っていない

状況では、限られた人員リソースを適切に

活用することができず、災害への対応が遅

れてしまうだろう。 

3 つ目に、自治体間の連絡や避難所間の

情報伝達体制が整っていないという問題が

ある。 

現状では、自治体間や避難所間での情報

共有には衛星電話などが使われる予定であ

るが、衛星電話は複数人での同時使用が難

しく、情報の伝達の際には複数人が間に入

り伝言のような形で情報が伝わっていく。

災害時の混乱の中で、正確に伝言がなされ

る可能性は低いと考えられる。特に中標津

空港には、多くの支援物資が空輸で送られ

てくることが想定され、その分配の際には

混乱が予想される。それによって、1 つの自

治体や避難所への物資の集中が起こり、必

要とする場所に必要とするものが届かない

というような事態が起こってしまうのでは

ないだろうか。よって、現在の衛星電話によ

る連絡だけでなく、1 対多数の情報のやり

取りができる連絡手段が必要なのではない

だろうか。 

以上の点が今回の提言で検討すべき課題
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である。ここからはこの課題の解決のため

の政策提言に移りたい。 

 
3.政策提言 
3-1 情報共有・伝達体制の見直し 
 ここでは、先述した課題である「情報共

有・伝達体制の不足」を解消するための政策

として、災害時における情報の共有や伝達

の方法についての再検討を行っていく。 
3-1-1 情報共有の先行事例 

 中標津町における情報共有体制の構築を

検討するにあたって、先行事例について触

れていく。 

 まずは、兵庫県の事例について紹介する。 

 1995 年の阪神淡路大震災の時には被災

地との通信網も途絶え、被災直後の情報収

集・発信が不十分であった。当時、官邸には

24 時間体制で災害に対応するシステムが

なく、また人口や地形、産業の分布などから

コンピュータで被害を想定し、対応する仕

組みもなかった。政府などの国の機関や地

元の行政機関、防災関連機関にとってもテ

レビやラジオが最大の情報源となった。国

土庁が独自に情報収集手段を持たず、また

関係省庁などから情報の集約を行えなかっ

たことが制度上の問題点として指摘された。

迅速な意思決定のためにも、災害に対応で

きる情報収集・共有システムをあらかじめ

構築しておくことの必要性が確認された。 

阪神・淡路大震災の教訓を活かして、兵庫

県は「フェニックス防災システム」を 1996
年 9 月に導入した。このシステムは、県庁

に設置したサーバーと県関係機関や県内市

町村に設置した防災端末を専用無線で結ん

だネットワークシステムである。システム

の全体像は図表 3 のとおりである。 

県内で地震が発生すると、県内に設置し

た計測震度計から震度情報を自動的に入手

する。また、電気・水道などのライフライン

事業者からの災害情報や気象庁からの気象

 
出典：『季刊消防科学と情報（58）』1999 年 10 月、p.23（一部修正） 

 

【図表 3】フェニックス防災システムの全体像 
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情報などをオンラインで収集する。これら

の情報と危険個所区域などの総合的な防災

情報を災害対策本部に提供することで、被

害規模を予測し、初動対応を行う仕組みで

ある。 

各市町村との連携も行われている。市町

村等の防災端末からは、地図上に被害個所

の入力ができ、被害状況を画像で報告する

ことができる。これらの情報は、全ての防災

端末で見ることができ、災害対策本部室で

は大型映像モニターで見ることができる。

これによって、近隣市町での災害情報が把

握でき、迅速に救援活動が実施できるよう

になっている。 

さらに、バックアップ電源として防災端

末設置機関には非常用発電設備と無停電電

源装置を設置し、バックアップ伝送路とし

て衛星回線を利用しており、災害時にも運

用できるシステムとなっている。 

市町村が防災情報を収集し、また、住民に

対して防災情報を周知するために整備して

いるネットワークとして「市町村防災行政

無線」がある。これは、市町村が情報を収集

する「移動系システム」と住民への防災情報

を周知する「同報系システム」がある。「同

報系システム」とは、市町村庁舎等に設置さ

れた親局を中心に、市町村域に点在する子

局との間で、地域住民へ防災・災害情報を一

斉送信するシステムである。子局にはスピ

ーカーにより放送する屋外拡声方式のもの

と、各施設や住民の家庭ごとに専用の受信

機を設置する個別受信方式とがある。屋外

拡声方式は、屋外拡声器のコストが高く、荒

天時にはよく聞こえない。また個別受信方

式は、無線受信器が高価で普及率が低く、仮

に 100％普及しても外出中の人には情報を

伝達することができないというデメリット

がある。 

 そこで多くの市町村では、防災無線の電

話での聞き直しサービスを行っている（中

津川市、港区、長野市など）。これは各市町

村があらかじめ用意した電話番号に電話を

かけると、防災無線で流れた放送をもう一

度聞くことができる、という仕組みである。 

 山口県宇部市では、1999 年 9 月の台風 18
号災害の教訓から、情報伝達の新たな試み

として、2000 年 6 月に「宇部市市民防災メ

ーリングリスト」を開設した。（2005 年 1 月

から「宇部市防災メール」に変更された。）

メーリングリストとは、特定のメールアド

レスにメールを送信すると、メーリングリ

ストに登録されたすべてのメンバーにその

メールが配信されるという仕組みである。

これを導入した背景として①携帯電話が普

及しており、多くの人が常時携帯している

こと。②携帯電話は無線機器に比べて導入

コストや通信コストが安いこと。③メーリ

ングリストは迅速に情報の共有ができるこ

と。がある。 

この防災メーリングリストは、災害発生

情報やボランティアの募集などの情報提供、

地域の被災状況や避難所の情報などの情報

収集、防災知識の共有や防災に関する話題

などの情報交換の手段として運用されてき

た。 

 「宇部市防災メール」への移行に伴いメー

ルマガジンに変更されたが、防災情報だけ

でなく、市政やイベント、子育て情報などの

配信が行われている。 

 このように全国の自治体では工夫を凝ら

した災害時の情報共有・提供がなされてい

る。次の項で、これらの例を活用した中標津
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町での情報共有・提供の手法について提言

する。 

 

 
3-1-2 情報共有システムの概要 

この項では、具体的政策提言として、災害

時にインターネット上で誰もが閲覧するこ

とができる情報共有システムと停電時にお

ける情報周知の手法について説明する。 

 

(1)情報共有システム 

このシステムは、役所や避難所、医療機関

から情報を入力し、その情報を各所で共有

するためのシステムである。 

【図表 4】情報共有システム 

     …情報の流れ 

 

     …物資の流れ 

 

 

出典：筆者作成 

 

 

システムの狙い 

①各地域・施設の被災状況や復旧情報など

の情報がシステムに集約され、全ての人が

その情報をリアルタイムで閲覧できるので、

あらゆる人の情報ニーズに応えることがで

きる。それ故、発災後に住民やマスコミから

役場へ問い合わせが殺到することを防ぐこ

とができる。また、各地域・施設(特に医療

機関)間で被災者の受け入れ状況を把握で

きるので、発災後に被災者がたらい回しに

されることを防ぐことができる。 

 

②このシステムでは、根室振興局内で唯一

の空港である中標津空港に物資の分配拠点

を設置しているので、空輸で届いた物資を

各地域・施設・避難所のニーズに応じて、そ

の場で効率的に仕分けることができる。そ

れ故、特定の地域へ物資が集中することを

防ぐことができ、なおかつ、被災者のもとに

物資が届くまでの時間を短縮することがで

きる。 

 

③このシステムにおいては、各役場・施設・

機関・企業・避難所の責任者による情報提供

に限定しているので情報の正確性が期待で

きる。また、それ故、2011 年の東日本大震

災や 2016 年の熊本地震の際に SNS などで

見られたデマやチェーンメールの拡散を防

ぐことができる。 

 

(2)情報周知 

2018 年 9 月 6 日の北海道胆振東部地震の

事例から、発災後に広い地域で停電が起こ

る可能性がある。この場合、現在町内で日常

的に使われているコミュニティ FM「FM は

な」の活用に加え、防災無線・スピーカーや

メール・アプリの活用が望まれる。 

 

①防災無線・スピーカー 

災害時の情報伝達に防災無線・スピーカ

ーを使用することによって、住民への情報

伝達を確実にする。加えて、スピーカーによ
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る音声を聞き取ることができなかった住民

のために電話口で同内容の情報を自動音声

で知らせるサービスも行う。なお、自動音声

サービスの電話番号は回覧板や町の広報で

周知する。 

 

②メール・アプリケーション 

災害時の情報伝達にメール・アプリケー

ションを使用することによって、携帯電話・

スマートフォンを頻繁に使用していると予

想される若年層の住民への情報伝達を確実

にする。情報発信元であるサービスのメー

ルアドレス及びアプリケーションをダウン

ロードするための QR コードは⑴と同様に

回覧板や町の広報で周知する。  

 

3-1-3 情報共有・提供体制の構築によりもた

らされる効果 
 前項、3-1-2 で述べたような政策提言に

より、もたらされる効果について、この項

で述べる。ここで言う、「もたらされる効

果」とは、中標津町が私たちの提言する

「情報共有・提供体制の構築」を災害時に

実践した場合に得られるメリットのことで

ある。また、ここでの「災害」は、地震を

指すこととする。 
では、実際に中標津町を含む、根室振興

局内で地震が起こった際に、どのように情

報共有システムが機能するか、4 つの観点

から述べていきたい。 
1 つ目は、空港における利点についてで

ある。 
中標津町にある中標津空港は、新千歳空

港および羽田空港との連絡便を持つ空港で

ある。よって、災害が起こった後に空の便

を経由して、災害復興のための支援物資が

空港に届けられることが考えられる。ここ

から浮かび上がる問題に、空港に支援物資

が届いた時に、それらをどこに分配する

か、ということが挙げられる。もちろん、

特定の人や団体に宛てた物資であれば、そ

の本人や団体に渡せば良いのだが、例え

ば、「根室地域の皆さまへ」といった宛名

での届け物である場合はどうであろうか。

状況が変わってくるのは間違いない。 
また、空港に届いた物資を「どこに」分

配するかということだけでなく、ある場所

に「どのくらい」分配するか、も考えなけ

ればならない問題である。なぜなら、生活

に必要な水や食料の供給が既に十分になさ

れている避難所に、更にそれらを受け渡し

ても余ってしまい、反対に実際にそれらを

必要としている避難所や地域に、十分な量

が行き渡らない可能性がある。 
しかし、情報共有システムを導入する

と、これらの問題が解消される。すなわ

ち、空港における支援物資の供給がスムー

ズになるということである。 
空港であれば、今現在どのくらいの、ど

んな物資が届いているか(特定の宛名があ

ればそれも)の情報を公開する。そして、

空港において、根室振興局や各市町の防災

担当職員等の防災のプロや専門家が、最終

的にどの避難所にどれだけの支援物資を届

けるのかを判断、決定する。 
そのようにすれば、たとえ「中標津町」

に送られた物資であっても、「本当にそれ

らを必要としている場所」に、「十分な

量」が行き渡るし、空港に物資が届いても

迷って供給までに必要以上の時間がかかる

ことなく需要地に届けることができる。 
以上が、空港における情報共有システム
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を利用した場合の利点である。 
2 つ目は、病院における利点についてで

ある。 
中標津町にある一番大きな病院が、町立

中標津病院であり、根室市では、市立根室

病院である。どちらの病院も、市街地から

は離れておらず、また地域に数少ない総合

病院であるため、住民の生活に欠かせない

病院であるように思われる。 
そのような病院では、震災が起こった時

には被害により重傷を負った患者が多く押

し寄せるのではないかという状況が考えら

れる。 
ここから浮かび上がる問題として、元々

入院、通院等している患者もいる中、「十

分な手当て」ができるかということがあ

る。  
「十分な手当て」とは、適切な数の医

師、看護師がいて、受け入れた患者が居座

ることのできる、ある程度の場所が確保さ

れていることを前提とする。確かに、入院

中の患者も含め、人の生死の一刻を争うと

いう緊急の状態におかれている人が多く存

在するなら、病院としては彼らを助けるた

めに、率先して受け入れ、診察、治療すべ

きだが、必ずしも病院に訪れる患者全員が

そのような重症ではないだろう。 
よって、病院等医療機関が震災直後に、

一人でも多くの人の命を助けるためには、

患者の症状や傷の被害の深刻さに合わせ

て、優先順位を付けるべきだと考える。そ

して、そのようにするには病院側が、今現

在、受け入れられる患者の数と、「このよ

うな症状を持つ患者であれば率先して診断

可能である」ということを情報として公開

することが必要だと考える。 

すなわち、病院も情報共有システムを活

用することで、病院でその時適切に対応す

ることのできる数の患者を受け入れること

ができ、「十分な手当て」を患者にするこ

とができる。 
以上が、病院における情報共有システム

を利用した場合の利点である。 
3 つ目は、避難所における利点について

である。 
予め述べておきたいことだが、避難所へ

の「支援物資」における情報共有システム

の活用はないこととする。というのも、先

に挙げた空港の例と絡み合わせると、例え

ば、どの避難所も「支援物資が欲しい」と

声を上げると、空港からどの避難所に物資

を送るべきか決定して行動に移すまでに時

間がかかってしまい、非効率的だと考える

からである。 
よって、ここでは物ではなく「人」、す

なわち避難所にて一時的に生活をすること

になる避難者に関して述べていきたい。 
地震により、住まいの家が崩壊したり、

現状住むには難しかったり、といった状況

に陥った人々が集まる避難所は、大抵学校

や体育館などが開放されて使用される。つ

まり、自分の住まいが震災後も住むのに困

らない人は避難所で生活することはほとん

どない訳だが、そうでない人は避難所に向

かう。 
地震の被害の規模にもよるが、大勢の

「避難者」が避難所に殺到する場合も軽視

できない。もし避難所が受け入れられる限

度を超えた人々がそこに集まってしまった

ら、これもまた、避難者にとって「十分な

生活」ができなくなる原因となり得る。 
ここで言う、「十分な生活」とは、自分
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の周りに知らない住民が数多くいて、慣れ

ない環境の中でも、就寝したり食事をした

りすることが自分のストレスとしてなるべ

く溜まらない日々を送れることである。 
避難所は、避難者ができる限り心身とも

に健康に過ごせる場であるべきだと考え

る。よって、必要以上の避難者が避難所で

生活することは、避難者の健康を害してし

まうことにつながる。 
しかし、情報共有システムは、この問題

を解決してくれる。避難所管理側が、今現

在これだけの人数の避難者が滞在してい

て、あと何人ほど入ることができる、とで

きる限り具体的な人数の情報を公開する。

その数や、もちろん避難者からの距離を考

慮した上で、行政が避難所に入ることを希

望している住民に対し、その住民が行く避

難所としてここはどうか、と提案する。 
こういった一連の流れがあることで、避

難所に人が溢れることも想定しがたくな

り、また、人数に配慮された避難所で、避

難者も少しでも安心して生活できる。 
以上が、避難所における情報共有システ

ムを利用した場合の利点である。 
4 つ目は、住民における利点についてで

ある。 
過去の災害後の情報の発信・共有の対応

の様子からも浮かび上がる、人々が注意す

べき点の一つとして、「正しい情報が人々

に届けられるか」というものがある。 
人々に届けられる情報は、常に正しいも

のでならなければならないが、災害時やそ

の後は尚更そうでなければならない。 
なぜなら、地震などの災害によって、普

段経験することではないが故に大きな不安

を感じる。さらに、もし大切な人や物を失

ったのならば、その悲しみで人々の心はい

っぱいであろう。そのような中で、「間違

った情報」が流れてきたとしたら、彼らは

心身ともにより疲れてしまう。 
そういった事態を防ぐために、私たちの

提案する情報共有システムは、一般住民、

そしてマスコミが書き込むことをできない

ようにしている。すなわち、行政、空港、

病院、避難所等の災害時の主要機関が責任

を持って発する情報は、基本的に「誰で

も」見ることは可能だが、「彼らにしか」

情報の追加・変更・書き込みはできないの

である。 
よって、住民は「正しい情報」を得るこ

とができるため、それによって的確な行動

を取ることができ、災害で傷ついた心身を

これ以上傷めないことにつながる。 
更に、情報共有システムでの利点に加え

て、防災行政無線やメール、アプリケーシ

ョンといった他の情報周知方法での住民に

おける利点についてもここで述べておきた

い。 
前項まででも述べたように、私たちは情

報共有システムだけでなく、防災行政無線

やメール、アプリケーションでも、正しい

情報を提供するべきなのはもちろん、より

多くの人々が困難に陥ることなく、適切に

情報を受け取れるようにするべきであると

考える。 
まず、防災行政無線、およびスピーカー

について述べる。 
日頃の広報活動でも、地域それぞれでス

ピーカーなどが使用されると思うが、災害

時でも、住民に対する情報伝達の一つとし

て機能することが想定される。 
そこで考えられる問題点として、防災行
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政無線やスピーカー等から発せられた内容

が、住民にもし的確に届いていなかったら

どうすれば良いか、というものがある。 
日頃の広報内容も重要であるが、災害時

は特に、スピーカーから発せられる内容が

自らの生活に直結する内容である人々が多

く、尚更重要である。 
この問題点に対処するために、私たちは

中津川市や港区、長野市などでの事例を参

考に、次の方法を提案したいと思う。 
それは、もし、住民がスピーカー等によ

る音声を聞き取ることができなかった場合

があったとしても、電話口で同内容の情報

を自動音声で知らせるサービスをすること

である。なお、その自動音声サービスの電

話番号は回覧板や町の広場で事前に周知し

て、住民もそれを把握していることが望ま

しい。 
そのようにすれば、例え重要な内容が聞

こえにくかった、もしくはそれを聞き逃し

てしまったとしても、住民は慌てずにそう

いったサービスを利用することでこのよう

な問題を解決することができる。「情報が

聞き取れなかったから教えてほしい」とい

う、役場などへの電話の殺到も、おさえる

ことができ、そこで対応する人々の負担も

減らすことができると考えられる。 
次に、メール、アプリケーションについ

て述べる。 
これらの手段は、日常的に携帯電話・ス

マートフォンを使用することにより、頻繁

にそれらを使用していると予想される若年

層の住民を主に対象にしている。 
確かに、携帯電話・スマートフォンが使

える状態でないと意味がないが、これらの

媒体による手段があることで、住民への情

報提供がより迅速に行える、という利点が

ある。 
まずは、メールに関して述べていく。こ

れも、中津川市や山口県宇部市などでその

事例が見られるが、ここでは具体的に中津

川市での事例を用いて説明したいと思う。

中津川市では、「市民安全情報ネットワー

ク」と題して、日頃から地震・火災情報等

の防災情報に加え、小中学校等の学校情

報、暮らし・イベント情報等の地域情報を

配信している。もちろん、送り先は、この

メールの受信の設定をしていて、かつ、こ

れらの情報の受信を希望する人々に限定さ

れる。 
しかし、それが災害後に、被害状況や支

援物資の受け取り場所など、住民の多くが

知りたい情報が送られるツールになるので

あれば、日頃からメールの配信を希望して

おくことに意味があり、震災後に慌てるよ

うなこともないのではなかろうか。 
よって、私たちは、日頃の自分の自治体

からのメール配信があること、そして、そ

れが災害後にも、住民の生活に必要な情報

を提供してくれるものであることを提案し

たい。アプリケーションでも同様の情報を

提供していくことが望ましい。 
従って、住民はメール及びアプリケーシ

ョンの内、どちらかの登録を済ませていれ

ば、それで足りる。 
なお、これらの登録にあたる、URL や

QR コードなどは、それぞれの市町のホー

ムページに掲載する、若しくは、先に述べ

た防災行政無線やスピーカーにおけるもの

と同様に、回覧板や町の広場で事前に周知

して、住民もそれらを理解していることが

望ましい。 
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以上、私たちの提案する情報共有システ

ムが、実際に震災が根室振興局内で起こっ

た場合にどのように機能するか、そして、

住民に対する、防災行政無線やメール、ア

プリケーションによる情報伝達の方法がど

のようにあるべきか、を述べてきた。 
 最後に、付け加えておきたいこととし

て、私たちの提案する、この情報共有シス

テムは、まず中標津町が中心となって実践

し、次第に標津町、根室市、別海町、羅臼

町も実践の区域として広げていき、最終的

には根室管内 5 市町で築くといったこと

も、実践の仕方の一つとして望ましいので

はないかと考えている。 
 ここまでで述べたことが、私たちの 1 つ

目の政策提言である。 
 
3-2 防災コミュニティの再構築 
 ここからは、二つ目の政策提言に移りた

い。次に私たちが提言するのは、防災コミ

ュニティの再構築である。 
町内会加入率の低下によって、町推奨の

自主防災組織の活動力が危惧される現状で

は、防災コミュニティの機能低下も、中標

津の課題の 1 つである。 
この機能低下に対応するため、私たちは

防災コミュティの再構築を提案する。 
 
3-2-1 防災コミュニティの事例 

 まずは、防災コミュニティに求められる

5 つの活動を、それぞれの事例とともに紹

介する。 

(1)防災知識の普及・啓発 

かがわ自主ぼう連絡協議会（香川県 丸亀市） 

設立年：2007 年 

構成員数：約 150 人（2017 年現在） 

かがわ自主ぼう連絡協議会は、香川県内

の自主防災組織の活性化を図るとともに、

自主防災組織同士の連携と交流を深めるこ

とを目的に設立された。主な活動は「防災ノ

ウハウ」の提供であり、組織内に「講師担当」

が存在する等、組織的にも防災ノウハウ提

供に特化している点が特徴的である。  

本会のメンバーは、消防署に通い、応急手

当や担架組み立て搬送等の研修を受けるこ

とで、防災に関する知識や技術を蓄えた。こ

れらの研修を通じて得られた知識や技術、

情報を活かし、訓練の企画、資料作成、技術

指導を行っている。  

本会は、参加実践型を目指し、「ていねい

親切をモットウ」とした防災ノウハウの提

供を心がけ、県内自主防災組織や自治会、婦

人会等に対して避難所運営等の出前訓練や

出前講座を実施している。また、県内教育機

関に対しても研修を実施している。幼稚園・

保育所では紙芝居による啓発研修やダンボ

ールを活用した小部屋作り等を行い、小･中

学校では家具転倒防止や AED を使用した

心肺蘇生法等の教育、高校・大学では学生が

即戦力となるよう、要配慮者避難支援や高

度な土のうの積み方、無線機による情報伝

達方法等を指導している。 

 

(2)地域の災害危険個所の把握 

野依校区防災会連絡協議会防災訓練等実施

検討小委員会（愛知県 豊橋市） 

設立年：2016 年 

構成員数：約 6,500 人（2016 年現在） 

 

2014 年度に、校区として 3 本の矢（安心

安全なまち・いきいき生活するまち・共生の

まち）をテーマに活動計画を策定した。さら
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に、豊橋市役所の防災危機管理課から、豊橋

市防災まちづくりモデル校区事業実施の提

案があり、地域と小学生児童が参加して防

災コミュニティマップの作成を行った。こ

の作成の一環として、参加者をこれまで以

上に増やすため、子どもだけでなく親も含

めた親子ウォーキングを実施した。  

同年 5 月に小学生向けの防災学習会を行

い、6 月に防災講話、7 月に PTA向けの防災

学習会を行ったうえで、8 月に親子ウォー

キング、9 月に小学生がウォーキングの発

表会を行った。子ども 116 名、大人 100 名

の計 216 名が参加した。ウォーキング時は

通学路の危険箇所の把握、こども 110 番の

位置確認、街頭消火器の位置確認を行う。  

親子ウォーキング時、ウォーキングコー

スの見守り担当として、女性防火クラブ等

の地元団体のメンバーが参加し、自治会だ

けでなく、多くの地元団体が協力している。  

ウォーキング時に参加者に配布する地図に、

どのような点に着目すべきかのポイントを

記載しているが、大人と子どもで記載内容

を変えている。  

防災訓練実施時には、被災者のトリアー

ジもプログラムに取り入れた。防災訓練後

には必ず反省会を開き、次回の防災訓練に

活かしている。参加者には、前回の防災訓練

で体験した内容とは必ず別の訓練を実施し

てもらうようにしている。 

 2015 年度までは、校区自主防災会の役員

が防災活動等を企画していたが、防災以外

の業務もあり、思うように防災活動が進ま

なかった。そこで、検討小委員会という別組

織を結成することで、防災活動に専念でき

るようになった。 

 

(3)防災訓練 

上山梨連合自主防災隊（静岡県 袋井市） 

設立年：2006 年 

構成員数：約 3,500 人（2016 年現在）  

 

上山梨自主連合防災隊では、地元消防団

(特に、防災訓練時に、各自主防災組織への

指導を依頼)、中学校(防災訓練時に多くの

中学生が参加)、地元企業(防災訓練時に協

力、パティオ・イオンとは大規模な防災訓練

を実施)、民生児童委員(防災訓練や要援護

者対策)等と、常日頃から協力している。  

2006 年 4 月より、防災会議を毎月、開催

し、防災リーダーの育成に努めている。毎

月、必ず課題を設定して防災対策について

議論し、マニュアルの作成、防災訓練の計画

等も行っている。主な参加者は、防災連合隊

長、自主防災隊長、消防団の団長、市の職員

等であり、地域防災のリーダーの参画を図

るとともに、市との連携に努めている。常に

議論し、防災対策を行っている雰囲気を醸

成することが重要であると考えている。  

地域の人口は 3,500 人で、防災訓練には

1,300 人～1,500 人が参加する。学校側との

連携を図ることで生徒の支援要請がしやす

く､生徒や保護者の参加者が増えている。防

災訓練時には、各自主防災組織から､避難動

員を要請して､市が指定している避難所へ

参集させ､避難生活をした場合の心得えに

ついて指導している。また、パティオ・イオ

ンと提携した防災訓練では、駐車場での消

火訓練や、炊き出しの体験、緊急の避難所や

救護所として使われるバルーンシェルター

の設営、店内での負傷者の搬送・受け入れ、

援助物資提供の訓練も行っている。  

自主防災組織では、「地震・風水害対策の
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取り組み計画書」、「風水害の心構え」などを

独自に作成し、全戸配布するなど、住民に意

識啓発や取組に対する理解を図っている。  

また、上山梨地区では、全住民の約 3,500
人分の名簿を作成し、「自主防災カード」と

して管理している。名簿には、氏名、性別、

生年月日、血液型、自治会名、住所、連絡先、

持病等特記事項を掲載できるようにしてい

る。平時には厳重に管理されているが、災害

時には、避難所や救護所の受付で、住民がカ

ードを受け取り着用することになっている。

これにより、カードが残っている方は避難

してきておらず、至急安否の確認が必要で

あると、迅速かつ正確に判断できる体制が

できている。 

 

(4)避難行動要支援者対策 

堀之内区自主防災組織（長野県 白馬村） 

設立年：2006 年 

構成員数：約 200 人（2016 年現在） 

 

堀之内区自主防災組織では、「地域の支え

あいマップ」を作成した。誰が誰の安否確認

を行うのかという役割分担について、対象

者（要配慮者）、組長、民生委員等を中心に

調整が行われ、それぞれの対象者（要配慮

者）に対して、支援者を特定し、マップ上に

表示した。こうした活動によって、常日頃よ

り、住民間で災害時の安否確認に対する意

識が高まった。支援者を選ぶ観点としては、

「近隣の住民」、「親族の方」などがあげら

れ、対象者（要配慮者）に対して身近な住民

が選ばれる傾向にある。また、そのマップの

対象者には、常日頃から、民生委員を中心と

した見守り活動が行われていた。  

2014 年 11 月に最大震度 6 弱が観測され

た長野県北部を震源とする地震の発生時に

は、当時、作成していたマップは、倒壊した

公民館の下敷きになり活用することはでき

なかったが、日頃から顔の見える関係が出

来ていたので、円滑に安否確認や避難支援

を行うことができた。また、マップの役割・

必要性に関する理解や、マップの作成方法

に関するノウハウがあったので、発災後す

ぐにもう一度、名簿やマップの作成に取り

かかることができた。 

 

(5)避難所運営 

新橋町内会自主防災会（宮城県 石巻市） 

設立年：2009 年 

構成員数：約 600 人（2017 年現在）  

 

2011 年 3 月 11 日、東日本大震災が起こ

った。避難先の石巻工業高校は、在校生・職

員 200 人のほか、住民と近くから緊急避難

してきた人などを合わせると、約 1,000 人

という想定を大きく超える避難者数になっ

た。  

当時は、責任の所在を明確化するという

考えに基づき、学校関係者については学校

で、それ以外の住民等については新橋町内

会自主防災会で対応することとなった。マ

ニュアル等がなかったため、トイレやスト

ーブの使用ルールや地区外から避難してい

る人の氏名等をボードに記入してもらうな

ど、防災訓練等で得た知識を活用し、その場

でルールを定めながら、学校関係者と協力

しながら運営にあたった。  

なお、食料等の備蓄は避難者の人数に対

し、十分な対応ができる量ではなかったた

め、約 3 日間は飲まず食わずに近い状態で

過ごさざるを得なかった。飲料水や自家用
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発電機、ガソリン等の燃料、乳児用のミル

ク、介護用オムツについても備蓄がなく苦

慮した。また、各教室にはストーブがあった

ものの、燃料が不足していたため日中は使

用を制限するしかなく、避難者は気温が低

い中ブルーシートを敷いて過ごすことにな

った。トイレについても対応に苦労した。当

初は新聞紙に用を足し溜めていたが、それ

も限界を迎えたため、バケツリレーで運び

込んだ海水でトイレを使用した。  

東日本大震災の発生から 3 日経過しても

水が引かなかったため、在校生とともに机

で橋を作り、浸水域から脱出することにな

った。これにより、住民等は指定避難所とし

て開放されていた石巻市立蛇田小学校に移

ることになったが、同会の役員は安否確認

で来訪する人の対応のため、さらに 3 日間

程度、石巻工業高校に留まって対応にあた

った。  

防災倉庫は津波で流出はしなかったもの

の、浸水により下層に置いてあった備蓄品

はすぐには使用できなかった。徒歩で近づ

くことができなかったため、学校で借りた

カヌーで資機材の回収に向かった。  

回収できたハンドマイクや腕章、ヘルメ

ットにより、以後の活動において同会のメ

ンバーであることを明示しやすくなり、避

難所の運営や自衛隊等の救助者の応対にお

いて非常に有効であった。  

水が引いた後は、石巻市へ提出した要望

に基づき、近隣の体育館に集約される食料

を、町内会用として小分けにしてリヤカー

に積み、ハンドマイクで呼びかけながら町

内で配布して歩いた。1 日掛かりの仕事と

なり、非常に労力を要した。 

想定を超える混乱の中でも、避難所の運

営等にあたって 1 人の犠牲者も出さなかっ

たことは、自主防災組織以上の機能を果た

したといえる。  

その背景には、震災の前年の自主防災会

の設立から防災倉庫の設置、防災訓練を実

施したことによって、住民の防災に対する

考えが根付き始めていたことと、役員はも

ちろん、多くの避難者・住民が自ら自助・共

助の精神で積極的に対応にあたってくれる

など協力的だったことがあげられる。  

一方で、多くの課題が浮き彫りになった。  

まず、同会の地域では津波により浸水し

た。2 階に食料・飲料水を運び込んでおくな

どの対策が必要である。 

また、自助の観点から 3 日分の食料・飲

料水については自宅での備蓄を住民にお願

いしており、防災倉庫ではそれ以外の、個人

では用意しにくい、組織として必要となる

資機材の準備を進めている。避難行動要支

援者のための備蓄（例えば、赤ちゃんのため

のミルクやオムツ等）は優先して進める必

要がある。  

さらに、役員の高齢化の進行とともに、役

員の担い手がいないのも大きな課題となっ

ている。同会のキーマンの育成とともに、有

事の際の役員の連絡・対応体制については

検討が必要であると同会では考えている。 

 

3-2-2 防災コミュニティの再構築の概要 

ここでは、防災コミュニティの再構築に

ついての政策提言について、その概要を説

明していく。 

ここで提言する防災コミュニティとは、

「住民間の『自助・共助』を促進させ、主体

的かつ自主的に日常的に災害への備えを行

う地域内及び地域のつながり」をもって前
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述の 5 つの役割を果たすものであると位置

づける。 

内閣府防災担当の「減災のてびき」による

と「自助・共助・公助」は、『自分の身は自

分で守る「自助」、地域や身近にいる人どう

しが助け合う「共助」』であるとされ、「公助」

は『行政による』手助けとされている。 

近年の大震災を契機とする防災体制の見

直しの過程において、災害時の地域コミュ

ニティにおける「自助・共助」の役割が大き

いことが明らかになった。内閣府防災担当

の『特集 共助による地域防災力の強化』に

よると、阪神・淡路大震災時における救助の

主体は「家族」や「近隣住民」の割合が非常

に高くなっている。また 2011 年 3 月 12 日

に発生した長野県北部地震（いわゆる栄村

大地震）では、地震による直接の死者が 0 人

であった。震度 6 規模の本震、余震という

大規模な地震が起きながら、人命被害を最

小限に食い止めることが出来たのは、産経

新聞でも「迅速な対応ができた理由のひと

つに、村独自の施策「実践的住民自治」が挙

げられる」と述べられている。（『産経新聞』

2011.5.22 朝刊）栄村が実施している「実践

的住民自治」とは、住民一人一人が自治意識

を持ち、主体的に地域とかかわり、日常的に

地域の問題に取り組んでいこうとする考え

方である。こうした普段からの地域内での

結びつきが、栄村大地震における犠牲者を

0 人にすることが出来た一因である。以上

のことからこうした防災コミュニティにお

いて重要なことは、「日常的・主体的」に 

活動が行われることであるといえる。 

 

1 中標津町は平成 30 年 5 月 31 日現在、羅

臼町は平成 30 年 4 月 30 日現在、それ以

 

【図表 5】 根室管内自治体の町内会世帯加入率 

『北海道町内会連合会 正会員組織データベース』

より作成 1 

 

防災コミュニティ再構築が必要になって

くる中標津町特有の理由として、町内会へ

の加入率の低さが挙げられる。近隣自治体

である標津町、羅臼町、根室市、別海町と比

較しても、その低さは明らかである。（図表

5）町内会加入率の低さが必ずしも防災コミ

ュニティの不十分さを表すわけでは無いが、

中標津町が現行で施行している防災コミュ

ニティの施策である「自主防災組織」は、中

標津町防災ハンドブックによると町内会単

位で行われている。この「自主防災組織」は

「共助」と「公助」の役割の一部を果たすも

のと期待されており、この場合町内会に加

入していない世帯は防災コミュニティの枠

組みから外れ、十分な「共助」が受けられな

い可能性が出てくる。 

 

こうした課題を抱えた防災コミュニティ

外の市町は平成 30 年 3 月 31 日現在のデ

ータを使用 
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の再構築のための政策は、主に 2 点ある。

まず 1 つ目に、既存の町内会での自主防災

組織を活用した防災コミュニティの形成が

挙げられる。これは中標津町が既に取り組

みとしておこなっていることであり、町の

防災ハンドブックにも明記されている。し

かし前述の通り、これを前提とした防災コ

ミュニティの形成は町内会加入率が課題と

なる。そこで、町内会の活動を日常的かつ主

体的に行う取り組みとして、現在中標津町

で行われている「防災リーダー」の施策を活

用した町内会主導の防災コミュニティの形

成を促進する施策が考えられる。「防災リー

ダー」取得促進は住民の「自助」の力を向上

させるだけでなく、町内会内で防災イベン

ト時または災害時のリーダー的役割を期待

できる。 

2 つ目に、避難所単位での防災コミュニ

ティ形成が挙げられる。先行事例でも多く

示されていたのは、町内会単位での自主防

災組織の取り組みであった。ここでは、実際

に災害が起こったときの避難所を基準に行

われる実践的な防災への取り組みとして防

災コミュニティを形成することを目指す。

ここでも「防災リーダー」などの制度を利活

用して、住民自身の防災意識を向上するこ

とによって、「自助」力を高める。 

これらの取り組みに加えて、防災コミュ

ニティ同士の日常的なつながりが必要にな

ってくる。「共助」力の向上には、非常時に

防災コミュニティ同士で連携し、限られた

リソースの中で円滑な活動が出来ることが

重要になってくるからである。このための

施策としては、前述の情報共有システムを

活用し、「中標津町防災の日」において、想

定災害を変えながらコミュニティ同士の連

携を想定した訓練を行っていくことで、コ

ミュニティ同士の関係を築くことが出来る

と考えられる。 

 

3-2-3 防災コミュニティの再構築によって

もたらされる効果 

ここでは、防災コミュニティの再構築、特

に避難所単位での新たなコミュニティ形成

によってもたらされるであろう効果につい

て述べる。 

避難所と防災リーダーを中心とした新た

なコミュニティを結成することには、次の

3 つのメリットが挙げられる。 

1 つ目に地域住民の団結力の向上が考え

られる。 

中標津町に移住して来たばかりの人や若

い年齢層の人はあまり入れ替わりのない既

存の町内会に参加しにくい。この現状は町

内会加入率 43.1％という数字に影響してい

る。 

一方で、新たに結成されるコミュニティ

は、固定された考えがなく、より自分たちの

意見が反映されやすい。自ら参加しようと

いう思いが芽生えやすく、移住者や若者な

どの多くの住民が参加しやすいと考えられ

る。 

また、町内会への参加を拒む理由として

中標津町へ移住してきた人にとっては、比

較的町への愛着が薄く、地域社会への協力

という曖昧な目的への理解が進まないこと

が挙げられる。このコミュニティは防災と

災害時の協力という明確な目的があり、同

じような目標意識を持ちやすく、参加しや

すいと考えられる。 

コミュニティに多くの住民が参加すると

住民間で繋がりができ、災害時やその他の
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イベント等でも協力しやすくなり、既存の

町内会にも参加しやすくなる。さらに、多く

の移住者や若者が参加すれば、地元住民と

の繋がりもでき、異なる価値観を持つ間柄

での意見交換の場にもなる。 

土地が広大で、住民同士に物理的な距離

がある自治体では、行政の力だけではなく、

地域住民の団結力や協力も必要不可欠であ

る。住民同士が繋がり、お互いの価値観を共

有することで、地域住民の団結力向上に大

きく繋がると考えられる。 

2 つ目に災害時の死傷者の減少に繋がる

と考えられる。 

防災リーダーを中心としたこのコミュニ

ティは、防災リーダーの認知度向上に繋が

ると考えられる。コミュニティの結成や参

加は、防災や防災リーダーに興味を持って

もらい、地域防災講座の受講や防災リーダ

ーになることを促すきっかけになる。 

また、防災のコミュニティであるから、避

難訓練などの防災訓練を実施しやすい。こ

れは、住民の防災意識や知識の向上に繋が

り、災害時に自主的に行動できるようにな

り、死傷者を減らすことに繋がる。また、よ

り自主防災組織に近づいた活動ができるよ

うになると考えられる。 

さらに、地域住民が主体で活動するので、

その地域に住んでいる高齢者や障害を持つ

人などの災害時に弱者となる住民の把握が

しやすくなり、そのような人々がより効率

の良い、安心した避難と避難所生活が送れ

ることが可能になる。この事も死傷者を減

らすことに繋がると考えられる。 

3 つ目に町全体や町同士との広域的な協

力体制を構築することができると考えられ

る。 

異なる防災コミュニティ合同の防災訓練

を行うなどの交流を通して、他のコミュニ

ティとの繋がりを構築することができる。

この繋がりは、災害時のコミュニティ同士

の助け合いが実現できると考えられる。 

さらに、この防災コミュニティの結成を

中標津町だけで留めず、他の町にも普及さ

せたいと考えている。それぞれの町には異

なる地形や技術があり、防災対策も異なる。

そのような町同士で防災知識の情報交換を

行うなどの交流を通じて、災害時に協力し

やすい繋がりを構築することが必要である。

広域的な協力体制を構築することは、被災

から復興への大きな力になると考える。 

この防災コミュニティの再構築は、防災

リーダーの負担が大きくなることが問題と

して挙げられる。なので、大規模な避難訓練

などは行政との合同主催で行うなどの行政

との協力が不可欠である。そして、このコミ

ュニティをしっかりと住民に定着させ、自

主防災組織のような組織になるよう地域住

民と行政との協力が必要である。 

また、このコミュニティは既存の町内会

と被るのではないかという問題点が挙げら

れるが、コミュニティを地域住民と行政が

協力して、新たに構築することに意味があ

り、住民同士の繋がりと雪害以外の防災に

ついてさらに意識を向けることが大切であ

る。 

 
4.終わりに 
 大規模自然災害が近年頻発していること

を背景として、自治体においても災害対策

への取り組みはますます増加していると言

える。しかしながら、少子高齢化の中で各自

治体が災害対策に充てることのできる予算
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は限られていくことが想像できる。そんな

中で必要となってくるのは、自治体同士の

連携と、市民それぞれの意識向上であろう。 
最終的には、中標津だけではない、自治体

の枠にとらわれない防災の取り組みを行う

ことが最も市民のためになると私たちは考

えている。 
しかしながら、これらを達成するには振

興局の位置づけや各自治体の予算編成とい

った様々な課題があると考えられる。 
そこで、今回私たちが提言した政策が、各

自体で共有され、少しずつでも地域に広が

っていくことを願い、また今回の提言に際

して協力を賜った皆様に感謝の意を表して、

この報告のまとめとさせていただきたい。 
 

〈ヒアリング先一覧〉 

中標津町役場 

中標津町教育委員会 

標津町役場 

中標津空港管理事務所 

中標津空港ビル 

なかしべつ観光協会 

中標津町立中標津病院 
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はじめに 
 
 堤ゼミにおいては、別海町におけるサマ
ースクールの際に、放課後の児童の過ごし
方や保護者・児童・学校のニーズ、そして何
より別海町そのものを知るために、3 つの
小学校、2 つの児童館へヒアリング調査を
行った。 
 近年女性の社会進出が進み、共働き世帯
が増加している。厚生労働省によると、昭和
55年には男性雇用者と無業の妻から成る世
帯（専業主婦世帯）が 1114 万世帯、雇用者
の共働き世帯（夫婦ともに非農林業雇用者
の世帯、以下共働き世帯）が 614 万世帯で
あった。平成に入り両者の割合が毎年のよ
うに前後したが、平成 9 年からは毎年共働
き世帯が専業主婦世帯を上回る。平成 26年
には共働き世帯が 1114 万世帯であるのに
対して、専業主婦世帯が 687 万世帯となり、
昭和 55 年とは割合が逆転していることが
わかる。このような社会では、子どもの居場
所づくりが困難になってくる。専業主婦世
帯では母親が子供と接することのできる時
間が一日のほとんどの時間を占めるのに対
し、共働き世帯は子どもとの時間の確保が
難しくなる。これは、近年の待機児童問題の
原因の一つといえるだろう。また、この問題
は都市部に限ったことではないはずだ。北
海道根室管内で、子どもの数が一番多い別
海町において、この問題はどのようにとら
えられているのか、どのような打開策を打
ち出せるか。 
 以上の内容を、別海町の基本的データや
児童を取り巻く現在の状況について述べた
うえで、エリクソンのライフサイクル理論
の観点も踏まえながら、私たち堤ゼミの考

える「シャトルバス構想」を述べ、短期・中
期・長期目目標の順で具体案を提示してい
く。 
担当：石渡 
 

第1章 別海町の現状及び学童期の児童を

取り巻く環境について 
 
1.1 はじめに 
1.2 別海町の概要について 
1.3 別海町における小学校の状況について 
1.4 別海町の児童館の現状について 

 
1.1  はじめに 
本章では，別海町における現状および児童
を取り巻く環境について述べていきたい。 

 
1.2  別海町の概要について 
別海町は，北海道の東部，根室振興局管内

に在る町であり，比較的北方領土が近い場
所に位置している。面積は 1,319.63㎢であ
る。平成３０年４月３０日時点で，人口は
15,247 人，世帯数は 6,703 世帯となってお
り，昭和３５年をピークに緩やかに減少し
ているものの，世帯数は緩やかに増えてい
るといった状況である。 
 
1.3  別海町における小学校の状況について 
平成 28年度の調査によれば，別海町の小

学校の児童数は 970 名となっている。その
内 409 名が別海中央小学校に，また 179名
が上西春別小学校へ通っており，二つの小
学校に児童が集中しているといった状況で
ある(表 1-1)。 
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1.4  別海町の児童館の状況について 
別海町には，中央児童館，西児童の 2つ 

の児童館が存在する。中央児童館は別海中
央小学校に，西児童館は上西春別小学校の
近くに設置されており，児童数の多い学校
の近くに児童館が設置されているといった
状況である。そのため、児童数の少ない小学
校の周辺では児童館にアクセスしにくいと
いったことが起こっている。（表 1-2） 
担当：野田 

 

第2章 テーマ選定理由 

2.1 事前準備を経ての仮説 
2.2 子どもについての各種データ 
2.3 別海町でのデータ 
 
2.1 事前準備を経ての仮説 
事前準備において、別海町ではほかの子

供たちと交流ができる児童が少ない現状が
あることを知った。また、ヒアリングを行っ
た際に多くのヒアリング先の方から放課後
の子供同士の交流が少ないと伺った。この
原因としては、広大な大地が広がる別海町
であるがゆえの一つ一つの世帯間の距離が
遠いことが挙げられる。 

 
2.2 子どもについての各種データ 
文部科学省によれば、小学校低学年の時

期の子どもは、幼児期の特徴を残しながら
も、「大人が『いけない』と言うことは、し
てはならない」といったように、大人の言う
ことを守る中で、善悪についての理解と判
断ができるようになるとされている。また、
言語能力や認識力も高まり、自然等への関
心が増える時期である。そして、この時期に

限らず、家庭における子どもの徳育にかか
わる課題として、都市化や地域における地
縁的つながりの希薄化、価値基準の流動化
等により、保護者が自信を持って子育てに
取り組めなくなっている状況が見て取れる。
さらに小学校低学年の時期においては、こ
うした家庭における子育て不安の問題や、
子ども同士の交流活動や自然体験の減少な
どから、子どもが社会性を十分身につける
ことができないまま小学校に入学すること
により、精神的にも不安定さをもち、周りの
児童との人間関係をうまく構築できず集団
生活になじめない、いわゆる「小 1 プロブ
レム」という形で、問題が顕在化することが
多くなっている。 
これらを踏まえて、小学校低学年の時期

における子どもの発達において、重視すべ
き課題としては、以下の 2 点があげられる。
まず１つ目に「人として、行ってはならない
こと」についての知識と感性の涵養や、集団
や社会のルールを守る態度など、善悪の判
断や規範意識の基礎の形成、そして２つ目
に自然や美しいものに感動する心などの育
成（情操の涵養）である。（文部科学省 子ど
もの徳育に関する懇談会 3.子どもの発達
段階ごとの特徴と重視すべき課題より抜粋） 
また、エリクソンの発達段階説(ライフサ

イクル理論)によると小学校低学年は、仲間
と集団を形成していく時期であり、周囲か
らの社会的容認に敏感であり、勤勉性が十
分に達成できないと劣等感が生じる可能性
があるとされている。 
そして、ピアジェの思考発達段階説によ

れば７から 12 歳にあたる具体的操作期で
は、物を操作できるようになる抽象的な推
論はできないが、自己や他者の視点を持つ
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ことができるとされている。 
以上より、小学校低学年の子どもにとっ

て他者との関りは人間形成において重要な
役割を果たす。 

 
2.3 別海町でのデータ 
また、第７次別海町総合計画策定のため

の「まちづくりアンケート調査」によれば
「放課後の子供の居場所作り」を向上した
いと思っている人は２７．１％おり、「放課
後児童クラブ」を小学校低学年（１～３年
生）のうちに利用したいと思っている人も
２７．２％いる。このことから、別海町の
人々のうちの一定数が子供の居場所作りを
向上させたいと考えていることが分かる。 
このような細かいニーズに応えるシャト

ルバス構想を提言することで、子供同士の
交流の機会を増やし、私たちのゼミにおけ
る目標である「隙間のない支援」を達成した
いと考えた。 
担当：林 
 

第3章 政策提言 

3.1 堤ゼミの提言 
3.2 既存のスクールバスサービス 
3.3 堤ゼミのシャトルバス構想 
3.4 ヒアリングを通して分かったこと 
 
3.1 堤ゼミの提言 
ここまで別海町の現状及びテーマ選定理

由を述べた。別海町の広大な面積、人口の変
遷、子育て世代の現状を説明した。これを踏
まえて、私たち堤ゼミが提案するのは、スク
ールバスで学校と児童の自宅に加えて児童
館や公民館も経由するシャトルバス構想

(以下、本構想)である。まずは概要を説明す
る。本構想は別海町全域で現在運用されて
いるスクールバスサービスを発展させ、学
校と児童の自宅に加えて児童館や公民館も
経由する、というものだ。自治体として児童
の施設間移動を支えることで先に述べた住
民アンケートでの保護者の声に応えること
を目指す。何よりも、本構想はスクールバス
を自治体が所有する別海町だからこそ実現
できるものである。 
 
3.2 既存のスクールバスサービス 
 続いて、既存のスクールバスサービスと
本構想の比較をする。既存のスクールバス
サービスは学校数減少に伴う学校区の拡大
を契機に約 50 年前に導入された。以前は町
内に小学校だけで約 65 校存在した。しかし、
現在は小学校と中学校がそれぞれ 8 校ずつ
あるにとどまる。そのため 1 つの学校区が
拡大したことにより、徒歩での登下校が困
難になる場合が発生し、スクールバスが導
入された。所管は別海町役場総務部車両管
理課だったが、2、3年前から教育委員会が
担当している。車両は予備の 1 台を含む 23
台が運用されている。運行は民間の事業者
に委託されている。 
次に利用実態について述べる。別海町の

スクールバスは 8 つの学校区ごとに朝の登
校時と夕方の下校時に運行されている。登
校時間は小学校も中学校も共通しているが、
下校時間は小学校高学年以上の学年か否か
で異なる。 
近年の利用者数の平均は小学校と中学校

を含めて約 500 名である。今年度のバス 1
台当たりの利用人数は最多で 39名、最小で
12 名である。バスの乗り場に関して、以前
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は停留所があったもののヒグマとの遭遇を
防ぐといった安全面での配慮の結果、現在
は学校と自宅の玄関を結ぶ方式が採用され
ている。スクールバスの各ルートの所要時
間は片道 60 分を目安に調整されている。 
児童および生徒の通学手段はスクールバ

スに加えて、徒歩、自転車、保護者による送
迎、がある。 
 
3.3 堤ゼミのシャトルバス構想 
次に本構想の説明をする。シャトルバス

の一番の特徴は学校と自宅に加えて児童館
や公民館も経由するということである。ス
クールバス利用者はこれまでバスの時間の
関係で児童館や公民館には学校から直接足
を運ぶことができなかった。しかしシャト
ルバスがあれば児童館・公民館を利用する
ことができる。たとえ学校と児童館・公民館
が近接していてもバスならば徒歩よりも安
全に移動することができる。先に述べたア
ンケート結果とも関連するが、放課後の居
場所の選択肢が増えることは親と子、双方
にとって利益となる。そして、児童館や公民
館に児童が集うことによって、他地域との
新たな交流が生まれることも期待できる。  
 
3.4 ヒアリングを通して分かったこと 
 別海町教育委員会でのヒアリングを通し
て、本構想を実現するために解決しなけれ
ばならない課題が 3 つ浮かび上がった。  
1 つ目は学校、児童館・公民館、役場、バス
会社、家庭の連携が必要であること。2つ目
は現在の規則ではスクールバスは教育課程
での使用しか認められていない、というこ
と。3 つ目は別海町全域での導入は長期の
計画を立てないと実現できない、というこ

とである。 
 1 つ目の課題は本構想に携わる存在は誰
か、ということである。スクールバスを所管
するのは別海町教育委員会であり、本構想
実現に向けての中心的役割を担うという点
は間違いのないことである。しかし、教育委
員会の取り組みだけでは本構想は実現でき
ない。シャトルバスで経由する児童館や公
民館の受け入れ態勢の整備やバスの運行を
担っている民間会社の労働条件の検討、保
護者の方のご理解や児童館や公民館から自
宅への児童の送迎、といった点を考慮する
必要がある。 

2 つ目の課題はスクールバスの運行規定
である。現行規定ではスクールバスは教育
目的での利用しか認められていないという。
児童館や公民館を結ぶとなれば、役場内の
他の部署の協力が不可欠であり、スクール
バスの管理体制を見直す必要がある。 

3 つ目の課題は本構想実現までの変遷で
ある。本構想を一挙に別海町全域で導入す
ることはほとんど不可能であるということ
がヒアリングで判明した。 
そのため、3 つの段階に分けて別海町全

域での本構想導入を目指す、というかたち
が現実的であるという結論に達した。具体
的には短期目標、中期目標、そして長期目
標、の 3 つに分けて、導入地域を徐々に拡
大して別海町全域での本構想導入に漕ぎつ
く手はずを整える。その中核を後述のロー
ドマップに託す。3 つの目標の詳細は次章
以降で述べるため本章では最低限の説明に
とどめておく。 
担当：盛林 
 

第4章 ロードマップ短期目標 
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4.1 対象地域・施設説明 
4.2 対象地区概要 
4.3 短期目標 
4.4 対象施設現状 
4.5 対象小学校現状 
4.6 シャトルバス構想導入によるねらい 
 
4.1 対象地域・施設説明 
ロードマップ短期目標では、対象地域を

中央地区に設定した。根室管内でも３番目
に児童数の多い別海中央小学校があり、中
央小の児童が通う中央児童館が設置されて
いる。なお、中央地区は、別海町役場等、別
海町内で中心的な機能を持つ地区である。 

 
4.2 対象地区概要 
中央地区は、その中心的な役割から、住人

のライフスタイルが他地区に比べさまざま
であるということが特徴としてあげられる。
というのも、別海町の主な産業は酪農、漁業
であり、地区によっては、酪農家がほとん
ど、漁師がほとんどといった場合もあるた
めだ。比べ、中央地区は町役場等もあるた
め、公務員、自営業、会社員等、職業選択の
幅も広く、それに伴い、ライフスタイルが多
様になっている。今回のシャトルバス構想
との関連で考えると、就業が夕方までの保
護者が多いため、児童館まで児童の迎えに
来ることができる可能性があると思われる。 
 
4.3 短期目標 
別海中央小学校と中央小学校をシャトル

バスでつなぐことが、ロードマップ短期目
標である。 
 
4.4  対象施設現状 

短期目標で対象となる施設の現状を紹介
したい。 
中央児童館は、町内に二つある公立の児

童館の内では、大きいほうに当たる。平日の
放課後には、放課後児童クラブが運営され
ており、長期休暇等にも開放されている。放
課後児童クラブに登録している児童数は
2018年 9 月現在 130 名程度であるが、日々
の実際の利用者数は多くとも 70 名程度と
のことだった。なお、現在登録している児童
は別海中央小学校の児童がほとんどではあ
るが、他の小学校の児童を受け入れないわ
けではなく、地理的な問題で通えないため
登録されないだけだろうと考えられる。利
用する児童は中央小学校から 30 分程度の
徒歩で児童館までやってくる。また、運営に
掛かるスタッフは館長を含め 7 名であるが、
放課後児童クラブが開催される際にはたい
てい 4～6 名のスタッフで児童を見守ると
のことだった。夏祭り等のイベントが開催
されることもあり、そうした行事の際には
登録外の児童も来館し、さらに中学生や高
校生のボランティアを募って運営をしてい
ることがヒアリングの結果わかった。 

 
4.5 対象小学校現状 
次に対象となる小学校の現状を紹介した

い。 
短期目標で対象となる別海中央小学校は、

児童数４１０名という根室管内でも３番目
の児童数の多さを誇る小学校であり、町内
では最大の小学校である。そのうち、現在ス
クールバスを利用している児童は約１００
名であり、その他の児童は徒歩できている
とのことであった。下校時刻は午後三時一
五分となっているが、それ以降は校庭等の
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開放を行っておらず、スクールバス利用児
童はバスの時間まで図書館などで時間をつ
ぶす等して過ごしている。また、保護者の働
き方によって、帰宅後の児童の過ごし方は
大きく左右される。特に、酪農家の家庭では
帰宅後にも保護者が働いているために児童
は一人で過ごすことが多いとのことであっ
た。中央小の教員の目線からは、一人で過ご
すよりも親がいるほうが望ましく、それは
挨拶やコミュニケーション能力の形成等に
影響を与えると考えられるからだとおっし
ゃっていた。 

 
4.6 シャトルバス構想導入によるねらい 
この短期目標において、中央小学校と中

央児童館を結ぶという極めて狭い範囲での
目標を掲げたのは、実施に至るまでの困難
が少ないことが見込めるため実現が近いこ
と、中期・長期目標と範囲を広げていくのに
あたりサンプルとなる実施形態が求められ
るだろうということの二点が理由として挙
げられる。現行のスクールバスのルートか
らの変更が少なく実現できるだろうという
ことは、スクールバスを管理する教育委員
会で伺った。中央地区で、どのように実施さ
れたかをサンプルとして、中期・長期目標へ
とつなげられればと考える。 
担当：飯塚 
 
第 5章 ロードマップ～中期目標～ 
 
5.1  対象地域・施設説明 
5.2  対象地区概要 
5.3  中期目標 
5.4  対象施設現状 
5.5  対象小学校現状 

5.6  シャトルバス構想導入による課題解
決 
5.7  シャトルバス構想導入による課題 
 
5.1  対象地域・施設説明 
ロードマップ中期目標では、対象地域を

西春別地区と野付地区に設定した。これら
二つの地域には児童館・公民館があるため、
私たち堤ゼミのシャトルバス構想の実現に
最適ではないかと考えたためである。西春
別地区・野付地区にある施設としては、西児
童館と西公民館、東公民館が挙げられる。そ
して、小学校は西春別小学校と野付小学校
の 2校を対象とする。 

 
5.2  対象地区概要 
 この中期目標の対象である西春別地区・
野付地区には、ライフスタイルに大きな違
いがある。西春別地区は酪農が、野付地区は
漁業が盛んである。そのため、酪農を営んで
いる家庭では午後から夜にかけての放課後
の時間帯に搾乳などの作業を行うため、子
どもが両親と接する時間が短くなる。それ
に対して漁業の場合は、早朝から漁に出る
ため朝は不在だが、お昼ごろには帰宅して
いるという生活を送っている。いずれにせ
よ、子どもだけで過ごす時間は生まれてし
まいう。このように二つの地区には大きな
ライフスタイルの違いがある。 
 
5.3  中期目標 
 西児童館と西春別小学校を、東公民館と
野付小学校をシャトルバスでつなぐ、とい
うものが、ロードマップ中期目標である。 
 
5.4  対象施設現状 
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 9 月のサマースクールでのヒアリングの
際にお聞きした、西児童館と東公民館の現
状、利用状況は以下のとおりである。西児童
館は上西春別小学校の児童の利用が多いも
のの、西春別小学校の児童の利用もある。つ
まり、シャトルバスが運行され、より多くの
児童が児童館を利用できるようになれば、
「同世代交流」の促進となると考えられる。
そして東公民館の状況は以下のとおりであ
る。東公民館だけに限らず、公民館全体に言
えることとして、利用者が基本的に高齢者
であることが挙げられる。子どもたちの遊
び場にはなっていない、とのことだった。子
どもたちの遊び場ではないため、シャトル
バス構想を通じて子どもたちも気軽に足を
運べるようにして、「多世代交流」の促進を
図る。 
 
5.5  対象小学校現状 
 西春別小学校・野付小学校それぞれの現
状を、サマースクールで行ったヒアリング
でお聞きしたことをもとに紹介する。まず
西春別小学校では、西春別小学校そのもの
の学区が広いため、他校との交流が少ない、
とのことであった。また、地域のお年寄りと
の交流はしたいが、老人会等があるわけで
はないため、窓口が無い、というお話もお聞
きした。そして野付小学校にはスクールバ
ス利用児童が公民館を利用しにくいという
問題点がある。これは次に述べる問題点に
もつながる。そして、スクールバスの乗車時
間&待機時間が長い、という問題がある。こ
れは、野付小学校のスクールバスの運行ル
ートは国道に沿って南北に長いため、北側
と南側で 30 分の待機時間が発生してしま
う、というものである。 

 
5.6  シャトルバス構想導入による課題解
決 
 シャトルバス構想の導入により、以下の
ような現状の課題に対する改善が見込まれ
ます。まず 1 点目として、西児童館におい
ては上西春別小学校の児童だけではなく、
西春別小学校の児童も今まで以上に利用し
やすくなるため、「同世代交流」の促進とな
る。2点目は東公民館についてである。現在
は利用者のほとんどは高齢者だが、児童が
利用しやすくなり、「多世代交流」の促進を
図ることができる。3 点目は野付小学校の
スクールバス利用児童についてである。野
付小学校のスクールバスを利用している児
童は帰宅に時間がかかってしまうため、今
までは公民館を利用しにくいという課題が
あったが、シャトルバスを活用することに
よって利用がしやすくなる。また 4 点目と
して、お年寄りとの交流のための窓口づく
り、という点でも公民館と小学校をつなぐ
ことで解消される。 
 
5.7  シャトルバス構想導入による課題 
シャトルバス構想の導入により、以下の

ような課題の発生も考えられる。それは、児
童の帰宅についてである。従来の別海町の
スクールバスは、学校と停留場とをつなぐ
ものであった。しかし、ヒグマとの遭遇を避
ける、という観点から、現在では学校と児童
一人一人の自宅玄関とを結ぶ、ドアトゥド
ア形式を採用している。このような現状を
踏まえ、この方式をシャトルバスでも導入
すべきか、また、そもそも導入は難しいか、
等の議論の余地があると考えられる。 
担当：石渡 
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第６章 ロードマップ長期目標 
6.1 長期目標の概要 
6.2 期待されえる効果 
6.3 堤ゼミの掲げる最終ビジョン 
6.4 「のびのびとした児童の姿」の実現 
 
6.1 長期目標の概要 
 我々堤ゼミの最終的な目標は、当シャト
ルバス構想を別海町の全域で導入すること
である。今まで児童館・公民館に行く機会の
なかった、また地理的な問題で利用が難し
かった児童にまで対象を広げ、「隙間のない
支援」の実現を目指す。別海町役場の福祉課
におけるヒアリング調査によれば、小学校
入学以降の子供がいる家庭への子育て支援、
とりわけ少人数の限られた需要に対する支
援は、どうしても行いにくいのが現状だと
いう。我々はこのような限られた需要、いわ
ゆる「隙間」に当たる方々にこそ支援を行き
届かせることが大切だと考えている。 
 したがって長期目標では、上西春別小学
校、中春別小学校、上風連小学校、中西別小
学校、上春別小学校の 5 つをアクターに加
え、別海町内全ての小学校の児童を対象と
する。 
 
6.2 期待される効果 
 上西春別小学校の児童については、西児
童館の利用の促進を目指す。中期目標を経
て増加すると予想される、西春別小学校の
児童とのさらなる交流が期待される。また、
中春別小学校、上風連小学校、中西別小学
校、上春別小学校に関しては、現在近隣に児
童館・公民館などの施設がない。そのため、
シャトルバスを運行させ、児童館・公民館へ

の送迎を実施することで、多くの児童に施
設を利用する機会を新たに提供することが
できる。短期目標・中期目標の成果や課題を
踏まえ、各地域の実情に合わせた利用方法
を提案していきたい。 
 
6.3 堤ゼミの掲げる最終ビジョン 
 シャトルバス構想を実現するにあたり、
別海町内で見られることが期待される最終
ビジョンを考案した。 放課後、子供たちは
1 人で過ごすことなく、友人同士でバスに
乗って児童館・公民館へ向かう。施設の利用
を通して、他地域の子どもたちとの「同世代
交流」、幅広い世代の地域住民との「多世代
交流」が繰り広げられ、「のびのびとした児
童の姿」が別海町内全域で見られることを
期待する。 この「のびのびとした児童の姿」
という言葉は、教育委員会におけるヒアリ
ング調査において、「子供たちの理想の育ち
方」についてお伺いした際にお答え頂いた
言葉でもある。  
 
6.4 「のびのびとした児童の姿」の実現 
 ここで示した「のびのびとした児童の姿」
とは、具体的にどういったものなのかにつ
いて、我々は次のように考える。 
 
①児童館・公民館での同世代・多世代交流を
通して、様々な考えに触れ、多くのことを学
び、視野を広げることで精神的・肉体的に健
やかに育つこと。 
②豊かな自然に囲まれた広大な土地を持つ
別海町に住んでいるからこそ、児童が自宅
外の場所で健康的に、のびのびと過ごして
いる姿のこと。 
 

76



 ①については、地理的な問題からなかな
かコミュニティを広げることができなかっ
た別海町の子供たちが、同世代・多世代間で
の交流の機会を設けることで、今まで得る
ことのできなかった新たな視点や考え方な
どを身に付けて、より豊かに、健やかに成長
してほしい、という思いを込めている。また
②に関しては、ヒアリング調査の際に「最近
の児童は、放課後自宅でゲームなどをして
過ごすことが多い」とのお話を伺ったこと
から、広大で自然豊かな別海町に住んでい
るのだから、家で過ごすだけにとどまらず、
行動範囲を広げてより健康的にのびのびと
過ごしてほしい、という願いを込めている。 
担当：島川 
 
第７章 シャトルバス構想の課題 
 
7.1 はじめに 
7.2 帰宅の手段 
7.3 スクールバスの規定 
7.4 人員確保 
7.5 関連部署間での協力 
7.6 公民館の利用促進 
 
7.1 はじめに 
私達が提言するシャトルバス構想におい

て存在する課題は、児童館・公民館から自宅
へ帰る手段、スクールバスの規定との関係、
施設やバス会社における人員確保、役場内
での関連部署間の協力、児童館・公民館の受
け入れ体制の整備の５つである。 
 
7.2 帰宅の手段 
 まず、帰宅手段だが、別海町は地域によっ
て保護者の就労形態が異なっている。例え

ば、西春別地区では酪農家、野付地区では漁
師などである。よって、それぞれの地域の保
護者に合わせた手段を考える必要があると
考えられる。考えられる手段としては、帰り
もスクールバスを使用する、各家庭の保護
者に迎えに来てもらう、各地域の保護者が
児童の迎えを当番制にする、の３つが存在
する。例えば、漁業関係の保護者が多い野付
地区では午前中に保護者の仕事が終わるた
め、児童館に迎えに来てもらうことができ
るといったようなものである。 
 
7.3 スクールバスの規定 
 次に規定に関するものである。現在、スク
ールバスは規定により教育に関するものに
対してのみ使用が認められている。シャト
ルバス構想を実現する際に、この規定とど
のように関係づけるかが問題となる。仮に
この構想が現実のものとなる際には規定を
改正するであろうことが予想される。 
 
7.4 人員確保 
 施設やバス会社での人員確保も必要であ
る。児童館では、放課後児童クラブに対応し
ている職員の人数で既に現状の児童数を相
手にするのが限界という状況である。また、
バスの運転手もシャトルバスとしての運行
を行うのであれば十分とは言えない人数だ。
シャトルバス構想では、これまで放課後児
童クラブを利用できなった児童が児童館や
公民館を利用できるようにすることが狙い
とされている。そのため、現状よりも多くの
児童がバス、児童館、公民館を利用すること
が予想されており、これらの場所での人員
確保は必要不可欠である。児童館・公民館の
人員確保については学生ボランティアなど
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を活用することでいくらか改善されるので
はないかと考えられる。 
 
7.5 関連部署間での協力 
 さらに、役場内での関連部署間の協力が
あると理想的である。スクールバスを直接
管轄している教育委員会や、児童館・公民館
を管轄している福祉課などの部署が協力す
ることで互いの実情を知ることができ、そ
れぞれの部署で構想実現のために足りない
部分を補い合うことが可能になると考えら
れるため、構想の実現がより現実的なもの
となることが予想されるからだ。 
 
7.6 公民館の利用促進 
 最後に、児童館・公民館での受け入れ体制
の整備が挙げられる。先ほど挙げた人員確
保以外にも、児童館に比べて児童の利用の
少ない公民館の利用を促進することが課題
として挙げられる。現在、公民館の主な利用
者層は高齢者であり、児童の利用は少ない。
児童館のみでは対応できる児童数の限界が
近いので公民館の利用の促進も行った方が
よいと考えられる。現在、三年後に新しく公
民館を立て直す計画が存在しており、これ
によってより多くの人にとって利用しやす
くなる見込みである。これを機に公民館の
受け入れ体制の整備が行われることが期待
される。これを公民館利用促進の足掛かり
にできればよいのではないかと考える。 
担当：諸藤 

 
おわりに 
 別海町を訪れるのは、堤ゼミ全員今回が
初めての経験となった。3 泊 4 日の大変短
い期間ではあったものの、自然豊かな別海

町を感じることができた。野付湾からの景
色も思い出深いが、特に、どこまでも広がる
広大な緑、牧草地は、今まで見たことのな
く、今でも鮮明にその風景を思い出すこと
ができる。別海町での経験はまさに、別海町
観光協会のキャッチコピーである「ここま
で来ると、べつせかい」であった。 
 そして、もう一つ忘れることができない
のが、北方領土問題である。私たちは、道の
駅おだいとうの北方展望塔から、この目で
国後島を見た。北方領土を実際に目にした
のは初めてのことであり、また、実際に目に
したことで関東にいるとどこか遠くの話の
ように思ってしまっていた問題が、本当は
とても近いものであるのだということを実
感した。移民三世の方からお話を聞く機会
もあり、北方領土問題をどこか他人事とし
て捉えていた自分がとても恥ずかしくなっ
た。貴重かつ重要な経験ができ、この機会を
与えてくださり大変感謝している。 
 最後に、今回のサマースクールでのヒア
リングにご協力いただいた皆様、誠にあり
がとうございました。また、ヒアリングの手
配等に別海町役場産業振興部商業観光課の
池田様をはじめ、期末成果報告会にお越し
いただいた大槻様、北方領土について教え
てくださった白川様、お世話になったすべ
ての方に御礼申し上げます。そして、私たち
の指導教諭である堤教授、テーマの選定か
ら報告書の作成に至るまで、ご指導ありが
とうございます。 
担当：石渡 
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第 8章 参考資料・参考文献・ 

ヒアリング先一覧 
 

【表 1-1】別海町における小学校の状況(H28.5.1.) 
小学校 児童数 学級数 教員数 

野付小学校 89(4) 6(3) 14 
上風連小学校 44(2) 4(2) 11 
中西別小学校 45(4) 4(3) 12 
別海中央小学校 380(29) 13(6) 37 
中春別小学校 88(8) 6(4) 17 
西春別小学校 39(5) 4(2) 11 
上西春別小学校 159(20) 6(4) 21 
上春別小学校 55(9) 6(3) 14 

合計 889(81) 49(27) 137 
※児童数および学級数欄の( )は特別支援学級で外数 (H29 年度別海町統計資料より作成) 

 
【表 1-2】別海町における児童館の状況 

児童館名 利用人数 主な利用者 職員数 

 

 

中央児童館 

 

 

約 70 名 

 

中央小学校の 

1~3 年の児童 

 

最大 7 名 

普段は 4~6 名を配置 

 

 

西児童館 

 

 

約 35 名 

 

 

上西春別小学校の 

1~3 年の児童 

 

 

児童構成員 2 名 

児童支援員 2 名を配置 

(現地でのヒアリングにより作成) 
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エリク・H・エリクソン『ライフサイクル、その完結』 
 
【図表 3-1】  
2018 年度の別海町のスクールバスの実態 
 

学校区 バスの台数 利用者数 
中央 4 120 
中春別 5 92 

西春別駅前 4 75 
上春別 2 67 
中西別 2 55 
上風連 2 52 
西春別 2 32 
尾岱沼 1 30 

 
(別海町教育委員会でのヒアリングを基に筆者作成) 
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別海町そばの 

ブランド化 
中央大学 FLP 黒田ゼミ A 生 

柏木悠哉 橋本桃佳 倉田理央 高宮祥  

山嵜舞菜 長尾圭太郎 立原直起 戸谷颯 
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1.はじめに 

 黒田ゼミでは「文化地域振興」に注目

し、演劇やイベント、フェス、伝統芸能

を通じた地域活性化を研究テーマとして

いる。今回のサマースクールで私たち A

生は北海道の別海町におけるそばのブラ

ンド化に着目し、事前学習、ヒアリング

調査を行った。 

まず私たちが訪問した別海町は北海道の

東部に位置し、人口は 15.211 人である。

町としては日本で 3 番目に大きく、町の

東側にある小尾岱沼の道の駅では、展望

台から北方領土を望むことができる。 

別海町の基幹産業は農業と漁業で別名、

食材王国と言われている。平野部では酪

農が盛んであり、生乳生産量は国内シェ

ア 1位を占め、年間生産量は 43万 tにも

及ぶ。また、本別海・尾岱沼等の沿岸部

では漁業が盛んである。近年では漁獲量

を増やすために獲る漁業から育てる漁業

に変化し始めており、サケ、コマイ、ホ

ッキ、アサリ、ホタテ、ホッカイエビな

どが有名である。 

 

 

2.テーマ設定 

  

【3月 7日の日経新聞『放棄牧草地で作付

け拡大』より引用】 

 

サマースクール先が北海道に決まり、北

海道について調べている時に、2017 年 3

月 7日、3月 8日の日本経済新聞で北海道

のそばについての記事を見つけた。この

記事から分かったことは、中標津・別海

町でそばの作付面積が大きくなっている

ことだけでなく、主要産業が酪農である

別海町の遊休地を有効活用できるという

ことだ。現状、別海町は、酪農による収

入が最も高く、他地域と比べてそばのイ

メージはない。しかし、新聞記事にもあ

るように、別海町で最も盛んである酪農

は『年中問わず家族総出で１日中搾乳し

なければならない』という肉体的負担が

大きい。そこで知ってもらいたいもう一

つの事実は、酪農地をそば畑に替えるこ

とで、『年一回の収穫』だけで済み、経

営者と家族の負担を軽減できるというこ

とだ。また、別海町では近年、そばの品

質も向上しそば組合等といった同業者と

のつながりもできた。以上の事実を踏ま

えて別海町のそばをブランド化すること

が、より町を盛り上げるきっかけとなる

のではないかと考えた。さらに、酪農や

漁業の傍らでそばの生産が盛んである、

という現状を、別海町のそばをブランド

化することで別海町を全国で知ってもら

うことができると考えた。 

 

 

3.ブランド化の定義 

 ブランド化とは、神戸牛や上勝町の葉

っぱビジネス、馬路村のゆずといった名

前を聞くと消費者の頭の中に共通のイメ

ージが生まれるように、広告・宣伝をし

ていくという活動のことを指す。その中

で注目したのは「馬路村のゆず商品」の

宣伝だ。 

この村は人口が 1 千人にも満たない村だ

が、名前の知られていない村の商品は売

れないという観点から「村を丸ごと売り

込む」をコンセプトに掲げ、地域振興に

成功した。具体的な地域振興の内容とし

ては百貨店での物産展、イベントでの商

品紹介、「田舎感」を演出するパンフレ
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ットをゆず商品とともに同封する、地域

の特徴を生かしたイベント紹介を地元広

報で扱う、等がある。その甲斐もあって、

ゆず商品を売り始めた 1970 年代の売り上

げ 1 億円から、今では年商 30 億円以上に

まで上がり、売りはじめ当初と比べ 30 倍

以上の売り上げを出している。

【馬路村の売り上げの推移 馬路村町役場ホームページより作成】 

 

 

4.現状分析 

（１）別海町役場 

 私たちは、サマースクール前の事前学習

において、別海町役場商工観光課への調査

を行った。別海町役場商工観光課の認識と

しては、そばを町の基幹産業として重要視

してはいないということであった。送付し

ていただいたパンフレットを見ても、そこ

には「そば」の文字が見られなかった。そ

の後、サマースクールにおけるヒアリング

調査の結果でも、現状での役場の認識は

「別海町＝酪農の町」にとどまり、町全体

として、そばの生産に力を入れているとい

うことは特別見受けられなかった。 

 

 
【別海町パンフレットより引用】 

 

（２）秀峰そば組合 

 秀峰そば組合とは、別海町に住む苅田秀

一さんをはじめとした近隣の農家 5 人で結

成された団体ある。2011年に設立し、2012

年から活動を行っている。秀峰そば組合は、

乾麺の「秀峰そば」の販売を行っている。

「秀峰そば」は、キタワセそばという品種

で、安定的に多くの量を収穫できる。「秀

峰そば」は地元でとても人気があり、常に

品薄状態が続いている。しかし、秀峰そば

組合に所属する苅田さんの本業は酪農事業

であり、そばの生産はその傍らに過ぎない。

そのためそばの生産量を増やすことは困難

である。また、苅田さんの話によると、そ

ば生産はあくまでも趣味の領域であり、趣

味だからこそ、自らの手で乾麺の製造をし

たいというこだわりがあることが分かった。

以上のことから、今後もそばの生産や乾麺

の生産量を増やすこと困難であると感じた。 

 また、2017 年 3 月 7 日、3 月 8 日の日本

経済新聞の北海道のそばについての記事へ

の質問にもご回答いただいた。「中標津・

別海町で使わなくなった牧草地をそば畑に

転換したことにより、蕎麦生産者が増加し

ている」という記事の内容に対し、「町全
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体の景色が良くなったか」と質問したとこ

ろ、景観が良くなったと住民の方々の評判

は良いそうである。 

 

 
【苅田さんら秀峰そば組合が作る秀峰そ

ば】 

 

 

 （３）JA計根別 

 JA計根別は、地元産そば粉と乳製品をふ

んだんに活用したものを食べてもらおうと、

毎年 10 月の最終日曜日に中標津交流セン

ター（計根別）で『新そばまつり』を開催

している。手打ちそば同好会、計根別同志

会が中心となって運営している。「日本の

和食の伝統であるそばの普及と地域活性化」

がコンセプトであり、2018 年に第 13 回目

を迎えた。来場者は地域の方たちだけで約

200 人に上る。幅広い世代に楽しめるイベ

ントとなっており、当日は地元のそば打ち

同好会がそばを打ち、前売り券限定で打ち

立てを食べることができる。毎年好評のた

め、年々販売数を増やしており、2017年に

は約 500 食を販売した。また、そば粉を使

用したクレープやホットケーキ、おやきや

蒸しパンなども販売しており、あっという

間に完売となる。商品販売の他に、そば打

ち体験も行っている。来場者は毎年増えて

おり、関心も高まっていると言える。特に、

ダイエット効果を期待して、そばに関心を

持つ女性が増えているという。その点から

みて、そばは地域の人たちに受け入れられ

ている。このそば祭りは、そば打ちの同好

会に所属していた方達の集いにより始まっ

た。この祭りの狙いは地元主催でそば祭り

を開催することで、そばの認知度を向上さ

せるだけではなく、地域活性化をもたらす

ことである。今でもその思いは受け継がれ、

農業高校の方たちにも参加・出店してもら

うなど地域の結びつきが見受けられる。第

6 回目からは、JA けねべつ女性部も参加し、

そば粉を使ったおやきやスイーツのレシピ

の無料配布を行っている。 

 しかし、JA計根別はそばの生産には直接

関わっているわけではない。幌加内等のそ

ばで有名な地域では、農家が生産した玄そ

ばを農協の持つ施設にて加工する。さらに、

農家と契約している販売先の手配など、販

売ルートに対しても農協が介入することが

多い。これに対して計根別では、玄そばを

農家自らが加工し、農家個々人で取引先と

契約し販売している。実際に私たちがヒア

リングした苅田さんも、自社で加工したそ

ば粉や乾麺を JA という場を借りて販売し

ていた。私たちは、幌加内の仕組みのよう

に農協が介入する必要があるのではないか

考え、JA計根別に問い合わせたが、不可能

だということだった。計根別におけるそば

畑の面積はわずか約１万㏊分の 120ha だけ

であり、JAの看板を背負えるほどの産業と

は言えないからである。さらに、需要と供

給のバランスがとれておらず、品切れ等に

対する対策がとられていないために農協が

介入するほどの段階ではないとの回答をい

ただいた。 

 

 

５.提言 

（１）ふるさと納税 

 ふるさと納税とは、個々人がふるさとや

応援したい自治体に寄付できる制度である。

手続きをすると、所得税や住民税の還付・

控除が受けることができる。また、多くの

自治体では地域の名産品などのお礼の品も

用意されており、魅力的な仕組みだと話題

を集め、近年、テレビ CM などを通して全

国に普及している。集まった寄付金は、地

域貢献を目的に利用されるため、地域活性

化や、返礼品による特産物の普及に大きな

効果が期待されるともいわれている。別海

町では、2008年からふるさと納税をスター

トし、2008年から返礼品の送付を開始した。

昨年 2009年には、前年度の 1,740,000円を

大きく上回る 32,155,000 円の寄付金が、

全国から集まった。 

別海町役場総合政策課に問い合わせたと

ころ、別海町がここまで受け入れ額を増加
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させることができた理由として、2 つの要

因が明らかになった。 

 

【別海町におけるふるさと納税の受入額・受け入れ件数 （総務省 平成 30 年度ふるさ

と納税に関する現況調査について各自体のふるさと納税受入額及び受入件数（平成 20年度

～平成 29年度）より作成）】 

  

１点目はインターネット申込、クレジット

カード払いに対応したことによる利便性の

拡大である。２点目は、返礼品目が 2 品目

から 55 品目へと拡大したことだ。私たち

はこのふるさと納税受入額の増加に目をつ

け、新たにそばを返礼品に加えることが別

海町のそばのブランド化につながると考え

た。これにより、ふるさと納税のサイトに

アクセスした時に、別海町のそばを目にす

ることが可能になる。このようにして、別

海町のそばの知名度を上げることが期待で

きる。また、別海町のそばを返礼品として

求める人の増加によって、自治体側にも寄

付金が増加するというメリットを見込むこ

とができる。したがって、そば生産者・別

海町の両者にメリットを生み出すことがで

き、別海町そばのブランド化を図ることが

できる。 

 

 

（２）六次産業化 

①六次産業化のメリット 

六次産業化とは、生産に関わる一次産業

の従事者が、その生産物を加工して商品を 

 

作る二次産業の工程を経て、その商品を販

売・流通する三次産業までに関わることを

指す。これは、1×2×3 で六次産業と一般

的に言われている。また政府では総合化事

業政策と呼び、農林水産省、そば協会等に

よって強く推進されている事業でもある。 

 

【参照：農林水産省ホームページ】  

 

六次産業化をすることで得られるメリッ

トは５つある。まず１点目に他の製品と差

別化できる点があげられる。自社で生産か

ら商品化まで行うということは、消費者に

生産者の顔がわかるということを意味する。

食料を外国からの輸入に頼り、食の安全性

が問われるような問題が起きている日本の

現状において、安全性と信頼度の高さは消
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費者にとって非常な大切である。それに伴

い、国内自給率が向上する期待が２点目に

挙げられる。さらに３点目に、一次産業従

事者に対しても、所得の向上が図ることが

できる点である。これは一次産業のみでは

得られなかった所得を得ることができ、農

作物に付加価値をつけて販売することがで

きるためである。また、農産物を市場に出

すのと比べて、価格変動の幅が小さく所得

が安定するとも考えられている。 

４点目に雇用の創出ができる点である。農

閑期を加工業務に充てられるなど、労働の

負担を軽減し均一化も期待できる。最後に

５点目は、高付加価値をつけることができ

る点である。以上の 5 点の中から、私たち

は特に高付加価値をつけることができると

いう点に着目した。 

 

 

②高付加価値化の成功例 

事前研究から何度もやりとりさせていた

だいた蕎麦屋わかもりさんは、中標津空港

近くの大規模な農地でそばを生産し、自店

舗でそばを提供している。畑起こしから種

まき、そばの実を無農薬で栽培し、収穫、

製粉、そば打ちまで店主が手掛けており、

産業の一体化の理想形だ。農協に刈り取り

の作業をしてもらい、乾燥機なども農協の

手助けを受ける幌加内町と反して、わかも

りさんは、検査場の認定を取り、そば工場

で全て行なっている。また、店舗ではそば

だけでなく、自身で野菜畑、鳥小屋、工場

も経営しているため、ごぼうや大根、卵に

いたるまで自家製のものをそばと一緒に提

供している。 

「キタワセ」そばが、北海道のブランド

として主流であり、「キタノマシュウ」は

北海道弟子屈町の農協のブランドである。

わかもりさんは「キタワセ」そばを主に生

産している。キタノマシュウを作った場合

は、農協を通さなければ販売できないため、

あまり生産しないとのことだ。北海道幌加

内町、弟子屈町等ではそばを生産する時点

から農協を通すことが多いため、販売価格

が暴落することは少ない。ただし、生産者

が自由に卸先を決めることはできない等の

制約がある。しかし、わかもりさんが畑を

もつ中標津では、農協がそば生産に手を出

すことがないため、自由に販売まで行うこ

とができる。 

また、大規模な農地を持ってはいるが、

個人経営のため「わかもりのそば」という

独自のブランドが完成されている。実際に

そば屋わかもりが玄そばを卸しているウチ

ダ商店は、この「わかもりのそば」という

ブランドを支持している。３年ほど前にウ

チダ商店はそば屋わかもりのホームページ

を見て声をかけ、熱烈なアプローチを送っ

た。ウチダ商店は、「わかもりさんのそば

は評判がよい」、「収穫できてもできなく

ても取引はわかもりさんだけでよい」と太

鼓判を押していることからも「わかもりの

そば」は評価されていることが分かる。 

一次産業従事者が一体化に取り組むこと

の最大のメリットとして、農作物に高付加

価値をつけることができる点に私たちは着

目したと前記したが、実際にそば屋わかも

りではこれを実践していた。収穫したての

そばの実、玄そばは、１キロあたり 266 円、

それを製粉してそば粉にすると 1,200 円、

さらにわかもりさんのようにお店で商品と

してそばを販売する際には１キロの価格に

換算すると 5,810 円で販売している。この

ように,玄そばをそのまま売る一次産業の

段階よりも、加工することでおよそ 21 倍

の価値が付くのだ。ここから加工費や人件

費を差し引いたとしても十分な収入が得ら

れると考えられる。 

 

 

下記：６次産業化による商品の付加価値

の変化 

 

 
【玄そば 266円/1kg】 
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【そば粉 1200 円/1kg】 

 

 

【せいろそば１人前（120g） 700円 

⇒5810 円/1kg】 

 

③六次産業化のデメリット 

しかし、六次産業化するにもデメリット

が存在する。１つ目に、商品開発のための

費用、加工機械導入の初期費用、新商品の

パッケージデザインやマーケティングへの

投資他、加工品を商品として販売するには

単に農作物を販売するよりも初期投資が必

要不可欠な点である。２つ目に、食品加工

には徹底した衛生管理が必要であり、これ

に対する設備の導入の困難性があげられ

る。適切な衛生管理を行わず食品事故を起

こしてしまうと、六次産業化の強みである

信頼を失うだけでなく、事業の存続にも影

響しかねない。３つ目に、生産の知識や技

術、経験のほかに加工や流通、販売の専門

知識を持ち合わせる必要がある点だ。この

ような専門知識があまりないために、道東

地区でそばの栽培をしている農家は、栽培

ができても販売が苦手なことが多いことが

ヒアリング調査で明らかになった。実際今

年は台風や日照不足の影響で、玄そばの価

格が 1キロ約 488円まで高騰したのにも関

わらず、行政や JAの援助がない道東地区

では半額以下の１キロ 177円ほどで買いた

たかれている。農作業をしながらも販売の

専門的な内容を一から勉強することは非常

に大変なため、このような問題が生じてい

る。 

しかし、これら農家の負担は農林水産省

の発表している六次産業化・地産地消法の

支援を活用することで軽減できるのではな

いかと私たちは考える。 

 

④六次産業化・地産地消法 

六次産業化・地産地消法とは、農林漁業

者が自ら生産した農林水産物を用いて新商

品を開発し販売するという新事業に対して

支援を行う法律である。農林漁業者が総合

化事業、すなわち、生産から販売まで一体

化する旨の計画書を農林水産大臣に提出し、

それが認定されると様々な支援を国から受

けることが可能である。 

その１つがサポートセンターである。全

国区にサポートセンターが配置されている。

北海道にも６支部のサポートセンターが配

置され、私たちの訪れた別海町は釧路根室

サポートセンターの管轄である。このサポ

ートセンターでは、農林漁業者本人だけで

は困難な事業化計画の認定に向けた計画書

の策定のサポート、六次産業化に対する相

談などを随時行っている。また、認定後に

も様々なフォローアップがなされている。

そして、私たちが最も注目したのが六次産

業化プランナーの派遣だ。電話やメール等

で申し込みをすれば、新商品開発、広告宣

伝や食品衛生管理、マーケティングなど、

農家にはわかりにくい専門的な分野に対し

て、農業経営アドバイザー、税理士など

様々な資格を所有した六次産業化プランナ

ーが必要に応じて派遣される。このような

サポートを活用すれば、衛生管理や専門知

識などにおける農家の負担を軽減し、六次

産業化に取り組みやすくなると考えられる

のではないか。 

 さらに、総合事業化計画が認定されれば、

国から六次産業化交付金などの補助金や融

資を受けることができ、これによって、生

産から販売まで一体化する際に多額の費用
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がかかるという懸念は多少軽減されるとい

えるだろう。 

 

6.まとめ 

 全体のまとめとして文章の内容を要約し

ておく。中標津、別海町の道東地域で放棄

牧草地からそば畑への転用が増加している

という現状を有効活用できる道を探した結

果、馬路村の成功例を参考にして今回のテ

ーマである「ブランド化」に向けて事前調

査やサマースクールでの聞き取り調査を行

うに至った。しかし調査の結果、現在の別

海町の状況ではテーマの実現は難しいこと

に気が付いた。そこで私たちが考えた 2 つ

の提言は「別海そばをふるさと納税の返礼

品目に追加し、世間に認知してもらうこと

で知名度を上げること」、「生産者を増や

すために 6 次産業化、特に高付加価値化を

推進することで生産者の収入を増加させる

こと」である。私たちのこの 2 つの提言が

別海町の地域振興に貢献することができれ

ば幸いだ。 

 

 

7.終わりに 

 最後に、今回のサマースクールで調査や

政策提言を行うにあたり、多くの方々にお

世話になった。株式会社 TAISHI、別海町役

場商工観光課、ＪＡ計根別、秀峰そば組合、

蕎麦屋わかもり、別海町役場総合政策課の

方々、ご多忙の中、私たちのために貴重な

お時間を割いていただき、質問にも丁寧に

回答していただいたことに心からの感謝を

込めて厚くお礼を申し上げる。 
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Ⅰ はじめに 
 
ワーク・ライフ・バランス（以下、WLB

と表記）について内閣府は、「国民一人ひと

りがやりがいや充実感を感じながら働き、

仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地

域生活などにおいても、子育て期、中高年期

といった人生の各段階に応じて多様な生き

方が選択・実現できる社会」と定義してい

る。これは単に仕事と生活を同じ程度に重

視するということではなく、多様な働き方

を選択することにより仕事と生活の調和を

図ることを意味している。               
日本では、長時間労働による過労死が問

題となっており、最近では電通の社員の過

労自殺を機に長時間労働が社会的注目を集

めた。政府も「働き方改革」と題して長時間

労働の是正や女性や高齢者の就業促進など

WLB に基づいた政策を進めている。WLB
という観点を導入する目的は、男性や女性

といった性別やその他の属性によらず、誰

もがもっている能力を十分に発揮し、いき

いきと働きながら子育てができる社会を作

ることである。 
植野ゼミにおいては、根室市におけるサ

マースクールの際に、根室市の WLB の現

状を調査し、課題と展望を探り政策提言を

行うために、根室市役所の関係各部署並び

に根室商工会議所を訪れた。 
 かつて日本においては「男は仕事、女は家

庭」という男女の性別役割分業が強く根付

いていた。戦後から高度成長期にかけては、

男性が世帯の大黒柱として家族を養い、女

性が専業主婦として家事や育児を行うとい

う分業が当然のように行われていた。しか

し女性の高学歴化に伴い、女性の社会進出

がみられ、女性も自らの能力を活かして働

くようになってくる。さらにバブル崩壊後

不景気に入ると、賃金上昇率が低くなった

ことから、男性だけでは家族を養えない世

帯が増加し、共働き世帯が増えた。総務省の

労働力調査によると、1997 年には共働き世

帯の数が専業主婦世帯を上回り、2018 年度

(平成 30 年度)には共働き世帯 1,188 万世帯

に対して、専業主婦世帯は 641 万世帯とな

っている。 
ところが、共働き世帯が増加し、男女とも

に働くようになったにもかかわらず、男女

の固定的な性別役割分担意識は残っている

(図表 1)。実際に 2016 年(平成 28 年)におけ

る「1 日あたりの 6 歳未満の子供を持つ夫

婦の家事・育児関連時間」をみると、妻は家

事・育児に 1 日当たり 7 時間 34 分費やし

ているのに対して、夫は僅か 1 時間 23 分し

か費やしていない(図表 2)。ここから、女性

は、男性の協力をえられないまま、家事・育

児の負担は変わらずに担い、それに加えて

外で働く労働時間も増えることになってい

ることがわかる。すなわち、女性は家事と労

働との二重負担を強いられているのである。

そのため男性も積極的に育児へ参加し、男

性にとっても仕事と子育てを両立させるこ

とが重要となる。 
男性の家事や子育てへの参加率は低いが、

男性の側の、性別役割分担意識が全く変わ

っていないわけではない。世論調査による

と「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきであ

る」という考え方（性別役割分担意識）に関

する意識の変化をみてみると、反対する者

の割合（「反対」及び「どちらかといえば反

対」）は、男女とも長期的に増加傾向にあり、

かつ、2016 年度の調査では，男女ともに反
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対の割合が賛成の割合（「賛成」及び「どち

らかといえば賛成」）を上回っている(図表

3)。意識が変わりつつある一方で、男性の長

時間労働や男性中心型雇用慣行が男性の家

事・育児参加の妨げとなっている。また、男

性の育児休暇制度が十分に整備されていな

いことなどにも原因はある。2017 年度にお

ける男性の育児休業取得率は、5.14%（厚生

労働省の調査）と、女性の育児休業取得率

83.2%と比較すると大きな差があり、未だ

変化の兆しはみられない。 
実際、性別役割分担は女性就業に不利益

を与えている。性別役割分担によって、女性

に子育ての負担が集中するため、出産退職

傾向がみられる。育児休業を取得する女性

は増えているが、出産前後に就業を継続す

る割合は増えておらず、6 割以上の女性が

出産を機に離職する傾向がある。またこれ

により性別によって男女の勤続年数に違い

が見られるため、企業は男性を主力として

採用しようとする傾向があるし、人的投資

を積極的に行うインセンティブをもつ統計

的性別差別が発生している。また「女性は結

婚・出産すると離職してしまうため、女性の

育成や人材投資を行っても無駄になる」と

いう考え方や「女性は男性に比べ生産性も

向上心も低い」という考え方を日本企業の

管理職はもっている。こうしたことが、女性

の管理職割合の低下や出産退職を招いてい

る。そして求職中の女性も、子育てを専ら自

らが担うことを前提として仕事を選ぶ。そ

れゆえ、転勤があるような基幹的業務の総

合職ではなく、転勤がなく定型的業務の一

般職に選択するということになる。結果的

に女性のキャリア選択の幅を狭めてしまっ

ている。さらに統計的差別や性別職務分離

による雇用管理によって男女の賃金や昇進

に差が生まれる。このように現在の日本で

は、女性の労働参加や共働き世帯が増加し

ている一方で、企業の労務管理や社会の性

別役割分担意識は従来のままであるという

アンバランスが見られる。そのため短時間

勤務やフレックスタイム制度といった柔軟

な働き方の導入や男女ともに育児休業を取

得できるような制度の導入、長時間労働の

是正など、仕事と子育て、私的時間と両立で

きるような WLB の実現に向けた施策の導

入が必要である。 
欧米諸国では WLB の取り組みが進んで

いる。フランスと比較してみると、年平均労

働時間は日本より短く、時間外労働(1 週 40
時間以上)者の構成割合も低い(図表 4)。さ

らには週 48 時間以上働いている労働者の

割合は日本の約半分である。また、女性の労

働力率をみても日本は出産時に離職傾向が

強いためいまだにM字型曲線を描いている

が、欧米諸国ではそのような曲線はみられ

ない。また欧米諸国では管理職に占める女

性の割合はフランス 39.4%、イギリス

34.7%であるのに対し日本は 11.3%である。

これらのことから日本は WLB の取り組み

が遅れ、必然的に女性の社会進出が遅れる

結果となっている。社会の変化に制度が追

い付いていないという日本の現状を打開す

るためにも WLB に関わる施策が注目され

ている。 
(担当：永野) 
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Ⅱ 根室市の現状 
  
1 根室市の人口 
 根室市の人口は 2018 年 10 月時点で

25,683 人、世帯数 12,678 世帯である。根

室市の人口は、1966 年の 49,896 人をピー

クに出生率の低下や転出者の増加などによ

り減少傾向が続き、2010 年には 3 万人を下

回るなど、現在も 300~500 人の規模で人口

の減少が続いている(図表 5)。また少子高齢

化の進行から年少人口(0~14 歳)の減少と、

老人人口(65 歳以上)の大幅な増加がみられ、

2000 年(平成 12 年)には老年人口が年少人

口を上回り、その差は年々広がっている。 
  
2 根室市の産業 
 根室市の産業総生産額の内訳をみてみる

と、水産加工業が全体の 30%、漁業が 11%
と、この 2 業種をあわせた水産業で全体の

41%を占めており、根室市の基幹産業とな

っている(図表 6)。 
根室市の産業を就業者数でみると、平成

22 年の国勢調査では、製造業が全体の 18%
と最も多く、ついで、漁業 17%、卸小売業

が 14%となっており、概ねこの 3 業種で全

体の約半分を占めている。製造業について

は、就業者数の約 84%を食料品製造業が占

め、またその大半が水産食料品製造業とな

っており、漁業とあわせて就業者の約 3 割

は水産関係に従事しており、根室市の基幹

産業となっている。根室市の花巻港は漁港

別のさんまの水揚げ量が 8 年連続で日本一

であり、根室市では毎年サンマを無料で振

舞うサンマ祭りが行われている。 
 根室市内の就業者の推移をみると 20 年

間で人口と同様に約 20％減少しており、

1990～2010 年の 20 年間では、人口と比較

し、就業者数の減少率が高く、労働力の低下

が進んでいる。また就業者数を年齢別でみ

ると、2010 年の対 1990 年比では、年代の

若い世代ほど減少率が大きく、15~29 歳の

就業者数の 2010年の対 1990年比の減少率

は約 42%である。このことから根室市は慢

性的な労働力不足に陥っていると推測され

る。また根室市の基幹産業である漁業、製造

業、卸小売業の就業者数を男女別でみると、

2010 年の国勢調査では、漁業は男性 1,658
人に対して女性 920人、製造業は男性 1,093
人に対して女性 1,677 人、卸売業では男性

1,139 人に対して女性 1,027 人であり、根

室市では製造業が女性就業者の一番多い産

業である。また、製造業の大半は水産加工業

が占める 
  
3 根室市の男女共同参画 
 根室市では 2015 年度～2024 年度にかけ

た「根室市男女共同参画基本計画(平成27年

度~36 年度)」を策定しており、「男女共同参

画社会の実現に向けた意識づくり」「男女の

人権尊重と生涯を通じた健康への支援」「男

女の仕事と生活の調和実現に向けた支援」

「あらゆる分野での男女共同参画の推進」

という 4 つの基本目標を設定し、施策を推

進している。また根室市の広報誌である広

報ねむろでは子育て支援などについての情

報を発信している。 
 根室市の女性の年齢階級別労働力率をみ

ると、出産・育児期にあたる 20 代後半から

30 代にかけていったん減少し、その後、再

就職により上昇するM字型カーブを描いて

おり、全国と同様の傾向となっている。 
(担当：永野) 
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 Ⅲ 調査報告 
  
1 根室商工会議所  
 根室市では少子高齢化に伴い生産労働人

口も著しく減少しており、慢性的な労働力

不足に陥っている。特に根室市の基幹産業

である漁業と水産加工業では、若者の単純

労働に対する就業意欲の低下が、水産産業

への求職ニーズの低下を招き、慢性的な労

働力不足と後継者不足になっている。慢性

的な労働力不足を補う形で根室市内では水

産加工業を中心に 20~24歳代の外国人技能

実習生を雇っている事業所が 9 か所あり、

220~230 人の外国人技能実習生が働いてい

る。使用者と労働者は社会的に従属的な関

係にあり、労働者は弱い立場になりやすく、

外国人技能実習生となるとさらに弱い立場

となる。そのため労働環境が悪化しやすい。

また近年では政府が労働力不足を補うため

に、現状外国人労働者を受け入れることが

できる期間を 3 年から 5 年に拡大する新資

格を設立する方針であり、外国人技能実習

生のあり方について議論されている。今回

は外国人技能実習生と外国人技能実習生を

受け入れる実習実施機関の仲介を行う監理

団体である根室商工会議所に、外国人実習

生の実態について調べるためにヒアリング

を行った。 
  
(1)外国人技能実習制度の概要 
 外国人技能実習制度は、日本が先進国と

しての役割を果たしつつ国際社会との調和

ある発展を図っていくため、技能、技術また

は知識の開発途上国等への移転を図り、開

発途上国等の経済発展を担う「人づくり」に

協力することを目的としている制度である。 

外国人技能実習生は送り出し機関、監理

団体、実習実施機関の 3 つの機関を通して

派遣される。送り出し機関とは、実習生の本

国における所属機関や準備に関与する機関

であり、技能実習生の募集や選抜、事前講習

を行う。今回ヒアリングをした根室商工会

議所と取引をしていた送り出し機関は

ESUHAI という会社である。監理団体とは、

技能実習生の受け入れにおいて監理と責任

を負い、技能実習生が派遣される実習実施

機関において、技能実習が適切に実施され

ているか確認し指導する義務を負っている

機関である。今回ヒアリングを行った根室

商工会議所が監理団体である。実習実施機

関とは、技能実習生を受け入れ、技能実習生

に対し実際に技能などを習得させる立場に

あり、技能実習指導員を配置し、計画通り実

習を実施するとともに、生活指導員を配置

し技能実習生の生活管理にも配慮する必要

があるなど、技能実習が円滑に行われるよ

うに努める義務を負っている機関である。 
  
(2)根室市内の外国人技能実習生 

根室市内には根室商工会議所も含め、14
の監理団体があり、根室商工会議所が管轄

している実習実施機関は 9 社ある。根室商

工会議所では、2018 年 9 月時点で、女性

105 人・男性 12 人の計 117 人の技能実習生

を受け入れている。根室商工会議所が管轄

していない技能実習生を含めれば根室市全

体で 220~230 人いて、そのうち 200 人がベ

トナム人である。根室商工会議所ではアジ

ア圏へのサンマを中心とした水産物の輸出

をきっかけに、物流と人的交流を目的とし

て、2012 年 6 月 22 日にベトナム人 16 人

を受け入れてから技能実習生を受け入れ続
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けている。根室商工会議所は 2017 年から一

般監理団体としての認定を受けており、一

般監理団体の認定を受けていない監理団体

よりも多くの技能実習生を受け入れること

ができる。また技能実習生の担当の職員が

4 人おり、ベトナム人通訳も 1 人いて、技

能実習生の生活指導から実習実施機関が法

令を遵守しているかの監理を行っている。

また、実習実施機関の事情で技能実習が継

続できなくなった場合に、同じ業種の工場

などへの斡旋や就職斡旋を行っている。一

般監理団体として認定されるためには、優

良認定の書類を提出し、一定の基準を超え

ないと認められない。そのため一般監理団

体として認められている根室商工会議所は

基本的には優良な監理団体であると考えら

れる。しかし今後の政府の方針により新し

い資格が設立され、実習可能期間が 3 年か

ら 5 年に延び、家族の帯同が許された場合、

新たな対策が必要なのではないかと考えら

れる。 
(担当：永野) 

  

2 総合政策部地域創生・少子化対策室  
根室市は、男女共同参画社会形成のため、

2004 年に「根室市男女参画基本計画～男女

を問わずみんなが主役の街づくり～」を策

定した。しかし、家庭、職場、地域社会など

では性別による固定的な役割分担意識は少

なからず残っており、また、男女間における

あらゆる暴力の根絶など、解決すべき課題

が多く残されていた。また、2015 年 8 月末

に「女性の職業生活における活躍の推進に

関する法律」（通称：女性活躍推進法）が成

立したことにより、女性が職業生活におい

て、その希望に応じて十分に能力を発揮し、

活躍できる環境を整備することとされ、マ

タニティ・ハラスメントや WLB の推進な

どが、新たな課題となっている。こうした現

状を踏まえ、2016 年新たに「根室市男女共

同参画基本計画（平成 27 年度～36 年度）」

を策定し、「男女が互いに人権を尊重し支え

合うまち」の実現を目標としている。根室市

において男女共同参画は教育委員会社会教

育課が担当していたが、2015 年に地域創

生・少子化対策室が総務部にでき、現在はそ

こで職員 1 名の方が担当されている。 
  
(1)市民の平等意識 
根室市市民意識調査の「男女共同参画に

ついて」によれば、「男性の方が優遇されて

いる」「どちらかといえば男性の方が優遇さ

れている」と感じる市民は 2016 年度には

45.8%であったが、2017 年度には 43.8%と

減少傾向にある。しかし「男性の方が優遇さ

れている」「どちらかといえば男性の方が優

遇されている」と感じる女性は 2016 年、

2017 年度とも 5 割を超えている（図表 7 及

び 8）。根室市の「根室市男女共同参画基本

97



計画〜男女を問わずみんなが主役の街づく

り〜」内の「各分野における男女平等感」を

みれば、各分野に分かれた調査にはなって

いるが、家庭生活・職場においては 6 割近

くの方が、生活全般においては 7 割以上の

方が「男性の方が優遇されている」「どちら

かといえば男性の方が優遇されている」と

感じていた(図表 9)。これをみると、全体的

に平等の意識が浸透してきていることがわ

かる。しかしながら、今後も男女共同参画へ

の取り組みが必要といえる。 
  
(2)地域や審議会等への女性の参加率 
また、根室市の地域や審議会等への女性

の参加率をみると、2014 年には 20.6％であ

る。根室市男女参画基本計画では成果指数

として 2020 年には 25.0％、2025 年には

30.0％と目標値を定めている。しかし、審議

会委員の選出等にあたっては、各種団体等

からの推薦とするケースが多く、それら団

体の要職の多くを男性が占めていることか

ら女性委員の推薦が少ない。男女比率の均

衡を図るには、何らかの効果的な手法が必

要と思われる。 
  
(3)女性の社会進出への支援 
①女性応援セミナー 

女性応援セミナーとは、女性の活躍を推

進するとともに男女共同参画社会の実現を

目指し、自らの経験や知識を発揮できる環

境づくりを通じて、多くの市民が活躍でき

るまちづくりを目指している。2016 年には、

「何かしてみたい」「子育てしながら仕事を

したい」など、自分にあったライフスタイル

の実現に向けて、自分の特技や趣味、経験な

どを活かし、自宅で自分のペースで仕事す

る『おうちビジネス』を紹介しながら、自分

にあった働き方を見つけるきっかけづくり

となるセミナーを開催した。2017 年には

「ネットで広がる私のやりたいこと」をテ

ーマに「やりたいことを整理する作業」

「SNS やオフィシャルサイトの活用方法」

など、特技や趣味、経験などを活かし、自分

にあった働き方、やりたいことを見つける

きっかけづくりとなるセミナーを開催した。

女性応援セミナーは子育て世代の女性も参

加できるよう託児所も用意していたが、実

際参加したのは 40～50 代の方々8 名ほど

であった。受講者の反響として、「好きなこ

とを仕事にするのは難しいと思っていまし

たが、あまり深く考えず追求する気持ちが

大事だと思いました。」、「できると思って何

かしてみたいです。」などの声が出ている

(セミナー後のアンケートより)。 
  
②根室なでしこ応援事業 
根室なでしこ応援事業は、市内産業にお

ける事業者と働く側の双方の現状やニーズ

を共有し、女性の活躍を推進することで、雇

用の創出並びに労働力の確保、さらには産

業振興に繋げることを目的にしており、水

産経済部商工観光課が担当している。2015
年度より事業を展開しており、2018 年 8 月

末時点で 7 名が登録している。主に、子育

て中の方やひとり親世帯の方、パートタイ

マーで就労されている方が登録されている。

主な事業としては、①就労に対しての情報

共有を行う「なでしこミーティング」、②履

歴書記入や面接練習など就職活動に必要な

スキルを学ぶ「なでしこセミナー」、③就労

後のミスマッチを未然に防ぐための「職場

体験実習」、④就労の際に必要な各種資格を
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取得する際に一部経費を支援する「資格取

得支援」を行っている。 
  
(4)課題 
根室市内には大学がないため、進学をす

る人は市外へ出ることとなる。市内に残っ

た人たちのほとんどは就業するが、女性が

結婚し出産後も働き続けるということはあ

まり重視されていないように思えた。特に

女性応援セミナーでは、出産しても仕事を

続ける働き方ではなく、『おうちビジネス』

や SNS の活用など、自身の趣味や特技を活

かし家でできる仕事を紹介している。これ

で実際に生活できるのか疑問をもった。ま

た、参加者に子育て世代の方は集まってい

ない。実際子育て世代の方は、育児に忙しく

どちらかといえばママ友をつくったり、育

児で疲れた体を癒したりしたいと思ってい

る方が多いと思われる。そのため子育て中

に『おうちビジネス』の働き方を提案されて

も、興味はもっても参加できる余裕がない。

こうしたことから、高校生や未婚の方を対

象にして、出産後どのようなライフスタイ

ルを送りたいか、どのような働き方をした

いかを考える機会を設けることが必要では

ないかと思われた。出産を機に退職するの

ではなく、制度等を利用して復帰するなど

自分の将来のキャリアについて考える必要

がある。また、早い段階から『おうちビジネ

ス』などの自身の趣味や特技を活かし家で

できる仕事、という選択肢もあることを知

れば、今後それも視野に入れることができ

る。自分が将来根室市でどのような生き方

をしたいか、様々な選択肢を知った上で考

えることが必要なのではないだろうか。 
（担当：大澤） 
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3 総務部総務課 
 根室市における WLB を考えるにあたっ

て、第一に根室市の行政を担い、市民の

WLB を促進する立場となる市役所におい

て、どのように WLB の取り組みが進めら

れているのかを理解することが必要である。 
根室市では、「育児に親しむ職員プログラ

ム“みんなで進めるワークライフバランス”」
を特定事業主行動計画として策定している。

これは、男性も女性も、子どものいる人もい

ない人も、職員の方、皆一人ひとりがこのプ

ログラムの内容を自分自身に関わるものと

捉え、身近な職場単位でお互いに助け合い

支えあっていくことを目的としている。そ

もそも、特定事業主行動計画とは、2005 年

4 月から「次世代育成支援対策推進法」が施

行されたことに基づき、少子高齢化が進行

するなか、次世代の社会を担う子どもたち

の健やかな育成を図るために義務付けられ

た計画である。また、2015 年 8 月末には「女

性活躍推進法」が成立した。今後懸念される

労働力不足に対して、女性が幅広いフィー

ルドで活躍できるよう環境を整備すること

により、女性の社会進出を促す政策を講じ

る形となっている。具体的には、女性採用比

率や女性管理職比率等の状況把握、分析を

踏まえ、定量的目的や取り組み内容の策定・

公表を求めている。「女性活躍推進法」の成

立に付随して、特定事業主行動計画にもこ

の内容を盛り込むことが義務付けられ、行

動計画はより一層、女性の働きやすさに即

したものへと変わってきている。 
  
(1)男性の育児休業取得率 

根室市では、男性職員の育児休業取得率

を 10％以上、男性職員の配偶者出産休暇取

得率を 80％、男性職員の育児参加休暇取得

率を 50％と、それぞれ目標値を掲げている。

しかし、育児休業を過去 5 年間で取得した

職員は一人もいない。育児参加休暇につい

ても、過去 5 年間では 2 名という結果であ

る。配偶者出産休暇は、2013 年を皮切りに

取得者が増加し、平均取得日数も着実に伸

びている。これは、2011 年 4 月に施行され

た「地方公務員の育児休業等に関する法律」

が、1 年をかけて周知された影響によるも

のであると考えられる。 
また、業務管理者には、父親となる職員へ

の休暇計画の作成を求めているが、根室市

では実際にはこれを必要としていないとの

ことであった。普段から職場の同僚・上司と

のコミュニケーションの中で、休暇に関す

る理解があり、助け合う環境が整っている

ことは根室市の強みであろう。しかしなが

ら、市役所内では縦割り業務が多くを占め

ているため、育児休業のような長期休暇は

もちろんのこと、有休でさえも取得するこ

とは容易でない現状にある。子どもに関わ

る休暇を必要とする際には、有休で補い、あ

くまでも即日で職場に戻れるよう配慮する

職員が多数いるようであった。地方公務員

の減少が進む反面で(図表 10)、地方分権に

伴う地方自治体の業務は拡大している。

個々の業務責任が膨らむなか、休暇により

住民の生活に関わる担当業務が滞ること、

さらに、範囲外の仕事を通常業務に加えて

行う同僚を思えば、休暇取得の声をあげる

ことは難しい。しかし、他方で WLB の重

要性はしっかりと認識すべきと思われる。 
  
(２)女性職員のキャリア 

根室市の市役所職員数は年々減少傾向に
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あり、2017 年度は 316 名となった。市役所

内での、男性と女性が占める割合は過去 5
年間でほぼ変化がなく、女性職員は全体の

3 割という状態が続いている。しかしなが

ら、この数値は保育所職員を含めたもので

あり、事務職のみに限定すると女性職員は

2 割弱である。また、女性管理職の登用も進

んでおらず、2012 年度からの累計はわずか

2 名であり、2017 年度においては 1 名も起

用されていない。この 2 名に関しては、2012
年度と 2016 年度をもって定年退職してお

り、内 1 名は図書館館長として勤めていた。 
根室市では、「女性活躍推進法」が公布さ

れる以前から、積極的な登用に努めている

とし、あくまでも総合的な評価において適

任者がいなかったと回答しているが、市民

意識調査からは根強い男尊女卑の様子がう

かがえる(図表 8)。市民全体での「男性の方

が優遇されている」「どちらかといえば男性

の方が優遇されている」はあわせて 43.8%
であり、男女別でみると「男性の方が優遇さ

れている」と回答した女性は 5 割を超えて

いる。2016 年度調査の結果と比較しても、

ほぼ同様の結果であることから、地方にお

ける価値観の変容は、都市部よりも難しい

課題としてあげられるのではないだろうか。 
さて、女性の管理職登用に向けて、その前

段階となる主査職への登用率の引き上げも

目標として掲げている。主査職全体におけ

る女性主査職の割合は、目標値である 20%
以上にはまだ長い時間を要すると予想され

るが、徐々に上昇していることはわかる(図
表 11)。また、女性事務職における女性主査

職の割合は、顕著な伸びが確認された。管理

職登用に関して、実際に女性職員の声に耳

を傾ける機会を設けることも重要ではない

だろうか。前提として、管理職を希望してい

る職員はどれほどいるのか、希望しないの

ならばその原因等、徹底したヒアリングや

分析をして、より詳細な現状把握を行う必

要がある。目先のことを考えると、優先事項

は他に存在するであろう。しかし、管理職と

して、女性の声が政策に反映されることは、

昨今重要視されているダイバーシティとい

う面から考えても、大きな意味をもつこと

になる。 
 
(３)職員の意識向上 
 根室市では、管理監督者(管理職)研修にお

いて、人事担当主査が全職員に周知してい

る特定事業主行動計画について、改めて子

育てに対する理解と共感を深めるための説

明機会を設けている。2018 年度の新任職員

は 18 歳～44 歳と幅広く、既に子どもをも

つ職員も在籍している。そのため、今後は 4
月と 10 月の年 2 回にわたり、子育てに関す

る講習を、新任職員研修に盛り込む予定を

している。また、特定事業主行動計画を策定

しているものの、全体に対する具体的な周

知策は練られておらず、ハンドブックの配

布のみという現状である。子育て職員を支

援する取り組みとしては、「育児に帰ろうマ

イホーム」があげられる。これは、19 日を

独自に育児の日と定めているもので、19 時

までの退庁を促す内容となっている。さら

に早い退庁時間がのぞまれるところである。 
  
(４)早期退職者 
 根室市では、年々職員の平均勤続年数が

短くなっており、2016年度にははじめて 20
年台を記録している。年齢層を問わず自己

都合退職する職員は少なくないが、近年は
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採用から 5 年以内の若年化も目立つという。

特に、採用会場を東京・大阪にも設けたこと

で、本州出身者が増加し、就職後にホームシ

ックのような状態になる職員もいるとのこ

とであった。また、自己都合退職者の退職理

由はネガティブなものでなく、あくまでも

価値観の多様化の表れと認識しているとい

うことであったが、離職者が多くなるのは

問題であり、ベテランを育てる重要性を認

識する必要があろう。 
(担当：門脇) 

 

4 市民福祉部子ども子育て課 
 根室市市民福祉部子ども子育て課では、

子どもの子育てに関わる事柄を統括してい

る。主な業務内容は、保育所に関すること、

児童手当・児童扶養手当に関すること、助産

施設に関すること、子育て相談など保育に

関することを取り扱っている。根室市では、

「子ども・子育て支援法」61 条に基づき、

「根室市子ども・子育て支援事業計画」(平
成 27 年度～31 年度)を策定している。それ

によれば、「豊かな自然とあたたかい地域に

見守られ、親と子が健やかで心豊かに育つ

まち」を基本理念として掲げ、「子どもを安

心して生み育てることができるまち」の実

現を目指している。施策の目標の 1 つとし

て地域における子育て支援を取り上げ、安

心して子育てができ、次代を担う子どもが

健やかにのびのびと育つよう、保育や子育

て支援サービスの充実と子育て世帯への経

済的負担の軽減など、より良い子育ての環

境づくりを推進している。施策としては、子

育て支援サービスの充実、保育サービスの

充実、子育て支援ネットワークの充実、放課

後教室等の児童の健全育成、少子化の動向

に伴う保育所の適正配置を行っている。こ

こでは、子育て家庭の現状、子育て支援事業

つどいの広場「クルクル」、子育てサークル

と市の関係、待機児童についてとりあげる。 
  
(1)子育て家庭の現状 
 「根室市子ども・子育て支援アンケート調

査」の回答によると、母親は 24.6%がフル

タイム、18.9%がパート・アルバイト等の仕

事をしており、合計 43.5%が就労している

(図表 12)。これは就学前児童（回答者は保

護者）1,336 人を対象として 2014 年 1 月
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22 日～3 月 14 日の期間で、郵送で配布し、

返信用封筒及び保育所にて回収したものに

よる。回収率は 38.1% であった。全国平均

は、「平成 26 年国民生活基礎調査の概況」

の「末子の年齢階級別にみた母の仕事の状

況」0 歳～5 歳平均をみると、合計 54.4%が

仕事ありと答えている(図表 13)。これによ

り、根室市の母親の就業率は低いといえる。 
 家庭での子育てについて、子育てを主に

行っているのは「父母ともに」が 60．5%と

なっており、父親の子育てのかかわりが高

い(図表 14)。理由として家族経営や共働き

などお互いが協力している家庭が多いこと、

パパママ学級の受講等で意識が高まったこ

とが考えられる。 
 また、「お子さんの子育て(教育を含む)に
日常的にかかわっている方はどなたですか」

という回答に対して「父母ともに」が 64.0％、

「母親」が 32.2％、「祖父母」が 30.1％と、

祖父母も協力を得ることのできる環境があ

るという傾向がうかがえる(図表 15)。 
  
(2)つどいの広場「クルクル」 
①概要 
 3歳未満の乳幼児をもつ親が気軽に集い、

語り合うなかで育児不安を解消することを

目的に、育児情報の発信、相談業務や子育て

講座の開催等を実施するための場を提供し

ている。 
 毎週月曜日から金曜日の午前 10 時から

午後 0 時、午後 1 時から午後 3 時で開設し

ている。月に 1 回、毎月テーマを変えて子

育て講座を開催している。 
  
②利用者 
 利用者は転勤世帯や、市内に祖父母がい

ない人が多い。 
2016 年 6,361 人(大人 2,911 人 子ども

3,450 人) 

2017 年 5,301 人(大人 2,421 人 子ども

2,880 人) 
2018 年 8 月現在、計 3,135 人(大人 1,415
人、子ども 1,720 人) 

「根室市子ども・子育て支援事業実施一覧」

によると、2014 年から 2015 年に利用者が

1,000 人以上増加している。市内に知り合い

のいない転勤世帯の利用やリピーターの利

用により、数字は毎年左右されるが、この年

は兄弟で利用する親子が多かったこと、母

親同士で誘い合い、グループで利用するリ

ピーターの親子が多かったことから、数字

が伸びたものと思われる。 

 2015 年度の出生数が 193 人だったのに

対し、2016 年度は 145 人に落ち込むなど、

近年出生児童数の減少に伴う利用減がみら

れる。利用者を増やす取り組みとしては、保

健師との 7 か月児童健康相談や 1 歳児を対

象としたすくすく健康相談、出生後 3 か月

以内の乳児がいる家庭を保健師と保育士で

全戸訪問する「こんにちは赤ちゃん事業」に

おいて、保護者にパンフレットを渡し、事業

内容についての説明を行なっているほか、

市広報誌やホームページにおいても、随時

子育てに関する情報提供を掲載している。 
  
③講座 

 平日の 10 時 30 分から、もしくは 13 時

30 分から実施している。日中の開催のため、

参加者は母親の引率がほとんどである。内

容は歯の磨き方やトイレトレーニングなど

乳幼児の育児のための講座から、親子ヨガ

や骨盤矯正体操など親のための講座までも
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行っている。内容は参加している母親のニ

ーズを聞きながら行っている。 

  

(3)子育てサークルと市の関係 

①子育てサークルの概要 

子育てサークルは市民が主体となって行

っているものであり、主に育児をしている

母親たちが交流や情報交換を行う場として

利用している。 

 根室市に子育てサークルは現在 4 サーク

ルある。 

2016 年度 4 月 5 サークル 

2017 年度 4 月 5 サークル 

2018 年度 4 月 4 サークル 

根室市の子育てサークルの数の把握はサ

ークルの届け出によって把握するという届

け出制である。サークルが市に届け出るこ

とによって子育て相談所にて把握する。そ

こで子育てサークルに関する情報を提供し

ている。この情報は、インターネットでは配

信していない。当初クルクルは子育てサー

クルに開放も想定していたが、利用実績は

ない。総合文化会館の幼児室が子育てサー

クルの拠点となっている。 

  

②市が行う子育てサークルへの支援 

 サークルの立ち上げの援助や入会の橋渡

し、活動場所の取り次ぎ、サークル同士の交

流促進の援助、サークルへの出前型支援な

どを行っている。出前型支援とは、サークル

の活動時に要請があれば、子育て相談所の

職員である保育士が読み聞かせや手遊びな

どの支援をしている。 

 子育てサークルと市の関係は、見守りの

立場であり、子育て相談所にてサークルの

要請に応じた助言・援助を行っている。支援

策としては、活動拠点となる公民館(総合文

化会館)の幼児室の使用料金を免除してい

る。あいている限り無料で使用できる。 

  

(4)待機児童 

 首都圏を中心として、待機児童が問題と

なっているが、現在、根室市に待機児童はい

ない(「根室市創生総合戦略効果検証調書

(H28)」)。都市部と比較して、地元に祖父

母等の親族がおり、子供の面倒を見てくれ

るなど、親族のサポートを得やすい環境に

あることが要因のひとつではないかと考え

られる。 

 また根室市では、施設の利用に関し保護

者の居住場所や送迎経路など、その事情に

応じた柔軟な対応が求められることから、

根室市全体をひとつの「教育・保育提供区

域」として設定している。そのため、区域に

とらわれない利用が可能であり、市民にと

っては利用できる施設の選択肢が広く、市

役所にとっては利用人数などで施設間の調

整がしやすい状況となっていることが、待

機児童がいない理由として考えられる。「教

育・保育提供区域」とは、市町村が、地理条

件、人口、交通事情、その他の社会条件、教

育・保育を提供するための施設設備の状況、

その他の条件を総合的に勘定して定める地

域であり、この区域ごとに「量の見込み」

(需要)、「提供体制の確保内容」(定員数)な

どを定める事とされている(子ども・子育て

支援法第 61 条)。 

 例年、4 月の段階では、入所児童数は定員

内である。年度途中より、就業や育児休暇明

けの職場復帰などで入所希望者が出るため、

臨時職員の配置などにより対応している。

最近では、就業または就業希望者による 3

104



歳未満児の入所希望が多くなってきており、

対応に苦慮しているとのことであった。潜

在保育士の把握が求められる。 

 「子育て支援員研修」(5 教育委員会社会

教育課(4)にて後述)を 10 月に初めて実施

する予定であり、子育て支援事業に少しで

も多くの方が関わることが期待される。 

  

(5)課題 

今回のヒアリング調査を通して情報収

集・提供の方法が課題となると感じた。以下

①つどいの広場「クルクル」、②子育てサー

クル、③情報提供について若干分析してお

きたい。 

 

①つどいの広場「クルクル」の子育て講座の

参加者は、子どもを対象として調査(人数や

性別の調査)を行っている。引率者のみの調

査は行っていない。母親が引率することが

多くなっているとのことであるが、それが

当たり前ではない。まずは現状を把握する

必要がある。そのため、引率者のみに絞った

調査を行ってみてはどうだろうか。 
  
②子育てサークルは、子育てをする母親の

情報交換、交流の場として開催しているた

め、子供が幼稚園や保育所に通うとそのま

ま解散してしまう。また近年は働く母親が

増えたため、予定をあわせて活動すること

が難しい。また少子化も進んでいる。そのた

めサークルの増加や活性化に至らない。 
今あるサークルを見つけやすく入りやす

いものにする必要がある。子育てサークル

の情報をインターネットで一括して見られ

るようにし、配信してみるのはいかがだろ

うか。転勤世帯も前もって知ることが可能

になるだけでなく、市内に住む方にとって

もサークルを知る機会が増えるのではない

だろうか。またつどいの広場「クルクル」で

も情報を提供できるようにしてみるのはい

かがだろうか。 
  
③根室市では子育てに関する情報提供を、

子育てガイドマップ、各課でつくるお知ら

せなどで行っている。印刷物は赤ちゃん訪

問の際に配布、市役所 1 階ロビーに設置、

課窓口で配布している。またホームページ

については、年齢ごとに選択でき、見やすい

と感じられる。しかし、インターネット上で

最新情報や毎月の講座の予定などがまとめ

られておらず、最新情報としてみることが

できない。最新情報をホームページや SNS
等で一括してまとめればよりわかりやすく

なり、利用者が増えることにつながると思

われる。 
(担当：矢島) 
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5 教育委員会社会教育課 
根室市社会教育課は生涯学習の観点に立

った社会教育事業の実施と社会教育施設間

の連絡調整にあたっている。 
ここでは根室市において 2009 年度から

先行的に実施を行なってきた放課後子ども

プランについてとりあげる。 
  
(1)経緯 
少子高齢化や核家族化の進行、共働き世

帯の増加、就業形態の多様化など子どもた

ちをとりまく環境は、近年大きく変化して

きている。こうした変化に対応するため、根

室市においては 2009 年度から放課後子ど

もプランの先行実施を行なっており、また、

2012 年度には 3 ヵ年計画で「根室市放課後

子どもプラン」を策定し、放課後対策を推進

してきた。 
  2014 年度には一体型を中心とした放課

後児童クラブ及び放課後子ども教室の計画

的な整備を進めることを目的に、国が「放課

後子ども総合プラン」を策定したことから、

これに基づき新たな「根室市放課後子ども

プラン」(平成 27 年度～31 年度)を策定し、

次代を担う子どもたちの健全育成のため、

放課後子どもプランを推進している。 
  
(2)概要 

全ての児童が利用(一般利用)できる児童

会館・放課後教室・児童教室と、登録児童(保
護者が就労等で、昼間家庭での養育を受け

ることができない児童)が利用できる留守

家庭児童会・登録児童会が連携して実施し

ている(図表 16)。 
以前は母子家庭・父子家庭において、保護

者の仕事により児童が帰宅しても養育する

大人がいないことから、放課後児童教室等

を利用する児童が多かったが、近年は共働

き家庭の増加や核家族化も進んでおり、そ

うした家庭における放課後教室等の利用も

増加傾向にある。 
特に 1～3 年生の低学年児童の留守家庭

児童会・登録児童会への入会率が高い(図表

17)。また、従来は留守家庭児童会等の入会

要件を小学校 1 年生から 3 年生までとして

いたが、2015 年度の国の制度改正により、

小学校 6 年生までに拡大した。このことに

より、高学年児童の保護者からの利用申し

込みが急増しており、2018 年 5 月現在にお

ける小学校 4～6 年生の入会児童は市内で

63 名が登録している。 
  
(3)お迎え対応 
留守家庭児童会や登録児童会の「お迎え

対応」は基本的には開館時間内としている

が、児童を迎えに来る保護者の事情により、

おおむね 18 時頃までは預かり可としてい

る。 
また、「お迎え対応」としていない「歩き」

で帰宅する児童については、各季節の帰宅

時間(郊外生活のきまり)までを最大として

児童を受け入れている。 
  
(4)人材確保策 

新たな人材の掘り起こしのため、育児経

験のある主婦等を対象に「子育て支援員研

修」を実施し(2018 年 10 月実施予定)、本研

修を受講・修了した者を「子育て支援員」に

認定したうえで、放課後教室指導員として

優先して任用するなど、放課後教室等に就

労するきっかけ作りを行う。また、在職中の

指導員に対しても受講可能とし、指導員の
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資質の向上を図る。 
 「子育て支援員研修」は 2 コース各 20 人

の定員に対し、74 人が応募した。「地域保

育」が 24 人、「放課後児童」が 23 人で、う

ち 16 人が重複受講しており、実数は 31 人

である。国の補助事業である「放課後児童教

室キャリアアップ改善事業」を活用し、新た

に創設された「放課後児童支援員」の資格取

得に必要な「認定資格研修」を受講・修了し

た指導員に対して月額 10,000 円を報酬に

上乗せし支給している(2018 年 4 月 1 日よ

り実施)。 
さらに人員不足の解消策として放課後児

童支援員の補助を行う指導員については、

無資格者でも任用を可としている。 
  
(5)地域ボランティア 

公募での地域ボランティアについて、

2018 年 9 月 18 日現在で 13 名が登録、う

ち 4 名が活動中である。活動日は月曜日か

ら土曜日の週 1 回から可能であり、活動時

間は 14 時から 17 時で 1 時間から可能であ

る。活動場所は北斗放課後教室、花咲放課後

教室、成央放課後教室である。活動内容は、

子供たちに遊びを通した指導や安心安全な

居場所を作るための見守り。登録要件は性

別・年齢不問(但し高校生以下は除く)。4 名

は少ないが、指導員も少ないのが現状であ

る。粘り強く募集を続けているという。 
地域ボランティアの発掘は、募集要項を

市内の各教育関連施設に掲示しているほか、

子育てに関する知識や経験をもつ方々(退
職した保育士、幼稚園教諭、学校教諭など)
に直接声かけを実施しているという。また

春・夏・冬休みなど学校の長期休業期間にお

いて、各放課後教室等を午前から開設して

おり、活動プログラムに「学習の時間」を設

け、退職された学校教員の方々にボランテ

ィアとして子どもたちに勉強の指導をして

いただいている。その他地域の方の協力で

様々な各種行事を実施している。 
  
(6)根室市の特色ある取り組み 
①ランドセル制度 
留守家庭児童会・登録児童会に入会して

いない児童が小学校の敷地内にある放課後

教室等を利用する場合、本来であれば一度

帰宅し、ランドセルを自宅においてからの

利用となる。しかしながら、1 年生児童は登

下校が不慣れであり、また、根室市は交通の

利便性の都合上、自動車の交通量も多いこ

とから、児童の安全面を考慮して 1 年生児

童に限り、申し込みがあった場合、学校が終

わった放課後に帰宅しないまま、まっすぐ

放課後教室に来室できるようにしている。 
  
②北方領土問題に関する放課後プラン事業 
放課後教室等を利用する児童を対象に北

方領土問題に関する啓発を図るため、北方

領土にちなんだ行事を行っている。北方領

土の元島民の皆さんで組織している「千島

歯舞諸島居住者連盟」が作成した「四島カル

タ」(北方領土に関するカルタ)を提供いただ

き、北方領土問題の関係者から講話をいた

だいた後に「四島カルタ」大会を実施してい

る。 
 
(7)課題 
 ヒアリング調査を通して人手不足が課題

としてあがった。①地域ボランティア、②指

導員について若干分析しておきたい。 
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① 地域ボランティア 
地域ボランティアは登録が少ない。実際

に活動している人はさらに少なくなる。現

在、登録は個人単位のみだが、ボランティア

団体としての登録も試みてはいかがであろ

うか。こうしたことによって、団体にも継続

して関わってもらえるだけでなく、団体で

参加していた方から、個人の登録にもつな

がる可能性があるかもしれない。 
 

② 指導員 
さらに指導員の不足が問題となっている。

100 名の子どもを 7～8 名でみる状況であ

る。支援が必要な子どもの利用が増えてい

る。資格がなくても補助的な立場で仕事が

できるようにしているが、保護者との関係

が難しくやりたいと思う人は多くない。仕

事が厳しいという噂も広がっている。ハロ

ーワークでの求人も常に行っているとのこ

とであるが、悪循環が進み慢性的な人材不

足となっている。 
  応募多数で受講できなかった人のために、

「子育て支援員研修」を実施すること、さら

に新しく受講者を確保すること、受講した

人が実際に気持ちよく働けるように職場環

境を整備すること、こうしたことが求めら

れる。 
(担当：矢島) 

 

6 教育委員会総合文化会館 
根室市教育委員会総合文化会館の主な業

務は、文化会館及び公民館分館施設の維持

管理に関すること、またそこで行われる事

業の企画立案並びに実施に関することなど

である。生涯学習の理念のもと、根室市社会

教育推進方針目標に基づき、市民の生活に

即した、学習・研修及び文化に関する事業を

行うことにより、市民一人ひとりが学ぶ心

を持ち、自己を高め、文化に親しみ、家庭教

育の充実、地域社会の振興を図ることを目

的とする。 
ここではパパママ学級やねむろポイント

カードについてとりあげる。 
  
(1)概要 
パパママ学級とは、直近 3 か月に初産を

迎える妊婦とそのパートナーを対象に、妊

娠中の健康管理や過ごし方、沐浴、出産の基

本的知識や育児に関することなどについて、

夫婦(パートナー)で協力して育児を行うき

っかけを作ることを目的として開催してい

るものである。根室市総合文化会館におい

て、平日の参加が困難な方のため休日や夜

間(19 時以降)の実施をとりいれ、全体で 4
回実施している。出産や育児に関する悩み

や不安の解消や、講師や参加者どうしで交

流することで、他の事業にも参加しやすく

なり、気軽に相談や情報共有ができる効果

も見込める。 実際の内容は 1 回目が調理実

習、2 回目が講義、3 回目が沐浴、4 回目が

交流・講義となっている。受講者のアンケー

トでは、沐浴実習が一番好評であった。少人

数での開催のため、講師の保健師や栄養士

の方に気軽にいろいろな悩みや疑問を聞け

るということで、満足度が高い。 
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(2)参加率 

2017 年度の合計をみると対象 62 組に対

して受講組数は 23 組と受講率は 37.1％だ。

また、女性参加率は 37.1%、男性参加率は

33.87％である(図表 18)。 
「根室市男女共同基本計画」36 頁におい

て、男性の参加率の目標値が 2020 年度に

40％、2025 年度に 50％とある。実現のた

めに今まで同様、対象者に対するはがきや

電話での参加の呼びかけを行っていくとの

ことであった。4 回全ての講座に参加しな

くてもよいため、気軽に参加してほしいと

呼びかけているそうである。 
  
(3)ねむろポイントカード 

2017年11月より根室市商店連合会では、

「ねむろポイントカード事業」をはじめた。

根室市内では、今、市外やネットショッピン

グ等への購買力の流出が問題となっている。  

ねむろポイントカードは、根室市内の加盟

店において、お買い物やサービスの利用を

受けることで、「お買い物ポイント」をもら

うことができる。また、市が行う各種事業へ

の参加や、行政サービスを利用することで、

「行政ポイント」が付与される。貯まったポ

イントは、加盟店での買い物の際に利用で

きるほか、根室市商店連合会などが実施す

る各種イベントでも使うことができる。 
パパママ学級の受講により、1 組あたり 1

回の受講につき、500 ポイントの「行政ポイ

ント」がねむろポイントカードにつく。しか

しながら、「行政ポイント」がつくようにな

ってからも、参加率はあがっていない。ポイ

ントカードの利用案内も行っているが、現

在まで利用実績がほとんどない。そのため、

参加率の増減とは関係しないと考えている

とのことであった。 
  
(4)課題 

パパママ学級においては、男女ともに参

加率が低いため、まずは双方の参加率をあ

げることが必要である。その上でパートナ

ーと一緒に参加するように呼び掛けていく

ことがよいのではないか。 
  ポイントカードについてはポイントを使

える機会が少ないこと、期限があること(渡
してから 30 日)などの理由によりあまり使

われていないのではないか。利用できる店

舗が商店街の店が多く、子育てをする人に

とってニーズがあっていないと思われる

（ヒアリング調査より）。具体的な提言は、

Ⅳ政策提言 3 行政の子育て支援で後述する。 
  

(担当：矢島) 
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7  KiraKira（旧ねむろ☆きらきらママフェ

ス実行委員会） 
「ねむろ☆きらきらママフェス実行員会」

を前身とする「KiraKira」は、福田あゆみ

さんを代表者、他 4 名の会員を構成員とす

る市民団体である。「ねむろ☆きらきらママ

フェス実行員会」は「根室の子育てたのしん

じゃおう！きらきら☆ママフェス 2015」と

いうイベントを開催するために、2015 年 9
月 1 日に発足した。代表の福田さんは、北

海道の「北の女性★元気・活躍・応援サイト」

にもとりあげられている。 
以下に、KiraKira 発足の契機となったイ

ベントの「根室の子育てたのしんじゃお

う！きらきら☆ママフェス 2015」、その後の

「活動内容」について触れ、子育て支援のひ

とつの提供主体としての「市民団体の課題」

について考える。 
  
(1)「根室の子育てたのしんじゃおう！きら

きら☆ママフェス 2015」 
このイベントは、2015 年 11 月 21 日に根

室市総合文化会館で開催された、根室市の

母親たちが、同じく子育て中の母親のため

に、心と身体の癒しを提供するイベントで

ある。男女共同参画体験型講座に始まり、骨

盤体操・ベビーヨガ・小顔矯正・アロマグッ

ズ作成など、母親を対象とした体験型の講

座を多く設けていた。 
男女共同参画体験型講座は、HAPPY 

BABY AND MAMA の創設者であり、札幌

市男女共同参画審議会委員の石井知子さん

が行い、他の講座の講師は、メンバーの人脈

で、母親を癒したいという志に賛同してく

れる人を無償ボランティアで集めた。また、

広報として、市役所や総合文化会館など広

範囲にわたるポスター掲示、ラジオ出演、

Facebookや InstagramなどのSNS、Gmail、
LINE、HP 等の様々なツールを用いて、1
か月ほど前から周知させた。 
イベントの参加人数は、男女共同参画の

講座に 40 名、午後の講座もあわせると合計

50 名程であった。男女比は 4 対 6 で、男性

は主に市役所関係者・議会関係者・興味があ

る人たちであり、女性は母親を中心に集ま

った。市役所が開催している子育ての講座

と比較すると、この集客力の違いが分かる。

主な要因として、イベントの内容が魅力的

であり、母親たちの興味を惹いたのではな

いかと考える。市役所の講座は発育や食育

など、子育てについて学ぶものが多いが、こ

のイベントは、「母親を癒す」をコンセプト

に開催していて、母親のニーズにあってい

たと思われる。母親が考えた企画だからこ

そ、母親のニーズを正確に捉え、魅力的であ

ったのだ。支援を提供する側と享受する側

が理解し合えることが、市民団体の強みの

ひとつであると考える。 
  
(2)活動内容 

現在の活動内容は、Facebook での情報発

信である。その内容として、根室市内で開催

される子育てに関する、民間開催のイベン

ト情報や、根室市内の授乳室がある施設の

情報など、根室市での子育てに関する情報

全般を扱っている。これらの情報は、幼稚

園・小学校・スーパー・Instgram 等に掲載

されている、元々オープンになっている情

報を流すことが多いが、イベント等で知り

あい、KiraKira に情報を載せてほしいと依

頼されることや、KiraKira 側から声をかけ、

掲載することもある。 
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  また、習い事や病院など、目的別に情報を

まとめたフリーペーパーを作成する動きも

あった。これは、行政が発行する、「ぶらん

この月別機関紙」にはぶらんこ・クルクルの

イベント情報、「広報ねむろ」には既出の情

報が多く載っていることに着目し、母親と

して子育てに必要な情報をインターネット

や口コミ等で入手していることから、フリ

ーペーパーの必要性を感じたからだそうで

ある。しかしながら、その案は頓挫してしま

ったとのことである。 
今後の活動として、前回よりは小規模の

体験講座を開催したいという意欲はあるが、

メンバーの 4 名がフルタイムで働いている

ため、時間がとれないという課題がある。そ

のため、新たなメンバーに引き継ぎ、講座の

開催を考えているとのことであった。メン

バーとしては、子育てに苦労した人や、子育

てに関する思いに共感してくれる人を考え

ていて、KiraKira として、子育て中の母親

を癒したいという、思いは持ち続けたいと

のことである。 
  
(3)市民団体の課題 
今回のヒアリングで、イベント開催時の

苦労した点をうかがったところ、①資金力、

②施設利用の困難性、③男性の人員の必要

性の 3 点があげられた。また、④継続性に

ついても、市民団体の場合課題になると考

えられる。以下にそれぞれについて分析し

ておきたい。 
  
①資金力 

KiraKira には資金源はなく、「根室市人

づくり・まちづくり補助事業」の補助金を活

用して、イベントを開催した。これは、根室

市が地域活性化のために頑張る市民団体を

応援するために用意した補助金であり、毎

年度数組が活用している。KiraKira は 17
万円を交付されたが、施設利用費等もかか

るため、イベントの講師等は交通費のみの

支給になり、無償ボランティアで参加して

もらった。そのため、メンバーの人脈や、

元々市民のために活躍されていた方を頼り

に、講師が選出された。資金があれば、講師

の方々に講師料を支払うことができ、さら

に、多くの方々にイベントへの参加を依頼

しやすくなると思われる。 
  
②施設利用の困難性 
  根室市では施設利用に関する条件が厳し

く、貸しホール等も少ないとのことである。

特に、子ども同伴の場合は、臨時託児所を設

けるなどの対応が必要である。子どもを預

かるためには、保育士を常駐させるなどの

対応が求められ、一市民団体がこれら全て

を手配するのは、大きな困難があると推測

される。 
  
③男性人員の必要性 
  子育て支援の供給主体は必ずしも母親の

みである必要はない。むしろ、子育てを男女

関係なく行っていくならば、支援する側と

しても男女ミクスチャーの方が、ニーズを

正確に捉えることができるはずである。

KiraKira では前回のイベントは、母親向け

を謳って開催したため、メンバーがやりた

いことを中心に企画した。しかし、前回のイ

ベント参加者の男女比が 4 対 6 であったこ

とから、もし今後もイベントを開催すると

なると、男性向けの講座も用意することが

必要となろう。父親向けの講座を設ける場
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合に、企画する側にも男性の視点が求めら

れることになるだろう。 
また、別の視点から、男性の必要性を考え

ることもできる。KiraKira は女性のみの団

体であったため、男性の方に依頼する際に、

下に見られるように感じることがあったと

のことだった。特に、無償ボランティアでの

参加を募っていたため、その資金力や実行

力において、育児休業取得中の母親の団体

と、男性も入った団体では、周りの市民から

の捉えられ方に違いがあるのかもしれない。

この点について、根室市の平成 29 年度市民

意識調査によると、生活全般を通しての男

女平等については、市民全体では、「男性の

方が優遇されている」「どちらかといえば男

性の方が優遇されている」をあわせて

43.8％となっており、男女平等意識が低い

状況となっている（図表 8）。特に、男女別

でみると、女性では、「男性の方が優遇され

ている」が 5 割を超えており、男性よりも

男女が平等であるという意識は低いといえ

る。このような状況を踏まえると、女性のみ

の団体として、男性と一緒に活動する必要

性を感じたのは、当然のことだったように

思う。 
  
④継続性 
  市民団体にとって、最大の課題は継続性

だと考える。団体の活動は、あくまでもボラ

ンティアであり、自身の生活と並行して行

われる。特に、子育て支援を行う団体は、そ

の構成員自体も子育て中の親であることが

多く、それぞれのライフステージによって、

団体との関わり方は否が応でも異なってし

まうと思われる。そのため、KiraKira が直

面しているように、イベントの開催自体が

困難になったり、「子育て中の親が考える、

子育て支援」といったような、支援の提供す

る側と享受する側の属性が同じという、市

民団体ならではの良さも継続することが難

しくなってしまったりする。 
さらに、共働き世帯が増え、地域のつなが

りが希薄になってきた現代においては、市

民団体の結成や継続性はさらに難しくなる。

引き継ぐ世代をどのように育てるかが、問

われることになる。 
（担当：柏樹） 
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Ⅳ 政策提言 
  
前章までを通して、根室市は男女共同参

画や WLB に対する認識が不十分な点がみ

られた。改善の余地がある取り組みなども

見受けられたため、本章では根室市の既存

の取り組みを活かしつつ、より男女共同参

画や WLB を推進できるような政策を提言

していきたい。 
  
1 根室市役所の制度の見直し 

北海道内、根室市内に男女共同参画や

WLB の推進を呼びかけるだけではなく、ま

ずは見本となるべき根室市の行政に携わる

職員一人ひとりがそういった環境で働き、

モデルを示すことが重要である。以下では、

根室市役所で WLB を推進するための具体

的な取り組みを例示したいと思う。 
そこで、市役所でイクボスを育成するこ

とを提案する。 イクボスとは、NPO 法人

ファザーリング・ジャパンが推進している

プロジェクトのひとつであり、現代の子育

て・家族事情を理解していることや、部下が

子育てなどの私生活に時間を割けるよう、

日々業務の効率化を考え、追求していると

いった 10 か条の要件を満たす管理職のこ

とを指している。 
2016 年に改訂された「第 2 次根室市特定

事業主行動計画(前期)」によると、根室市役

所の職員が取得する育児休業は、2012 年か

ら 2016 年までの 5 年間で、女性は取得率

100％で平均取得期間が 1 年であるのに対

して、男性はこの 5 年間で取得者はいない。

これは市役所職員の中でも、子育ては女性

がするものといった認識が表れているので

はないかと考えられる。こうした状況は、公

務員である以上育児休業制度などのハード

面よりもむしろ、市役所内の雰囲気や、職員

一人ひとりの意識、主に部下を抱える職員

の取り組みなどソフト面が弱いことに起因

している部分が大きいのではないかという

ことを、ヒアリングを通して感じた。 
そこで、こうしたソフト面を改善するた

めのひとつの手段として、部下の職員が育

児など私生活を充実させることに理解をも

ち、自らも積極的に推進していく「イクボ

ス」の育成を提案する。現在根室市役所内で

は、ハンドブック等を使い、育児休業制度な

どその他ハード面においての啓発活動は行

っており、実際にそういった効果の表れが

男性職員の配偶者出産休暇などの取得率向

上には結びついていると考えられる。しか

し、地方分権等によって地方行政の業務量

が増加している現状では、育児休業等のま

とまった休暇を取得するのは困難な状況で

あることがうかがえた。そこで、イクボスの

育成を通じて「イクボス宣言」などを用い、

根室市内外にこうした取り組みを発信する

ことによって、部下をもつ職員に業務の見

直しや職場環境を改善しなくてはならない

という責任が生まれ、市役所内全体で WLB
を推進するためにはどうすればよいか日々

試行錯誤する雰囲気が醸成され、男女問わ

ず職員一人ひとりが私生活の充実を通じて、

日々の業務により一層取り組むことができ

るきっかけ作りになるのではないだろうか。 
2018 年 10 月現在イクボス宣言をし、「イ

クボス企業同盟」に加盟した民間企業は

194 社に上り、大手金融機関やメーカーな

ど日本を代表する多くの企業が社員の

WLB の向上に努めている。また、民間企業

だけでなく 100 以上の自治体もすでに「イ
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クボス宣言」を行っており、組織として

WLB の向上を目指すことは、官民に共通す

る認識のひとつにあげられ、経営戦略の一

部を担う重要な位置づけになっていること

が分かる。イクボスを推進している NPO 法

人ファザーリング・ジャパンは、「イクボス

宣言」をした 100 以上の自治体を対象に、

研修の回数や時間外勤務時間をどの程度削

減できたか、女性の管理職、男性の育児休業

取得がどの程度増加したかといった状況を

調査し、点数化して自治体ランキングを公

表するといった取り組みを行っている。「イ

クボス宣言」を利用することによって、厚生

労働省のホームページなどにも取り組みが

掲載されるために、市役所外からの目が向

けられ、働きやすい職場であることをアピ

ールできれば、I ターン・U ターンで優秀な

人材の確保にも繋がる可能性もある。また

市内外に公表されることが一種のインセン

ティブにもなり、結果として、女性職員だけ

でなく男性職員もより育児など私生活を充

実させることによって、将来の根室市役所

を担う若手が部下を持つようになった時に

はさらに市役所内の WLB を改善しようと

いう意識が生まれる。さらに、今まで女性に

偏っていた育児を男女で協力するという意

識改革が進めば、女性職員がより力を発揮

する機会も生まれ、過去 5 年間で 1 名しか

いなかった女性職員の管理職登用も促進さ

れるであろう。これによりさらに市役所内

の男女共同参画が進むといった効果などが

期待できると考える。 
  
2 民間の活力の利用 
根室市内には子育てイベントを主催する

団体も存在しており、今回のサマースクー

ルではその中の一つである「KiraKira(旧ね

むろ☆きらきらママフェス実行委員会)」と

いう団体にヒアリング調査を行った。根室

市が行っている支援事業のひとつに「パパ

ママ学級」という主に出産を控えた世帯を

対象とする事業などは存在するが、以下で

は KiraKira のような団体や民間の子育て

サークルなどの活力も利用した、官民一体

となった取り組みの実施を提案したいと思

う。 
  今回のヒアリング調査で、民間の子育て

サークル KiraKira を立ちあげた理由のひ

とつが、立ちあげた当初根室市内では子育

て中の親を対象にしたイベントが開催され

ておらず、根室市の市民のためという思い

から団体を立ちあげるに至ったという話を

うかがった。過去に行っていた講座を比較

しても、根室市は子どもの発育や食育をテ

ーマにした主に子どもを中心とした講座が

多いのに対して、KiraKira が開催した講座

は、ベビーマッサージ等子どものための講

座はもちろん、産後の母親の体型維持体操

やエステ、助産師を招いた出産の体験講座

など、出産を控えた親や子育て中の親を対

象にしたイベントを開催していた。子ども

を連れて講座に参加できるようにするため、

託児も可能にし、一部予約制にした講座は

すぐ埋まるなど、実際に子育てを経験した

方々だからこそ、根室市とは異なる母親達

のニーズを捉えた講座を開催することがで

きたのではないだろうか。 
 根室市内には KiraKira のような団体以

外にも、イベントは行っていないが子育て

をする親の情報交換を目的にした子育てサ

ークルが４つほど存在しており、そういっ

た団体がもっているニーズも無視できない。
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実際に根室市に住み、子育てを経験した

方々だからこそもてる視点やアイデアもあ

り、一方で行政側の市役所だからこそ利用

できる資金力やマンパワー、広報力がある。

これら民間には民間の、行政には行政のそ

れぞれの強みを融合させて、民間の子育て

サークル等の活力を利用することで、より

住民のニーズに即した、多様性のある講座・

イベントを行うことが可能になると考えら

れる。しかし、前章でも触れたが、こうした

団体の最大の課題は継続性である。実際

KiraKira や他の子育てサークルも、子ども

が幼稚園や保育園に通い始めた段階で参加

頻度が減り、また近年では根室市でも働く

母親が多くなったため、サークルの増加や

活性化には繋がりにくく、活動も難しくな

っている。 
そこで、官民一体となった母親イベント

の企画によって民間団体の力を借り、行政

の力を提供することで民間の活動に活力を

与えることが、子育てに限らず新たな団体

の結成・継続にもプラスの影響を与えられ

るのではないかと考える。転勤世帯が多い

という根室市の特徴を踏まえ、市のホーム

ページ等でこれらの団体を紹介できれば、

元から根室市に住んでいる方々はもちろん、

新たに根室市に転勤してきた子育て世帯も

子育てサークルの存在を知ることができ、

利用者の増加に繋がり、ひいてはこれらの

団体の活性化にも繋がるのではないだろう

か。地域のつながりが希薄になった現代な

らではの問題の解決の糸口になる可能性も

ある。加えて、こうした講座やイベントを通

じて出産・子育て世帯の参加が増えること

で、根室市行政側が提供できる子育て支援

制度などの周知もあわせて行い、より一層

子育て支援の充実を図ることができるので

はないだろうか。 
  
3 行政の子育て支援(パパママ学級) 
市役所の子育て支援事業全般を、もっと

市民の方に活用していただく必要がある。

パパママ学級は市が行う子育て支援事業の

中でも、親となったものが最初に利用する

事業である。パパママ学級の参加率をあげ

ることは、今後市の子育て支援事業を活用

してもらう上で重要になる。 
 
(1)パパママ学級の課題 

先述したとおり、「根室市男女共同基本計

画」において、男性の参加率の目標値を平成

32 年度に 40％、平成 37 年度に 50％と定

めている。現状として平成 29 年度の合計を

みると、女性参加率は 37.1%、男性参加率

は 33.87％である(図表 18)。男女ともに参

加率が低いため、双方の参加率をあげるこ

とが必要である。その実現のためには今ま

でと同様の、対象者に対するはがきでの連

絡、電話での参加呼びかけ等を引き続き行

っていくだけでは目標値を達成できないと

考える。そこで、ねむろポイントカードの改

善、参加したくなる内容づくり、広報の機会

の増加を提言する。 
 
(2)ねむろポイントカードの改善 
パパママ学級の受講では、1 組あたり 1回

の受講につき、500 ポイントの行政ポイン

トがねむろポイントカードにつく。行政ポ

イントがつくようになってからも、参加率

に変化は特になく、ポイントカードの利用

案内も行ってはいるが、現在まで利用実績

がほとんどない。そのため参加率の増減と
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には関係していないと考えられる。ポイン

トカードはポイントを使える機会が少ない

こと、期限があることなどの理由により活

用されていない。また利用できる店舗が商

店街の店が多く子育てをする人にとってニ

ーズがあっていないと考えられる。そこで

ドラッグストアなどおむつや粉ミルクなど

を購入できる店でもポイントカードを使え

るように改善するのはいかがだろうか。 
 
(3)内容の改善と広報のあり方 

パパママ学級に参加しない理由としてイ

ンターネットの普及により、子育てに関す

る情報を簡単に調べることができるように

なり、パパママ学級に足を運ぶメリットを

感じられなくなっていることが考えられる。

そのため、内容を魅力的なものとする必要

がある。例えばおむつの交換や赤ちゃんを

抱っこする体験など、赤ちゃんが生まれて

からすぐに実践する内容を盛り込むことが

考えられる。実際に参加しないとわからな

い体験型の学習や五感を使って感じられる

ようなことを多く行っていくことを重視し

てみてはいかがだろうか。 
また広報に関しては、インターネットの

普及を活用する必要がある。個人に対して

呼びかけることもよいが、インターネット

や SNS を利用して広く行い、前回参加した

方の感想なども添えることで参加を促して

みてはいかがだろうか。 
 
(4)参加機会の増加 

2006 年 9 月からの市立根室病院での分

娩休止に伴い、現在根室市には出産施設が

ない。そのためパパママ学級開催時に対象

者が里帰り出産などの理由で、根室市内に

いないことが考えられる。北海道内の他の

市などと連携し、根室市以外の市の方や、市

外の出産する場所でもパパママ学級に参加

できるように工夫してみてはいかがだろう

か。例えば、ネット配信なども考えられる。

参加したくてもできない方をカバーするこ

とが重要と思われる。 
  

(担当：新堀、矢島) 
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 Ⅴ 終わりに 
  
根室市は、豊かな自然と豊かな水産資源

に恵まれた街である。ヒアリングの合間に、

海まで散策したり、美味しい水産物をいた

だいたりと、短期間の滞在でもその魅力を

感じられた。 
また、根室地域を訪れた者として、北方四

島について触れずにはいられない。我々も、

「北海道立北方四島交流センター（ニ・ホ・

ロ）」でその歴史や文化について学ばせてい

ただいた。実際に国後島をみることができ、

その近さに驚かされた。これにより、根室地

域の特殊性を学ぶことができた。 
 今回、「子育て支援と男女共同参画社会」を

テーマにヒアリングをさせていただいた。

根室市は 2060 年における総人口 15,262 人

の確保を目指している。そのために、子育て

がしやすい街であることが不可欠だろうと

考えた。我々の提言が根室市の発展の一助

になれば幸いである。 
最後に、今回のヒアリングにご協力いた

だいた、根室市商工会議所の皆様、根室市総

合政策部地域創生・少子化対策室・総務部総

務課・市民福祉部子ども子育て課・教育委員

会社会教育課・教育委員会総合文化会館の

皆様、そして、KiraKira の皆様、誠にあり

がとうございました。また、ヒアリング先の

手配等にご尽力くださった、根室市水産経

済部商工観光課の野村様、株式会社

TAISHI の皆様、その他、サマースクールの

開催にご尽力くださった全ての方々に厚く

御礼申し上げます。さらに、指導教授である

植野妙実子教授、ヒアリング先の選定から

本報告書の作成まで、きめ細やかなご指導

に感謝申し上げます。    （担当：柏樹） 
Ⅵ図表 
図 1 厚生労働省男女共同参画白書(平成 30 年) 
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図 2 総務省「社会生活基本調査」 

 
図 3 平成 28 年男女共同参画白書 

 
 
 
 
図 4 平成 28 年男女共同参画白書 
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図 5 根室市 HP「世帯数及び人口の推移（年別）」より作成  
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図 6 産業振興ビジョン (根室市の産業総生産額) 
 

 

図 7 平成 28 年度根室市市民意識調査 
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図 8 平成 29 年度根室市市民意識調査 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 9  平成 15 年度根室市市民意識調査 各分野における男女平等感抜粋 
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図 10 総務省自治行政局公務員部給与能率推進室 

「平成 29 年地方公共団体定員管理調査結果」  

 
図 11 第 2 次根室市特定事業主行動計画(前期)より作成 
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図 12 根室市子ども・子育て支援事業計画(根室市子ども・子育て支援アンケート調査より) 

 

 
 
 
 
 
図 13 平成 26 年国民生活基礎調査の概況  
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図 14 根室市子ども・子育て支援事業計画(根室市子ども・子育て支援アンケート調査より) 

 

 
図 15 根室市子ども・子育て支援事業計画(根室市子ども・子育て支援アンケート調査より) 
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図 16 根室市放課後子どもプラン 

 
図 17 低学年児童の留守家庭児童会・登録児童会への入会率(ヒアング調査より) 

 1 年生 2 年生 3 年生 合計 

市内 5 小学校 154 名 139 名 160 名 453 名 

留守家庭児童

会・登録児童会 

82 名 80 名 76 名 238 名 

入会割合 53％ 58％ 48％ 53％ 

 
 
 
図 18 パパママ学級受講数、参加率一覧 
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https://www.city.nemuro.hokkaido.jp/material/files/group/6/3007zyoseikatuyaku.pdf 
・女性活躍推進法第１７条に基づく女性の職業選択に資する情報 

https://www.city.nemuro.hokkaido.jp/material/files/group/6/42892613.pdf 
・総務省「地方自治体における行政運営の変容と今後の地方自治制度改革に関する研究会」

報告書の概要 
www.soumu.go.jp/main_content/000283791.pdf 
・こども・子育て支援事業計画 
https://www.city.nemuro.hokkaido.jp/material/files/group/3/kodomokosodateshienjigyou
keikaku.pdf 
・根室市子ども・子育て支援アンケート 
https://www.city.nemuro.hokkaido.jp/material/files/group/3/50648923.pdf 
https://www.city.nemuro.hokkaido.jp/material/files/group/3/97370731.pdf 
・平成 26 年国民生活基礎調査の概況 
https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/k-tyosa/k-tyosa14/dl/02.pdf 
・根室市こども・子育て支援事業実施一覧 
https://www.city.nemuro.hokkaido.jp/material/files/group/3/93727168.pdf 
・根室市創生総合戦略効果検証調書(H28) 
https://www.city.nemuro.hokkaido.jp/material/files/group/2/75516752.pdf 
・根室市社会教育計画 
https://www.city.nemuro.hokkaido.jp/material/files/group/32/28327770.pdf 
・根室市放課後子どもプラン平成 27 年度～31 年度 
https://www.city.nemuro.hokkaido.jp/material/files/group/32/H27_houkago_plan.pdf 
・放課後子ども総合プラン  
https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11900000-
Koyoukintoujidoukateikyoku/0000054557.pdf 
・北海道ニュースリンク 
http://www.hokkaido-nl.jp/article/8272 
・北の女性★元気・活躍・応援サイト「福田あゆみさん【根室市】」 
http://www.l-north.jp/katsuyaku/message/fukuda_ayumi/ 
・Facebook「根室の子育てイベント情報発信中！～from KiraKira~旧ねむろきらきらママ

フェス実行委員会」 
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https://www.facebook.com/根室の子育てイベント情報発信中 from-KiraKira 旧ねむろきら

きらママフェス実行委員会-1455302078104774/ 
・根室市「根室市人づくり・まちづくり補助事業について」 
https://www.city.nemuro.hokkaido.jp/lifeinfo/kakuka/sougouseisakubu/sougouseisakusit
u/kyoudou/hitodukuri/1504.html 
・根室市子育てサイト「根室市子育て相談所ぶらんこ 月別機関紙」 
https://www.city.nemuro.hokkaido.jp/kosodate/shien/sodan/buranko/4793.html 
・根室市「今月の広報ねむろ」 
https://www.city.nemuro.hokkaido.jp/lifeinfo/shinitsuite/kouhounemuro/5456.html 
・「第一回イクボス充実度アンケート調査」 
https://ikuboss.com/nr-20170616.html 
・「NPO 法人ファザーリング・ジャパン イクボスプロジェクト」 
http://fathering.jp/ikuboss/ 
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根室エリアの漁業の魅力発見プロジェクト 

中央大学 FLP地域・公共マネジメントプログラム根本ゼミ A生       

小林健人 板井一生 草野友敦 平野慧 相馬叶実 大木優香 羽石薫 
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1. はじめに 
本報告書の目的は根室振興局内の根室市、

中標津町、標津町、別海町、羅臼町（以下、

根室エリア）における漁業者の所得向上や

漁獲物のブランド化、付加価値向上の取り

組みについて、現在の根室エリアで何を行

うことができるか、何を行うべきかを明ら

かにし、提言を行うことである。まず、第 2
章で根室エリアの概要を示し、第 3 章で根

室エリアにおける現状を分析し、漁業者の

所得が低く、漁獲物のブランド化や付加価

値向上がなされていないという問題にかか

り漁獲量増加以外の取り組みや漁協のシス

テムの変更及び交流の場の創出が必要であ

るという課題を導き、問題解決に向けた私

たちの見解について述べる。次に第 4 章に

おいて、第 3 章での見解に基づき N マルの

実施という提言を行い、その概要を述べて

いく。第 5 章では先行事例を示し、第 3 章

であげた課題に N マルを結びつける。最後

に第 6 章で N マルの実施と現状及び課題の

関係についてまとめる。 
 

2. 根室エリアの概要 
根室振興局内の根室市、中標津町、標津

町、別海町、羅臼町（以下根室エリア）は北

海道の中で最も東に位置し、日本最東端の

地域となっている。面積は、根室市が 506
平方キロメートル、中標津町は 684 平方キ

ロメートル、標津町は 624 平方キロメート

1 北海道庁 HP 根室統計書

http://www.nemuro.pref.hokkaido.lg.jp/ts/
tss/01-00_H290612.pdf 
（最終閲覧日：2018 年 12 月 18 日）  
2 椙田光明『北方古代文化の邂逅：カリカ

リウス遺跡』2014 年、新泉社 
3 大八木英夫他「摩周湖における長期的な

ル、別海町は 1,319 平方キロメートル、羅

臼町は 397 平方キロメートルとなっており、

根室エリア全体の面積は 8,500 平方キロメ

ートルとなっている 1。 
この地にはかつてアイヌの人々が暮らし

ており、その証拠として、標津遺跡群のひと

つである伊茶仁カリカリウス遺跡が存在す

る。伊茶仁カリカリウス遺跡では 2,000 あ

まりの竪穴跡が観察され、オホーツク文化

に擦文文化が影響を及ぼして生まれたトビ

ニタイ文化の竪穴住居の様子が明らかにな

っている。伊茶仁カリカリウス遺跡は 1975
年に史跡に登録されている。青森県三内丸

山遺跡で見つかっている 800 の竪穴住居に

対して、伊茶仁カリカリウス遺跡における

2,000 という竪穴跡の数から、ここで盛んな

生活が営まれていたことがわかる 2。一方で

根室エリア近くには摩周湖が存在し、摩周

湖一帯に、7,000 年前にはカルデラが形成さ

れていることから、大規模な噴火があった

とされる 3。こういった危険があるにもかか

わらず多くの人々が根室エリアで生活を営

んでいたことが推測でき、この時代の人々

の暮らしにおいてサケ漁といった漁業が盛

んであったことから、当時から根室エリア

の漁獲物が魅力的であったと考えられる。 
2018 年 11 月現在、根室エリアの各市町

の人口は根室市が 25,947 人、中標津町は

23,499 人、標津町は 5,346 人、別海町は

15,172 人、羅臼町は 5,104 人 4となってお

水位変動特性」『日本地理学会発表要旨

集』 2016 年、日本地理学会 
4 北海道庁 HP 住民基本台帳人口・世帯数 
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/tuk/900
brr/index2.htm 
（最終閲覧日：2018 年 12 月 18 日） 
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り、根室エリアの合計の人口は 75,068 人と

なっている。 
根室エリアは現在でも北海道の中でも漁

業が盛んであり（以下図表 1 及び 2 参照）

全国的に見ても漁業が盛んな地域と言える。

根室港に限って言えばここ 10 年の漁獲量

は全国 2,866 港中で 4 位から 12 位に位置

しており、取り扱い金額は 4 位から 6 位に

位置している 5。 

図表 1 根室振興局漁獲量推移 
北海道 HP 北海道水産現勢 
 

図表 2 振興局別漁獲物取り扱い金額推移 

5 根室市 HP 水産ねむろ

https://www.city.nemuro.hokkaido.jp/lifei
nfo/sangyou_jigyousha/suisannemuro/ind

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（http://www.pref.hokkaido.lg.jp/sr/sum/0
3kanrig/sui-toukei/suitoukei.htm）より

作成 

北海道 HP 北海道水産現勢 

ex.html  
（最終閲覧日：2018 年 12 月 18 日） 
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（http://www.pref.hokkaido.lg.jp/sr/sum/0
3kanrig/sui-toukei/suitoukei.htm）より

作成 
 
しかしながら、日本全体として一次産業

の衰退ないし漁業の衰退がみられる。根室

エリアも例外ではなく、漁業生産額といっ

た金額面や後継者不足といった人材面での

問題が顕著になってきている。こういった

状況に対し、取り組まれているのが浜の活

力再生プラン 6である。浜の活力再生プラン

とは、それぞれの地域の浜の課題を漁業者

や市町村などの地域の人たち自身が自ら考

え、作成するプランのことである。収入向上

の取り組みとコスト削減の取り組みによっ

て 5 年間で漁業所得の 10 パーセント以上

の向上を目標とする 7。具体的取り組みとし

て、漁業コスト増加に対する集魚灯の LED
化や省エネ機器の導入、魚獲物の価格の低

さに対する付加価値向上の取り組みや加工

製品の開発とそのブランド化、担い手不足

に対する勉強会や研修会の実施を行ってい

るがどれも大きな成功は収めていない。そ

こで私たち根本ゼミは漁獲物の付加価値向

上という点に着目し、インカレ根室事業 8の

中で提言にかかる現状分析を行い、課題を

導き出し、その解決策としての提言を行う。 
 

6 浜プラン.jp 
 http://hama-p.jp/about-hama-plan  
(最終閲覧日：2019 年 1 月 2 日) 

7 水産庁 HP 
http://www.jfa.maff.go.jp/j/bousai/hama 
plan.html 

（最終閲覧日：2018 年 12 月 18 日） 

3. 問題の分析と現状及び課題 
（1） 問題の背景・現状分析 

先にも述べたが、漁業の衰退という問題

は、漁業が盛んな地域といえる根室エリア

でも無視することのできない問題となって

いる。そこで、漁業の衰退を取り巻く 3 つ

の現状を挙げていくこととする。 
① 漁業人口減少 

根室エリアの漁業者の人口は毎年減って

いることが図表 3、図表 4 よりわかる。1995
年から 2015 年までの 5 年毎の調査におい

て、1995 年には 6,844 人であった漁業者数

が 2015 年には 4,656 人となっており、20
年間で約 2,200 人減少している。 

  

8 インカレ根室とはインカレねむろ事業推

進協議会が助成する、2014 年度より大学

等のゼミ合宿の誘致に取り組み、地域経済

の活性化及び地域振興の発展を目指すもの

である。なお、インカレねむろ推進協議会

は根室エリアの各市町により構成される 
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図表 3  根室振興局内漁業者数 
北海道庁 根室統計書 
（http://www.nemuro.pref.hokkaido.lg.jp/
ts/tss/09-01_H291220.pdf）より 
 

 

図表 4 根室振興局漁業者数 

北海道庁 根室統計書 
（http://www.nemuro.pref.hokkaido.lg.jp/
ts/tss/09-01_H291220.pdf）より作成 
 
市町ごとに見ていくと、根室市でも同様

に、漁業者数が毎年減っていることが図表

3、図表 5 よりわかる。1995 年から 2015 年

までの 5 年毎の調査において、1995 年の

3,759 人から、2015 年の 2,420 人に変化し

ており、20年間で約 1,300 人減少している。 

 
図表 5 根室市漁業者数 
北海道庁 根室統計書 
（http://www.nemuro.pref.hokkaido.lg.jp/
ts/tss/09-01_H291220.pdf）より作成 
 
別海町では、2015 年に増加したものの全

体として減少傾向を示していることが図表

3、図表 6 よりわかる。1995 年から 2015 年

までの 5 年毎の調査において、1995 年の

637 人から、2015 年の 582 人に変化してお

り、20 年間で 55 人減少している。なお、

2015 年に漁業者数が増えた一因として、栽

培漁業が定着し、漁獲量の安定に寄与した

ことが考えられる。 
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図表 6 別海町漁業者数 
北海道庁 根室統計書 
（http://www.nemuro.pref.hokkaido.lg.jp/
ts/tss/09-01_H291220.pdf）より作成 
 
中標津町は内陸の町であるため、臨海部

は存在しないが、漁業者数は減少傾向であ

ることが図表 3、図表 7 よりわかる。1995
年から 2015 年までの 5 年毎の調査におい

て、1995 年の 42 人から、2015 年の 29 人

に変化しており、20 年間で 13 人減少して

いる。 

 
図表 7 中標津町漁業者数 
北海道庁 根室統計書 
（http://www.nemuro.pref.hokkaido.lg.jp/
ts/tss/09-01_H291220.pdf）より作成 
 
標津町でも同様に減少傾向を示している

ことが図表 3、図表 8 よりわかる。1995 年

から 2015 年までの 5 年毎の調査において、

1995 年の 520 人から、2015 年の 395 人に

変化しており、20 年間で約 120 人減少して

いる。 

 
図表 8 標津町漁業者数 
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北海道庁 根室統計書 
（http://www.nemuro.pref.hokkaido.lg.jp/
ts/tss/09-01_H291220.pdf）より作成 
 
羅臼町でも毎年減っていることが図表 3、

図表 9 よりわかる。1995 年から 2015 年ま

での 5 年毎の調査において、1995 年の

1,886 人から、2015 年の 1230 人に変化し

ており、20 年間で約 630 人減少している。 

 

図表 9 羅臼町漁業者数 
北海道庁 根室統計書 
（http://www.nemuro.pref.hokkaido.lg.jp/
ts/tss/09-01_H291220.pdf）より作成 
 

② 低い所得 
 また全国の漁業就業者の平均年収は、

2013年の 240万円から 2017 年の 297 万円

に変化しており、4 年間で約 50 万円の増加

となっているが（図表 10）、他の業種と比べ

ると低いことが図表 11 よりわかる。なお、

農業については 2013 年の 473 万円から 4
年後の 2017 年では約 50 万円の減少となっ

ており、製造業については、2013年度の449
万円から 4 年後の 2017 年では約 60 万円の

増加となっている。サービス業については、

2013 年度の 339 万円から 4 年後の 2017 年

では約 10 万円の増加となっている。 

 
図表 10 漁業平均年収 
農林水産省 漁業経営統計調査  
（http://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/g
yokei/）より作成 
 

 

図表 11 業種別平均年収 
農林水産省 漁業経営統計調査 
（http://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/g
yokei/ ）、農業経営統計調査 
（http://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/n
oukei/）、国税庁 民間給与実態統計調査 
（ http://www.nta.go.jp/publication/statist
ics/kokuzeicho/minkan/top.htm）より作成 
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③ 漁業に対するイメージ 
さらに、漁業をはじめとする第一次産業

は、若年層からきつい、汚い、危険、給料が

低い、といった悪い印象が抱かれているこ

とが図表 12 よりわかる。これらは頭文字が

K から始まるため、4K と呼ばれている。こ

ういった悪い印象が事実でなくとも漁業の

イメージダウンにつながっていると考えら

れ、私たちはそのうちのひとつの給料が低

いことに焦点を当てた。 

 
図表 12 
農林水産省 漁業者の担い手の確保・育成

に関する意識意向調査 
（ http://www.maff.go.jp/j/press/kanbo/joh
o/pdf/090731-01.pdf）より 
 
（2） 問題の説明 

以上 3 つの現状を挙げてきたが、なぜそ

のような現状が存在するのかを 3 つに分け

て説明していく。 
① 収入が不安定 

4K でも挙げられている、給料が低いこと

に関して、イメージと現実の相違がないか

確かめるべく、根室振興局の資料を参考に

9 歯舞漁業協同組合へのヒアリングより 

調査した。図表 13 にあるように、漁業生産

量は年ごとにばらつきがあり、それに伴う

漁業生産金額も一定ではない。魚はその種

に適した水温の海域に集まる習性があるた

め、生息する天候などの要因によるものだ

と考えられる。 

 
図表 13 
北海道庁 北海道水産現勢より作成 
（http://www.pref.hokkaido.lg.jp/sr/sum/0
3kanrig/sui-toukei/suitoukei.htm） 
 

② 漁業協同組合のシステム 
漁業者がどのように収入を得ているのか

を知るため、収入の仕組みについて調査を

行った。ヒアリングにより、漁業者は自分

でとった海産物を、セリを通して漁業協同

組合に販売することがきまりとなってお

り、消費者に直接販売ができないというの

が現状であることがわかった 9。 

私たちは、この漁業協同組合などの仲介

業者が介入する仕組みが、漁業者が副業を

行いにくく、不安定な漁獲量での収入のみ

に頼る要因であると考える。 

  

③ 交流の場の不存在 
根室エリアの 5 つの市や町には、様々な
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催しが存在する。根室市のサンマ祭りをは

じめとして各地賑わいを見せているが、ヒ

アリング 10によると 5 つの地域合同主催の

催しは何一つ存在しない。根室エリアの漁

獲物の付加価値向上とブランド化、そして

漁業者の所得向上を目指すうえで、全地域

の情報交換をする機会が必要であると考え

られるが、そのような場は存在しないので

ある。 
 
以上①～③で述べてきたことに加え、先

に挙げた浜の活力再生プランの取り組みか

ら、根室エリアの漁獲物のブランド化が成

功しておらず、付加価値の高い商品が存在

していないことが言える。これまでのこと

を踏まえ、私たちの分析からは、漁業者の所

得が低く、その原因として様々なもの考え

られるという結果がでた。この結果だけ見

れば、根室エリアの漁業者は、現状の所得は

少なく、その低さにより、困難を抱えてお

り、少なからずこの現状を改善していきた

いと考えているということが予想できる。

しかし、その予想に反して、根室エリアの漁

業者の多くは、現在の所得に不満はなく、不

安定ながらもやりがいがあふれる漁業に魅

力を感じ、日々生活しているようだった 11。

ただ、その一方で、漁業協同組合がオリジナ

ルの醤油や海苔の開発、販売を行い 12、ま

た、一部の漁業者が休漁船を利用してネイ

チャークルーズを行う 13など、漁業の現状

に危機感を抱き、新たな取り組みを始める

動きもあった。 

10 歯舞漁業協同組合へのヒアリングより 
11 根室漁業協同組合、歯舞漁業協同組合

へのヒアリングより 

（3） 現状と課題 
これまでの話をまとめると、漁業者の現

状として所得が低いこと、付加価値の高い

商品がないこと、漁獲物のブランド化がで

きていないことが挙げられる。さらにこう

いった要因のために、根室エリアの漁業者

の減少が進んでいると考えられる。このよ

うな現状の問題点の解決のために私たちは

以下 3つの課題があると考える。1 つ目は、

天候不順などによる魚の回遊性変化のため

に収入が不安定である、という現状から漁

獲量を増加させること以外の取り組みが必

要であるというものである。そして 2 つ目

は漁業協同組合のシステムに関し、そのシ

ステム自体に変更が必要であるというもの

である。3 つ目は、現在根室エリア 5 つの

市町同士で交流できる場がなく、その場を

作り出す必要があるというものである。 

そこで私たちは、5 つの市や町での交流

の場を作り、その場における交流が根室エ

リアの漁獲物のブランド化や付加価値向上

の取り組みの契機となり、この契機により

新規ビジネスが創出され、漁業者の収入源

が増加すると考える。これにより、先に挙げ

た課題を解決し現状の打破へつながると考

えられる。交流の場がないということには、

その場を作ることで対応し、漁獲量増加以

外の取り組みが必要であることと、漁協の

システムの変更が必要であることは、新規

ビジネスの創出で対応し課題を解決する。 

 
 
 

12 歯舞漁業協同組合へのヒアリングより 
13 根室市水産経済部商工観光課・同水産

振興課へのヒアリングより 
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4. 解決策としてのマルシェ 
以上で述べてきたように、ヒアリングの

結果により、根室エリアの漁業者は、現在の

状況に満足しているともいえる。確かに、

今、根室エリアで生活している大半の漁業

者は自分の収入に満足し、現状維持の生活

を望んでいるのかもしれない。しかし、私た

ちの分析により、根室エリアの漁業従事者

が現在そして将来的に減少傾向であること

が明らかになっている中、現状維持では衰

退と変わらない。主要産業が漁業である根

室市をはじめとして、根室エリア全体とし

て、根室エリアの漁獲物のブランド化や付

加価値向上の取り組みを行い、漁業者の収

入を増加させることが、根室エリアの将来

を切り開いていくと考えられる。そもそも

漁業とは自然を相手にする産業であり、収

入が安定しづらいものである。根室エリア

の漁業についても同じことが言える。いく

ら根室エリアの漁業者が、現状に満足して

いるといってもこの事実は厳然と存在する

のである。 
つまり、当事者である漁業者が現在の生

活を申し分なく思っている中にあって、根

室エリアの将来の衰退を防ぎ、さらに根室

エリアが発展を継続していくために、漁業

者が現状に満足している、すなわち、金銭的

にはある程度の余裕のある今こそ、新たな

モデルプランを開発する必要があるのであ

る。 
 

14 マルシェとは一般的に複数の商人が集

まる市場を指す。 
15 NISSAY ビジネスマッチングイベント 

（1） マルシェの概要 
① N マル 

私たちが考える、根室エリアのため新た

なモデルプランとは N マルである。N マル

とは Neuf NEMURO Naître Marché の

Neuf,NEMURO,Naître の 3 つの単語の頭

文字である N と Marché、つまり日本語で

いうマルシェ 14をつなげた言葉である。

Neuf は新しい、Naître は生まれるを意味

するフランス語であり、Neuf NEMURO 
Naître Marché 全体の意味は、新しい根室

が生まれるマルシェである。フランス語の

文法としては誤った用法、訳ではあるが、N
マルというモデルプランの壮大さを考える

と、文法は些細なことであるため、特に問題

とはならない。この N マルという名前は、

マルシェが元来フランス語であることから、

N マルによって、今までにない新しい根室

が生まれることを祈念し、このように名付

けた。 
私たちが提案する N マルとは、簡潔にい

えば、マッチングマルシェである。マッチン

グとは、ビジネスマッチングを指す。ビジネ

スマッチングとは、事業者の販路拡大や事

業における新たなパートナー開拓など、商

業機会の創出を目的として、ある事業者と、

投資家や別の事業者などを引き合わせるサ

ービスのことである 15。私たちはこのビジ

ネスマッチングを、根室エリアにおいて、交

流の場としてのマルシェという形で行うこ

とを提案する。つまり、漁業者と、根室エリ

アの将来をつくっていくという気概を持つ

事業者をマッチングさせるためのマルシェ

～躍!! 2018 in 仙台～HP 
https://nissay.biz/sendai/about/  

(最最終閲覧日：2018 年 12月 18日) 
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が N マルである。 
N マルにおけるマッチング例として漁業

者と他の出店者の場合と、漁業者と全国の

事業者の場合の二つが考えられる。 
N マルという交流の場を通し、漁業者が

他の出店者や全国の事業者とマッチングす

る機会が生まれるため、N マルは、根室エ

リアの漁獲物のブランド化や付加価値向上

の新たな取り組みの契機となることが考え

られる。 
 

② 実施目的 
N マルの実施目的は、交流の場を生み出

すこと、他町の特産品などを知り合うこと、

根室エリアとしての一体感を創出すること

である。ヒアリング結果により 16根室エリ

アには漁業者以外にも現状に危機感を覚え

ている人が一定数存在することがわかって

いるため、この N マルで 5 つの自治体の特

産品などを知り、他の町の人と関わること

で、一体感を創出し、根室エリアを良くして

いこうという機運が高まり、根室エリアの

漁獲物のブランド化や付加価値向上の取り

組みが加速すると考えられる。 
 

③ 実施体制 
根室エリアの位置関係は図表 14 のよう

に、北から羅臼町、標津町、中標津町、別海

町、根室市となっている。N マルは、1 年ご

とに各自治体において順番に開催する。例

として、1 年目は羅臼町、2 年目は標津町、

3 年目は中標津町、4 年目は別海町、5 年目

は根室市といったように開催する。なお、N
マルの開催場所についての詳細は後述する。 
 

16 根室新聞社へのヒアリングより 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表 14 根室エリアの地図 
根室振興局

HP(www.nemuro.pref.hokkaido.lg.jp/)よ
り 

N マルの開催は 3 か月に 1 回とする。3
か月に 1 回の頻度で開催する理由は、後述

するように、春夏秋冬ごとに各自治体の特

産品が変化するからである。ただ、この回数

を増やしても資金面や出店店舗数などに問

題がなければ積極的に開催したいと考えて

いる。 
 

④ 販売物 
N マルにおける販売物についてである。

販売物は漁業者が獲った新鮮な漁獲物や、

旬のものを使った各自治体の特産品とする。 
図表 15 から、根室エリアには自治体ごと

に旬の魚獲物が豊富にあることが分かるの

で、この旬の魚を生かした特産品を販売す

る。例えば、標津町で春に旬なホッキをふん

だんに使ったホッキ丼、羅臼町で夏に旬な

ブドウエビの刺身、根室市で秋に旬なサン

マを使った根室サンマロール寿司、別海町

で冬に旬なホタテの別海ジャンボホタテバ

ーガーなどを販売する。中標津町には漁港
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がなく、漁業より酪農が盛んであることか

ら、中標津ゴーダチーズなどの販売を考え

ている。さらに、全国の事業者、起業家と漁

業者が N マルでマッチングした場合、新規

ビジネスとして新商品の開発などを行って

もらうが、そのマッチングによって生まれ

た新商品の販売も行う。 

   

図表 15 根室エリアの魚の旬の時期 
根室振興局 HP
（www.nemuro.pref.hokkaido.lg.jp/)より 
 

⑤ 運営者 
N マルの運営者は、新たなプロジェクト

チームとする。現在、根室エリアにおいて、

根室エリア全体として行っているマルシェ、

また、それに類するものは存在しない 17。

従って、それらを統括し、運営する事務局・

協議会は存在しないと考えられるため、N
マルを開催するにあたっては、新規でプロ

ジェクトチームを設立しなければならない。

このプロジェクトチームには、各自治体の

担当者、根室振興局の担当者、意欲ある出店

17 歯舞漁業協同組合へのヒアリングより 
18 根室振興局 HP 

者に加え、外部のマッチング専門家を招聘

する。 
各自治体の担当者について、先ほど述べ

たように、この N マルは 1 年ごとに各自治

体を開催場所として行われるため、プロジ

ェクトチームに必要である。 
根室振興局の担当者であるが、根室振興

局産業振興部水産課の業務として「水産業

の振興に関わること」や「漁業の許可、漁業

の操業の調整その他の漁業の調整に関わる

こと」が挙げられ、また、地域創生部地域政

策課の業務として「所管区域内における地

域振興の企画及び総合調整に関すること」

18が挙げられるため、N マルは水産業、特に

漁業の振興を目指すものであり、ひいては

根室エリア全体の地域振興へとつながるも

のであるから、水産課、地域政策課職員の N
マルプロジェクトチームへの参加を打診す

る。 
意欲ある出店者について、ここでいう意

欲とは、出店者として、根室エリアの将来に

ついて真摯に思慮し、根室エリアのために

なにか取り組んでいきたいという思いをも

って N マルに参加していることを前提に、

さらに、N マルをマネジメントしたいとい

う意欲のことである。この意欲がある出店

者は、N マルを運営するうえで、運営側と

出店者側の意見を調整するキーマンとなり

うることから、プロジェクトチームに積極

的に参加を呼び掛けたいと考えている。 
マッチング専門家についてであるが、こ

れまでプロジェクトチームのメンバーとし

て述べてきた、各自治体の担当者、根室振興

http://www.nemuro.pref.hokkaido.lg.jp/ad
dress/soshikizu/soshikizu.htm#s1  
（最終閲覧日 2018 年 12 月 18 日） 
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局の担当者、意欲ある出店者はマッチング

のノウハウを持っていないことが想定され

るため、漁業者と他の出店者、全国の事業者

のマッチングを行うために、マッチングの

ノウハウを持った外部専門家として招聘す

る。なお、マッチング専門家の業務の詳細に

ついては後述する。 
根室エリアの利害関係者と外部専門家、

つまり根室エリアの自治体職員などとマッ

チング専門家がプロジェクトチームに参加

することで、N マルを開催するにあたり、

円滑な連携・運営ができると考えられる。 
 プロジェクトチームの役割として、㋐マ

ルシェの側面としての業務と㋑マッチング

の側面としての業務が挙げられる。 
㋐マルシェの側面としての業務 

N マルを開催するにあたり、そもそも N
マルはマルシェとして成り立たなければな

らない。マルシェとして成り立つために、開

催場所の選定・確保、開催場所の賃借に伴う

代金を踏まえた出店料の決定、その出店料

の出店者への通知、出店者の意見調整、外部

から事業者をよぶためのN マルそのものの

PR といった業務が考えられる。 
㋑マッチングの側面としての業務 

 N マルはマルシェとしての性格に加え、

マッチングとしての性格も有している。㋐

によりマルシェが成立しても、マッチング

が成立する環境が整っていなければN マル

とはならず、新規ビジネスが創出されず、根

室エリアの漁獲物のブランド化や付加価値

向上、そして漁業者の所得向上にはつなが

19 青野由佳「マルシェ」で地域コミュニ

ティはどう変わるのか～地域社会における

「マルシェ」の可能性と意義～ 日経研月

報 2018 pp42－49 

らない。そこで、プロジェクトチームは、N
マルにおいてマッチングが成立するための

土壌づくりも担う。後述するが、N マルに

はマッチング可能性向上のため、テーマを

設定することから、そのテーマの募集・設定

を行う。なお、テーマは根室エリアの漁業に

関連するものであればよく、N マルを開催

していく中で出店者などが起案したものな

どが応募されることを期待するが、テーマ

の応募者は出店者に限定せず、公募する。ま

た、N マルに参加する漁業者は、これまで

漁を行い、漁獲物を漁業協同組合にてセリ

にかけるという仕事を行ってきたため、漁

獲物の販売ノウハウや、商品の開発のノウ

ハウは有していないと考えられることから、

このプロジェクトチームは彼らへ、こうい

ったノウハウや、漁業者が他事業者とマッ

チングした後の事業の進め方についての指

導も行う。 
 

⑥ 出店者 
N マルの出店者として漁業者は勿論のこ

と、他業種の事業者、つまり、農家や飲食事

業者、加工業者に加え、漁業協同組合や地元

商店を考えている。可能な限り多くの業種

の出店者が存在することにより、N マルが

交流の場として機能する。彼らが N マルに

出店するメリットとして、N マルはマルシ

ェの側面も備えているため、他の出店者と

の交流の創出や消費者のニーズ把握、さら

に自身のモチベーションアップが挙げられ

る 19。N マルにおいて、出店者が消費者の

https://www.jeri.or.jp/center/pdf/center_2
018_08_05.pdf   
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ニーズを把握した上で、他の出店者、特に漁

業者との交流を深めることは、マッチング

の促進になりうると考えられる。 
 

⑦ ターゲット 
N マルにはマルシェの側面とマッチング

の側面が存在することから、この二つの側

面についてターゲットを設定する。 
マルシェの側面からは根室エリアの住民

をターゲットとし、彼らに N マルに来場し

てもらう。多くの根室エリアの住民に参加

してもらうことでマルシェが活気づき、地

域全体の活性化にも繋がるからだ。 
また、マッチングの側面からは、全国の事

業者・起業家に来場してもらう。もちろん、

来場するだけではなく出店者として参加す

ることも可能とする。全国の事業者・起業家

が N マルに参加することで、根室エリアに

は全国と比較しても引けをとらないほど魅

力的な特産品があることを知ることができ、

自分が生産しているものと根室エリアの特

産品との融合の可能性を発見してもらい、

事業者同士でマッチングして新規事業を立

ち上げてもらうことにつながる。 
 

⑧ 開催場所 
 N マルを開催する場所は各自治体の道路

や公園とする。現在、日本で道路を利用する

場合、道路交通法第 77 条の道路使用許可と

道路法第 32 条の道路占有許可を行政や警

察協議を経て取得することで可能になる。

ただし、実績のない任意団体である場合、許

可が下りず、利用できない可能性もある。そ

の一方、公園の利用は法律上の制限はそれ

ほど多くはない。自治体ごとに違いはある

が、一般的には都市公園法に基づき、自治体

ごとのルールに沿って許可申請を行うこと

で利用可能になる。道路も公園も申請を出

し、許可が下りれば利用することができる

が、道路と公園を比較すると、公園の方が申

請手続きなどに時間がかからず、簡単であ

るといえる。それに比べて、商店街や空き地

などの利用は難しいとされる。難しいとさ

れる要因は、商店街で N マル開催すると、

マルシェが商店街のお店の競合相手とみな

されてしまう場合があり、商店街組合から

理解を得ることが難しいからだ。また、私有

地である空き地は、空き地だといっても簡

単に借りられる保証がないからだ。以上の

ことから、各自治体の道路や公園を N マル

の開催場所とするのが適切である。 
 

⑨ PR 方法 
N マルの PR 方法について説明していく

こととする。N マルの PR 方法として、プ

チマルの開催を提案する。プチマルとは N
マルの縮小版に当たるものである。プチマ

ルでは、起業家や全国の事業者のオフィス

への訪問、既存のマルシェへの出店を行

い、根室エリアの漁獲物を PR する場であ

る。プチマルの出店者は、加工品のみの販

売を行う。プチマルで販売される根室エリ

アの加工品を通して、新鮮な魚に興味を抱

いた起業家や全国の事業者に N マルに参

加してもらい、漁業者とマッチングさせる

ためである。また、このプチマルでは N
マルでのマッチングにより生まれた新商品

の PR、またその成功例の提示も行う。こ

のことで N マルのさらなる認知度アッ

プ、PR につなげる。  
プチマルを主催するのはマッチング専門

家である。マッチング専門家は、マーケ
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ットリサーチ、マッチングの際の商談

の場創出、PR 活動のサポート、販路開

拓などといったことを行う。このマッ

チング専門家の例として、民間企業内

のチームであるフードアクションニッポ

ン推進本部 20（FAN）が挙げられる。

FAN は、農林水産省をはじめ、約 10,000
社の企業・団体と提携しており、全国に多

様な事業者とのネットワークを持ってい

る。このように、マッチング専門家が有し

ている豊富なネットワークを使い、プチマ

ルの実施を行う。マッチング専門家は、プ

チマルの開催をすることで起業家や全国の

事業者に根室の商品に興味を持たせ、N マ

ルに誘致する。 
 
（2） N マルの問題点 

これまで N マルの概要について述べて

きた。しかし、N マルを行うにあたって、

2 つの問題点が生じる。1 つ目が漁業協同

組合などの仲介業者が介入する漁協のシス

テムについてであり、2 つ目が N マルによ

って本当にマッチングできるのかという点

である。 

① 漁業協同組合のシステム 

私たちは、問題点となる漁業協同組合の

システムによる漁業者の収入の仕組みにつ

いて、事例とともに解決策を提案してい

く。 

上述したが、現在漁業者は自分で獲った

漁獲物を自ら消費者に販売することができ

ない。そこで、事例として参考にするの

が、株式会社ポケットマルシェである。株

20 フードアクションニッポン HP 
http://syokuryo.jp/index.html 
(最終閲覧日：2019 年 1 月 2 日) 

式会社ポケットマルシェは全国の農家・漁

業者と会話しながら食材を買うことができ

るスマホアプリ「ポケットマルシェ」を開

発した 21。そこでなぜ、ポケットマルシェ

では漁業者がスマホを通して直接販売がで

きるのか、株式会社ポケットマルシェにヒ

アリングを行った。ポケットマルシェに出

品している漁業者は漁業協同組合を通して

出品しているのかどうか伺ったところ、以

下の回答であった。 

「昨今、各漁協も消費者への直販の重要

性を感じ、一部なら、あるいは特定の

魚種に限り、漁協を通す必要なく直販

を認めている漁協もあるようです。」 

「弊社での販売額を漁協に報告し、販売

額に見合う手数料を納めていらっしゃ

る場合もあるようです。」 

このヒアリングから、漁業者が自分でと

った漁獲物はセリを通して漁業協同組合に

売らなければいけないことがわかった。ま

た、この決まりは、法的な決まりではな

く、例外措置も認められることが分かっ

た。 
株式会社ポケットマルシェの事例から、

私たちは、漁業協同組合のシステムについ

て、例外処置つまり N マルの出品物のみ

直接販売を認めてもらうことにより、漁業

者が漁獲物を自身で直接販売できないとい

う点を解決できると考える。これが N マ

ルの第一歩となる。 

② N マルによるマッチング 
①の問題点が解決し、漁業者の漁獲物の

直接販売が可能になったとしても、N マル

21 株式会社ポケットマルシェ HP  
https://poke-m.com/ 
（最終閲覧日：2018 年 12 月 20 日) 
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において、マッチングが成立しなければ、漁

業者が新規ビジネスを創出することはでき

ない。つまり、単に N マルというマッチン

グマルシェを開催することによって、漁業

者が他の出店者や全国の事業者とマッチン

グできるのかという問題が存在する。 
これを解決するために、N マルにはテー

マを設定する。例えば「根室エリアの一次産

品の有効活用」などである。N マルにはこ

ういったテーマに賛同する出店者、つまり

このテーマ例では、根室エリアの一次産品

を活用し、何かをしたいと考えている人が

集まることが期待できる。出店者がテーマ

に賛同し、何かをしたいという思いを持つ

からこそ、N マルによって、漁業者と他の

出店者とのマッチングが成立する可能性は

十分考えられる。また、全国の事業者につい

てであるが、彼らは、このテーマ例であれ

ば、根室エリアの一次産品、とりわけ漁獲物

について、そのおいしさのポンシャルを認

め、漁業者とマッチングすることにより、事

業が成立するというビジョンを持っている

ことを想定している。彼らへの N マルや根

室エリアの漁獲物の PR 方法についても、

上述したようにプチマルを行い、彼らがそ

の PR を受け、根室エリアの漁獲物のポテ

ンシャルに納得すれば、漁業者とのマッチ

ングは十分に成立すると考えられる。 
なお、このテーマであるが、1 年を通して

同じテーマを採用する。これは、N マル 1
回の開催ごとにテーマを変更すると、マッ

チングが成立する可能性が低くなると考え

られることや、N マルの運営者に負担がか

22 株式会社マ印神内商店 HP 
www.jinnai-shouten.com/products/ 
(最終閲覧日：2018 年 12 月 18 日) 

かりすぎると考えられるからだ。最低でも

同じテーマで 4 回 N マルを行う、つまり 1
年を通して同じテーマで行うことが必要だ

と考える。 
 
このように、各問題点を解決した N マル

によって、漁業者と他の出店者・全国の事業

者とのマッチングが成立すれば、根室エリ

アの漁獲物のブランド化や付加価値向上の

契機となり、新たなビジネスが生まれるこ

とが期待でき、これは漁業者が新たな収入

を得ることにつながる。 
 
5. 先行事例 
実際に N マルを行うことで、効果的な

マッチングへとつながるのかどうか先行事

例を紹介したい。 

株式会社マ印神内商店のスモークサーモ

ンと、中山農場のゴーダチーズによってで

きた鮭とチーズのミルフィーユである。株

式会社マ印神内商店は北海道標津郡標津町

にあり、鮭やホタテ、特にイクラをメイン

そして取り扱っている 22。有限会社中山農

場は北海道野付郡別海町にあり、330ha の

敷地で 950 頭の乳牛を育てている 23。この

二つの企業がマッチングするきっかけとな

ったのが 2011 年に東京で行われた道産品

の展示販売会である。偶然、展示販売会で

マ印神内商店の隣のブースに出展したのが

別海町の中山農場であった。お互いの商品

を試食し、情報交換を行ううちに「一緒に

食べても美味しいはず」とマ印神内商店の

神内真知子専務は感じていた。一方の中山

23 有限会社中山農場 HP 
www.nakayama-farm.com/ 
(最終閲覧日：2018 年 12 月 12 日) 
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農場も、出展を予定していたイベントにマ

印商店のスモークサーモンと一緒に、ワイ

ンのおつまみとして試食用に何かを出した

いと申し出た。このようにマッチングした

ことにより、鮭とチーズのミルフィーユが

完成したのである。 

この鮭とチーズのミルフィーユは、2013
年では 2 万パック、およそ 1,160 万円、

2015 年の 9 月時点で 2 万 1 千パック、お

よそ 1,218 万円の売上をあげた 24。また、

全国商工会連合会が、自ら開発支援をした

特産品の募集を行い、全国から 98 品目が

エントリーした平成 26 年度むらおこし特

産品コンテストでは、特に優良と認められ

た特産品に贈られる経済産業大臣賞を受賞

するという結果も挙げている 25。 

 

この事例のように、マルシェによって思

い・考えがマッチングした商品が収入へと

つながる可能性は大いに考えられるのであ

る。 

 
6. まとめ 
ここでは第 2 章で述べていた現状及び課

題と提言の関係についてまとめていき、こ

の提言のまとめとする。 
 最初に挙げた現状に対する課題としては

漁業では様々な要因が相まって安定収入が

ままならないが、天候不順や魚の回遊性の

変化には私たち根本ゼミとしては対処でき

ないということが言える。このため漁獲量

24『地域を結ぶ情報総合誌 月刊商工会』 

2015 年 1 月号 月刊「商工会」編集部  
p.24‐25 
www.shokokai.or.jp/shokokai/pdf/201501/
p24-25_むらおこしコンテスト.pdf 
(最終閲覧日：2018 年 12 月 20 日) 

増加以外の提言をする必要があるとした。 
 次に挙げた現状は漁協のシステム上漁業

者自身が自ら魚を売ることができないとい

うことである。そのためこういったシステ

ムを変更する必要があるという課題を挙げ

た。 
 最後に交流の場がないということである。

これはヒアリング結果により判明したこと

で、現にさんま祭りが交流の場となってい

ないことも述べた。これに対しては交流の

場の創出が必要であるという課題を挙げた。 
 この 3 つの課題解決に向け、根室エリア

において交流の場を作ることで、根室エリ

アの漁獲物の付加価値向上ブランド化につ

ながり、さらに漁業者が新規ビジネスを創

出し新たな収入源を得ることができると考

えた。 
 そしてこの考えに基づき提言したのが N
マルである。N マルの実施が先に挙げた最

初と最後の課題に対応している。N マルの

実施は漁獲量増加を狙うものではなく、漁

業者が異業種も含めた様々な事業者とマッ

チングすることでビジネスを生み出し、や

がて新たな収入源とするものである。2 つ

目の課題には N マルの仕組みによって対処

している。N マル実施に当たりポケットマ

ルシェの事例をもとに漁協には例外措置の

導入を促し、漁協のシステムを変更すると

いうことを提案した。 
 先に述べてきたようにN マル実施により

異業種を含め事業者と漁業者がマッチング

25 産経ニュース「平成 26 年度むらおこし

特産品コンテスト 受賞特産品を発表」

2014.11.29 
https://www.sankei.com/economy/news/14
1129/prl1411290028-n1.html     
（最終閲覧日：2019 年 1 月 8 日） 
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することでビジネスが生まれ、新たな収入

源を生み出し、先に挙げた課題を解決し現

状の打破へとつながる、というのが私たち

の提言である。 
 
 ただ、本提言では、漁業協同組合のシステ

ムの変更について、そのシステムを変更す

ることに納得してくれるのかどうかという

点と漁業者の N マルへの参加について、ど

のような方法を用いて漁業者にN マルに参

加することを受け入れてもらうかという点

に具体的にアプローチできず、課題が残っ

た。漁業協同組合と漁業者といかに合意形

成を図っていくかという点について、今後

の課題としたい。 
 
7. おわりに 
 全国的に第一次産業、そして漁業の衰退

が叫ばれる中、私たちが今まで体感したこ

とのない雄大な自然と、その自然によって

育まれる豊かな食を有する根室エリアにお

いて、将来的な漁業の衰退を防ぐため、完全

に新たな取り組みとしてN マルを提案した。

これを実際に開催するとなると、私たちが

考えもしなかった数多くの問題が生じ、本

提案をそのまま採用し、一朝一夕に実施ま

で行うことはほとんど不可能に近いように

思われる。ただ、本提案が根室エリアの漁業

者、ひいては漁業者以外の方々の目に留ま

り、彼らの心に何らかの波紋を広げ、根室エ

リア全体の活性化、永遠の発展の一助とな

れば、幸いである。 
 最後になるが、本報告書を作成するにあ

たり、株式会社 TAISHI、根室市職員の方々

をはじめ、ご協力をいただいた多くの根室

エリアの方々に対して感謝の意を表し、本

報告書を締めくくりたいと思う。 
 
 

 ヒアリング調査において貴重なお時間を

割いてくださった根室市職員の皆様、歯舞

漁業協同組合、根室漁業協同組合、別海漁業

協同組合、羅臼漁業協同組合の皆様、根室振

興局、根室商工会議所、根室新聞社の皆様、

この度は、お忙しい中、ありがとうございま

した。皆様からお聞きした情報は、幣ゼミの

期末成果報告会でのプレゼンテーションや

本報告書の作成に活用させていただきまし

た。また、根室市水産経済部商工観光課主査

野村様、様々な調整を行っていただき本当

にありがとうございました。野村様がいら

っしゃらなければ、ヒアリングもままなら

ず、サマースクール最終日の報告も、今回の

期末成果報告書も完成しなかったことと思

います。 
そして、株式会社 TAISHI の菅野様、水

口様、嶋田様、今回のサマースクールにイン

カレねむろモデル事業を持ち込んでいただ

き、ありがとうございました。私たち、根本

ゼミの提案、そして各ゼミの提案が、インカ

レねむろモデル事業を構成し、根室エリア

がゼミのメッカとなる一助となっていれば、

嬉しく思います。また、私たちが右も左もわ

からない状態でこのモデル事業に取り組む

にあたり、何度も会議を行っていただき、調

査の進め方やパワーポイントの表現の仕方

などこの場では言い尽くすことのできない

ほどの、豊富な、そして適切なアドバイスを

下さり、本当にありがとうございました。ゼ

ミ生一同、様々な面で成長することができ

たと感じています。TAISHI の皆様の手助

けがあり、何とか提言をまとめることがで
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きました。この提言が今後なにかの役に立

つことがあれば幸甚です。 
この場をお借りして、皆様にもう一度お

礼を述べさせていただきます。本当にあり

がとうございました。 
 

ヒアリング先 
根室市水産経済部商工観光課 
根室市水産経済部水産課 
根室市アジア圏輸出促進協議会 
根室市水産加工振興センター 
根室振興局産業振興部水産課 
根室漁業協同組合 
歯舞漁業協同組合 
根室商工会議所 
根室新聞社 
別海漁業協同組合 
羅臼漁業協同組合 
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はじめに 
 

当ゼミでは、貧困家庭や育児期の女性さ

らに外国人労働者など、支援を必要として

いる人々に焦点を当て基礎データを分析し

フィールドワークを行う。このような人々

の生活実態を調査し、どのような支援を必

要としているのかを研究する予定である。 
サマースクールでは、北海道の羅臼町に

住む幼児から小学生の子どもを持つ母親の

悩みについて焦点を当て調査を行った。羅

臼町は合計特殊出生率が全国と比べて高い

ものの、子育て施設が少なくインフラ整備

が不十分である。これらをふまえて、子育

て期の女性の現状を調査し母親がもつ悩み

に対する解決策を提言する。 
  

第１章 現状分析 
 

(1) 統計 
当ゼミは羅臼町の事前調査を行い、「羅臼

町における子どもを持つ母親の子育て事情」

というテーマを設定した。設定理由の一つ

に羅臼町の合計特殊出生率の高さがある。

合計特殊出生率とは、15 歳から 49 歳まで

の女性の年齢別出生率を合計したもので、1
人の女性が一生の間に産む子どもの数に相

当する。図 1 の「全国平均と北海道内との

比較からみた羅臼町の合計特殊出生率の推

移」と、図 2 の「近隣市町との比較からみ

た羅臼町の合計特殊出生率の推移」という

統計から、羅臼町の合計特殊出生率は平成

20（2008）年から平成 24 年（2012）年の

間で1.72と上昇したことが分かる。さらに、

全国や北海道、近隣の市町と比較すると高

い水準で推移していることが分かる。 

図 1 全国平均と北海道内との比較からみ

た羅臼町の合計特殊出生率の推移 

 
出典:羅臼町役場（2015a）ｐ16 から引用 
 
図 2 近隣市町との比較からみた羅臼町の

合計特殊出生率の推移 

 
出典:羅臼町役場（2015a）ｐ16 から引用 
 
また、図 3 の「少子化対策、地域子育て

支援策として求められていること」より住

民からは医療や福祉サービス、交通の利便

性などインフラの充実を求める声が多く寄

せられていたことが分かる。 
 

図 3 少子化対策、地域子育て支援策とし

て求められていること 
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出典:羅臼町役場（2015a）ｐ32 から引用 
 
さらに、図 4 の「希望する羅臼町の将来

像」より、延長保育や学童保育の拡充、遊

び場の確保など、子育てインフラへのニー

ズも高いことが分かる。 
 
図 4 希望する羅臼町の将来像 

出典:羅臼町役場（2015a）ｐ28 から作成 
 
以上のことより、羅臼町は近隣市町や北海 
道平均、さらに全国平均と比べて合計特殊

出生率が高いにも関わらず、インフラが不

足していることが事前調査で分かった。 
 
（2）問いの設定 

今回、当ゼミは、上記のデータ分析より発

見した点から、「羅臼町に住む子どもを持つ

母親の悩みは何か」という問いを立てた。そ

こで、母親たちの生の声を聞き、現状を把握

するために、羅臼町内にて 9 月 17 日から 4
日間ヒアリング調査を行った。 

 

（3）ヒアリング対象 
 ヒアリング先は、母親の悩みや母親を取

り巻く現状を知ることができる場所という

点を軸として、以下の施設とした。 
・羅臼子育て支援センター「ありんこ」

（2018 年 9 月 18 日） 
・社会福祉協議会（同年 9 月 18 日） 
・羅臼町役場保健福祉課（同年 9 月 18 日） 
・羅臼町役場まちづくり課（同年 9月 18 日） 
・羅臼幼稚園（同年 9 月 19 日） 
・羅臼小学校（同年 9 月 19 日） 
・羅臼漁業協同組合（同年 9 月 19 日） 
 
（4）調査結果 
第一に、統計上は専業主婦が多いが、専業

主婦でも実際には家業の手伝いをしている

人が多いということが挙げられる。図 5 の

統計から、羅臼町の 20 歳から 34 歳の子育

て世代の女性の就業率は、全国と比べかな

り低くなっており、統計上は専業主婦が多

いことが読み取れる。しかし、実際にお話を

伺うと、漁業が盛んな羅臼町では専業主    

婦と位置付けられても実際は家業の手伝い

をしている方が多くいることが判明した。 
そのため、保育園に通わせるまでには至

らなくとも、事実上就労状態にあり、日常的

に一時的な預かり場所を求めている人が多

い傾向にあった。加えて、家業の繁忙期にな

るとそのニーズはさらに高まるということ

が分かった。 

・「専業主婦でも家の手伝いがあるため大

変。」（2018 年 9 月 18 日のありんこのイン

タビュートランスクリプション） 

図 5 全国平均と北海道内との比較からみ

た羅臼町の女性の就業率の推移 
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出典:羅臼町役場（2015b） P82 から引用 
 
第二に、統計上は図 6 のように保育園・

幼稚園の定員の空きはあるものの、先生の

人手不足などの問題により預かり保育など

のニーズに対応できていないという点が明

らかになった。 
羅臼町内には保育園があるものの、利用

料が高額なため看護師や役場職員などのフ

ルタイムで働き、安定した収入のある世帯

しか入れないという現状がある。そのため、

大多数の子どもが幼稚園に通っているが、

保育士や幼稚園教諭の人員不足などもあり、

早朝保育や延長保育など広範囲のニーズに

は対応しきれていないということが判明し

た。 

・「子どもを保育園に入れたいが利用料が

7~8 万円と高いため、看護師、役場で働い

ているような安定した収入のある人しか保

育園に入れない。しかもその人たちの子ど

もで定員が埋まってしまう。」（2018 年 9 月

18 日のありんこのインタビュートランス

クリプション） 
・「羅臼幼稚園では保育士不足で 60 人を 9
人で見ている。」（2018 年 9 月 19 日の羅臼

幼稚園のインタビュートランスクリプショ

ン） 

図 6 羅臼町の幼稚園の概要と入園児童数

の推移 

 
出典:羅臼町役場（2015b） P9 から引用 
 
第三に、一時的な預け先を求めている人

が多いということが挙げられる。実際の具

体例として、幼稚園の都合で延長保育を行

わない日や他の兄弟の通う学校の行事など

の際に、臨時的に 1~2 時間預けられる場所

が強く求められているということがあった。    
また、子育て支援センターありんこでは

「家の手伝いがあるため仕事をしていなく

ても忙しい」といった声もあり、子育て期に

ある母親の方々は全体的に子どもを一時的

に預けられる場所を求めていることが分か

った。 

・「2 人子どもがいて、上の子の幼稚園の行

事があると下の子を預け、おばあちゃんに

頼むのもいいけど年寄で大変だから預け先

があると嬉しい。」（2018 年 9 月 19 日の漁

協で働く子どもを持つ女性のインタビュー

トランスクリプション） 
・「子どもが病気になった時や、臨時休校に

なった時に預けるところがない。」（2018 年

9月 19日の漁協で働く子どもを持つ女性の

インタビュートランスクリプション） 
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・「1～2 時間子どもを預けられる場所がな

い。上の子の幼稚園の行事の時に困る。」 
（2018 年 9 月 18 日のありんこのインタビ

ュートランスクリプション） 
 
（5）結論 

これらのヒアリング調査から、当ゼミは

合計 5 つの結論を導き出した。 
① 子育てインフラの少なさからフルタイ

ムで働いていないと保育園を利用する

ことができず、パートタイムの女性は

幼稚園を利用することになるというこ

と 
② 統計上では「専業主婦」としつつも、実

際は家業など家の手伝いをすることが

多く、忙しいこと 
③ 仕事中等に子どもを一時的に預けられ

る場所がないこと 
④ 延長保育や病児保育をはじめとする民

間サービスは、パートタイムで働く女

性にとって、コストが高いものになっ

ていること 
⑤ 統計から羅臼町は、出生率が道内の他

地区と比べ高水準である一方、羅臼町

外への転出が多く、結果的に人口が減

少していること 
 
 
 

第 2 章 政策提言Ⅱ 

 

調査を通して導いた結論より、羅臼町に

は一時的に子どもを預けられる場所が少な

いという現状がある。この課題を解決する

ためには預け場所やシステムを構築するだ

けではなく、地域コミュニティを創生する

ことも重要である。限定的、閉鎖的な関わ

りから地域全体で関わることの出来る場所

を作ることで、地域全体を通してコミュニ

ティを深め、母親同士で助け合うことので

きるような関係を作ることが目標である。 

したがって、当ゼミでは預かり場所への

政策として「ファミリー・サポート・セン

ターの再構築」を、地域コミュニティの創

生課題に対して「羅臼どさんこハウス（仮

称）と地域イベントの実施」を提言する。 

 

ファミリー・サポート・センターの再構

築 

(1) 目的 

この政策の目的は前述したように、一時

的に子どもを預けることのできる場所、制

度の構築である。仕事や家業などで、子育

て期にある母親が育児に専念できない時間

に対してスポット利用を可能にする預け場

所の創設を目的としている。 

  

政策提言を行うにあたり、現実的に実行

可能な政策を立案するべく、羅臼町の現状

を考慮した。事前調査やヒアリング調査か

らも分かるように羅臼町にあるインフラな

どの資源は限られ、町外への人口転出が相

次ぐように人口も少ない。 

 

図 7 出生・死亡・転出・転入の推移 

 

出典:羅臼町役場（2015a）p4 から引用 

 

これらのような厳しい現状があるため、

政策提言を行うにあたり、羅臼町に現在あ

る物を活用することを考慮した。当ゼミで
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は羅臼町の総人口が年々減少している一方

で、65 歳以上の高齢者の人口は増加して

いることに着目し、高齢者の方々を活用す

ることで子どもの預かり先の充足を目指し

た。 

 

図 8 羅臼町年齢 3 区分人口の推移 

 

出典:羅臼町役場（2015a）p3 から引用 

 

(2) 詳細 

現在、日本には乳幼児から小学生の子ど

もを有する子育て期にある主婦などを対象

として、子どもを預けることを希望する依

頼会員と子どもの預かりの援助を行うこと

を希望する提供会員との援助活動に関する

調整を行う「ファミリー・サポート・セン

ター事業」が存在する。全国 833 の市区町

村で行われる本事業は、羅臼町においても

導入されているものの、羅臼町内では利用

率が非常に低いという現状にある。 

 

図 9 不定期の教育・保育事業の利用意向 

 

出典:羅臼町役場（2015b）p16 から引用 

 

その原因として、利用を希望する時間帯

に預けることができないといった、母親に

とって利用が困難なものになっていること

が挙げられる。よって預け先の受け入れ時

間拡充を図る必要があり、そのためにはよ

り多くの提供会員の動員を要する。 

前述したように羅臼町内の人口は減少し

ている一方で高齢者の人口は増加している

点に着目し、当ゼミでは提供会員の動員に

羅臼町の高齢者の方々を活用することで、

ファミリー・サポート・センターの再構築

を考案する。 

再構築されたファミリー・サポート・セ

ンターでは、まず社会福祉協議会から仲介

者となるコーディネーターを選任する。次

にコーディネーターが羅臼町独自の社会事

業団体である老人クラブ連合会に対し提供

会員となるように呼びかけ、該当者には提

供会員になるための講習会を開き、登録を

促す。講習会を開くことは母親からの信頼

度を向上させることにも繋がると考える。

そして、ファミリー・サポート・センター

の認知度向上のために積極的な広報活動を

行う。 

 

(3) 懸念・対策 

 前述したように、現在もファミリー・サ

ポート・センターは存在するが羅臼町内で

の利用率が非常に低い現状にある。この政

策の懸念として、再構築を施したことで利

用率が伸びるのかという点が挙げられる。

その対策として、再構築後の広報活動を積

極的に行う必要があると考える。また、子

どもを預かる人員として、保育資格等を保
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有しない高齢者を中心に対象としている点

に対して懸念を抱かれる可能性がある。再

構築後の仕組みでも述べたように、提供会

員になる方を対象に講習会を行い、子ども

を預かるために必要な知識などを事前に知

ってもらうことで、懸念の解決を図る。 

 

(4) 導入後に関して 

「ファミリー・サポート・センターの再

構築」を行い、預け先の提供会員が増加し

受け入れ態勢が整うことで、母親たちが子

どもを預けることのスポット利用が可能に

なる。さらに提供会員を高齢者に設定する

ことは高齢者の方々の生きがい作りにも繋

がると考える。また、地域全体で子育てを

支援するという基盤もできていくだろう。 

 

 

第 3 章 政策提言Ⅱ 

「羅臼どさんこハウス（仮称）」とイベン

ト 

 

（1）目的 
この政策の目的は、あらゆる世代の

方々を巻き込むことで、今までの羅臼

にはない世代を超えた交流を実現させ

ることである。そして、外へのつながり

をより深めることで、地域コミュニテ

ィを創生していくことがこの政策の最

終的な狙いとなる。 

この政策の背景には、コミュニティ

面である課題点が生じている。それは

羅臼町で現在、幼稚園・保育園・子育て

支援センター「ありんこ」などの一部の

施設を利用する母親と子どもの交流が

行われているものの、これらの施設以

外に公園などの遊び場所が一か所しか

ないため、一部の人たちにしか交流が

行われていない。 

こうした閉鎖的な交流の中では、他

の世代の方々と接する機会がなく、日

頃抱える悩みや不安を共有できる場所

が少ない。 

この点を考慮して、母親同士で不安

や悩みを共有したり、子どもたちが楽

しむことができ、心の拠り所となる場

所をつくること。また、羅臼町独自の伝

統や歴史を実際に高齢者の方々から学

び、子どもたちにとって貴重な経験が

できる場所をつくること。そして高齢

者の方々にとって、子どもたちに羅臼

町の伝統や歴史、魚のさばき方などの

特技を教えることでやりがいを感じ楽

しんでもらえる場所を提供することが、

インフラ整備が十分に整っていない今

の羅臼町に不可欠であると考えたため

この政策を提言した。 

 

（2）詳細 

預かりのスポット利用を可能にした

後、次に行うのがコミュニティ面からの

アプローチである。 

ここで、先進事例である「ばあちゃん

ち」の導入、そしてフリーマーケットを

実施することで、地域交流を促進させる

ことができると考える。 

まず初めに「ばあちゃんち」とは、熊

本県の植木町にある地域交流の名称で

太田隈フジエさんという方の自宅を開

放して行っている。時間は、祝日を除い

て 9 時半から 15 時まで、毎日利用可能

である。子育て支援拠点、子どもから高
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齢者まであらゆる世代の方々が集える

場所となっており、土日にはイベントも

開催している。 

そこで、羅臼町にしかない新しい「ば

あちゃんち」として、「羅臼どさんこハ

ウス(仮称)」を提言する。「羅臼どさん

こハウス(仮称)」で行うスポット利用は

熊本県で行った「ばあちゃんち」を参考

にする。 

羅臼町は他の地域と比べて漁業が盛

んであり、漁業で働いている女性の割合

が高い。また、定年退職を迎えた元漁師

の方が多くおり、少子高齢化の影響によ

り高齢者の方が多い。 

こうした点も考慮し、元漁師や高齢者

の方を招いて、魚のさばき方の伝授、習

字や楽器などの体験、伝統を伝える場所、

すなわち母親と子どもの学びの場所を

作ることが、羅臼町を創生していく上で

重要だといえる。元漁師や高齢者の方の

特技や知識を生かし子どもたちに教え

ていくことで、日頃抱える悩みや不安か

ら解放され、やりがいを感じることがで

きる。そこで「羅臼どさんこハウス(仮

称)」を行うためには、羅臼町に住む住

民の人たちに周知していく必要がある。 

具体的な方法として、知床未来中学校

の教室やグラウンドを使ってフリーマ

ーケットを行う。そのブースの一角とし

て、先ほど述べた羅臼漁業の歴史や魚の

さばき方講座、伝統を伝えるといった場

所を設け、「羅臼どさんこハウス(仮称)」

で実際に行うことを紹介することが最

適であると考える。 

ここで、フリーマーケットを推奨する

理由を明記する。それは、先進事例とし

て、三重県四日市市で「子ども四日市フ

リーマーケット」というイベントの成功

例があったからである。 

「子ども四日市フリーマーケット」と

は、四日市の公園や商店街で毎年行われ

ているフリーマーケットで、出店者とな

れるのは小学生のみである。そして、そ

のフリーマーケットのみで使えるオリ

ジナル通貨「ヨー」を用いてやり取りを

する。このイベントは、子ども主体のイ

ベントのため交流が促進され、元漁師や

高齢者の方を含んだ多世代交流が可能

な場所となる。 

このように、フリーマーケットを知

床未来中学校で行うことで、企画の構

成や運営に子ども達自らが携われ、学

校外で学ぶ羅臼町独自のイベントを作

り上げることができる。また、羅臼町に

しかない良さを再発見することができ

る良い機会を作ることが可能なのでは

ないかと考える。 

 

  （3）懸念・対策 

「羅臼どさんこハウス(仮称)」を始め

ていく上での問題点は、誰が音頭取りを

するのか、誰の家を「羅臼どさんこハウ

ス(仮称)」にするのか、運営は誰が行う

のか、そして、知床未来中学校でのイベ

ントの主催者は誰なのか、ということで

ある。 

そのため、こうした問題を解決するた

めの流れを明記する。まず初めに、ファ

ミリー・サポート・センターの再構築で

ある。図 9 の「不定期の教育・保育事業

の利用意向」より、羅臼町にあるファミ

リー・サポート・センターの利用率は、
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1 パーセントと低い数字になっており

充分に機能していないことが分かる。そ

のため、母親の方に利用してもらいやす

いように再構築を行うことで、預かり先

のスポット利用を拡大させることがで

きると考える。 

次に、60 歳未満を対象に羅臼町に対

して抱える悩みや不安を共有する会議

である「アンダー60 創造会議」でファ

ミリー・サポート・センターの評価をし

てもらったのちに、課題点として、優先

順位を整理し、早急に対応すべき取り組

みから始めていくことになる。 

最後に、自治体・社会福祉協議会・羅

臼町独自の社会事業団体である老人ク

ラブ連合会を中心に、「羅臼どさんこハ

ウス(仮称)」を運営してくれる人を高齢

者の方々にチラシや広報などで周知し

て、募集する。 

このように、先にファミリー・サポー

ト・センターを導入しておくことで子育

て支援に興味を持つ高齢者が増え、こう

した取り組みに理解を示してくれる人

が増えるのではないかと考える。 

 

  （4）導入後に関して 

   期待される効果は、子どもたちの遊

び場所や高齢者にとっての憩いの場所

になること。そして、その場所を通じて

多世代交流が可能となることだ。羅臼

町に住む住民の立場から考えると定期

的に羅臼独自のイベントを開催するこ

とで、地元のことを詳しく知ることが

できるといったように、情報面の理解

の一助ともなる。 

 

おわりに 

 

前述したとおり、羅臼町では、インフ

ラ整備が十分に整っていないが故に母

親の悩みや不安が多く、母親同士の交

流や話の共有、相談できる場所が少な

い。 

今回提案する政策提言を通じて、あ

らゆる世代の方々と交流し、不安や悩

みを相談することで「羅臼どさんこハ

ウス(仮称)」は母親と子どもにとって

の心の拠り所・学びの場所となる。この

政策提言が羅臼町の創生の一助となれ

ば幸いである。 
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第１章 羅臼を理解する 

1-1 概要 

羅臼町は、北海道東部の知床半島の中で
も南東側に位置し、町の目の前にある根室
海峡の向こうには、国後島をはじめとした
北方領土が広がっている。斜里町の他にも
標津町と隣接している。羅臼町は、かつてか
ら漁業が栄えており、夏はボタンエビやブ
ドウエビ、秋はサケやホッケ、冬はウニやタ
ラをはじめ、一年を通して 50 種類以上もの
多種多様な魚が獲れる。また時に厳しい姿
を見せる自然と共存するため、漁法や加工
法、保存法など、さまざまな工夫がなされて
きた。それは、羅臼町独特の文化となり、現
在まで引き継がれている。そして全国的に
羅臼昆布も有名である。また知床は、2005
年 7 月 17 日に日本で３番目の世界自然遺
産に登録されており、隣町の斜里町ととも
に自然豊かな観光地として有名である。観
光船を使えば、夏はクジラ・シャチ・イルカ
ウォッチング、冬は流氷と野鳥観察を楽し
むことができる。海や山のように雄大な自
然に囲まれ、様々な野生動物を見られるこ
とも羅臼町の魅力の 1つだろう。 
  

1-2 カテゴリー別の調査 

羅臼町について調べていくにあたり、ま
ず、一人一人の興味に基づき各自調査を行
った。そして調べた情報を出し合い、情報を
カテゴリーごとに整理を行った。その結果、
商工、教育、漁業、保健福祉や観光のカテゴ
リーにそれぞれの興味が集約した。 
  

(商工) 
羅⾅町では、進学や就職等の理由で⾼校

卒業後多くの若者が町外に流出している現
状があるのではないかと感じていた。しか
し、実際に事前調査を通じて、羅⾅町商⼯会
の⻘年部では、⽇頃から祭りの参加協⼒や
観光 PR 等、若者の⼒で地域活性化に広く
貢献するための活動を⾏なっていることを
知った。「知床らうす」ブランドを活用した
商品・サービスの開発により新たな需要開
拓を支援し、魅力ある商店街の再生により、
まちの賑わいを創出するという目標を立て、
活動されていた。また、商工業者の後継者に
ふさわしい経営者としての資質向上を図る
ことで、地域の商工業の総合的な改善・発達
のために尽力されていた。地域活性化の具
体的な取り組みとしては、知床開きや漁火
祭り、その他のイベントへの参加協力、町外
での羅臼町観光・物産 PR事業、らうすオジ
ロまつりの実施があった。観光地再開発事
業の展開では 冬の観光スポット製作(大雪
像の製作) 、美化運動の実施(観光地清掃の
実施)、交通安全事業の実施(交通遺児募金
の実施)、情報化推進事業の展開(青年部ホ
ームページの作成及び開設)などをされて
いた。 
これらのことを踏まえて、商⼯会の活動

の１つである地域振興活動に注⽬し、羅⾅
町の将来を担う存在となる⻘年部の方々か
ら若者と地域との関わりと、羅⾅町のこれ
からについてお話を伺いたいと考えた。 

 
(教育) 
事前調査を進めていくなかで、「暮らし」

に関わってくる重要な要素である教育に焦
点を当てて調べた。羅臼町では、学力向上・
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郷土愛・健全な心身の育成・勤労観の育成の
ために幼小中高一貫教育が行われており、
教育科目から郷土愛を育成しそれによる健
全な心身の育成を目指している。その科目
というのが知床学やクマ学習といったもの
である。目標として「郷土に自信と誇りを持
つとともに、地元地域の自然環境に責任を
持てる人材をつくること」を挙げている。こ
のような取り組みから、自然が豊かである
知床に住む人として、それを誇れるような
人間形成がなされていると感じた。将来も
自然と共存していかなければ生きていけな
いことを自覚し視野を広げる一環として
「クマ学習」が行われている。これは幼稚園
の教育計画に入っているものである。文字
通りクマについて学ぶものである。その目
的と考えられるのが、羅臼町全体の学校に
よる ESD教育（持続可能な開発のための教
育）の促進である。このように、クマだけで
なくクルージングでクジラを見に行ったり
して自然と触れ合って目の当たりにするこ
とでその大切さを忘れない姿勢がうかがえ
る。 
これらのことを踏まえて、私たちは「⽂化

を伝える」ということに焦点を当て、ヒアリ
ングを行いたいと考えた。羅⾅町が町とし
て羅⾅の⽂化を残し、後世に伝えることに
ついてどのような考えを持ち、それに向け
てどう取り組みを⾏っているのかを知るた
めに、教育委員会が運営している郷⼟資料
館でお話を伺うことにした。 
  
(漁業) 
羅臼の漁業は 1-1 の概要でも記したよう

に盛んである。 
羅臼昆布は、漁師が全精力と４０工程を

超える手間暇をかけて製品にしており、他
地域とは違う昆布である。うまみ成分が凝
縮され、濃厚なだしが引けそのまま食べて
もおいしい知床半島の根室側沿岸部のみで
獲れる昆布だ。真昆布・利尻昆布と比べて漁
獲範囲が狭く、知床半島でも羅臼側でしか
獲れない貴重な昆布である。鮭は定置網と
言う漁法で全国でもトップクラスの漁獲量
を誇る。そして、羅臼町では資産資源を生か
したイベントが数多く行われていることが
分かった。羅臼町及び知床羅臼町観光協会
のホームページを見てみると以下のイベン
ト情報が見つかった。活気づく漁港を体感
してもらう体験型観光が行われている。そ
してその中で、「⼈・まち・⾃然いきいき 知
床創⽣ ~⿂の城下町 らうす~」という羅⾅
町の第 7 期総合戦略を拝⾒し、羅⾅町の将
来を⼀緒に考えさせていただく上で漁業は
無くてはならないものであることが感じた。 
これらのことを踏まえて、漁業に関わる

現場の方々の声を聞きたいと考えた。現場
の方々が考える羅⾅の漁業の理想の形とは
どのようなものか、そして現状とのギャッ
プはどのようなものか、興味を持った。 
  
(保健福祉) 
羅⾅町について調査をする中で、羅⾅町

保健福祉課が、町の医療や福祉、保健など住
⺠の方々の⽣活を管理する重要な機関であ
ることを知った。例えば、保健福祉課は町⺠
の方々に対して⼿厚い医療⽀援環境を整え
るために、医療技術者修学資⾦貸与制度を
通し、看護師のサポートといった羅⾅町の
未来を担う医療技術者の方々に⽀援を⾏っ
ている。私たちは、医療技術社奨学⾦貸与制
度から、⾼齢化が進み、医療に対するニーズ
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が増えている中で、医療技術の将来を第⼀
に考えているのではないかと考えた。羅臼
町には医療技術者修学金制度というものが
あり、その制度が将来の羅臼町の未来を担
う技術者をサポートし、医療施設の拡大を
図っていたり、生活補助金として、羅臼町に
住む 65 歳以上でかつ 1 人暮らしの人には
３万円の支給がなされていたりしている。 
これらのことを踏まえて、現在、多様な世

代の要望に応える必要がますます⾼まって
いるなかで、羅⾅町の医療システムの将来
に向けて、⾏政では住⺠の方々に対しての
⽀援や今後の⽅針についてどのようにお考
えになっているか、少子高齢化の影響で今
後どのような影響が羅臼町の医療面に生ま
れるのか、羅臼町の将来がどのようになっ
ていくか興味を持った。 
  
(観光) 
羅⾅の⽂化や⾃然の発信の場として、道

の駅やギャラリーミグラードなどの観光施
設の運営を知床羅⾅町観光協会がなさって
いることを知り、興味を持った。平成 17 年
7 月に知床が世界自然遺産に登録されてか
ら、宿泊施設の新設 や増改築、観光船の新
規参入など、民間事業者による観光事業の
拡大が進められている。観光客の状況は、世
界自然遺産登録の平成 17年度は前年比 6％
と増加したものの、平成 18 年度は予想推計
を下回り、観光客の入り込みに対する宿泊
率も 20％以下であった。世界自然遺産・国
立公園「知床」の自然環境については、情報
発信拠点として平成 19 年に新しい羅臼ビ
ジターセンターがオープンし、利用者が増
加している中、更に平成 21 年にはルサ地区
に世界自然遺産の羅臼側の拠点としてフィ

ールドハウスが建設された。近年では観光
船事業が好調であり、ホエールウォッチン
グ・バードウォッチングや流氷観光に国内
外から多くの観光客が訪れている。このよ
うな取り組みの効果もあり、外国人の宿泊
者は増加しているものの、全体的な観光客
の滞在型にはつながっておらず、観光客の
宿泊数は減少傾向にある。滞在型観光を進
めるためには、1 日遊べるコンテンツが必
要で、そのためのメニューを幅広く充実さ
せていく必要性がある。観光客の受け入れ
に伴う、ガイド養成が急務となっている。一
方、道の駅への観光客数は一定数確保され
ている。 
 これらのことを踏まえて、知床が世界遺
産に登録されてから、観光客の⽅が求めて
いるものの変化や知床周辺の観光事業の変
化、観光客の増加のために工夫されている
ことなどについて興味を持った。 
  

1-3 事前調査を踏まえて 

私たち新原ゼミは、羅臼町を調べていく
過程で「つながる つなげる 羅臼町」をテー
マとして掲げ、調査を行うことにした。 
「つながる」とは、私たちが羅臼町の方々

と深く繋がり、地域の現実を理解し、そして
当事者意識を持つことを指している。「つな
げる」とは、「つながる」ことによって知る
ことのできた羅臼町の魅力が、未来につな
がっていく、持続していくことのお手伝い
をさせていただきたいといった意味を込め、
「つながる つなげる 羅臼町」をテーマと
して調査を進めた。 
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第２章 現地調査 
実際に羅臼町で、興味に応じて 5 つの班

に分かれてヒアリングやフィールドワーク
を行った。その内容についてそれぞれ記述
する。 
  
（商工会） 
商工会のヒアリングを通して分かったこ

とは、羅臼町では、若者の働く場所が少ない
ことが原因で高校や大学進学を機に若者の
多くが町外に出ていってしまうという問題
があるということだ。 
また、消費者の購買力が町外に流出して

いる現状に関しては、羅臼町で手に入らな
いものを求めて町外の商業施設を訪れると
いうよりも、むしろレジャー感覚で娯楽を
求めて近くの中標津町や根室市などで買い
物していることが分かった。 
羅臼町の商業に関しては、小売店や水産

加工業関係は後継者が必ずいて、後継者不
足ということはないことが分かった。しか
し最近では、将来的に継続できないと考え
店を閉めてしまうところが多いという。そ
の理由としては、25年ほど前からコンビニ
や大型商業施設が進出してきたことがある。
そんな中でも、そういった後継者のために
支援していくのが商工会の役目である。 
青年部においては年齢層のバランスがと

れていない現状があり、後継者は現在青年
部で活動している人の息子の世代に限られ
ている。 
また、青年部が行っているお祭りについ

てはオジロ祭りというものがある。事前調
査では観光客向けに行っているのではない
かと予想していたが、イベントが実は子ど

もの遊び場が少ないという羅臼町の現状を
踏まえて、子ども向けに行うイベントにな
ってきていることを知った。今後は昔のよ
うに、お祭りと共に飲食店にも活気が生ま
れるようなイベントにしたいと考えている。 
さらに、羅臼の方はみんな羅臼の自然に

誇りを持っていてこの自然を最大限に活用
したいと考えている。羅臼に若者を受け入
れていく上では、実際に羅臼に来てもらい、
羅臼の魅力を感じてもらうことが重要であ
る。しかし、どのようにして呼び込むかは今
後の課題だ。まずは漁業、水産加工業におい
て、働く環境を作っていかなければならな
い。現在は「食」の方面で取り組んでいる。
加えて、新たに呼び込むことには難しい面
もあるため、現在羅臼に住んでいる小学生、
中学生、高校生をいかに羅臼に留まらせる
かも重要となってくる。 
 
（教育） 
羅臼町教育員会でのヒアリングを通じ、

事前調査で記述した目標のため、教育委員
会は羅臼の自然の魅力を地域の子供たちに
感じて欲しいということが分かった。さら
に一人ひとりに合わせて進路先を考えてい
る。教育事業は大きく 3 つの分野で分かれ
ている。ふるさと学習、青年、芸術文化だ。 
ふるさと学習の例として、少年探検隊と

いうプログラムが 36 年前から行われてい
る。対象は小学校５年生から中学校 3 年生
までで期間は、夏休みの5泊6日間である。
世界自然遺産の地を一緒に守っていく、と
いうことを歩いて感じてほしい。また、自分
の足で海岸線を歩いて辛さや体力などを自
分で乗り越えるということを覚えてもらい
たいという思いがあるそうだ。 
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青年に向けたイベントとして、知床羅臼
昆布フェスタが挙げられる。実行委員会が
20 名ほどいる。他には、町の観光ガイドの
人や漁業、観光船の方々、銀行、知床財団。
役場の方など多種多様な職種の成年の人々
が集まっている。羅臼の昆布は実際時間を
かけて製品化にしている。昆布をどのよう
に製品化にしているのかなど、羅臼の地場
産業を紹介している。幼稚園から青年まで
の人が体験できる。教育委員会の視点、また
青年団体の育成という観点からこの活動に
取り組んでいる。この活動には、羅臼の未来
を育むような期待も含まれている。 
芸術文化については、芸術文化の鑑賞事

業が挙げられる。羅臼は音楽事業鑑賞する
ために、ホールなどの施設が無いため、ほと
んど公民館で行われる。場所が足りなくな
ったときは、町民体育館を会場にしたり、学
校の体育館を会場にしたりしている。毎年、
少なくても 1 回著名な方を呼んで、コンサ
ートの実施など羅臼町の文化協会と共催を
している。羅臼町は他の都心に比べ、公共交
通機関がないことが原因で、子供たちがコ
ンサートに行くのは難しい。大人の場合は
札幌市など大きい会場のコンサートや全国
各地に飛び回って行く人も中にはいる。子
供たちに対して、‘少年芸術劇場’という形で、
演劇と音楽の鑑賞会を設け、教育委員会で
受け持ち、行っている。また、郷土資料館も
町民の芸術文化振興のためとのことであっ
た。 
以上から、教育委員会は新たな物に目を

向けたりするのではなく、今ある羅臼の魅
力を大事にしているということが、お話を
通して感じた。 
  

（漁業協同組合） 
羅臼町漁業協同組合でのヒアリングを通

してまず分かったのは、羅臼の漁業の歴史
だ。羅臼の漁業は主にスケソやタラの漁船
漁業・昆布やホタテの養殖・定置網の 3 つ
であり、かつては水揚げ量が全国 1 位にな
るほど、漁業が非常に盛んな町だった。それ
ゆえに今でも漁業に対して誇りのような特
別な思いを持っているように感じた。羅臼
の海は目の前に北方領土のうちの一つの国
後島がある。大昔は国後島の沖まで漁をし
ていたが、昭和 52 年に 12 海里制度が施行
され、沖の真ん中に線を引かれ、漁ができる
範囲が制限された。また、昭和 63 年にロシ
アの大きな底引き船である大型トロール船
が根室海峡に登場し、魚を根こそぎ水揚げ
されてしまうようになった。それまでの獲
り過ぎもあり漁獲量は次第に減少し、それ
と同時に漁師や漁船数も減った。実際に、水
揚げ金額は 29 年度が 18,000t で 80 億円、
28 年度が 26,000t で 109 億円、27 年度が
30,000t で 107 億円と資源が低迷している。
昭和 49 年には組合員 844 人、水揚げのピ
ークは平成 2 年に 257 億円、直近平成 29 年
では 384 人で約 80 億円となった。漁業の
町である羅臼の漁獲量の減少は税収も減少
させるなど町の基幹部分に影響を及ぼした。 
漁業における新しい取り組みとしては、

鮮魚を売る物産展等のイベントの開催や食
育に力を入れている。例えば、羅臼の海の幸
を PR するために積極的にイベントへの参
加、羅臼昆布を商材として提供し、情報発信
活動を実施している。羅臼には鮮魚市や朝
市がない。頻度や衛生面等の理由から開催
実現には困難な部分が多い。 
漁業が盛んに行われていた時代には、高
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校卒業後すぐ漁師になる人が多く、漁師を
目指す人は多くいた。また、漁師の家におい
ては、漁の手伝いをし、父親が 60 歳になる
と継ぐというのが一般的だった。現在は漁
獲量が減少し、先行きが不透明なので、自分
の代で漁師は終わりにするというケースが
年々増加し漁業従事者を減らさざるを得な
い。将来をどう見通すかといった課題があ
る。 
  
（保健福祉） 
子育て支援センターありんこにてヒアリ

ングを実施した。羅臼町は地域で子どもを
育てていくことにおいて、自治体が積極的
に取り組んでいる。羅臼は町が財政難であ
る中で、費用は限られているものの、子ども
の笑い声が聞こえる社会を作るための政策
に対して、特に力を入れていれる方針だそ
うだ。町役場の保健福祉課とは連携して子
育て支援を行う「ありんこ」はその一つであ
る。 
次に、保健福祉課でのヒアリングについ

てだ。羅臼で重要な課題の一つが医療制度
だ。羅臼は医師の数が不足しており、十分な
医療を住民の方々に提供することが難しい
のが現状である。医師と同様に、看護師や介
護士等の専門職も不足している。その多く
が北海道の中央に行ってしまうため、羅臼
で現在勤めている人の多くが釧路から来て
いる。奨学金制度のような改善策もあるが、
ごく少人数のみの利用にとどまり、解決が
困難である。 
  
（観光協会） 
羅臼町観光協会でのヒアリングを通して、

【知床の半分は羅臼】ということを認識が

できた。羅臼の二次交通は周辺の街の中で
一番ではないが、それでも観光客は１市４
町の中で一番多い。観光客は、全国から来て
いる。さらに、外国人観光客も 30％を占め
ている。二次交通は発展していなくても自
然が豊かで、来てくれる観光客が多いのは
陸海空の頂点を見ることができるのは羅臼
だけであるためではないかとのこと。例え
ば羅臼で見られるシャチの頻度は、カナダ
を抜いており、近くで鷲を数百匹見ること
ができる。実際、長崎大学がマッコウクジラ
を研究するために、ここ 10 年毎年来ている
ようだ。 
事前調査のとき、羅臼町の観光協会事務

局長は一般募集を通して募集していること
に気づいた。実際伺ったところ、全国から募
集した方がより視野が広い人を募集するこ
とができたとのことであった。実際羅臼の
人々が、気づかなかったところを気付くし、
現地の人と比べ、羅臼の魅力を外に発信し
やすいのだという。 
また、宿泊を伴わない通過型観光になっ

ていることについては、滞在型観光に変え
ていきたい方針でありガイドの育成に力を
入れている。また、羅臼の昆布の競りを見せ
るような育成事業は少ないながらもしてい
る。しかし、問題点として観光を促進するコ
ンテンツなどのためには、現状では町との
連携が足りないと感じているとのことであ
った。 

 
  

第３章 認識 
サマースクール後、羅臼町で感じた学生

各々の共通の理解を結集して新しいひとつ
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の認識を立てた。それは「羅臼町は今あるも
のをどう残し、活かしていくのかという観
点を大切にしているのではないか」という
ことだ。ただ、羅臼町の「今あるもの」には
様々な側面があると感じた。 
  

3-1財政面の厳しさ 

「今あるもの」の１つ目は「財政面の厳し
さ」である。 
羅臼町でのヒアリングを通じて、住民の

方々が共通して感じている地域課題の１つ
に財政面での厳しさがあるという印象を受
けた。 
羅臼町は主要産業である漁業を軸に繁栄

してきた反面、漁業の分野において近年で
は天候の変化や隣国ロシアとの漁業水域を
めぐる問題等によって水揚げ量が変化して
いる現状がある。漁業は収入源が水揚げ量
に左右される特性を持つ産業であることか
ら、地域経済を支える軸となる水産業の変
化が巡り巡って町の財政にも影響を与えて
いるように感じられた。しかし、その一方で
羅臼町では今ある財源のなかで行政では町
民にとって本当に必要な施設やサービスに
対して投資を行っていた。また、漁協や観光
協会などの他の主要団体でも今までの取り
組みを見直したり、町の現状を把握したり
することで「持続可能な町づくり」の実現を
目指して地域活性化や住民生活の維持に尽
力している様子だった。 
ここでは、羅臼町の①財政の現状と課題

②必要なモノへの投資③課題に対する対策
という観点から行政や町の主要団体でのヒ
アリング調査をもとに認識した「羅臼町の
現実」について記述する。 

  
① 財政の現状と課題 
羅臼町の財政の変化に大きく関連してい

ると思われる主要産業である漁業において
は、その従事者や水揚げ量が平成の 30 年間
で大きく変化している。それに伴い、水産業
を含む第一次産業に従事する人の割合が全
体の 6 割を占める羅臼町では、各人の所得
の減少が地方税の減少にもつながっている。 
水揚げ額は取れ具合で変動。昭和 49年に

は組合員 844 名。水揚げのピークは平成２
年約 257 億。平成元年にロシアのトロール
船がやってきたことをきっかけにそれ以降
下降し続けて、直近平成 29 年では 384 名
で約 80 億。水揚げが下がると組合員も脱退
していく。 

（羅臼漁業協同組合ヒアリングより） 
  
各人の所得が少ないから地方税も 6 億し

かない。他には国からの交付と借金しかな
い。交付税は、別海町や標津町と比較すると
少ない。標津町と税収は 30 億も違う。どう
にもならないが、それでもやっていかない
と。 

（保健福祉課ヒアリングより） 
  
また、水産業からの転職の難しさという

課題も生じている。水産関係以外の働く場
所という点に関して、小規模事業者におい
ては経営の継続が難しいと感じていたり、
若者の中には雇用はあっても「条件の良い
職場」がないと感じていたりする現状があ
る。 
スケトウダラの水揚げが最高 250 億もあ

った時代には高卒で漁師になった人が３か
月で 300～400 万円稼げた。漁師になりた
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い人はたくさんいた。しかし、平成 2 年を
ピークに悪くなり、商売を続けられなくな
った人もいた。利益率の低い赤字になる時
期は思い切って別な仕事をした方が良いか
もしれないという考えはあるが、漁業以外
にどういう仕事があるかという壁にぶつか
っている。転職して新しい事業を始めても
うまくいかないことが多い。現在は、後継者
自体はいても漁業の先行きが不透明なこと
から自分の代で漁師を終わりにするケース
も増えている。後継者対策をするには漁業
を安定させること。安定した収入を得られ
るならば、若者も羅臼に帰って来て人口流
出にも歯止めがかかる。 

（羅臼漁業協同組合ヒアリングより） 
 

25年ほど前からコンビニや大型店舗の進
出により小規模事業者の中には売り上げが
落ち、商売を継続できなくなった人もいる。
商品の仕入れは昔からの問屋から購入する
よりも大型チェーンの方が安いので対抗で
きなくなっている。 

（羅臼町商工会ヒアリングより） 
  
昨年、羅臼高校を卒業して就職したのは

42 名中 17 名と約半数。そのうち町内で就
職したのは９名。これは自分の家を継ぐ人
や漁師、漁協など。町内には住民が言うほど
職がないわけではない。ただ職がないと言
われる理由としては、「条件の良い職場がな
い」ことが大きい。通年を通して安定した職
が必要。 

（教育委員会ヒアリングより） 
  
財政面での厳しさは住民生活や教育、観

光等の分野で「やりたいことがあるができ

ない現状」を生み出しているように感じら
れた。その反面、限られた財源の中でいかに
住民生活を維持していくかということに焦
点が当てられている印象があった。 
こういうサービスがあれば良いという意見
があり、ほかの町にあって羅臼にはないと
いうものが多すぎる。あまり贅沢はせず、
「あるものだけ」という姿勢がある。 
 町に産婦人科が無く、二次交通が発達し
ていないため、出産の際には 1時間 30 分か
けて中標津町へ運転して行くのが羅臼町で
は普通。 

（保健福祉課ヒアリングより） 
  
 グローバル教育を推進するために短期留
学の制度も設けられたら良いが財政的に厳
しいのが現状。 

（教育委員会ヒアリングより） 
  
② 必要なモノへの投資 
羅臼町では、財政が厳しいという現状が

ある一方で「今あるもの」を大切にしながら
住民の方々の目線に立って本当に必要なも
のに対して投資をしている印象を受けた。
以下はその例である。 
必要なモノへの投資/医療編 
(１)奨学金制度 
医療技術者奨学金制度を中学や高校で宣

伝して羅臼で生活している若者には４年間
で年間 150 万円の奨学金制度を適用できる
ことにした。そして、羅臼で働いてくれれば
奨学金の返済は全額免除になる。 
(２)医療施設について 
最低限の内科や外科、小児科は羅臼町内

にそろえた。また、24 時間の救急はいつで
も対応できるようにして、ドクターヘリも
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完備している。緊急時に備えて患者さんの
データやカルテ情報を他地域とも共有でき
る仕組みをつくった。人的部分について専
門職員をそろえるのは困難なので医療機器
は良いものを導入している 

（保健福祉課ヒアリングより） 
必要なモノへの投資/教育編 
（１）芸術文化奨励事業 
コンサートホールや公共交通機関がない

ためコンサートへいけない子供たちが多く
いる。その子供たちのために１事業につき
10万円の補助金で公民館や国後展望台など
を会場にしてコンサートを実施している。 
（２）郷土資料館の設置 
以前は小さな資料室として運営されてい

た施設を平成 23 年 12 月町民の芸術文化を
目的に新設した。 

（教育委員会ヒアリングより） 
  
③課題に対する対策 
羅臼町では、行政に加え住民の方々自身

も基幹産業である漁業の収入を安定させる
ことや安定した職場環境づくり、観光での
町の活性化の実現に向けて様々な取り組み
を行っている。ここでは、その一部を紹介す
る。 
（１）持続可能な漁業の模索 
現在、羅臼町では基幹産業である漁業の

収入を安定させるため「獲る漁業から育て
る漁業」へと漁業の方法が転換しつつある。
例えば、羅臼の特産品である昆布は過去 30
年間天然昆布しか獲っていなかったが、近
年では養殖に力を入れるようになった。ま
た、安定した水揚げ量を確保するために計
画的な漁も実施されるようになった。 
（２）安定した職場環境、子育て環境の構

築 
羅臼漁協では、水産関係に従事する人の

働き方改革をすることで働きやすい環境づ
くりを模索している。また、子育てや教育関
係についての取り組みとしては「結婚時に
お祝い金を贈呈」「第三子を産めばお祝い金
を贈呈」する事業を行っている。 
（３）観光による地域活性化 
観光においては、町外で特産品等をPRす

ることはもちろんだが、観光客が羅臼に実
際に足を運びお金を落としていくことが重
要であるとの認識から、通過型観光でも町
で消費してもらうことや観光船やイベント
目当てで訪れた観光客に地元の飲食店等を
利用してもらうことに重点を置き地域活性
化に取り組んでいる。 
  
以上のことから「財政面が厳しい」という

地域課題に対して、行政や住民が一体とな
って住民生活の維持や地域活性化を通じて
「持続可能なまちづくり」を目指している
のが「羅臼町の現実＝今あるもの」の一面な
のではないかと考える。 
  

 3-2 行政と住民のニーズのミスマッチ 

「今あるもの」の２つ目は「行政と住民の
ニーズのミスマッチ」である。 
行政の取り組みと住民のニーズとの相互

の関係の中で、一部認識の差が生じてしま
っている部分があると感じた。それは特に
雇用や教育の面においてであった。 
  
雇用においては、町内に雇用が無いから

と感じているため町外に出ていく若者が多
い一方で、役場などでは求人を出しており、
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それに対する募集が無く人手不足に悩まさ
れているといった現状があった。この雇用
の需要と供給のすれ違いは行政と町民のコ
ミュニケーション等次第で改善できるもの
では、という認識に至った。 

 
・「羅臼町においては、若者の働く場所がな
いことなどが原因で高校や大学進学を機に
若者の多くが町外へ出て行く現実がある。」 

（商工会ヒアリングより） 
  
・「漁協における求人については、高校の教
諭と連携して進路相談を行ったり、説明会
を開催したりもしており、実際に学生から
の問い合わせも何件かある。だが、実際に募
集すると人が来ない。漁師は仕事がきつい
というイメージがあるのではないか。」 

（漁業協同組合ヒアリングより） 
  
・「今の若い子は、重労働であっても給料が
高い仕事がいい、給料が高くても休暇がな
い仕事には就きたくない、など、求める条件
が高いのではないかと思っている。市役所
や地元の銀行などでも毎年求人は一定数出
しているが、募集が少ない。数人実際に就職
する若者がいても、すぐに辞めるらしい。銀
行の場合はノルマ・客を取ってくると等の
タスクが課されると、それを重荷に感じて
辞めていく若者もいるそう。」 

（漁業協同組合ヒアリングより） 
  
・「羅臼には雇用の場がないから高校を卒
業したら外に出る、と言う町民の方も多い
が、実は求人はたくさん出している。例え
ば、羅臼町役場は今年、5人募集している。
そのうち、技術職が２人、一般事務職が３

人、その３人の中に羅臼高校卒業生が受験
するのは１人だけ。漁業協同組合もそう。２
～３人募集していて１人ぐらいしか来てい
ない。うちの診療所でも看護師等が足りて
いないという実態がある。介護施設も人手
が足りなくて、対象となる高齢者を受け入
れられないという状況がある。だから仕事
はある。給料が安いと思われているのか？
羅臼町では独自削減で普通の公務員よりも
３％カットになっているが、そういった点
が町の人たちの中で、『役場に行ったら独自
削減されているから給料が安い』と捉えら
れているのか、なぜか人気がない。介護職や
看護師は夜勤など大変でそういう大変さが
嫌で選んでいないのか、介護職はまだ賃金
ベースが低いからなのか。町内には住民の
人達が言うほど職がないわけではないが、
『条件の良い職場』がないと言っているの
だと思う。都会に行ったからといってそれ
ほど状況が変わるのかは分からないが。」 

（教育委員会ヒアリングより） 
 

・「PR が不足しているということもあると
思う。うちの高校はどういうところに就職
しているのか、というのを住民の人たちに
説明していない。役場も募集していてもチ
ラシを１枚ながす程度。そういった面では
求人を出す側も改善の余地はあるかもしれ
ない。」 

（教育委員会ヒアリングより） 
  
町の子どもたちへのふるさと教育に関し

ても、企画している側と子供たちの側とで
は認識に差がある部分があることも感じら
れた。 
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・「ふるさと体験教室とふるさと少年探検
隊は学校全体で参加するのではなく、子供
たちの中でも特に羅臼の自然に興味を持っ
た子たちが積極的に参加するというものに
なっている。中には学校の先生でもスタッ
フとして関わってくれる人も何人か来る。
以前は、少年探検隊は親に行って来いと出
された子どもが多かったように感じており
行っている最中に『帰りたい』と言う子が多
かったが、今の子供たちは、自分が行きた
い、お兄ちゃんお姉ちゃんの話を聞いて自
分も行ってみたいという子が多い気がする。
36 回もやっていると親も行ってきている。
体験の話を親から子にしていると思う。「辛
いけど言ってこい」と話すよりも『こんなに
楽しいことがあるよ』というレクチャーを
家庭の中でしているのではないかなと想像
の上で思う。」 

（教育委員会ヒアリングより） 
  
・「ふるさと探検隊については、ここ 5年く
らい、高校生になっても、今度はスタッフと
して手伝いたいと言ってくれる子が出始め
た。もう高校生になったら大人と同じスタ
ッフとしてかかわってもらう取り組みに変
わってきている。」 

（教育委員会ヒアリングより） 
  
一方、フィールドワーク中に会った小学

生達に「ふるさと探検隊」について聞いてみ
たところ、「参加したことがあるが、それは
自分からではなく親に勧められて参加した」
という子が多かった。これはヒアリング先
で聞いた「最近は自分から参加する子が増
えている」と言っていたのとは違っていた。
子どもたちの話を聞いてみると、「ふるさと

探検隊」の最中で泣いたという子、けがをし
たという子もいて、子ども達にとっては参
加するのに勇気がいるのではないかと感じ
た。こういった認識の差を埋め、より多くの
子供たちが主体的に町について学べる環境
を整えることが出来れば、将来も町に残っ
て産業を担っていく若者が増えていくこと
に繋がるのでは、という認識に至った。 
  

3-3 人との繋がり 

「今あるもの」の 3 つ目は「人との繋が
りの深さ」である。 
以下は学生の現地調査の記録からの引用

である。 
  
・カニを食べるのに苦戦していると店主が
鮮やかな手際で助けてくれた。後日、車に乗
っている姿をみたが、あちらから手を振っ
てくれた。 
・部屋に案内される途中、漁協参事の佐々
木公夫さんは他の職員に声をかけられてい
て雰囲気はまるで高校の廊下である。 
・羅臼町での生活や人付き合いについての
様子を少し伺ったところ、近所付き合いを
特別意識しているというわけではなく、普
段から自然と大切にされている様子が感じ
られた。 
・たまたま出会った方に「昨日（ヒアリング
の事）商工会にいましたよね？」と声をかけ
ていただき、その方は青年部の副部長さん
だった。実際にヒアリングで話した方では
ないが… 
お話を聞いている途中でも近所の漁師の方
と話していたり、商工会の女性部の方の車
が通るとすぐに誰の車か分かったり、東京
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では考えられない地域のつながり… 
・保護者の方々は、自分の子どもだけでな
く、すべての子どもたちの面倒を見ており、
時には一緒に遊び、あやしている姿が印象
に残った。 
（サマースクール参加学生の記録より） 

  
このように羅臼全体での広い密接な繋が

りが伺える。さらに外部の人間である私達
も温かく迎えていただけた。後日、宿泊した
宿のオーナーの中村さんから私達の話を聞
いた教育委員の方から電話がかかってくる
など関わりに職業や立場による差も感じな
かった。また短時間で外部の我々でもお話
を通していただけるほどの関わりが持てた
という壁の薄さも特筆すべき点であろう。 
この羅臼の温かい「人との繋がりの深さ」

を政策提言で生かしたいと考えた。 
  

 3-4 自然に対する敬愛 

「今あるもの」の 4 つ目は「自然」であ
る。 
先述の通り、主要産業である漁業の衰退

が財政面の厳しさに強く影響しているとい
う事実がある。しかし、過酷な自然の現実と
向き合いながらも、羅臼町の方々は、知床の
自然に対して強い誇りを持っているような
印象を受けた。ヒアリングやフィールドワ
ークを通して出会った人々からは「羅臼の
自然が貴重であり、大切なものである」とい
う自負心が感じられた。 
  
漁獲量の予測データを組合や業者で積極

的に共有し、対策を考えてもいる。年々水揚
げ数量が減っている中、組合としては、流れ

て来る魚を獲るだけでなく、養殖など育て
る漁業へ切り替えて行こう、ということで
提案し始めた。環境変化に負けない育てる
漁業を進めていこうとしている。 

（羅臼漁業協働組合ヒアリングより） 
  
知床半島は羅臼町と斜里町からなってお

り、知床世界遺産の半分は羅臼が占めてい
る。 
羅臼町はたくさんの素材があり、ほかの地
域では見ることが出来ないものがある。マ
ッコウクジラやシャチも簡単に見ることが
できる。つまり、陸海空のすべての頂点の生
き物を見ることが出来、豊かな自然がある。
世界中からクジラの調査隊が来ていて、学
術的な価値も高い。 

（知床羅臼観光協会ヒアリングより） 
  
年間 8 回に分けて、主に土曜日に実施。

子供たちに地域学習をしてもらっている。
地元の知床財団の方を講師にお招きしたり、
実際に昆布漁師など専門の方を呼んで子ど
もたちに体験させたりしている。隣町の斜
里町の愛護少年団（自然を学習する子供た
ちの集まり）も呼んで、羅臼の海に棲む生き
物の環境について学びながら、清掃活動を
行ったりもしている。 

（羅臼町教育委員会ヒアリングより） 
  
この空と、この海の景色が、ずっと変わら

ずに見続けられることが、一番安心するこ
と。 
（羅臼町役場保健福祉課ヒアリングより）

 

第４章 政策提言  
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4-1 羅臼町全体会議の実施 

漁協や観光協会といった各自治体は、羅
臼の「今ある自然」を維持しながら、次世代
を担う若者や、羅臼町外部の人たちにその
魅力を発信しようとしている。同時に、その
自然の中で、優先して行うべきことを見極
めながら政策を練っているのだと考えた。 
私たちが提案する羅臼町全体会議の目的

は、世代を超えて子どもから大人まで羅臼
町在住の方々が意見を交換する場を設ける
ことである。場所は公民館、羅臼の地域内等
で、議題は行政の課題や羅臼町民の要望、地
域のイベントなど羅臼に関する様々なこと
について話し合う。 
羅臼町全体会議に子どもを含めた理由と

しては主に二つあり、第一は行政と子ども
の認識に、齟齬があるということだ。それは
羅臼町をヒアリング、フィールドワーク等
で調査していく中で分かったことであり、
行政は「子ども達はふるさと探検隊を喜ん
でやっている」と認識していたのに対し、子
ども達にとってふるさと探検隊とは「親に
言われてしぶしぶやっているもの」であっ
たことが分かった。私たち新原ゼミは、子ど
もから大人までみんなで話す場があれば、
このような認識の齟齬が生まれないのでは
ないかと考えた。第二に、子どもと大人の意
見交換は、お互いに良い影響をもたらすの
ではないかと感じたためである。相互に理
解しあうことによってお互いを尊重し合え
る良い関係性が生まれるし、子どもの意見
は大人にとって新鮮なもので、些細な意見
から何か生まれることもあるのではないか
と私たちは考えた。こう思ったきっかけは、
私たちがサマースクールの間に泊まった漁

火の宿の中村さんと、最終日の前日に話を
させていただいたことである。サマースク
ールのヒアリング、フィールドワークを終
えた私たちは、羅臼町に関して感じたこと、
思ったことそのままを、中村さんの前で一
人ずつお話をさせていただいた。このこと
により中村さんの中で何かひらめいたもの
があったようで、このように些細なつたな
い意見でも伝わる人には伝わり役に立つの
ではないかと考えた。以上の二点から、羅臼
町全体会議を政策提言の一つとして提言す
る。 
  

4-2 羅臼町ふるさと住民票制度の導入 

ふるさと住民票制度は自分が居住してい
る地域ではない、つまり、他の地域に興味関
心を持ち、その地域に深く関わっていきた
いという人に向けた政策で、対象となる地
域の地方自治体が住民票代わりに「ふるさ
と住民票カード」を渡す制度のことである。
このふるさと住民票に登録されると、カー
ドの所持者にその地域の季節ごとの行事を
はじめ様々なイベントの情報や行政の情報
が細かく提供され、その地域の公共施設の
利用することもできる。というのも、この制
度は地域住民と同等の扱いを受けることが
でき、居住地ではなくても地域に興味があ
る人はその地域の人とつながったり、仲良
くなったり、その地域に、より大きな愛着を
持つことができる。また、その登録された地
域の行政や施設に対して良い点、改善点を
第三者の視点から考え、直接行政へ意見と
して述べることができる。市民に限らず外
部の立場からの意見を取り入れることによ
って、より良い地域づくりを行政は実行で
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きる。つまり、ふるさと住民票の所有者がそ
の地域の地域政策のアイディア出しを行い、
地域に貢献する子ができる仕組みになって
いる。ちなみに、このふるさと住民票制度は
現在全国で８自治体が導入しており、北海
道ではニセコ町が実施している。 
私たちがなぜ、羅臼町に対してこのふる

さと住民票制度の導入を提言したかという
と、羅臼町でのヒアリングや FW を通じて、
この町には町民の方が誇れる貴重な自然や
産業があるということを実感したからであ
る。これは商工会に務めていて、都会を経験
された方がおっしゃっていた海の波の音を
聴くと故郷が一番と感じるといった言葉や、
ネイチャークルーズや観光協会の方がおっ
しゃっていたクジラをはじめとした貴重な
自然環境があるといった言葉が挙げられる。
一方で、実際には外部の人間に向けては羅
臼町民の方が考えている羅臼町の魅力とい
うものがあまり伝わっていないのではない
かという現状が今の羅臼町にはあり、人々
が訪れたり関わったりすることで、羅臼町
の魅力を羅臼町外の人たちに伝えていく必
要があると考えたからである。 
私たちが考える羅臼町ふるさと住民票制

度は羅臼町に１度も来たことがない人、羅
臼町の観光経験者、一時的に仕事などで居
住した人、羅臼町で生まれ進学や就職で町
を離れてしまった羅臼町出身者の３つの異
なる立場の方々を対象としている。羅臼町
ふるさと住民票制度を導入することにより、
羅臼町に１度も訪れたことのない人は間接
的あるいは直接的に現地の活動に参加し、
新たな羅臼町の魅力を発見することができ
る。観光経験者や一時的居住者は羅臼を離
れても長期的に羅臼町と関わり続けること

ができ、羅臼町に様々な形で貢献すること
ができる。羅臼町出身者は住民票を他の地
域に移したとしてもふるさとである羅臼町
に愛着を持つことができ、将来地元に戻っ
てくるきっかけにつながると私たちは考え
る。羅臼町ふるさと住民票制度の導入は、羅
臼町の魅力を外部の人に伝達することがで
きることに加え、羅臼町を魅力的に思う人
の増加につながると考えられる。以上のこ
とより、私たちは羅臼町ふるさと住民票制
度を政策提言の１つとして提言する。 
  

羅臼町の方々へ 

今回羅臼町の皆様、私たちの中央大学の
サマースクールを受け入れて下さり誠にあ
りがとうございました。羅臼町の方々のお
かげでこの報告書を完成させることができ
ました。特に、ヒアリング先の方々、多くの
資料を私たちのために準備してくださった
り、質問に答えてくださったり様々な面で
協力して下さり誠にありがとうございまし
た。私たちは羅臼町で学んだことを忘れず
にこれからのゼミ活動、日常生活につなげ
ていきたいと考えています。羅臼町での４
日間は非常に短く感じられましたが、私た
ちは自分たちの生活と異なる体験もでき、
大変良い機会になりました。 
  
  
【参考文献】最終閲覧日：2019 年 1 月 13
日） 
・羅臼町 HP羅臼教育大網 
http://www.rausu-
town.jp/kurashi/H280204%E3%80%80%E
7%BE%85%E8%87%BC%E7%94%BA%E
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6%95%99%E8%82%B2%E5%A4%A7%E
7%B6%B1%2828.1.26%E6%B1%BA%E5
%AE%9A%29%EF%BC%A1%EF%BC%9
4%20%281%29 
・羅臼町 HP町政だより 
http://www.rausu-
town.jp/machi/H300510%20%E7%94%B
A%E6%94%BF%E3%81%A0%E3%82%8
8%E3%82%8A.pdf 
・羅臼町 HPより 
http://www.rausu-town.jp/machi/01/post-
10.php 
・羅臼町 HP  
http://www.rausu-town.jp/ 
・知床世界自然遺産 羅臼  
http://www.rausu-shiretoko.com/ 
・世界自然遺産の町 知床 羅臼町 
http://100m2.shiretoko.or.jp/ 
・知床データセンター 
http://dc.shiretokowhc.com/data/research
/annual_report/h23/ch4_2.html 
・羅臼漁業協同組合  
http://www.jf-
rausu.com/specialty/index.html 
・知床世界自然遺産 羅臼 羅臼町のこと  
http://www.rausu-
shiretoko.com/aboutrause.html 
・羅臼町 HP町勢要覧資料編 
http://www.rausu-
town.jp/machi/%E5%B9%B3%E6%88%9
028%E5%B9%B4%E5%BA%A6%E7%BE
%85%E8%87%BC%E7%94%BA%E7%94
%BA%E5%8B%A2%E8%A6%81%E8%A6
%A7%E8%B3%87%E6%96%99%E7%B7
%A8%EF%BC%88%E5%AE%8C%E6%8
8%90%E7%89%88%EF%BC%89.pdf 

・羅臼町 HP らうす産業活性化プロジェク
ト（平成 21 年２月 27 日） 
http://210.173.226.92/machi/032000_h21
_20090521_001.pdf  
・神村正史（２０１６）「知床の海、南方系
の魚増 サケ定置網にマンボウかかる／北
海道」 
・『朝日新聞』（2016/03/17付朝刊） 
・ふるさとチョイス  
https://www.furusato-tax.jp/?header 
・毎日新聞  
https://mainichi.jp/articles/20180210/k00
/00e/010/232000c 
・北方領土海域での安全操縦 
https://amihappy.exblog.jp/4842463/ 
・「ちょっと暮らし」 
https://kurashigoto.hokkaido.jp/report/20
170713090002.php 
・羅臼漁業協同組合｜水産林務部水産局水
産経営課 
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/sr/ske/osaz
u/oz06gok/gok049.htm 
・知床博物館ホームページ 
http://shiretoko-
museum.mydns.jp/shizen_rekishi/koen 
・国立公文書館アジア歴史資料センターホ
ームページ 
https://www.jacar.go.jp/seikatsu-
bunka/p05.html 
・公益社団法人北海道アイヌ協会 
https://www.ainu-assn.or.jp/index.html 
・ワガマチ、ワガムラ 
http://www.machimura.maff.go.jp/machi/c
ontents/01/694/index.html 
・ NEWS WEB 北海道ニュース  
http://www3.nhk.or.jp/sapporo-
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news/20180513/4291121.html oro-news/ 
  
【ご協力頂いたフィールドワーク先/ヒア
リング先の方々】 
・知床らうす国民健康保険診療所 
・セセキ温泉・昆布番屋 斎藤・純の番屋・
しおかぜ公園 
・羅臼町立小学校・羅臼町立知床未来中学
校・ビジネスホテル漁火・杉本商店・羅臼漁
港・道の駅 
・羅臼ビジターセンター・羅臼川・知床ネイ
チャークルーズ 
・マッカウス洞窟・羅臼漁業協同組合水産
物鮮度保持施設 
・知床雑貨カフェ cho-e-maru・羅臼港 第 1
～4市場 
・羅臼漁業協同組合 海鮮工房・羅臼神社 
・間欠泉・誠諦寺・濱田商店・ギャラリーミ
グラード 
・展望台 ・相泊 ・公民館 
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上野 菜々子 大島 幸 大和明日香 川越 菜央 姜 雷 小林 雅弥 高開 里菜 竹澤 

竣 中山慶一郎 松田のどか 藤田真帆 吉井遼 吉岡知美 
３年 

石井太郎 岩崎翼 加藤綾音 櫻井亮太 杉浦佳純 鈴木耕生 高橋里沙 田谷美南海 
千鹿野絢 新山泰地 別府佳菜子 渡部拓海 

４年 
男成敬太 栗原夏海 佐藤香織 
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第１章 羅臼を理解する 

1-1 概要 

羅臼町は、北海道東部の知床半島の中で
も南東側に位置し、町の目の前にある根室
海峡の向こうには、国後島をはじめとした
北方領土が広がっている。斜里町の他にも
標津町と隣接している。羅臼町は、かつてか
ら漁業が栄えており、夏はボタンエビやブ
ドウエビ、秋はサケやホッケ、冬はウニやタ
ラをはじめ、一年を通して 50 種類以上もの
多種多様な魚が獲れる。また時に厳しい姿
を見せる自然と共存するため、漁法や加工
法、保存法など、さまざまな工夫がなされて
きた。それは、羅臼町独特の文化となり、現
在まで引き継がれている。そして全国的に
羅臼昆布も有名である。また知床は、2005
年 7 月 17 日に日本で３番目の世界自然遺
産に登録されており、隣町の斜里町ととも
に自然豊かな観光地として有名である。観
光船を使えば、夏はクジラ・シャチ・イルカ
ウォッチング、冬は流氷と野鳥観察を楽し
むことができる。海や山のように雄大な自
然に囲まれ、様々な野生動物を見られるこ
とも羅臼町の魅力の 1つだろう。 
  

1-2 カテゴリー別の調査 

羅臼町について調べていくにあたり、ま
ず、一人一人の興味に基づき各自調査を行
った。そして調べた情報を出し合い、情報を
カテゴリーごとに整理を行った。その結果、
商工、教育、漁業、保健福祉や観光のカテゴ
リーにそれぞれの興味が集約した。 
  

(商工) 
羅⾅町では、進学や就職等の理由で⾼校

卒業後多くの若者が町外に流出している現
状があるのではないかと感じていた。しか
し、実際に事前調査を通じて、羅⾅町商⼯会
の⻘年部では、⽇頃から祭りの参加協⼒や
観光 PR 等、若者の⼒で地域活性化に広く
貢献するための活動を⾏なっていることを
知った。「知床らうす」ブランドを活用した
商品・サービスの開発により新たな需要開
拓を支援し、魅力ある商店街の再生により、
まちの賑わいを創出するという目標を立て、
活動されていた。また、商工業者の後継者に
ふさわしい経営者としての資質向上を図る
ことで、地域の商工業の総合的な改善・発達
のために尽力されていた。地域活性化の具
体的な取り組みとしては、知床開きや漁火
祭り、その他のイベントへの参加協力、町外
での羅臼町観光・物産 PR事業、らうすオジ
ロまつりの実施があった。観光地再開発事
業の展開では 冬の観光スポット製作(大雪
像の製作) 、美化運動の実施(観光地清掃の
実施)、交通安全事業の実施(交通遺児募金
の実施)、情報化推進事業の展開(青年部ホ
ームページの作成及び開設)などをされて
いた。 
これらのことを踏まえて、商⼯会の活動

の１つである地域振興活動に注⽬し、羅⾅
町の将来を担う存在となる⻘年部の方々か
ら若者と地域との関わりと、羅⾅町のこれ
からについてお話を伺いたいと考えた。 

 
(教育) 
事前調査を進めていくなかで、「暮らし」

に関わってくる重要な要素である教育に焦
点を当てて調べた。羅臼町では、学力向上・
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郷土愛・健全な心身の育成・勤労観の育成の
ために幼小中高一貫教育が行われており、
教育科目から郷土愛を育成しそれによる健
全な心身の育成を目指している。その科目
というのが知床学やクマ学習といったもの
である。目標として「郷土に自信と誇りを持
つとともに、地元地域の自然環境に責任を
持てる人材をつくること」を挙げている。こ
のような取り組みから、自然が豊かである
知床に住む人として、それを誇れるような
人間形成がなされていると感じた。将来も
自然と共存していかなければ生きていけな
いことを自覚し視野を広げる一環として
「クマ学習」が行われている。これは幼稚園
の教育計画に入っているものである。文字
通りクマについて学ぶものである。その目
的と考えられるのが、羅臼町全体の学校に
よる ESD教育（持続可能な開発のための教
育）の促進である。このように、クマだけで
なくクルージングでクジラを見に行ったり
して自然と触れ合って目の当たりにするこ
とでその大切さを忘れない姿勢がうかがえ
る。 
これらのことを踏まえて、私たちは「⽂化

を伝える」ということに焦点を当て、ヒアリ
ングを行いたいと考えた。羅⾅町が町とし
て羅⾅の⽂化を残し、後世に伝えることに
ついてどのような考えを持ち、それに向け
てどう取り組みを⾏っているのかを知るた
めに、教育委員会が運営している郷⼟資料
館でお話を伺うことにした。 
  
(漁業) 
羅臼の漁業は 1-1 の概要でも記したよう

に盛んである。 
羅臼昆布は、漁師が全精力と４０工程を

超える手間暇をかけて製品にしており、他
地域とは違う昆布である。うまみ成分が凝
縮され、濃厚なだしが引けそのまま食べて
もおいしい知床半島の根室側沿岸部のみで
獲れる昆布だ。真昆布・利尻昆布と比べて漁
獲範囲が狭く、知床半島でも羅臼側でしか
獲れない貴重な昆布である。鮭は定置網と
言う漁法で全国でもトップクラスの漁獲量
を誇る。そして、羅臼町では資産資源を生か
したイベントが数多く行われていることが
分かった。羅臼町及び知床羅臼町観光協会
のホームページを見てみると以下のイベン
ト情報が見つかった。活気づく漁港を体感
してもらう体験型観光が行われている。そ
してその中で、「⼈・まち・⾃然いきいき 知
床創⽣ ~⿂の城下町 らうす~」という羅⾅
町の第 7 期総合戦略を拝⾒し、羅⾅町の将
来を⼀緒に考えさせていただく上で漁業は
無くてはならないものであることが感じた。 
これらのことを踏まえて、漁業に関わる

現場の方々の声を聞きたいと考えた。現場
の方々が考える羅⾅の漁業の理想の形とは
どのようなものか、そして現状とのギャッ
プはどのようなものか、興味を持った。 
  
(保健福祉) 
羅⾅町について調査をする中で、羅⾅町

保健福祉課が、町の医療や福祉、保健など住
⺠の方々の⽣活を管理する重要な機関であ
ることを知った。例えば、保健福祉課は町⺠
の方々に対して⼿厚い医療⽀援環境を整え
るために、医療技術者修学資⾦貸与制度を
通し、看護師のサポートといった羅⾅町の
未来を担う医療技術者の方々に⽀援を⾏っ
ている。私たちは、医療技術社奨学⾦貸与制
度から、⾼齢化が進み、医療に対するニーズ
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が増えている中で、医療技術の将来を第⼀
に考えているのではないかと考えた。羅臼
町には医療技術者修学金制度というものが
あり、その制度が将来の羅臼町の未来を担
う技術者をサポートし、医療施設の拡大を
図っていたり、生活補助金として、羅臼町に
住む 65 歳以上でかつ 1 人暮らしの人には
３万円の支給がなされていたりしている。 
これらのことを踏まえて、現在、多様な世

代の要望に応える必要がますます⾼まって
いるなかで、羅⾅町の医療システムの将来
に向けて、⾏政では住⺠の方々に対しての
⽀援や今後の⽅針についてどのようにお考
えになっているか、少子高齢化の影響で今
後どのような影響が羅臼町の医療面に生ま
れるのか、羅臼町の将来がどのようになっ
ていくか興味を持った。 
  
(観光) 
羅⾅の⽂化や⾃然の発信の場として、道

の駅やギャラリーミグラードなどの観光施
設の運営を知床羅⾅町観光協会がなさって
いることを知り、興味を持った。平成 17 年
7 月に知床が世界自然遺産に登録されてか
ら、宿泊施設の新設 や増改築、観光船の新
規参入など、民間事業者による観光事業の
拡大が進められている。観光客の状況は、世
界自然遺産登録の平成 17年度は前年比 6％
と増加したものの、平成 18 年度は予想推計
を下回り、観光客の入り込みに対する宿泊
率も 20％以下であった。世界自然遺産・国
立公園「知床」の自然環境については、情報
発信拠点として平成 19 年に新しい羅臼ビ
ジターセンターがオープンし、利用者が増
加している中、更に平成 21 年にはルサ地区
に世界自然遺産の羅臼側の拠点としてフィ

ールドハウスが建設された。近年では観光
船事業が好調であり、ホエールウォッチン
グ・バードウォッチングや流氷観光に国内
外から多くの観光客が訪れている。このよ
うな取り組みの効果もあり、外国人の宿泊
者は増加しているものの、全体的な観光客
の滞在型にはつながっておらず、観光客の
宿泊数は減少傾向にある。滞在型観光を進
めるためには、1 日遊べるコンテンツが必
要で、そのためのメニューを幅広く充実さ
せていく必要性がある。観光客の受け入れ
に伴う、ガイド養成が急務となっている。一
方、道の駅への観光客数は一定数確保され
ている。 
 これらのことを踏まえて、知床が世界遺
産に登録されてから、観光客の⽅が求めて
いるものの変化や知床周辺の観光事業の変
化、観光客の増加のために工夫されている
ことなどについて興味を持った。 
  

1-3 事前調査を踏まえて 

私たち新原ゼミは、羅臼町を調べていく
過程で「つながる つなげる 羅臼町」をテー
マとして掲げ、調査を行うことにした。 
「つながる」とは、私たちが羅臼町の方々

と深く繋がり、地域の現実を理解し、そして
当事者意識を持つことを指している。「つな
げる」とは、「つながる」ことによって知る
ことのできた羅臼町の魅力が、未来につな
がっていく、持続していくことのお手伝い
をさせていただきたいといった意味を込め、
「つながる つなげる 羅臼町」をテーマと
して調査を進めた。 
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第２章 現地調査 
実際に羅臼町で、興味に応じて 5 つの班

に分かれてヒアリングやフィールドワーク
を行った。その内容についてそれぞれ記述
する。 
  
（商工会） 
商工会のヒアリングを通して分かったこ

とは、羅臼町では、若者の働く場所が少ない
ことが原因で高校や大学進学を機に若者の
多くが町外に出ていってしまうという問題
があるということだ。 
また、消費者の購買力が町外に流出して

いる現状に関しては、羅臼町で手に入らな
いものを求めて町外の商業施設を訪れると
いうよりも、むしろレジャー感覚で娯楽を
求めて近くの中標津町や根室市などで買い
物していることが分かった。 
羅臼町の商業に関しては、小売店や水産

加工業関係は後継者が必ずいて、後継者不
足ということはないことが分かった。しか
し最近では、将来的に継続できないと考え
店を閉めてしまうところが多いという。そ
の理由としては、25年ほど前からコンビニ
や大型商業施設が進出してきたことがある。
そんな中でも、そういった後継者のために
支援していくのが商工会の役目である。 
青年部においては年齢層のバランスがと

れていない現状があり、後継者は現在青年
部で活動している人の息子の世代に限られ
ている。 
また、青年部が行っているお祭りについ

てはオジロ祭りというものがある。事前調
査では観光客向けに行っているのではない
かと予想していたが、イベントが実は子ど

もの遊び場が少ないという羅臼町の現状を
踏まえて、子ども向けに行うイベントにな
ってきていることを知った。今後は昔のよ
うに、お祭りと共に飲食店にも活気が生ま
れるようなイベントにしたいと考えている。 
さらに、羅臼の方はみんな羅臼の自然に

誇りを持っていてこの自然を最大限に活用
したいと考えている。羅臼に若者を受け入
れていく上では、実際に羅臼に来てもらい、
羅臼の魅力を感じてもらうことが重要であ
る。しかし、どのようにして呼び込むかは今
後の課題だ。まずは漁業、水産加工業におい
て、働く環境を作っていかなければならな
い。現在は「食」の方面で取り組んでいる。
加えて、新たに呼び込むことには難しい面
もあるため、現在羅臼に住んでいる小学生、
中学生、高校生をいかに羅臼に留まらせる
かも重要となってくる。 
 
（教育） 
羅臼町教育員会でのヒアリングを通じ、

事前調査で記述した目標のため、教育委員
会は羅臼の自然の魅力を地域の子供たちに
感じて欲しいということが分かった。さら
に一人ひとりに合わせて進路先を考えてい
る。教育事業は大きく 3 つの分野で分かれ
ている。ふるさと学習、青年、芸術文化だ。 
ふるさと学習の例として、少年探検隊と

いうプログラムが 36 年前から行われてい
る。対象は小学校５年生から中学校 3 年生
までで期間は、夏休みの5泊6日間である。
世界自然遺産の地を一緒に守っていく、と
いうことを歩いて感じてほしい。また、自分
の足で海岸線を歩いて辛さや体力などを自
分で乗り越えるということを覚えてもらい
たいという思いがあるそうだ。 
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青年に向けたイベントとして、知床羅臼
昆布フェスタが挙げられる。実行委員会が
20 名ほどいる。他には、町の観光ガイドの
人や漁業、観光船の方々、銀行、知床財団。
役場の方など多種多様な職種の成年の人々
が集まっている。羅臼の昆布は実際時間を
かけて製品化にしている。昆布をどのよう
に製品化にしているのかなど、羅臼の地場
産業を紹介している。幼稚園から青年まで
の人が体験できる。教育委員会の視点、また
青年団体の育成という観点からこの活動に
取り組んでいる。この活動には、羅臼の未来
を育むような期待も含まれている。 
芸術文化については、芸術文化の鑑賞事

業が挙げられる。羅臼は音楽事業鑑賞する
ために、ホールなどの施設が無いため、ほと
んど公民館で行われる。場所が足りなくな
ったときは、町民体育館を会場にしたり、学
校の体育館を会場にしたりしている。毎年、
少なくても 1 回著名な方を呼んで、コンサ
ートの実施など羅臼町の文化協会と共催を
している。羅臼町は他の都心に比べ、公共交
通機関がないことが原因で、子供たちがコ
ンサートに行くのは難しい。大人の場合は
札幌市など大きい会場のコンサートや全国
各地に飛び回って行く人も中にはいる。子
供たちに対して、‘少年芸術劇場’という形で、
演劇と音楽の鑑賞会を設け、教育委員会で
受け持ち、行っている。また、郷土資料館も
町民の芸術文化振興のためとのことであっ
た。 
以上から、教育委員会は新たな物に目を

向けたりするのではなく、今ある羅臼の魅
力を大事にしているということが、お話を
通して感じた。 
  

（漁業協同組合） 
羅臼町漁業協同組合でのヒアリングを通

してまず分かったのは、羅臼の漁業の歴史
だ。羅臼の漁業は主にスケソやタラの漁船
漁業・昆布やホタテの養殖・定置網の 3 つ
であり、かつては水揚げ量が全国 1 位にな
るほど、漁業が非常に盛んな町だった。それ
ゆえに今でも漁業に対して誇りのような特
別な思いを持っているように感じた。羅臼
の海は目の前に北方領土のうちの一つの国
後島がある。大昔は国後島の沖まで漁をし
ていたが、昭和 52 年に 12 海里制度が施行
され、沖の真ん中に線を引かれ、漁ができる
範囲が制限された。また、昭和 63 年にロシ
アの大きな底引き船である大型トロール船
が根室海峡に登場し、魚を根こそぎ水揚げ
されてしまうようになった。それまでの獲
り過ぎもあり漁獲量は次第に減少し、それ
と同時に漁師や漁船数も減った。実際に、水
揚げ金額は 29 年度が 18,000t で 80 億円、
28 年度が 26,000t で 109 億円、27 年度が
30,000t で 107 億円と資源が低迷している。
昭和 49 年には組合員 844 人、水揚げのピ
ークは平成 2 年に 257 億円、直近平成 29 年
では 384 人で約 80 億円となった。漁業の
町である羅臼の漁獲量の減少は税収も減少
させるなど町の基幹部分に影響を及ぼした。 
漁業における新しい取り組みとしては、

鮮魚を売る物産展等のイベントの開催や食
育に力を入れている。例えば、羅臼の海の幸
を PR するために積極的にイベントへの参
加、羅臼昆布を商材として提供し、情報発信
活動を実施している。羅臼には鮮魚市や朝
市がない。頻度や衛生面等の理由から開催
実現には困難な部分が多い。 
漁業が盛んに行われていた時代には、高
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校卒業後すぐ漁師になる人が多く、漁師を
目指す人は多くいた。また、漁師の家におい
ては、漁の手伝いをし、父親が 60 歳になる
と継ぐというのが一般的だった。現在は漁
獲量が減少し、先行きが不透明なので、自分
の代で漁師は終わりにするというケースが
年々増加し漁業従事者を減らさざるを得な
い。将来をどう見通すかといった課題があ
る。 
  
（保健福祉） 
子育て支援センターありんこにてヒアリ

ングを実施した。羅臼町は地域で子どもを
育てていくことにおいて、自治体が積極的
に取り組んでいる。羅臼は町が財政難であ
る中で、費用は限られているものの、子ども
の笑い声が聞こえる社会を作るための政策
に対して、特に力を入れていれる方針だそ
うだ。町役場の保健福祉課とは連携して子
育て支援を行う「ありんこ」はその一つであ
る。 
次に、保健福祉課でのヒアリングについ

てだ。羅臼で重要な課題の一つが医療制度
だ。羅臼は医師の数が不足しており、十分な
医療を住民の方々に提供することが難しい
のが現状である。医師と同様に、看護師や介
護士等の専門職も不足している。その多く
が北海道の中央に行ってしまうため、羅臼
で現在勤めている人の多くが釧路から来て
いる。奨学金制度のような改善策もあるが、
ごく少人数のみの利用にとどまり、解決が
困難である。 
  
（観光協会） 
羅臼町観光協会でのヒアリングを通して、

【知床の半分は羅臼】ということを認識が

できた。羅臼の二次交通は周辺の街の中で
一番ではないが、それでも観光客は１市４
町の中で一番多い。観光客は、全国から来て
いる。さらに、外国人観光客も 30％を占め
ている。二次交通は発展していなくても自
然が豊かで、来てくれる観光客が多いのは
陸海空の頂点を見ることができるのは羅臼
だけであるためではないかとのこと。例え
ば羅臼で見られるシャチの頻度は、カナダ
を抜いており、近くで鷲を数百匹見ること
ができる。実際、長崎大学がマッコウクジラ
を研究するために、ここ 10 年毎年来ている
ようだ。 
事前調査のとき、羅臼町の観光協会事務

局長は一般募集を通して募集していること
に気づいた。実際伺ったところ、全国から募
集した方がより視野が広い人を募集するこ
とができたとのことであった。実際羅臼の
人々が、気づかなかったところを気付くし、
現地の人と比べ、羅臼の魅力を外に発信し
やすいのだという。 
また、宿泊を伴わない通過型観光になっ

ていることについては、滞在型観光に変え
ていきたい方針でありガイドの育成に力を
入れている。また、羅臼の昆布の競りを見せ
るような育成事業は少ないながらもしてい
る。しかし、問題点として観光を促進するコ
ンテンツなどのためには、現状では町との
連携が足りないと感じているとのことであ
った。 

 
  

第３章 認識 
サマースクール後、羅臼町で感じた学生

各々の共通の理解を結集して新しいひとつ
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の認識を立てた。それは「羅臼町は今あるも
のをどう残し、活かしていくのかという観
点を大切にしているのではないか」という
ことだ。ただ、羅臼町の「今あるもの」には
様々な側面があると感じた。 
  

3-1財政面の厳しさ 

「今あるもの」の１つ目は「財政面の厳し
さ」である。 
羅臼町でのヒアリングを通じて、住民の

方々が共通して感じている地域課題の１つ
に財政面での厳しさがあるという印象を受
けた。 
羅臼町は主要産業である漁業を軸に繁栄

してきた反面、漁業の分野において近年で
は天候の変化や隣国ロシアとの漁業水域を
めぐる問題等によって水揚げ量が変化して
いる現状がある。漁業は収入源が水揚げ量
に左右される特性を持つ産業であることか
ら、地域経済を支える軸となる水産業の変
化が巡り巡って町の財政にも影響を与えて
いるように感じられた。しかし、その一方で
羅臼町では今ある財源のなかで行政では町
民にとって本当に必要な施設やサービスに
対して投資を行っていた。また、漁協や観光
協会などの他の主要団体でも今までの取り
組みを見直したり、町の現状を把握したり
することで「持続可能な町づくり」の実現を
目指して地域活性化や住民生活の維持に尽
力している様子だった。 
ここでは、羅臼町の①財政の現状と課題

②必要なモノへの投資③課題に対する対策
という観点から行政や町の主要団体でのヒ
アリング調査をもとに認識した「羅臼町の
現実」について記述する。 

  
① 財政の現状と課題 
羅臼町の財政の変化に大きく関連してい

ると思われる主要産業である漁業において
は、その従事者や水揚げ量が平成の 30 年間
で大きく変化している。それに伴い、水産業
を含む第一次産業に従事する人の割合が全
体の 6 割を占める羅臼町では、各人の所得
の減少が地方税の減少にもつながっている。 
水揚げ額は取れ具合で変動。昭和 49年に

は組合員 844 名。水揚げのピークは平成２
年約 257 億。平成元年にロシアのトロール
船がやってきたことをきっかけにそれ以降
下降し続けて、直近平成 29 年では 384 名
で約 80 億。水揚げが下がると組合員も脱退
していく。 

（羅臼漁業協同組合ヒアリングより） 
  
各人の所得が少ないから地方税も 6 億し

かない。他には国からの交付と借金しかな
い。交付税は、別海町や標津町と比較すると
少ない。標津町と税収は 30 億も違う。どう
にもならないが、それでもやっていかない
と。 

（保健福祉課ヒアリングより） 
  
また、水産業からの転職の難しさという

課題も生じている。水産関係以外の働く場
所という点に関して、小規模事業者におい
ては経営の継続が難しいと感じていたり、
若者の中には雇用はあっても「条件の良い
職場」がないと感じていたりする現状があ
る。 
スケトウダラの水揚げが最高 250 億もあ

った時代には高卒で漁師になった人が３か
月で 300～400 万円稼げた。漁師になりた
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い人はたくさんいた。しかし、平成 2 年を
ピークに悪くなり、商売を続けられなくな
った人もいた。利益率の低い赤字になる時
期は思い切って別な仕事をした方が良いか
もしれないという考えはあるが、漁業以外
にどういう仕事があるかという壁にぶつか
っている。転職して新しい事業を始めても
うまくいかないことが多い。現在は、後継者
自体はいても漁業の先行きが不透明なこと
から自分の代で漁師を終わりにするケース
も増えている。後継者対策をするには漁業
を安定させること。安定した収入を得られ
るならば、若者も羅臼に帰って来て人口流
出にも歯止めがかかる。 

（羅臼漁業協同組合ヒアリングより） 
 

25年ほど前からコンビニや大型店舗の進
出により小規模事業者の中には売り上げが
落ち、商売を継続できなくなった人もいる。
商品の仕入れは昔からの問屋から購入する
よりも大型チェーンの方が安いので対抗で
きなくなっている。 

（羅臼町商工会ヒアリングより） 
  
昨年、羅臼高校を卒業して就職したのは

42 名中 17 名と約半数。そのうち町内で就
職したのは９名。これは自分の家を継ぐ人
や漁師、漁協など。町内には住民が言うほど
職がないわけではない。ただ職がないと言
われる理由としては、「条件の良い職場がな
い」ことが大きい。通年を通して安定した職
が必要。 

（教育委員会ヒアリングより） 
  
財政面での厳しさは住民生活や教育、観

光等の分野で「やりたいことがあるができ

ない現状」を生み出しているように感じら
れた。その反面、限られた財源の中でいかに
住民生活を維持していくかということに焦
点が当てられている印象があった。 
こういうサービスがあれば良いという意見
があり、ほかの町にあって羅臼にはないと
いうものが多すぎる。あまり贅沢はせず、
「あるものだけ」という姿勢がある。 
 町に産婦人科が無く、二次交通が発達し
ていないため、出産の際には 1時間 30 分か
けて中標津町へ運転して行くのが羅臼町で
は普通。 

（保健福祉課ヒアリングより） 
  
 グローバル教育を推進するために短期留
学の制度も設けられたら良いが財政的に厳
しいのが現状。 

（教育委員会ヒアリングより） 
  
② 必要なモノへの投資 
羅臼町では、財政が厳しいという現状が

ある一方で「今あるもの」を大切にしながら
住民の方々の目線に立って本当に必要なも
のに対して投資をしている印象を受けた。
以下はその例である。 
必要なモノへの投資/医療編 
(１)奨学金制度 
医療技術者奨学金制度を中学や高校で宣

伝して羅臼で生活している若者には４年間
で年間 150 万円の奨学金制度を適用できる
ことにした。そして、羅臼で働いてくれれば
奨学金の返済は全額免除になる。 
(２)医療施設について 
最低限の内科や外科、小児科は羅臼町内

にそろえた。また、24 時間の救急はいつで
も対応できるようにして、ドクターヘリも
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完備している。緊急時に備えて患者さんの
データやカルテ情報を他地域とも共有でき
る仕組みをつくった。人的部分について専
門職員をそろえるのは困難なので医療機器
は良いものを導入している 

（保健福祉課ヒアリングより） 
必要なモノへの投資/教育編 
（１）芸術文化奨励事業 
コンサートホールや公共交通機関がない

ためコンサートへいけない子供たちが多く
いる。その子供たちのために１事業につき
10万円の補助金で公民館や国後展望台など
を会場にしてコンサートを実施している。 
（２）郷土資料館の設置 
以前は小さな資料室として運営されてい

た施設を平成 23 年 12 月町民の芸術文化を
目的に新設した。 

（教育委員会ヒアリングより） 
  
③課題に対する対策 
羅臼町では、行政に加え住民の方々自身

も基幹産業である漁業の収入を安定させる
ことや安定した職場環境づくり、観光での
町の活性化の実現に向けて様々な取り組み
を行っている。ここでは、その一部を紹介す
る。 
（１）持続可能な漁業の模索 
現在、羅臼町では基幹産業である漁業の

収入を安定させるため「獲る漁業から育て
る漁業」へと漁業の方法が転換しつつある。
例えば、羅臼の特産品である昆布は過去 30
年間天然昆布しか獲っていなかったが、近
年では養殖に力を入れるようになった。ま
た、安定した水揚げ量を確保するために計
画的な漁も実施されるようになった。 
（２）安定した職場環境、子育て環境の構

築 
羅臼漁協では、水産関係に従事する人の

働き方改革をすることで働きやすい環境づ
くりを模索している。また、子育てや教育関
係についての取り組みとしては「結婚時に
お祝い金を贈呈」「第三子を産めばお祝い金
を贈呈」する事業を行っている。 
（３）観光による地域活性化 
観光においては、町外で特産品等をPRす

ることはもちろんだが、観光客が羅臼に実
際に足を運びお金を落としていくことが重
要であるとの認識から、通過型観光でも町
で消費してもらうことや観光船やイベント
目当てで訪れた観光客に地元の飲食店等を
利用してもらうことに重点を置き地域活性
化に取り組んでいる。 
  
以上のことから「財政面が厳しい」という

地域課題に対して、行政や住民が一体とな
って住民生活の維持や地域活性化を通じて
「持続可能なまちづくり」を目指している
のが「羅臼町の現実＝今あるもの」の一面な
のではないかと考える。 
  

 3-2 行政と住民のニーズのミスマッチ 

「今あるもの」の２つ目は「行政と住民の
ニーズのミスマッチ」である。 
行政の取り組みと住民のニーズとの相互

の関係の中で、一部認識の差が生じてしま
っている部分があると感じた。それは特に
雇用や教育の面においてであった。 
  
雇用においては、町内に雇用が無いから

と感じているため町外に出ていく若者が多
い一方で、役場などでは求人を出しており、
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それに対する募集が無く人手不足に悩まさ
れているといった現状があった。この雇用
の需要と供給のすれ違いは行政と町民のコ
ミュニケーション等次第で改善できるもの
では、という認識に至った。 

 
・「羅臼町においては、若者の働く場所がな
いことなどが原因で高校や大学進学を機に
若者の多くが町外へ出て行く現実がある。」 

（商工会ヒアリングより） 
  
・「漁協における求人については、高校の教
諭と連携して進路相談を行ったり、説明会
を開催したりもしており、実際に学生から
の問い合わせも何件かある。だが、実際に募
集すると人が来ない。漁師は仕事がきつい
というイメージがあるのではないか。」 

（漁業協同組合ヒアリングより） 
  
・「今の若い子は、重労働であっても給料が
高い仕事がいい、給料が高くても休暇がな
い仕事には就きたくない、など、求める条件
が高いのではないかと思っている。市役所
や地元の銀行などでも毎年求人は一定数出
しているが、募集が少ない。数人実際に就職
する若者がいても、すぐに辞めるらしい。銀
行の場合はノルマ・客を取ってくると等の
タスクが課されると、それを重荷に感じて
辞めていく若者もいるそう。」 

（漁業協同組合ヒアリングより） 
  
・「羅臼には雇用の場がないから高校を卒
業したら外に出る、と言う町民の方も多い
が、実は求人はたくさん出している。例え
ば、羅臼町役場は今年、5人募集している。
そのうち、技術職が２人、一般事務職が３

人、その３人の中に羅臼高校卒業生が受験
するのは１人だけ。漁業協同組合もそう。２
～３人募集していて１人ぐらいしか来てい
ない。うちの診療所でも看護師等が足りて
いないという実態がある。介護施設も人手
が足りなくて、対象となる高齢者を受け入
れられないという状況がある。だから仕事
はある。給料が安いと思われているのか？
羅臼町では独自削減で普通の公務員よりも
３％カットになっているが、そういった点
が町の人たちの中で、『役場に行ったら独自
削減されているから給料が安い』と捉えら
れているのか、なぜか人気がない。介護職や
看護師は夜勤など大変でそういう大変さが
嫌で選んでいないのか、介護職はまだ賃金
ベースが低いからなのか。町内には住民の
人達が言うほど職がないわけではないが、
『条件の良い職場』がないと言っているの
だと思う。都会に行ったからといってそれ
ほど状況が変わるのかは分からないが。」 

（教育委員会ヒアリングより） 
 

・「PR が不足しているということもあると
思う。うちの高校はどういうところに就職
しているのか、というのを住民の人たちに
説明していない。役場も募集していてもチ
ラシを１枚ながす程度。そういった面では
求人を出す側も改善の余地はあるかもしれ
ない。」 

（教育委員会ヒアリングより） 
  
町の子どもたちへのふるさと教育に関し

ても、企画している側と子供たちの側とで
は認識に差がある部分があることも感じら
れた。 
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・「ふるさと体験教室とふるさと少年探検
隊は学校全体で参加するのではなく、子供
たちの中でも特に羅臼の自然に興味を持っ
た子たちが積極的に参加するというものに
なっている。中には学校の先生でもスタッ
フとして関わってくれる人も何人か来る。
以前は、少年探検隊は親に行って来いと出
された子どもが多かったように感じており
行っている最中に『帰りたい』と言う子が多
かったが、今の子供たちは、自分が行きた
い、お兄ちゃんお姉ちゃんの話を聞いて自
分も行ってみたいという子が多い気がする。
36 回もやっていると親も行ってきている。
体験の話を親から子にしていると思う。「辛
いけど言ってこい」と話すよりも『こんなに
楽しいことがあるよ』というレクチャーを
家庭の中でしているのではないかなと想像
の上で思う。」 

（教育委員会ヒアリングより） 
  
・「ふるさと探検隊については、ここ 5年く
らい、高校生になっても、今度はスタッフと
して手伝いたいと言ってくれる子が出始め
た。もう高校生になったら大人と同じスタ
ッフとしてかかわってもらう取り組みに変
わってきている。」 

（教育委員会ヒアリングより） 
  
一方、フィールドワーク中に会った小学

生達に「ふるさと探検隊」について聞いてみ
たところ、「参加したことがあるが、それは
自分からではなく親に勧められて参加した」
という子が多かった。これはヒアリング先
で聞いた「最近は自分から参加する子が増
えている」と言っていたのとは違っていた。
子どもたちの話を聞いてみると、「ふるさと

探検隊」の最中で泣いたという子、けがをし
たという子もいて、子ども達にとっては参
加するのに勇気がいるのではないかと感じ
た。こういった認識の差を埋め、より多くの
子供たちが主体的に町について学べる環境
を整えることが出来れば、将来も町に残っ
て産業を担っていく若者が増えていくこと
に繋がるのでは、という認識に至った。 
  

3-3 人との繋がり 

「今あるもの」の 3 つ目は「人との繋が
りの深さ」である。 
以下は学生の現地調査の記録からの引用

である。 
  
・カニを食べるのに苦戦していると店主が
鮮やかな手際で助けてくれた。後日、車に乗
っている姿をみたが、あちらから手を振っ
てくれた。 
・部屋に案内される途中、漁協参事の佐々
木公夫さんは他の職員に声をかけられてい
て雰囲気はまるで高校の廊下である。 
・羅臼町での生活や人付き合いについての
様子を少し伺ったところ、近所付き合いを
特別意識しているというわけではなく、普
段から自然と大切にされている様子が感じ
られた。 
・たまたま出会った方に「昨日（ヒアリング
の事）商工会にいましたよね？」と声をかけ
ていただき、その方は青年部の副部長さん
だった。実際にヒアリングで話した方では
ないが… 
お話を聞いている途中でも近所の漁師の方
と話していたり、商工会の女性部の方の車
が通るとすぐに誰の車か分かったり、東京
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では考えられない地域のつながり… 
・保護者の方々は、自分の子どもだけでな
く、すべての子どもたちの面倒を見ており、
時には一緒に遊び、あやしている姿が印象
に残った。 
（サマースクール参加学生の記録より） 

  
このように羅臼全体での広い密接な繋が

りが伺える。さらに外部の人間である私達
も温かく迎えていただけた。後日、宿泊した
宿のオーナーの中村さんから私達の話を聞
いた教育委員の方から電話がかかってくる
など関わりに職業や立場による差も感じな
かった。また短時間で外部の我々でもお話
を通していただけるほどの関わりが持てた
という壁の薄さも特筆すべき点であろう。 
この羅臼の温かい「人との繋がりの深さ」

を政策提言で生かしたいと考えた。 
  

 3-4 自然に対する敬愛 

「今あるもの」の 4 つ目は「自然」であ
る。 
先述の通り、主要産業である漁業の衰退

が財政面の厳しさに強く影響しているとい
う事実がある。しかし、過酷な自然の現実と
向き合いながらも、羅臼町の方々は、知床の
自然に対して強い誇りを持っているような
印象を受けた。ヒアリングやフィールドワ
ークを通して出会った人々からは「羅臼の
自然が貴重であり、大切なものである」とい
う自負心が感じられた。 
  
漁獲量の予測データを組合や業者で積極

的に共有し、対策を考えてもいる。年々水揚
げ数量が減っている中、組合としては、流れ

て来る魚を獲るだけでなく、養殖など育て
る漁業へ切り替えて行こう、ということで
提案し始めた。環境変化に負けない育てる
漁業を進めていこうとしている。 

（羅臼漁業協働組合ヒアリングより） 
  
知床半島は羅臼町と斜里町からなってお

り、知床世界遺産の半分は羅臼が占めてい
る。 
羅臼町はたくさんの素材があり、ほかの地
域では見ることが出来ないものがある。マ
ッコウクジラやシャチも簡単に見ることが
できる。つまり、陸海空のすべての頂点の生
き物を見ることが出来、豊かな自然がある。
世界中からクジラの調査隊が来ていて、学
術的な価値も高い。 

（知床羅臼観光協会ヒアリングより） 
  
年間 8 回に分けて、主に土曜日に実施。

子供たちに地域学習をしてもらっている。
地元の知床財団の方を講師にお招きしたり、
実際に昆布漁師など専門の方を呼んで子ど
もたちに体験させたりしている。隣町の斜
里町の愛護少年団（自然を学習する子供た
ちの集まり）も呼んで、羅臼の海に棲む生き
物の環境について学びながら、清掃活動を
行ったりもしている。 

（羅臼町教育委員会ヒアリングより） 
  
この空と、この海の景色が、ずっと変わら

ずに見続けられることが、一番安心するこ
と。 
（羅臼町役場保健福祉課ヒアリングより）

 

第４章 政策提言  
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4-1 羅臼町全体会議の実施 

漁協や観光協会といった各自治体は、羅
臼の「今ある自然」を維持しながら、次世代
を担う若者や、羅臼町外部の人たちにその
魅力を発信しようとしている。同時に、その
自然の中で、優先して行うべきことを見極
めながら政策を練っているのだと考えた。 
私たちが提案する羅臼町全体会議の目的

は、世代を超えて子どもから大人まで羅臼
町在住の方々が意見を交換する場を設ける
ことである。場所は公民館、羅臼の地域内等
で、議題は行政の課題や羅臼町民の要望、地
域のイベントなど羅臼に関する様々なこと
について話し合う。 
羅臼町全体会議に子どもを含めた理由と

しては主に二つあり、第一は行政と子ども
の認識に、齟齬があるということだ。それは
羅臼町をヒアリング、フィールドワーク等
で調査していく中で分かったことであり、
行政は「子ども達はふるさと探検隊を喜ん
でやっている」と認識していたのに対し、子
ども達にとってふるさと探検隊とは「親に
言われてしぶしぶやっているもの」であっ
たことが分かった。私たち新原ゼミは、子ど
もから大人までみんなで話す場があれば、
このような認識の齟齬が生まれないのでは
ないかと考えた。第二に、子どもと大人の意
見交換は、お互いに良い影響をもたらすの
ではないかと感じたためである。相互に理
解しあうことによってお互いを尊重し合え
る良い関係性が生まれるし、子どもの意見
は大人にとって新鮮なもので、些細な意見
から何か生まれることもあるのではないか
と私たちは考えた。こう思ったきっかけは、
私たちがサマースクールの間に泊まった漁

火の宿の中村さんと、最終日の前日に話を
させていただいたことである。サマースク
ールのヒアリング、フィールドワークを終
えた私たちは、羅臼町に関して感じたこと、
思ったことそのままを、中村さんの前で一
人ずつお話をさせていただいた。このこと
により中村さんの中で何かひらめいたもの
があったようで、このように些細なつたな
い意見でも伝わる人には伝わり役に立つの
ではないかと考えた。以上の二点から、羅臼
町全体会議を政策提言の一つとして提言す
る。 
  

4-2 羅臼町ふるさと住民票制度の導入 

ふるさと住民票制度は自分が居住してい
る地域ではない、つまり、他の地域に興味関
心を持ち、その地域に深く関わっていきた
いという人に向けた政策で、対象となる地
域の地方自治体が住民票代わりに「ふるさ
と住民票カード」を渡す制度のことである。
このふるさと住民票に登録されると、カー
ドの所持者にその地域の季節ごとの行事を
はじめ様々なイベントの情報や行政の情報
が細かく提供され、その地域の公共施設の
利用することもできる。というのも、この制
度は地域住民と同等の扱いを受けることが
でき、居住地ではなくても地域に興味があ
る人はその地域の人とつながったり、仲良
くなったり、その地域に、より大きな愛着を
持つことができる。また、その登録された地
域の行政や施設に対して良い点、改善点を
第三者の視点から考え、直接行政へ意見と
して述べることができる。市民に限らず外
部の立場からの意見を取り入れることによ
って、より良い地域づくりを行政は実行で
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きる。つまり、ふるさと住民票の所有者がそ
の地域の地域政策のアイディア出しを行い、
地域に貢献する子ができる仕組みになって
いる。ちなみに、このふるさと住民票制度は
現在全国で８自治体が導入しており、北海
道ではニセコ町が実施している。 
私たちがなぜ、羅臼町に対してこのふる

さと住民票制度の導入を提言したかという
と、羅臼町でのヒアリングや FW を通じて、
この町には町民の方が誇れる貴重な自然や
産業があるということを実感したからであ
る。これは商工会に務めていて、都会を経験
された方がおっしゃっていた海の波の音を
聴くと故郷が一番と感じるといった言葉や、
ネイチャークルーズや観光協会の方がおっ
しゃっていたクジラをはじめとした貴重な
自然環境があるといった言葉が挙げられる。
一方で、実際には外部の人間に向けては羅
臼町民の方が考えている羅臼町の魅力とい
うものがあまり伝わっていないのではない
かという現状が今の羅臼町にはあり、人々
が訪れたり関わったりすることで、羅臼町
の魅力を羅臼町外の人たちに伝えていく必
要があると考えたからである。 
私たちが考える羅臼町ふるさと住民票制

度は羅臼町に１度も来たことがない人、羅
臼町の観光経験者、一時的に仕事などで居
住した人、羅臼町で生まれ進学や就職で町
を離れてしまった羅臼町出身者の３つの異
なる立場の方々を対象としている。羅臼町
ふるさと住民票制度を導入することにより、
羅臼町に１度も訪れたことのない人は間接
的あるいは直接的に現地の活動に参加し、
新たな羅臼町の魅力を発見することができ
る。観光経験者や一時的居住者は羅臼を離
れても長期的に羅臼町と関わり続けること

ができ、羅臼町に様々な形で貢献すること
ができる。羅臼町出身者は住民票を他の地
域に移したとしてもふるさとである羅臼町
に愛着を持つことができ、将来地元に戻っ
てくるきっかけにつながると私たちは考え
る。羅臼町ふるさと住民票制度の導入は、羅
臼町の魅力を外部の人に伝達することがで
きることに加え、羅臼町を魅力的に思う人
の増加につながると考えられる。以上のこ
とより、私たちは羅臼町ふるさと住民票制
度を政策提言の１つとして提言する。 
  

羅臼町の方々へ 

今回羅臼町の皆様、私たちの中央大学の
サマースクールを受け入れて下さり誠にあ
りがとうございました。羅臼町の方々のお
かげでこの報告書を完成させることができ
ました。特に、ヒアリング先の方々、多くの
資料を私たちのために準備してくださった
り、質問に答えてくださったり様々な面で
協力して下さり誠にありがとうございまし
た。私たちは羅臼町で学んだことを忘れず
にこれからのゼミ活動、日常生活につなげ
ていきたいと考えています。羅臼町での４
日間は非常に短く感じられましたが、私た
ちは自分たちの生活と異なる体験もでき、
大変良い機会になりました。 
  
  
【参考文献】最終閲覧日：2019 年 1 月 13
日） 
・羅臼町 HP羅臼教育大網 
http://www.rausu-
town.jp/kurashi/H280204%E3%80%80%E
7%BE%85%E8%87%BC%E7%94%BA%E
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・羅臼町 HPより 
http://www.rausu-town.jp/machi/01/post-
10.php 
・羅臼町 HP  
http://www.rausu-town.jp/ 
・知床世界自然遺産 羅臼  
http://www.rausu-shiretoko.com/ 
・世界自然遺産の町 知床 羅臼町 
http://100m2.shiretoko.or.jp/ 
・知床データセンター 
http://dc.shiretokowhc.com/data/research
/annual_report/h23/ch4_2.html 
・羅臼漁業協同組合  
http://www.jf-
rausu.com/specialty/index.html 
・知床世界自然遺産 羅臼 羅臼町のこと  
http://www.rausu-
shiretoko.com/aboutrause.html 
・羅臼町 HP町勢要覧資料編 
http://www.rausu-
town.jp/machi/%E5%B9%B3%E6%88%9
028%E5%B9%B4%E5%BA%A6%E7%BE
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・羅臼町 HP らうす産業活性化プロジェク
ト（平成 21 年２月 27 日） 
http://210.173.226.92/machi/032000_h21
_20090521_001.pdf  
・神村正史（２０１６）「知床の海、南方系
の魚増 サケ定置網にマンボウかかる／北
海道」 
・『朝日新聞』（2016/03/17付朝刊） 
・ふるさとチョイス  
https://www.furusato-tax.jp/?header 
・毎日新聞  
https://mainichi.jp/articles/20180210/k00
/00e/010/232000c 
・北方領土海域での安全操縦 
https://amihappy.exblog.jp/4842463/ 
・「ちょっと暮らし」 
https://kurashigoto.hokkaido.jp/report/20
170713090002.php 
・羅臼漁業協同組合｜水産林務部水産局水
産経営課 
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/sr/ske/osaz
u/oz06gok/gok049.htm 
・知床博物館ホームページ 
http://shiretoko-
museum.mydns.jp/shizen_rekishi/koen 
・国立公文書館アジア歴史資料センターホ
ームページ 
https://www.jacar.go.jp/seikatsu-
bunka/p05.html 
・公益社団法人北海道アイヌ協会 
https://www.ainu-assn.or.jp/index.html 
・ワガマチ、ワガムラ 
http://www.machimura.maff.go.jp/machi/c
ontents/01/694/index.html 
・ NEWS WEB 北海道ニュース  
http://www3.nhk.or.jp/sapporo-
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【ご協力頂いたフィールドワーク先/ヒア
リング先の方々】 
・知床らうす国民健康保険診療所 
・セセキ温泉・昆布番屋 斎藤・純の番屋・
しおかぜ公園 
・羅臼町立小学校・羅臼町立知床未来中学
校・ビジネスホテル漁火・杉本商店・羅臼漁
港・道の駅 
・羅臼ビジターセンター・羅臼川・知床ネイ
チャークルーズ 
・マッカウス洞窟・羅臼漁業協同組合水産
物鮮度保持施設 
・知床雑貨カフェ cho-e-maru・羅臼港 第 1
～4市場 
・羅臼漁業協同組合 海鮮工房・羅臼神社 
・間欠泉・誠諦寺・濱田商店・ギャラリーミ
グラード 
・展望台 ・相泊 ・公民館 
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